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【原著】

足洗器による足浴の有効性についての検討
－皮膚温・深部温と主観的温度感覚から－

安　杖　優　子＊１　會　津　桂　子＊１　工　藤　せい子＊２

西　沢　義　子＊１　石　岡　　　薫＊３　工　藤　　　恵＊４

對　馬　明　美＊５　松　本　光比古＊６

（2009年10月26日受付，2009年12月2日受理）

要旨：【目的】目的は足洗器と一般的な手による足浴の差異を客観・主観的指標から比較検討す
ることである。
【方法】対象者は健康な女子学生14名であった。足洗器と手による足浴を行い，皮膚温（手掌，
下腿）・深部温（前額部，手掌，下腿）を足浴前から足浴終了後30分間測定した。主観的指標は
足浴前後にGagge らの温度感覚とWinslow らの快適感覚を用いた。
【結果】SPSS16.0j の反復測定による一元配置分散分析の結果，両群とも下腿皮膚温・深部温の
経時的変化はなく，手掌，前額部は経時的に有意に上昇した（p<0.05）。二元配置分散分析によ
る両群間の比較では各皮膚温・深部温とも有意差はなかった。主観的指標の快適感覚では手に
よる足浴の方が足浴後有意に「快適」と感じていた。
【結論】皮膚温・深部温は両群で類似の結果が示され，足洗器による足浴と一般的な手による足
浴では差がなく，主観的指標からは人の手による足浴の方が快適感を与えると示唆された。

キーワード：足浴，皮膚温，深部温，主観的感覚

＊１弘前大学大学院保健学研究科健康支援科学領域
健康増進科学分野
〒036-8564　青森県弘前市本町66-1
E-mail：anzue@cc.hirosaki-u.ac.jp

＊２弘前大学大学院保健学研究科健康支援科学領域
障害保健学分野

＊３医療法人ときわ会ときわ会病院
＊４初台リハビリテーション病院　
＊５弘前学院大学
＊６弘前大学大学院保健学研究科医療生命科学領域
生体機能科学分野

Ⅰ．はじめに

　足浴は清潔保持の他に催眠効果やリラクゼーション
効果１－３）についても注目され，さまざまな指標で研
究されてきたが，基礎的データは十分とはいえない状
況である。
　現在，足浴は看護者や介護者あるいはクライエント
自らがタライにお湯をはり行っているが，近年健康器
具の一つとして気泡や振動，マッサージ機能などが付
属した足洗器が商品化され使用されている。この足洗
器は「健康な人に使用すること」，「20分以上は使用し
ないこと」と注意書きがあるものの，産科病棟を中心
に臨床でも使用されている４－６）。しかし，気泡など
機械的刺激のある足浴が生体に与える影響など基礎的

データが不足しているのが現状である。そのため，人
の手による足浴と足洗器による足浴との差異につい
て，比較検討する必要があると考えた。
　そこで，本研究では機械的刺激のある足浴と一般的
な手による足浴を行い，客観的・主観的指標で基礎的
データを比較検討し，足洗器による足浴の有効性を検
証することを目的とした。併せてこれまでの先行研究
で，足浴が上肢の皮膚温を有意に上昇させた７）こと
から，足浴によって上肢の皮膚温・深部温が上昇する
ことも検証したいと考えた。

Ⅱ．研究方法

1．被験者
　平均年齢20.6±0.2（M±SE）で中肉中背の健康な
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女子学生14名であった。実験は食後 1時間以上経過し
ていること，運動後や発汗時を避け実施した。

２．方法
（ 1）実験方法
　Ａ大学内の看護学実験室で同一被験者に対し，日を
変え，機械的刺激を付属した足洗器（アルインコフッ
トバスデオMCR3700）による足浴（以下，機械群）
と一般に手で洗う足浴（以下，手洗群）を足洗器に電
源を入れずに同一者が実施した。ここでの「一般に手
で洗う足浴」とは基礎看護技術で行われるウォッシュ
クロスで足背・足底・踵・指間部分に洗いを加えるも
ので，洗いの圧は被験者が苦痛や疼痛を感じない程度
とした。また，今回は石鹸を使用せずに洗いを加え，
足洗器による足浴では底面から気泡が出る「バブル機
能」を用いた。
　 2種類の足浴は順番を決定せずに行い， 1回目と 2
回目の足浴は 1週間程度間隔をあけた。実験期間は
2007年 2 月～ 5月頃であり，実験室の室温・湿度は実
験開始から終了時まで暖房機器や加湿しながら継続し
てモニタリングし，実験開始時と終了時の 2回記録を
した。
　両群ともに湯の温度は40.5～41℃，湯の量を足洗器
の容量に合わせて 5ℓとし，足浴時間を 5分間とした。
足浴時間については多くの先行研究で10分間程度で実
施されている。しかし，臨床においては患者・対象者
の状態や疲労感等も考慮され，10分以上足を湯に浸し
ておくことは少ないと考えた。そこで，本研究では足
浴時間を 5分間と設定した。

（ 2）実験手順
　被験者にはパジャマに着がえてもらい，喫煙・飲酒・
運動習慣や冷え性，貧血の有無などをフェイスシート
に記載後，全身温度感覚と快適感覚に回答してもらっ
た。同時に皮膚温，深部温の測定プローブを装着し，
下腿保温のため，厚手のバスタオルを袋状にしたもの
で覆い，測定値が安定するまでの15分間，安静椅坐位
とした。その後，足浴を開始し，足浴終了後30分間経
過した後，全身温度感覚，快適感覚に回答してもらい
終了とした。測定，記録は足浴開始直前，足浴 5分時，
足浴終了直後，足浴終了 5分後，10分後，20分後，30
分後とした（図 1）。
　足浴中の被験者と実験者との関わりについては，機
械群，手洗群ともに主観的指標の測定結果への影響を
考慮し，会話等を統制して行った。

3．測定方法
（ 1）客観的指標
　皮膚温（テルモ社製コアテンプCTM205 型）は利
き手でない手掌中央部（以下，手掌），左下腿の膝窩
部下方（以下，下腿）とした。深部温（テルモ社製コ
アテンプCTM210 型）は前額部，皮膚温の部位と並
列した手掌，下腿とした。
（ 2）主観的指標
　足浴前後に全身温度感覚の指標として，Gaggeら８）

が作成した温度感覚カテゴリースケール： 7段階評
価（暑い＋ 3，暖かい＋ 2，少し暖かい＋ 1，快適
0，少し涼しい－ 1，涼しい－ 2，寒い－ 3），快適
感覚としてWinslow ら９）が作成した感覚カテゴリー
スケール： 5段階評価（非常に心地よい＋ 2，心地よ
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定
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測
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測
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図１　 測定手順
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い＋ 1，普通 0，不快－ 1，非常に不快－ 2） を用いた。

4．データ分析方法
　SPSS16.0j を使用し，両群の経時的温度変化につい
ては反復測定による一元配置分散分析，両群の比較で
は二元配置分散分析を行った。足浴前後の全身温度感
覚，快適感覚では対応のあるｔ検定，両群の比較では
二元配置分散分析を行った。危険率 5％未満を有意水
準とした。

5．倫理的配慮
　本研究は弘前大学医学部倫理委員会の承認を得て
行った。被験者には事前に目的・方法などを書面と口
頭で説明し，同意書の提出を求めた。研究への参加は
自由であり，参加を拒否した場合でも不利益は生じな
いこと，途中で研究への参加を撤回できること，プラ
イバシーには十分配慮し，個人が特定されないように
測定データを取り扱うことなど，説明書を用いて説明
した。

Ⅲ．結　　果

1．実験環境
　機械群の開始時の室温は23.8±0.3（M±SE）℃，
終了時は24.3±0.4℃，湿度は開始時52.2±4.0（M±
SE）％，終了時54.1±4.3％であった。手洗群では開
始時の室温24.2±0.3℃，終了時24.1±0.3℃，湿度は開
始時52.9±2.8％，終了時57.8±2.7％であった。
　また，湯の温度は機械群で足浴開始時40.8±0.1℃（M
±SE），終了時38.5±0.2℃，手洗群では開始時41.0±
0.0℃，終了時38.1±0.1℃と両群ともに，有意に足浴後，
湯の温度が下がっていた（p<0.001）。両群間では有意
差はなかった。

2．手掌皮膚温・深部温の変化
　機械群における手掌皮膚温は足浴開始直前（以下，
足浴前）33.5±0.5（M±SE）℃，足浴終了後30分の
値が34.4±0.4℃であり，経時的変化に有意差が認め
られた（p<0.05）。手洗群では足浴前33.9±0.3（M±
SE）℃，足浴終了後30分の値が34.6±0.3℃であり，
経時的変化に有意差が認められた。（p<0.05）。両群間
では経時的温度変化に有意差はなかった。（図 2）
　手掌深部温は機械群で足浴前34.3±0.7℃，終了後30
分の値が35.2±0.5℃であり，経時的変化に有意差が認
められた。（p<0.05）。手洗群では足浴前34.6±0.5℃，
終了後30分の値が35.6±0.2℃であり，経時的変化に有
意差が認められた（p<0.05）。両群の比較では経時的
温度変化に有意差はなかった。（図 3）

３．下腿皮膚温・深部温の変化
　機械群における下腿皮膚温は足浴前32.4±0.2℃，終
了後30分の値が32.5±0.2℃で経時的変化に有意差はな
く，手洗群も足浴前32.3±0.2℃，終了後30分の値が
32.4±0.2℃と経時的変化に有意差はなかった。両群間
の比較でも経時的温度変化に有意差はなかった。（図
4）
　下腿深部温については機械群で足浴前33.7±0.2℃，
終了後30分の値が33.8±0.2℃であり，経時的変化に有
意差はなく，手洗群でも同様に足浴前33.8±0.2℃，終
了後30分の値が33.9±0.2℃と経時的変化に有意差はな
かった。両群間の比較でも経時的温度変化に有意差は
なかった。（図 5）

4．前額部深部温の変化
　機械群における前額部深部温は足浴前36.5±0.1℃，
足浴終了後30分の値が36.7±0.1℃であり，経時的変化
に有意差が認められた（p<0.05）。手洗群では足浴前

32.5
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温
度
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      足浴中 

＊ p<0.05 

＊

＊

図２　手掌皮膚温の変化（ｎ＝14）
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36.6±0.1℃，終了後30分の値が36.7±0.1℃であり，経
時的変化に有意差が認められた。（p<0.05）。両群の比
較では経時的温度変化に有意差はなかった。（図 6）

5．全身温度感覚
　機械群における足浴前の全身温度感覚の値は0.8±
0.3（M±SE），足浴終了後30分では0.4±0.4であり，
足浴前後で有意差はなかった。手洗群でも足浴前1.2±

0.3，足浴30分後1.5±0.2と有意差はなかった。両群間
の比較でも有意差は認められなかった。（図 7）

6．快適感覚
　機械群における足浴前の快適感覚は0.4±0.1（M±
SE），足浴30分後では0.9±0.2と足浴前後で有意差が
なかったのに対し，手洗群では足浴前0.4±0.1，足
浴30分後1.3±0.2と有意に足浴後の値が高値であった
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（p<0.001）。両群間の比較では機械群と手洗群の間で
快適感覚の変化に差が認められた（p<0.05）。（図 8）

Ⅳ．考　　察

　本研究では気泡という機械的刺激のある足浴と人の
手による足浴を，皮膚温・深部温という客観的指標と
全身温度感覚，快適感覚という主観的指標から比較を
し，足洗器による足浴の有効性について検討した。

1．皮膚温・深部温の変化
（ 1）手掌と前額部の変化
　今回，機械群と手洗群ともに末梢温である手掌皮膚
温と手掌深部温，核心温である前額部深部温で有意な
経時的変化を認めた。これは 5分間という短い部分浴
中に皮膚の血管が拡張した結果，血流が増加し下肢で
温められた血液が核心部分や末梢部分にまで影響を与
えたものと考える。また，経時的な温度変化が認めら
れたとはいえ，核心部分での変化は両群ともに生理的
範囲内での変動であることから，両足浴が生体へ与え
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図8　足浴前後の快適感覚（ｎ＝14）
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る負荷は無いと推測した。
　直接温熱刺激を受けていない上肢の手掌皮膚温が
上昇するという結果は，岩崎ら２）の右第 4指皮膚温，
工藤ら７）の右前腕橈骨上 1 / 3 で測定した結果と同様
であった。このことから，足浴によって上肢の皮膚温
が上昇するということは実証できたと考える。前額部
深部温は臨床的に体温の指標として信頼でき，末梢
深部温は末梢循環のモニターとして有用とされている
が10），足浴時，直接温熱刺激を受けない上肢末梢の深
部温を測定している研究は少ない。本研究によって両
群とも足浴を行ったことで手掌深部温が上昇したこと
は，皮膚表面のみならず，末梢深部組織への保温効果
も認められ，全身の保温効果も期待できたという点で
意義のあるものと考える。

（ 2）下腿の変化
　下腿皮膚温，下腿深部温では手掌や前額部とは対照
的に両群ともに有意な経時的変化は認められなかっ
た。岩崎ら２）の研究では右大腿部皮膚温が，工藤ら７）

の研究では温浴のみの群，洗いとマッサージを加えた
足浴群ともに右下腿内果上 4横指の部位で深部温が経
時的に上昇している。本研究において下腿皮膚温，下
腿深部温が両群ともに有意差がなく，平均的な温度傾
向を示したことは，本実験中の下腿の保温方法などが
影響したものと推測した。外界の温度環境が変化した
時，その影響を真っ先に受けるのは皮膚温であり11），
気温低下によって最も大きな皮膚温の低下を示すのは
足といわれている12）。今回，下腿にプローブ装着後，
足浴開始直前まで厚手のバスタオルを袋状にしたもの
で測定部位を含めた膝蓋骨上まで覆い保温した。その
ため，足浴開始直前まで測定部位が室内の外気にさら
されることはなく，足浴開始時から室内の外気に触れ
ることとなった。室温は約24℃とほぼ一定にしてはい
たが，バスタオルで覆われていた測定部位が足浴時に
皮膚温よりも低い室内の外気と触れたことで，下腿表
面の熱が気化熱として奪われたと推測する。また，足
浴終了後の下腿皮膚温の低下に関して西田13）は「湯
から下腿を出すことで環境温が急に低下し，熱放散が
始まったため」と述べている。さらに，足浴後の皮膚
温の変化についても「足浴後の保温方法の違いによっ
て皮膚温の変化が見られた」と述べている。このこと
から，温熱刺激を受け，さらに環境温の影響も直接受
ける下腿において，足浴後の保温は重要と言える。
　岩崎ら２），工藤ら７）の保温方法をみてみると，岩崎
ら２）は下腿上部までビニールで覆う密封式足浴法で
実施し，足浴後は仰臥位で肩から足先までタオルケッ

トで覆い保温している。工藤ら７）もタオルケットで
保温している。本研究では下肢の一部を袋状にしたバ
スタオルで覆っているに過ぎず，それが下腿での結果
に影響を与えた可能性が示唆された。
　さらに，今回，足洗器による足浴，一般的な手によ
る足浴を湯の温度40.5～41℃，湯の量 5ℓ（湯につかっ
ている部分は足首），足浴時間 5分間で行った。宮下
ら14）は40℃で湯量が足首まで（ 4ℓ）と膝下まで（20 
ℓ）の 2つの足浴を比較し，足浴終了時の湯の温度や
足背温・腋窩温の上昇，その他の副交感神経系優位を
示す指標の結果から，湯量の多い方が保温効果は高
く，客観的にもリラックス状態を引き起こすと述べて
いる。また，佐伯15）は湯量を多くして膝下まで浸け
る場合，40℃では足浴15分頃から交感神経系が賦活化
されてくるため，足浴時間は10分程度が望ましいとし
ている。本研究でも 5分間の足浴終了時，両群の湯の
温度が有意に低下していることから，湯の量，足浴時
間が下腿皮膚温・深部温に影響を与えた可能性もある
と考えられた。今後は下腿の保温方法や湯の量，足浴
時間なども検討していく必要がある。

2．客観的指標から「足洗器による足浴」の有効性を
考える

　気泡を加えた足洗器による足浴と人の手による足浴
を皮膚温・深部温という客観的指標で比較した結果，
両群で類似した結果が示された。下腿での変化は見ら
れなかったものの，気泡を加えた足洗器による足浴
は人の手による足浴と同様に上肢末梢である手掌皮膚
温・深部温と核心温を上昇させたことから，全身の保
温効果が期待でき，有効であることが示唆された。
　Saeki, et al16）は振動・気泡付きの足浴を行うと温
浴のみよりも副交感神経系が優位になることから，単
に足を湯に浸けるだけでなくマッサージなど物理的振
動を加えた方がリラクゼーション効果をよりもたらす
と述べている。足部を湯に浸すだけの温浴とマッサー
ジに関しては，温浴のみでも上肢７）や下肢皮膚温１），
核心温２，７）の上昇をもたらしたとの報告や足浴とマッ
サージを組み合わせたフットケアで下肢深部皮膚温の
上昇とその効果の残存性が良かったことが報告されて
いる17）。また，温熱刺激を加えない足部マッサージ単
独の効果について，許ら18）は副交感神経系を優位にし，
鎮静効果があると報告した。しかし，これは足部局所
の末梢循環は促進する18，19）ものの，手部皮膚温は変化
しなかった18）という。これらの先行研究から，足部
への圧や振動はリラクゼーション効果，局所への循環
促進には期待できるものの，全身の保温効果を期待す
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る場合には温熱刺激が重要であることを示唆している
と考える。
　今回，足洗器による足浴を底面から気泡が出るバブ
ル機能を用い，足浴中の足部には微弱ながらも気泡に
よる圧や振動が加えられた。本研究においては両群で
類似した結果が示されたが，この結果からは温熱刺激
（40.5～41℃）のもとで加えられた足洗器の気泡と人
の手による足浴の洗いに関連した圧，刺激が生体に与
えた影響について「同等であった」とは断定できない。
今後は気泡や振動などの機能に着目し，それらが生体
に与える影響についても客観的に検討していく必要が
ある。

3．主観的指標から「足洗器による足浴」の有効性を
考える

　皮膚温・深部温という客観的指標からは課題はあり
ながらも，足洗器による足浴の有効性が示唆された。
しかし，主観的指標の全身温度感覚では足浴前後の両
群で変化はなく，両群間でも有意差を認めなかった。
Mower20）は「快適感は中枢温の変動に影響される一
方で温冷感は末梢の温熱刺激のみに依存する」と述べ
ている。この点から考えると温熱刺激を受けた下腿の
皮膚温・深部温に変化がなかったことと足浴前後の温
度感覚に変化がなかったことは関連している。今回の
全身温度感覚の結果は，両群ともに温熱刺激となる湯
の温度が足浴後，有意に低下し，被験者がその湯に触
れてしまっていることや，下腿が足浴時に皮膚表面温
度よりも低い外気に触れたこと，足浴終了後の下腿の
保温などが影響したものと推測する。
　一方，快適感覚では手洗群で足浴後の快適感が増し，
両群間で有意差が認められた。三枝11）は「快適・不
快を伴う主観的感覚は加えられた刺激が同じであって
も生体内部の温熱状態（体温）によって変化する」と
述べている。今回，皮膚温・深部温，足浴前後の湯の
温度が両群間で有意差がなかったのにもかかわらず，
手洗群の方が足浴後の快適感が有意に増していたこと
は，人の手によるタッチングの効果や，自分のために
足を洗ってくれているという満足感，肌の触れあいを
実感し，心が満たされる充足感などの心理的作用が大
きく影響していると考えられる。タッチングについて
加悦ら21）は苦痛を伴う検査時は話しかけながらタッ
チをすることで，患者は緊張や心配の気持ちがやわら
ぎ，検査を楽に受けられると述べている。また，森
ら22）は脳波や心電図を用いて客観的にタッチングの
効果を検証し，タッチングは精神・生理機能に少なか
らず影響があり，さらに被験者の性格と関連があるこ

とを推測している。タッチングの効果は主観が入るた
め，客観的に明らかにすることは非常に難しい。しか
し，タッチングはお互いの触れあいを通じて，言語的・
非言語的コミュニケーションを確立させ，信頼関係に
大きな影響を与える。また，お互いの精神的距離の縮
まりは緊張の緩和や安心感を生みだすと考える。
　今回，足浴中に実験者と被験者との間で日常的会話
等はほとんど無かったが，通常，看護者が足浴を実施
する場合，ケア中は会話等，対象者とのやり取りが自
然に生まれる。このことから，通常のケア場面を想定
して快適感を考えると，人の手による足浴から得られ
る快適と感じる感覚は今回の結果より高まる可能性が
ある。

　以上のことから，足洗器による足浴と人の手による
足浴では「人の手による足浴」の方が心理面に良い影
響を与える可能性が示唆された。足浴というケアを通
じて時間や場の空気を共有すること，肌に触れながら
コミュニケーションを図ることなど，足浴が与える心
理的作用という面からみると，人の手による一般的な
足浴の方が足洗器による足浴よりも有効であると示唆
された。

Ⅴ．今後の課題

　本研究は女子学生を対象としたが，女性の場合，月
経周期によって基礎体温が変動する。今後，今回の結
果をもとに男子，高齢者なども被験者として研究をす
すめ，最終的には臨床場面で対象となる疾患を持った
患者に実践できる根拠や足浴の効果を検証していきた
い。また，今回，被験者が学生であることは学習評価
や利害関係の点から主観的指標の結果に影響を与えて
いることも否定できないため，今後，被験者の設定に
ついても検討が必要である。
　最後に，本研究ではコントロール群が存在しないた
め，統制下での生理的反応と比較することはできな
かった。加えて，今後，下腿の保温方法や湯の量，足
浴時間などを検討していく必要性も明らかとなった。
さらに，本研究からは気泡と人の手による洗いが生体
に与えた影響が同じかどうかは明らかでないことか
ら，気泡や振動などの刺激が生体や心理面に与える影
響を明らかにしていく課題も見えた。根拠の積み重ね
が，安全で安楽なケアを提供するための基盤となるた
め，今後も研究方法を突き詰め，継続して行っていき
たい。
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Ⅵ．結　　語

1 ．機械群では手掌皮膚温，手掌深部温，前額部深部
温で経時的変化に有意差が認められた（p<0.05）
が，下腿皮膚温，下腿深部温では経時的変化を認
めなかった。

2．手洗群では手掌皮膚温，手掌深部温，前額部深部
温で経時的変化に有意差が認められた（p<0.05）
が，下腿皮膚温，下腿深部温は経時的変化を認め
なかった。

3．手掌皮膚温，手掌深部温，前額部深部温，下腿皮
膚温，下腿深部温のすべてにおいて，機械群と手
洗群との間で有意差はなかった。

4．足浴前後の全身温度感覚では，機械群，手洗群と
もに温度感覚に有意差はなかった。また，両群間
でも有意差はなかった。

5．足浴前後の快適感覚では機械群で有意差がなかっ
たのに対し，手洗群では足浴後，有意に心地よさ
が増していた（p<0.001）。両群間の比較でも有意
差が認められた（p<0.05）。

　以上のことから，本研究において皮膚温・深部温と
いう客観的指標からは足洗器による足浴も人の手によ
る一般的な足浴と同様の効果が得られ，有効ではある
が，主観的感覚からは人の手による足浴の方が快適感
を与えると示唆された。
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Effectiveness of Foot-bathing with Apparatus and Using the Hands 
Based on Objective and Subjective Indices
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Abstract：[Purpose] The purpose of the study was to compare the diff erences between foot 
bathing using an automated footbath apparatus and foot bathing using the hands by means of 
objective and subjective indices.
[Methods] Fourteen healthy female students were treated using an automated footbath 
massager and a foot bathing with hands. As objective indices, the skin surface temperature of 
the palm and crus, and the deep temperature of the forehead, palm, and crus were continuously 
measured from just before the footbath until 30 minutes after bathing. As subjective indices, 
temperature sensation (Gagge et al.) and the level of comfort (Winslow et al.) were measured 
according to a scale before and after the footbaths.
[Results] Result of repeated-measures ANOVA and two-way ANOVA using SPSS16.0j
Although the temperature of the forehead and palm rose signifi cantly over time (p < 0.05), no 
signifi cant diff erences were observed in skin surface and deep skin temperatures between foot 
bathing with the apparatus and using the hands . In subjective indices, the comfort sensation 
values were signifi cantly higher after foot bathing using the hands than after foot bathing with 
the apparatus.
[Conclusion] With regard to skin surface and deep skin temperatures, similar results were 
obtained for both groups. However, based on subjective sensation values, traditional foot 
bathing was perceived as more comfortable than foot bathing with the apparatus.

Key words：footbath; skin surface temperature; deep temperature; psychological state
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看護学生と看護者の言語的コミュニケーションの特徴
－ロールプレイングにおける言語量と会話内容の分析から
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要旨：
　目的：看護学生と看護者の言語的コミュニケーションの特徴を把握し指導上の示唆を得る。
　方法：模擬患者 2事例（肥満，肺癌の疑い）に初対面という設定で，看護師役を看護学生（臨
地実習初期学生14名，臨地実習終了学生10名）と看護者13名が 5分間ロールプレイングを行った。
逐語録から言語量を測定，会話内容はゴードンの機能的健康パターンに分類し検討した。
　結果：言語量は，肥満事例で看護師役は看護者が看護学生より有意に多く，患者役は両者に
差はなかった。肺癌の疑い事例で看護師役は看護者と看護学生に差がなく，患者役は臨地実習
終了学生が看護者と臨地実習初期学生より有意に多かった。会話内容の比較は，肥満事例で看
護者が「健康知覚－管理」と「活動－運動」パターンが看護学生より有意に多く，肺癌の疑い
事例は両者に差がなかった。
　考察：看護学生は看護者に比べ必要な情報を得る言語的コミュニケーション技術が不十分で
あり，個々の看護学生の特性を捉えた学内の演習や臨地実習指導の重要性が示唆された。

キーワード：看護学生，看護者，ロールプレイング，言語量，会話内容

＊１弘前大学大学院保健学研究科健康支援科学領域
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Ⅰ．はじめに

　看護者の資質として，他者を認知し自己を表出し対
応行動をどのようにとるかなどの対人関係能力が求め
られ，中でもコミュニケーション能力は必須である。
これまで，看護基礎教育において看護学生の基本的な
コミュニケーション技術の習得を目指して，初回臨床
実習におけるプロセスレコードの分析１－３），久米は４）

ロールプレイング演習の分析を行なっている。淘江
ら５）は学生と看護師のコミュニケーション能力育成
の研究，言語的応答能力測定尺度の作成とその信頼性・
妥当性を検討６）し，CAI 教材を活用してコミュニケー
ション能力育成の試みをしている７）。

　これまで，西沢ら８）は，社会的スキルの観点から
コミュニケーション能力を看護学生と教育系学生を比
較検討した結果，看護学生は社会的スキルが高いとは
いえないことを報告している。また，看護学生の対応
行動に関する研究９）では，看護学生は情緒的共感性
得点が教育系学生より高いが，情緒的共感性を対応行
動に十分活用していないことを指摘している。さらに，
西沢ら10）は模擬患者を 2事例作成し，看護師役（看
護者と看護学生）と初対面という設定で 5分間のロー
ルプレイングを行い，看護学生と看護者の行動科学的
視点から分析した結果，看護学生と看護者共に対応時
間の90％は模擬患者に注目していることを報告してい
る。しかし，看護学生と看護者の言語的・非言語的コ
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ミュニケーションの特徴が十分把握されているとは言
いがたく，特に言語的コミュニケーションについては，
どのような内容をどの程度得ているのかは示されてい
ない。看護において必要な内容つまり情報を十分に得
ることは必要不可欠であり，さらに教育過程の違いに
よる言語的コミュニケーション技術の相違については
明確に示されていない。
　そこで，本研究では，西沢らと模擬患者 2事例を設
定して得たデータを基に，体験実習のみの看護学生と
臨地実習を終えた看護学生と看護職者との間の言語的
コミュニケーションに焦点をあてて分析し，その特徴
を把握し指導上の示唆を得ることを目的とした。

Ⅱ．研究方法

1．対象者
　看護師役は， 2日間の臨地体験実習のみのA大学
医学部保健学科 2年次女子看護学生14名（以下，初期
学生），臨地実習をほぼ終了したA大学医療技術短期
大学部 3年次女子看護学生10名（以下，終了学生），
臨床経験 5年以上の看護職者（看護師，助産師，准看
護師は含まない：以下，看護者とする）13名（事例 2
は12名）の合計37名であった。
　模擬患者役は，A大学医学部保健学科 2年次女子
看護学生 2名であった。
2．事例設定
　模擬患者 2事例（肥満，肺癌の疑い）を設定し，初
対面で受持看護師が今日の調子を伺いに行くとした。
事例設定にあたり，一般的に理解できる疾患名とし，
設定以外の具体的な指示は与えないようにした（表
1）。
　模擬患者役は，コミュニケーション論，学内実習で
ある看護技術学等を習得する過程において，コミュニ
ケーションスキルが他の学生に比べ優れていたと共同
研究者である看護教員間で一致していた。加えて共同
研究者と模擬患者としての訓練を行った。
3．データ収集
　看護師役は設定した 2事例について患者役と約 5分
間の対応を行ない，会話の内容を ICレコーダーに録
音した。患者は椅座位の状態で，看護師役は患者役か
ら 3 m離れた場所から対応を開始した。3 mという距
離は，加藤11）の社会的距離の近接位相から対応開始
地点として妥当であると判断した。　　　
　撮影場所は，A大学医学部保健学科，基礎・成人
看護学実習室であった。
4．看護師役への提示
　看護師役への提示は表 1に示した。提示を与えた後

に看護師役に提示とは違う練習事例で対応の仕方を模
擬患者役と 3分間練習し，この時点での質問には研究
者が回答し，その後の質問には回答しないようにした。
5．言語量の測定
　録音したものから逐語録を看護師役と患者役に分け
て作成した。初期学生，終了学生，看護者の個々の逐
語録から，Microsoft Word のツールの文字カウント
（スペースを含めない）を利用して言語量とした。こ
の文字カウントには多少の誤差はある。
6．会話の内容の分類
　逐語録から，初期学生，終了学生，看護者の個々の
会話内容を吟味し，ゴードン・佐藤12）の機能的健康
パターン11（ 1 ．健康知覚－健康管理， 2．栄養－代謝，
3．排泄，4．活動－運動，5．睡眠－休息，6．認知－知覚，
7．自己知覚－自己概念， 8．役割－関係， 9．性－生
殖，10．コーピング－ストレス耐性，11．価値－信念）
（以下，健康パターン）に基づいて分類した。健康パ
ターンに分類できず三者間で共通して得られた会話内
容は，ウィーデンバック13）のコミュニケーションの
技法『幅広い出だし』の中の「看護師と患者の最初の
応答」である挨拶の内容であったため，その他として
「挨拶」に分類した（以下，「挨拶」）。
　健康パターンを会話内容の指標とした根拠は，看護
者の職場で取り入れていること，初期学生が学内演習
で使用している理由からである。木下14）の分析シー
トを参考にワークシートを作成し，逐語録から健康パ
ターンごとに分類した（表 1）。会話内容を分類する
プロセスに客観性を与えるため共同研究者で内容を吟
味した。
7．倫理的配慮
　本研究は弘前大学医学部倫理委員会の承認を得て
行った。患者役と看護師役には自作の説明書に基づき
研究の目的や方法について事前に説明し同意を得て同
意書の提出を求めた。A大学医学部保健学科の 2年次
看護学生から看護師役と模擬患者役を依頼したが，そ
の後の学業評価には不利益にならないこと，途中で中
断する自由もあることを申し添えた。
8．分析方法
　SPSS12.0J で一元配置分散分析と多重比較を行ない
有意水準 5％未満とした。等分散性の検定で有意差が
あり平均値同等性の耐久検定（Welch）をして有意差
があった場合の多重比較はGames-Howell 検定を，等
分散性の検定で有意差がなく分散分析をして有意差が
あった場合は多重比較Tukey 検定を行った。
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【患者役への説明】
《事例 1》45歳の男性。会社員。肥満のため入院。家族は妻と高 1の長女，中 2の長男。甘い物が大好き。（省略）勤
務先の健康診断で精密検査と教育入院。
《事例 2》55歳の女性。無職。肺癌の疑い。会社員の夫と 2人暮らし。男の子どもは独立している。（省略）入院して 1ヶ
月経過し，検査や今後のことが心配で戸惑っている。

【看護師役への提示】
　これからあなたに看護師役をやってもらいます。あなたと患者さんのやりとりの様子をビデオ撮影します。最初に
患者さんのプロフィールとあなたにしていただくことを書いたカードを見て，（省略）あなたの思った通りに対応して
いただいて結構です。（省略）

【ワークシートの一部】

パターン 栄養-代謝　　（事例 1　看護者）

会　話
内　容

看護師役 患者役
1-1
・あのー食事ね，ちょっとカロリー制限され
ると思いますので，ちょっときついかと思う
んですけれども，頑張ってください。
2-1
・いつも朝，何時頃起きて，ご飯食べる時間
は？いつも何召し上がります？
　　　（省　　略）

1-1
・はい，そうですね，はい。

2-1
・朝は 7時前くらいに起きて，あんまり朝食
には時間をかけてはないです。
　　　（省　　略）

パターン 健康知覚-健康管理　　（事例 1　終了学生）

会　話
内　容

看護師役 患者役
3-1
・家ではいつもどんな感じで過ごされてまし
た？普段と休みの日もです。

・自覚症状とか，太ってきたなと感じたこと
はあったんですか？

・今回の入院は，会社の健診か何かですか？

　　　（省　　略）

3-1
・えーと，休みの日とかじゃなくて？
・えーと，仕事・・・，会社に行って，仕事
がコンピューター関係で，デスクワークがほ
とんどなので，運動もほとんどしなかったし，
好きなときに好きなだけ食べて，運動不足と，
お酒も飲んでましたし。
・そうですね，細かい事は，感じてはなかっ
たんですけど，やっぱり自分で見た目で分か
るのと，やっぱり動きにくいというか，特に
病的な症状っていうのは，自分では分かりま
せんでしたね。
・そうですね，はい。春に受けて，それでちょっ
と精密検査というか，病院でちゃんと調べて
もらった方がいいって事・・。 （省　　略）

パターン 役割-関係　　（事例 1　初期学生）

会　話
内　容

看護師役 患者役
7-1
・ご結婚はなされてるんですか？
食事の管理っていうのは奥さんが？

・子供さんは何人？

　　　（省　　略）

7-1
・はい。子供もいますね。
・そうですね，結構協力的に，色々気にして
もらっていたんですけど，付き合いで外食す
る事が多くて。
・はい。えっと，2人。高 1の女の子と，中 2
の男の子がいますね，はい。
　　　（省　　略）

表１　患者役への説明，看護師役へ提示，ワークシート
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Ⅲ．研究結果

1．看護師役と患者役の言語量の比較
（ 1）事例 1（肥満）
　看護師役の言語量は，初期学生587.86±60.27（平
均値±標準誤差），終了学生638.50±40.22，看護者
1057.46±93.56で，その後の多重比較では，看護者は
初期学生との比較で有意に言語量が多く（p<0.001），
終了学生との比較でも有意に言語量が多かった
（p<0.01）。
　つぎに，初期学生と終了学生と看護者が看護師役と
して演じた患者役の言語量を比較した。その結果，初
期学生985.21±86.56，終了学生1110.80±75.56，看護
者873.92±51.81で，それぞれの比較で有意差はなかっ
た（図 1）。
（ 2）事例 2（肺癌の疑い）
　看護師役の言語量は，初期学生592.93±51.68，終了
学生636.60±51.87 ，看護者777.42 ±62.50で，グルー
プ間の分散分析では有意差がなかった。
　つぎに初期学生と終了学生と看護者が看護師役とし
て演じた患者役の言語量の比較では，初期学生747.21
±47.55，終了学生956.20±20.58，看護者787.75±39.27
で，グループ間の分散分析では有意差があった（F
（2,34）=6.871，p<0.01）。その後の多重比較では，終了
学生が，初期学生より有意に多く（p<0.01），また終
了学生は看護者より有意に多かった（p<0.05）（図 2）。
2．会話内容を健康パターンに分類した言語量
（ 1）事例 1（肥満）
　看護師役の健康パターン毎の言語量の比較では，
「健康知覚-健康管理」は，初期学生194.86±44.32，終
了学生164.60±27.27，看護者388.69±50.17で，等分
散でありグループ間の分散分析で有意差があった（F
（2,34）=7.587，p<0.01)。その後の多重比較で，「健康
知覚－健康管理」は，看護者が初期学生と終了学生
より有意に多かった（p<0.01）。「活動－運動」は，初
期学生52.21±13.86，終了学生37.30±10.45，看護者
140.00±38.67で，等分散性はなりたっていないがグ
ループ間の分散分析で有意差があり（F（2,32）=4.633，
p<0.05），その後の多重比較で看護者は初期学生と終
了学生より有意に多かった（p<0.05）。「挨拶」は，初
期学生31.07±5.63，終了学生43.60±3.80，看護者53.69
±6.67で，グループ間の分散分析で有意差があった（F
（2,34）=4.204，p<0.05)。その後の多重比較では，看護
者が初期学生より有意に多かった（p<0.05）。
　看護学生と看護者ともに，「性－生殖」・「価値－信念」
の情報はなかった。初期学生は，終了学生と看護者が

触れていない「排泄」・「自己知覚-自己概念」の情報
を得ていた。その他の健康パターンの言語量は表 2に
示した。
　患者役の健康パターン毎の言語量の比較ではそれぞ
れに差はなかった（表 3）。
（ 2）事例 2（肺癌の疑い）
　看護師役それぞれの健康パターン毎の言語量の比較
では差はなかった。看護学生（終了学生と初期学生）
と看護者ともに，「性－生殖」・「価値－信念」の情報
はなかった。初期学生は，終了学生と看護者が触れて
いない「排泄」・「自己知覚-自己概念」の情報を得て
いた。その他の健康パターンの言語量は表 4に示した。
　患者役の健康パターン毎の言語量の比較ではそれぞ
れに差はなかった（表 5）。

Ⅳ．考　　察

　1．看護師役と患者役の言語量の比較
　事例 1（肥満）において，看護者は看護学生より有
意に言語量が多かった。対象者となった看護者は，勤
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図１　事例1（肥満）の看護師役と患者役の言語量
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図２　事例2（肺癌の疑い）の看護師役と患者役の言語量
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務年数 5年以上の経験豊富な日常的に対人関係コミュ
ニケーションを遂行している。看護学生より看護者が
限られた時間で言語量が多いという結果は，日常的
にコミュニケーションをとっていることから岩脇ら15）

も看護者は言語的コミュニケーションでは「受容・一
般的リード」の出現頻度が高いことを報告しているこ
とからも推察できる。看護者に比べ，臨地実習をほぼ
終えた終了学生と体験実習のみの初期学生の言語量が

少ないことについては，専門職者としてコミュニケー
ション技術が不十分であること，相手の会話の内容を
理解するまでに時間を要すると同時に即座に適切な言
葉がみつけられないこと，などの理由が考えられた。
また，言葉がみつかっても適切かどうかという自信の
なさと躊躇があったりして言葉として表現するまでに
至らなかったことも考えられた。岩崎ら２）も初回臨
床実習において，看護学生は「患者の気持ちを理解し

表２　事例1（肥満）の健康パターン毎の言語量（看護師役）
1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 その他

パターン 健康知覚
－
健康管理

栄養
－
代謝

排泄
活動
－
運動

睡眠
－
休息

認知
－
知覚

自己知覚－
自己概念

役割
－
関係

性
－
生殖

コーピング
－
ストレス

価値
－
信念

挨拶

初期学生
（n=14）

194.86
±
44.32

154.43
±
45.34

3.29
±
3.29

52.21
±
13.86

8.00
±
5.47

4.14
±
3.17

3.57
±
3.57

69.43
±
16.97

0 66.86
±
25.27

0 31.07
±
5.63

終了学生
（n=10）

164.60
±
27.27

90.60
±
33.09

0 37.30
±
10.45

6.90
±
4.60

15.30
±
12.41

0 125.00
±
21.92

0 155.20
±
41.84

0 43.60
±
3.80

看護者
（n=13）

388.69
±
50.17

122.77
±
24.58

0 140.00
±
38.67

23.38
±
10.06

4.38
±
3.03

0 121.92
±
17.58

0 202.62
±
52.09

0 53.69
±
6.67

有意差
＊＊

看護者>初期学生
看護者>終了学生

＊

看護者>初期学生
看護者>終了学生 

＊

看護者>
　初期学生

＊p<0.05　　＊＊p<0.01

表３　事例1（肥満）の健康パターン毎の言語量（患者役）
1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 その他

パターン 健康知覚－
健康管理

栄養－
代謝

排泄 活動－
運動

睡眠－
休息

認知－
知覚

自己知覚－
自己概念

役割－
関係

性－
生殖

コーピング－
ストレス

価値－
信念 挨拶

初期学生
（n=14）

326.36
±
78.62

206.93
±
51.51

2.43
±
2.42

122.00
±
29.43

11.29
±
8.34

16.50
±
11.77

10.93
±
10.92

118.79
±
34.35

0 153.64
±
51.77

0 16.36
±
2.57

終了学生
（n=10）

344.20
±
55.43

179.90
±
58.71

0 107.90
±
32.25

7.60
±
7.16

33.90
±
25.45

0 191.90
±
34.01

0 228.50
±
74.97

0 16.90
±
1.56

看護者
（n=13）

283.69
±
62.91

112.77
±
28.85

0 133.54
±
33.71

33.77
±
15.06

9.54
±
7.19

0 144.08
±
31.81

0 137.00
±
34.48

0 19.54
±
2.33

表４　事例2（肺癌の疑い）の健康パターン毎の言語量（看護師役）
1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 その他

パターン 健康知覚－
健康管理

栄養－
代謝

排泄 活動－
運動

睡眠－
休息

認知－
知覚

自己知覚－
自己概念

役割－
関係

性－
生殖

コーピング－
ストレス

価値－
信念 挨拶

初期学生
（n=14）

179.79
±
29.27

58.64
±
14.88

14.64
±
9.16

70.07
±
13.33

22.79
±
12.26

8.43
±
7.62

3.50
±
3.50

129.07
±
29.23

0 89.9
±
18.19

0 16.07
±
3.98

終了学生
（n=10）

209.40
±
26.73

28.80
±
11.22

0 130.10
±
36.07

37.30
±
15.32

3.30
±
2.40

0 97.80
±
35.16

0 78.9
±
13.24

0 51.00
±
17.97

看護者
（n=12）

296.92
±
58.54

67.33
±
24.42

0 93.17
±
32.73

33.17
±
12.05

10.42
±
5.86

0 150.17
±
39.91

0 94.6
±
25.91

0 31.58
±
4.92
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ながら話をしていない」，「もっと言葉がけを考えない
といけない」と学生の言語的コミュニケーション技術
の未熟さを述べている。また，大池ら３）も「看護学
生は患者への気遣いや推測から自らの発言を制限し，
患者への意思伝達が困難になっている」と述べ，岩崎
ら２）と類似した理由をあげており，今回の初期学生
の言語量が少ないという結果も同様の要因が考えられ
る。初期学生は，教育課程の最初のコミュニケーショ
ン論と専門科目を受講し， 2日間の臨地体験実習を終
えたばかりであるため，言語を選ぶのに時間を要しか
つ戸惑いがあると考えられる。初期学生と終了学生間
の有意差はなかったものの終了学生は初期学生より言
語量が多く，淘江ら６）の報告によると入学時と 6ヶ
月後の比較ではコミュニケーション能力が有意に向上
しているという報告にもあるように，今回の言語量と
いう観点からも，臨床実習の経験の長短でコミュニ
ケーション能力に差があるという裏づけにもなると考
えた。
　事例 2（肺癌の疑い）では，看護師役の言語量は，
初期学生と終了学生と看護者の 3者間の比較では差が
なかったものの，看護者の言語量は多く初期学生が一
番少なかった。この事例は肺癌の疑いということで，
状況が複雑であることが予測されるが，経験の豊富な
看護者は会話を進めることができる。それに対して，
看護学生は知識と経験が少ないため複雑な状況を言葉
として表現できず戸惑いがあるのではないかと考え
た。
　つぎに看護者が看護師役を演じた時の患者役の言語
量を比較した結果，事例 1では差がなかったものの，
事例 2では終了学生が看護者と初期学生の患者役の言
語量より有意に多かった。終了学生と初期学生の背景
の違いに関連して，大池ら３）は，初回基礎実習にお
いて看護学生は患者との対応困難な場面において「よ
く聴くよりも何か発言しよう」とする傾向があると報

告している。この傾向は本研究の初期学生にも同様の
ことがいえる。一方，終了学生はコミュニケーション
論を学びそれを基盤として，基礎・小児・母性・精神
看護学実習と臨地実習をほぼ終了しており，臨地実習
での貴重な経験と学内での演習を駆使して，聞き役に
なっていることが推測される。加えて，今回対象者と
なった終了学生は，一戸ら16）と木立ら17）の報告によ
ると，マイクロカウンセリングでコミュニケーション
技術を積み上げて学んでおり，その学びを活用した結
果，聞き役になっていると推察できる。教育課程の違
いが，終了学生と初期学生の間で患者役の言語量に差
が生じた要因になったと考えられる。逆に看護者のコ
ミュニケーションの弱点として，齋藤ら18）は日常の
援助の中で目線を患者より低くあるいは同じにすると
いう型は身についてはいるが，コミュニケーションの
基本の「過程を理解して活用すること」が十分行われ
ているとはいいがたいことを指摘している。岩脇ら15）

も看護師は非言語的コミュニケーションとして「アイ
コンタクトやうなずき」を頻繁に活用してはいるが，
言語的コミュニケーションでは「受容・一般的リー
ド」の出現頻度が高いことを報告し，言語的と非言語
コミュニケーションを相互に関連させた観点から，実
践的なコミュニケーション技術のあり方を強調して指
導する必要性を述べている。また，Kruijver ら19）も
模擬癌患者と看護師のコミュニケーションのやりとり
から問題をあげ，看護師の継続的なコミュニケーショ
ンのトレーニングプログラムが必要であることを指摘
している。
　看護者が看護師役をした場合の患者役の言語量が少
なかったことは，看護学生と比較し有意に看護者が看
護師役としての言語量が多かったことも踏まえると，
限られた時間の中で看護者は看護業務の流れをスムー
ズにこなしたいという一般的誘導のみならず，強引な
誘導をして会話をしている可能性があり，患者に語る

表５　事例2（肺癌の疑い）の健康パターン毎の言語量（患者役）
1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 その他

パターン 健康知覚－
健康管理

栄養－
代謝

排泄 活動－
運動

睡眠－
休息

認知－
知覚

自己知覚－
自己概念

役割－
関係

性－
生殖

コーピング－
ストレス

価値－
信念 挨拶

初期学生
（n=14）

240.07
±
45.48

52.14
±
10.24

16.50
±
10.40

77.57
±
14.84

35.57
±
16.75

9.50
±
8.48

2.21
±
2.21

157.50
±
32.99

0 146.43
±
34.53

0 9.71
±
1.04

終了学生
（n=10）

295.10
±
53.79

43.40
±
14.94

0 254.30
±
52.68

57.10
±
18.95

1.30
±
1.02

0 131.90
±
44.32

0 153.70
±
34.14

0 19.40
±
8.62

看護者
（n=12）

245.42
±
5645

67.42
±
17.77

0 126.25
±
48.63

52.58
±
17.36

11.58
±
8.36

0 151.17
±
34.25

0 119.67
±
32.94

0 13.72
±
2.47
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機会を与えていないのではないか，と推察される。
　事例 1と事例 2では，看護師役と患者役の言語量に
違いが把握されたのは，事例 1が生活習慣からもたら
された肥満という状況であるのに対して，事例 2は，
肺癌の疑いがあるという事例で対応困難な場面である
ことによるものと考えた。さらに事例 1では，看護者
は，入院初日とはいえ，肥満ということに対して一般
的な指導的内容が含まれ，知識と経験が加わり言語量
が増えたものと推測される。
　2．健康パターン分類の会話内容から
　事例 1では，「健康知覚－健康管理」・「コーピング
－ストレス」・「栄養－代謝」・「役割－関係」・「活動－
運動」の健康パターン順に会話内容が多いのは，肥満
であることから納得のいく結果である。「健康知覚－
健康管理」と「活動－運動」は，看護者は看護学生よ
り有意に多い会話内容であった。この結果は，45歳男
性で肥満での入院ということであれば，看護者は初回
でも必然的に得なければならない情報であり，専門性
を発揮して看護学生に有意な差をつけている。しかし，
看護者は「健康知覚－健康管理」と「活動－運動」に
関する専門知識をもっているということと，これまで
の臨床経験から，患者の反応をしっかりととらえるこ
とよりも一方的な知識を押し付ける危険もあるという
ことが考えられる。
　「挨拶」は看護者が初期学生より有意に多く，看護
者と終了学生は，患者の名前を確認し，自らの名前を
告げるというコミュニケーションの初歩的な基本を
守っている。実習初期学生はコミュニケーション論を
知識として学んだとはいえ，演習活動は行っておらず
「挨拶」というコミュニケーションの基本も身につい
ていないことが推測された。
　その他の健康パターンで，事例 1と事例 2のいずれ
も初期学生は，終了学生と看護者は触れていない「排
泄」・「自己知覚－自己像」の情報を得ていた。実習初
期学生は入院の初日でありながら，枠にとらわれない
自由な会話ができるという解釈と，初日でも「データ
ベースの全パターンについての情報を得なくてはい
けない」という一面がうかがえる。岩崎ら15）は，初
期の看護学生は，「患者に対して質問攻めにしている」
と言語的コミュニケーション技術の未熟さを述べてお
り，一概に言語量が多いことからコミュニケーション
技術が高いと評価することはできない。また初期学生
は終了学生と看護者が触れていない「排泄」と「自己
知覚－自己像」に触れているとはいえ，会話の持つ意
味と内容を詳細に分析し，コミュニケーションのプロ
セスをよく吟味し，指導的に介入していくことが必要

である。
　今回，対象者となった看護者と看護学生は，事例 1
と事例 2共に，機能的健康パターンのうち，「性－生殖」
と「価値－信念」の情報はなかった。このことは，事
例 1について考えると，患者が入院の初日で，甘い物
が好きで仕事の関係から外食が多いという設定であっ
たことなどから，触れる必要のない情報であったとい
う解釈ができる。また，事例 2においては，肺癌の疑
いということで，初日の看護師が触れなければならな
い情報ではない。今回の 2つの事例にかかわらず，性
に関すること，価値や信念，宗教に関することには立
ち入らないという日本人としての文化が根強くある。
　本研究の分析から，初期学生は，看護専門科目の習
得も不十分なことに加え，臨床での 2日の体験実習を
終えたばかりで，情報を収集し整理するプロセスを学
習したばかりで活用しようとしているが，不充分であ
ることが明らかである。それに対して，終了学生は言
語的コミュニケーション能力が初期学生より優れてい
ることが示され，基本的なコミュニケーション論の授
業を踏まえ，さらにマイクロカウンセリングの学び，
臨地実習での経験が言語的コミュニケーション技術を
上達させていると考えられた。これらの結果から，コ
ミュニケーション能力の向上には，知識はもちろんの
こと学内におけるペーパーペイシェントや模擬患者に
よるロールプレイング演習等が重要な意味をもつこと
が示唆された。さらに教員は，臨地実習で受け持った
事例で意味のある場面を取り上げたプロセスレコード
を活用したカンファレンスにおいて，どこに問題が潜
んでいるか，資料を提供した学生のコミュニケーショ
ンの特性は何かをおさえた上で，参加学生全員の思考
が深まるように配慮し，学生自信が個々の言語的コ
ミュニケーションの特性に気づくことができるように
適切なアドバイスを加えていくことが重要となる。一
方，看護者は個々の言語的コミュニケーションの特徴，
つまり自らのコミュニケーションの進め方の欠点と長
所を知った上で進めていくことが重要であり，患者に
有無を言わせない一方的な知識の埋め込みになること
は避けていかなければならない。そのためには，現場
では卒後 3年を目処に実施されている新人教育のみで
はなく，中堅看護者に対しても継続教育の一つとして，
コミュニケーション技術を向上させるための教育プロ
グラムが必要になろう。

Ⅴ．限界と今後の課題

　本研究の限界として，模擬場面を設定し，看護師役
と患者役を 5分間という限られた時間内でロールプレ
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イングをした中で，言語量と会話内容から検討を加え
たという点である。また，対象者を 2年次看護学生か
ら模擬患者役と看護師役に依頼したことも、対象者の
条件としてはバイアスが入らないとはいいきれない，
という点である。
　今後，現場において，実際の臨地実習の場面におけ
る看護学生の言語的コミュニケーションの特徴，ある
いは看護者の言語的コミュニケーションの特徴を帰納
的質的に捉えて検討していくことが必要である。

Ⅵ．結　　語

　模擬患者 2事例（肥満，肺癌の疑い）で，看護学生（初
期学生，臨地実習終了学生）と看護者に初対面という
設定でロールプレイングを行い，会話内容を ICレコー
ダーに録音し，逐語録から言語量と会話内容を健康パ
ターンに分類し検討を加えたところ，看護者と看護学
生の言語的コミュニケーションの特徴が得られた。
1．肥満事例の看護師役の言語量は，看護者が看護学
生より有意に多かった。患者役の言語量には差が
なかった。

2．肺癌の疑い事例の看護師役の言語量には差がな
かった。患者役の言語量は，臨地実習終了学生が
看護者と初期学生より有意に多かった。

3．肥満事例の健康パターンの比較で，「健康知覚－
健康管理」・「活動－運動」・「挨拶」は，看護者が
初期学生より有意に多かった。「健康知覚－健康
管理」・「活動－運動」は，看護者が臨地実習終了
学生より有意に多かった。肺癌の疑い事例の健康
パターンの比較では看護者と看護学生には差がな
かった。

4．肥満事例と肺癌の疑い事例の双方で，初期学生は
臨地実習終了学生と看護者が触れていない「排
泄」・「自己知覚－自己像」の情報を得ていた。三
者において，「性－生殖」・「価値－信念」の情報
はなかった。

　以上から，看護学生でも臨地実習を体験実習のみの
初期の学生は，看護者に比較して必要な情報を判断し
て言語的コミュニケーションをとる技術が不十分であ
ることが明らかとなった。従って教員は，言語的コミュ
ニケーション技術をロールプレイング，マイクロカウ
ンセリング等を取り入れた学内演習や，臨地実習では
カンファレンス等で学生個々のコミュニケーションの
特徴に気付けるように配慮し，修正すべき点に関して
は介入していくことが重要であることが示唆された。
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Characteristics of verbal communication between 
nursing students and nurses 

－Analysis of the amount of words and content of 
conversations in role-playing
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Abstract：Aim: The purpose of this study was to identify the characteristics of verbal 
communication between nursing students and nurses and to obtain suggestions for instructions.
　Methods: Role-plays were conducted for fi ve minutes per session in the setting where the 
nurse and patient met for the first time.  The role-play participants were two simulated 
patients (one with suspected obesity and one with suspected lung cancer), and 24 nursing 
students (14 undergoing initial practical training and 10 who had completed the training) and 
13 nurses, playing the role of a nurse.  The amount of words was measured based on their 
verbatim transcripts, and the content of their conversations was classifi ed according to Gordon’
s functional health patterns.
　Results: The comparison of the amount of words showed that in the obesity case, the nurses 
had a signifi cantly more amount than the nursing students in the part of a nurse, while there 
was no signifi cant diff erence between the both in the part of a patient.  In the lung cancer 
case, there was no signifi cant diff erence in the part of a nurse, while in the part of a patient, 
the nursing students who had completed the training had a signifi cantly more amount than the 
nurses and the nursing students undergoing initial practical training.
　The comparison of the content of conversations revealed that in the obesity case, the 
nurses focused signifi cantly more than the nursing students on the health perception-health 
management pattern and the activity-exercise pattern.  In the lung cancer case, no signifi cant 
diff erence was found between the both.
　Conclusions: The nursing students, especially those who were undergoing initial practical 
training, were insufficient in verbal communication skills to obtain necessary information, 
compared to nurses, and this suggested the importance of instruction using the experience of 
internal practice and clinical training.

Key words：nursing students; nurses; role-playing; amount of word; content of conversations
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障害のある慢性疾患患児の就学前後における親の体験

扇　野　綾　子＊１　北　宮　千　秋＊２　一　戸　とも子＊２

鈴　木　光　子＊３　成　田　牧　子＊４　米　坂　　　勧＊１

（2009年10月30日受付，2009年12月15日受理）

要旨：著者らは障害を伴った慢性疾患患児の就学前後の親の体験を明らかにし，子どもと家族
への支援について示唆を得る目的で本研究を行った。
　研究対象者は，慢性疾患および身体的・知的障害のためにA病院小児科外来に通院している
慢性疾患患児の親 5名である。方法として，個別に半構造化面接を行い，インタビュー内容を
質的帰納的に分析した。
　入学までの親の体験として，【学校選択に関する親の希望】，【教育関係者の見解の相違】，【家
族内の調整】，【学校の決定要件】，【サービス不足】が抽出された。入学後の体験として【通学
の工夫と困難】，【学校の大切さ】，【不快な体験】，【あきらめ】，【疾患に関連した配慮】，【親の
行動を支えるもの】，【社会とつなぐ努力】，【今後への不安】が語られた。教育支援に関する思
いは【学校に満足】と【満たされないニーズ】の両方が語られた。
　看護への示唆として，家族に対して医療的側面から助言をすることや，医療機関と教育現場
との連携を視野に入れた看護の必要性が示された。

キーワード：慢性疾患患児，親の体験，障害児，就学

＊１弘前大学大学院保健学研究科健康支援科学領域
障害保健学分野
〒036-8564　弘前市本町66-1

＊２弘前大学大学院保健学研究科健康支援科学領域
健康増進科学分野

＊３弘前大学大学院保健学研究科健康支援科学領域
老年保健学分野

＊４弘前大学医学部附属病院

Ⅰ．緒　　言

　我が国では全ての国民はその能力に応じてひとしく
教育を受ける権利を有しており，疾病や障害のある子
どもの教育的支援については平成18年施行の改正教
育基本法にも明文化されたところである１）。子どもに
とって学校は，社会的，情緒的，認知的発達の機会が
得られる場であるだけでなく，病気の子どもであって
も仲間と共に過ごすことで楽しみを得る貴重な場であ
り，軽視することができないものである２）。
　子どもが学齢期に達し学校教育を受けること（以下
就学）は，子どもとその家族にとって生活環境・行動
範囲・生活リズムが大きく変化するライフイベントで
もある。特に慢性的な疾患を有し重症な障害があるた
め医療的ケアを必要としながら就学する場合，子ども
の親は学校決定や学校生活に関して困難を感じている
ことが明らかになっている３）。しかし筆者らが教育や

研究を通して慢性疾患患児の家族と関わった体験か
ら，障害が重症ではなくとも，家族は就学に際して特
別な思いを感じ，行動を起こしていることが考えられ
た。そこで，身体的・知的障害のある慢性疾患患児の
就学に際して，子どもの家族，特に親の体験を記述的
に明らかにすることを目的に研究を行った。この研究
結果より，障害のある慢性疾患患児と家族がおかれた
状況を理解し，看護の立場からどのような支援が必要
か，今後検討するための手掛かりとしたい。

Ⅱ．方　　法

1．研究デザイン
　本研究は，現象を記述する記述的研究である。
2．研究対象者
　研究対象者は，A総合病院小児科外来に慢性疾患で
障害のあるために定期的に通院している子どもの保護
者である。平成18年 3 ～ 4 月にかけて，対象者に無記
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名による質問紙調査４，５）を実施した。その際に，「面
接調査にご協力いただける方はお知らせください」と
いう項目を設け，協力可能な方に連絡先を記入してい
ただいた。インタビューに際して，協力を申し出てく
れた方に，協力の意志を再確認した。今回分析対象と
したのは，インタビューに協力を申し出てくれた身体
的または知的障害があり就学した慢性疾患患児の親全
て（母親 4名，父親 1名）のデータのうち，特に就学
に関する内容である。
3．調査方法
　個別面接法を用いてデータ収集を行った。面接の日
時，場所等は親と相談して決め，場所は小児科外来の
予診室等の個室や研究者の所属施設内の個室，あるい
は対象者の自宅で行った。インタビューに先立ち，親
に対して研究目的，内容，倫理的配慮について文書及
び口頭で説明し，同意が得られた対象者に対して研究
者が半構造的面接を行った。面接した内容を正確に把
握し捉え方の偏りを避けるために，面接は研究者 2名
で行い，対象者の同意を得て ICレコーダーに録音し
た。面接は各対象者 1回，30～60分程度であった。
4．データ収集期間
　平成18年10月～平成19年 4 月
5．調査内容
　インタビューガイドの内容は，A病院以外に利用
している施設・サービスの内容（教育機関を含む），
それらに関する満足感，日常生活におけるサポートの
状況などである。今回の分析は，教育機関の利用の実
態と，学校に関する体験の語りを分析対象とした。
6．分析方法
　内容分析の手法を参考にした質的帰納的分析を行っ
た。具体的手順として，面接内容を ICレコーダーに

録音し，対象者ごとにインタビュー内容の逐語録を作
成した。その中から，教育機関の利用とそれに関する
体験の部分を抜き出した。データをよく読み，単一の
意味を表す文章に区切り列挙した（生データ）。全員
の生データを並べ熟読し，インタビュー全体の文脈に
配慮し，意味を読み取った。意味が類似する生データ
があれば集め，生データよりも抽象的なコードをつ
けた（コード化）。次に，コードをよく読み，共通す
る意味をもつコードがあればそれらを集約し，より抽
象的なサブカテゴリーとして表した（サブカテゴリー
化）。同様の手順でサブカテゴリーからカテゴリーを
抽出した（カテゴリー化）。これらの分析は，信頼性
を確保するために質的研究の経験者の助言を得て分析
を行い，妥当性を確保するために複数の研究者間で分
析結果を検討した。
7．倫理的配慮
　研究目的，研究方法，プライバシーおよび匿名性の
保持について説明し，遵守した。特にインタビュー内
容が他にもれないよう個室を使うなどして配慮した。
また，録音や学会発表等について事前に許可を得，分
析終了後データは速やかに破棄した。インタビューは
対象者の承諾を得て行っているため，任意性は確保さ
れているが，インタビューは中途辞退が可能である旨
を説明してから行った。以上の配慮について，文書及
び口頭で説明し，文書で同意を得た。なお，本研究は
弘前大学医学部倫理審査委員会の承認を得て行った。

Ⅲ．結　　果

1．子どもと家族の属性
　子どもの属性を表 1に示す。子どもの年齢は 7～16
歳であり，3名が普通学級，2名が特別支援学校に通っ

表１　子どもの属性

年齢 疾患名 学校の種類 家庭で必要な
ケア　　　　

Ａ院への
通院間隔 利用している施設障害の種類

1 7 歳 血液疾患 普通学級 なし 3か月 療育センター（訓練）
他病院運動障害

2 8 歳 普通学級 なし 不定期 他病院発達遅延

3 11歳
出血性血液疾患 普通学級→

特別支援学級へ
転校予定

内服
薬液吸入 4週間 市福祉課

保健所発達遅延
膀胱瘻

4 13歳

腎疾患
心疾患 特別支援学校

（中学部）
内服
腹膜透析 2週間 他病院

障害児学童保育自閉症
発達遅延

5 16歳
てんかん
糖尿病 特別支援学校

（高等部） 内服 4週間 福祉施設（短期入所）
発達遅延
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ていた。慢性疾患の種類は，神経疾患や血液疾患，腎
疾患であった。障害の種類として，身体的障害のみの
子どもは 1名，知的障害のみの子どもは 2名，身体・
知的両方の障害がある子どもは 2名であった。医療的
ケアを必要としている子どもは 3名で，その内容は薬
の内服や薬液吸入，腹膜透析等であった。車椅子を利
用している子どもは 3名であった。病院以外に利用し
ている施設として，障害児関連施設をあげた親は 2名
であった。家族形態は核家族が 2名，祖父母と同居の
拡大家族が 3名であった。
2．入学までの体験
　以下抽出されたカテゴリーを【】で，サブカテゴリー
を〈〉，コードを［］，生データを「」で表す。
　入学までの体験に関して抽出されたカテゴリーは，
【学校選択に関する親の希望】，【教育関係者の見解の
相違】，【家族内の調整】，【学校の決定要件】，【サービ
ス不足】の 5つであった（表 2）。以下に各カテゴリー
に含まれるデータを示す。
　【学校選択に関する親の希望】は一つのサブカテゴ
リーからなり，「うちの子どもはばかじゃないから，
こういう普通の学校に入れたいんだ」などの生データ
から得られた。
　【教育関係者の見解の相違】は，［教育委員会と学校
の意見の違い］のコードから抽出された。
　【家族内の調整】には，［母は仕事を辞めた］などの
〈生活の変化〉や，「お姉ちゃんには部活辞めてもらっ
て」という〈きょうだいの生活の変化〉，「本人は，す
ごく，お姉ちゃんと学校離れちゃうし，お友達とも違
う学校に行っちゃうからあれだったんだけど」の〈子
どもの気持ち〉が含まれた。
　【学校の決定要件】には，［充実した教員数］［整っ

た設備の学校］［校長の歓迎］といった〈整っている
学校〉と，「Ａ校にしようかＢ校にしようかって両方
見て」などを含む〈目で見て確認〉が含まれた。
　【サービス不足】は，［車が必要］［お金が必要］［装
具が必要］といった〈金銭的負担感〉と，［子どもを
見てくれるところがなかった］の〈学校以外のサービ
ス不足〉から抽出された。
3．入学後の体験
　入学後の体験として抽出されたカテゴリーは，【通
学の工夫と困難】，【学校の大切さ】，【不快な体験】，【あ
きらめ】，【疾患に関連した配慮】，【親の行動を支える
もの】，【社会とつなぐ努力】，【今後への不安】の 8つ
であった（表 3）。
　【通学の工夫と困難】の〈通学方法の工夫〉には，
［通学には自家用車での送迎が必要］［通学にはスクー
ルバスを利用］［通学には祖母の協力が必要］［通学に
タクシーチケットを利用］が含まれた。〈通学の困難〉
としては，［天候による不便］［ガソリン代がかかる］［家
から学校までの距離］［通学と時間調整］が語られた。
　【学校の大切さ】におけるサブカテゴリーは，「規則
正しさを崩してしまえばできることもできなくなる」
という〈学校に期待している〉こと，［お友達とのい
い関係］や［喜んで学校に行く］などの〈社会的生活〉
への価値観や，「少しずつでも限りなく延びていって
欲しい」という〈成長を望む〉親の気持ちが含まれて
いた。
　【不快な体験】は，特に普通学級に通っている子ど
もの親からの発言に表れていた。サブカテゴリーは，
［教員の言葉の端々が突き刺さる］に代表される〈怒
りや不快感〉，［言葉の使い方が悪い］などの〈言葉に
傷つく〉，［手すりを付けてくれるはずだった場所につ

表２　入学までの体験
カテゴリー（ 5） サブカテゴリー（ 9） コード（14）

学校選択に関する親の希望 学校選択に関する親の希望 親は普通学校を希望
教育関係者の見解の相違 教育関係者の見解の相違 教育委員会と学校の意見の違い

家族内の調整
生活の変化 母は仕事を辞めた

通学には送迎が必要
子どもの気持ち 学校決定に関する子どもの気持ち
きょうだいの生活の変化 きょうだいの生活の変化

学校の決定要件 整っている学校
充実した教員数
整った設備の学校
校長の歓迎

目で見て確認 親は自分の目で確かめる

サービス不足 金銭的負担感
車が必要
お金が必要
装具が必要

学校以外のサービス不足 子どもを見てくれるところがなかった
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いていなかった］という〈話が違う〉，「自分たちがそ
ういう立場になっていないからわからないんだ」に代
表される〈わかってもらえない〉から抽出された。
　【あきらめ】には，「なんだかんだいっても駄目だと

思ってるから」などの〈我慢している〉，「言葉の端々
は聞き流すしかない」という〈我慢するしかない〉，［教
員は多忙］という〈教員の仕事の限界〉のサブカテゴ
リーが含まれた。

表３　入学後の体験
カテゴリー（ 8） サブカテゴリー（21） コード（49）

通学の工夫と困難

通学方法の工夫

通学には自家用車での送迎が必要
通学にスクールバスを利用
通学には祖母の協力が必要
通学にタクシーチケットを利用

通学の困難

天候による不便
ガソリン代がかかる
家から学校までの距離
通学と時間調整

学校の大切さ

学校に期待している 規則正しさを守ることを期待する

社会的生活

学校は生活のハリ
社会性を身につける
お友達とのいい関係
喜んで学校に行く
友達の協力・配慮

成長を望む 子どもの成長を願う

不快な体験

怒りや不快感 教員の言葉の端々が突き刺さる
学校側の理解不足への怒り

言葉に傷つく やってくれていることに満足でも，言葉に傷つく
言葉の使い方が悪い

話が違う 手すりを付けてくれるはずだった場所についてい
なかった

わかってもらえない 立場が違う人にはわからない

あきらめ
我慢している 不満な点をあきらめる

我慢している
我慢するしかない 聞き流すしかない
教員の仕事の限界 教員は多忙

疾患に関連した配慮 疾患に関連した配慮

疾患のために気をつけていること
教員が与薬に関わる
対処法の伝達
親が連携の調整をする

親の行動を支えるもの

相談相手
実習先について学校に相談
養護教諭への相談はない
他のお母さんに相談

母親同士の関わりがいい
母親どうしのおしゃべりで気が楽になる
他のお母さん達にいい刺激を受ける
母親同士の関わりを阻害するもの

学校側の配慮

卒業後の進路決定に関する学校の配慮
担任交代に際する教員の配慮
担任の配慮
子どもに対する教育委員会の配慮

情報を集める 施設に関する情報収集
他のお母さんと情報交換

責任感 親の務めだと思う

社会とつなぐ努力 学校外へ向けた努力

学校外の生活における母親の努力
友達作りにおける母親の努力
卒業後の進路に関する母親達の努力
卒業後の学校とのつながり

クラス外への対応 クラスを超えた友達作りの難しさ

今後への不安 今後の不安や気がかり 今後の進学への不安
教員の交代が気がかり
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　【疾患に関連した配慮】は，［教員が与薬に関わる］
［対処法の伝達］［親が連携の調整をする］などのコー
ドから構成されていた。
　【親の行動を支えるもの】には，［実習先について学
校に相談］［他のお母さんに相談］などの〈相談相手〉
の存在，［他のお母さん達にいい刺激を受ける］等に
表れる〈母親同士の関わりがいい〉こと，教員配置や
進路決定に関する〈学校側の配慮〉という外からのサ
ポート体制が語られた。他には［施設に関する情報収
集］など親自身が〈情報を集める〉こと，子どもに関
することは［親の務めだと思う］という親の〈責任感〉
が含まれていた。
　【社会とつなぐ努力】には，「子どもの自信に繋がる
ものがないかと探している」という［学校外の生活に
おける母親の努力］や「仲間同士行けそうな施設を見
て回っている」という［卒業後の進路に関する母親達
の努力］などからなる，親の〈学校外へ向けた努力〉
と，「違うクラスの子とかは衝突しているときもある」
という〈クラス外への対応〉の難しさが語られた。
　【今後への不安】には［今後の進学への不安］と［教
員の交代が気がかり］という二つが含まれた。
4．教育機関に対する満足感
　教育機関に対する満足感として【学校に満足】と【満
たされないニーズ】の 2つが抽出された（表 4）。
　【学校に満足】は，［学校が小規模］や，［手厚い教
員数］，［学校が車椅子の子に慣れている］，［縦割りで
活動する事が多い］などのコードに表れる〈うちの学

校の体制はいい〉，「先生がすごく気にしてくれてやっ
てくれる」などの〈やってくれている〉，〈先生達が優
しい〉，〈学校に満足〉のサブカテゴリーからなってい
た。
　【満たされないニーズ】は，［学校に関する情報の不
足］や［ほしい情報がもらえない］という語りからの
〈情報の不足〉，教員や教育委員会の〈理解不足〉，［病
院と学校の連携を希望する］ということから〈連携不
足〉，また学校や教育委員会がバリアフリーでないこ
とに関する〈設備の不整備〉からなっていた。
これらのカテゴリーを図 1に表した。

Ⅳ．考　　察

　研究結果より，障害のある慢性疾患患児が小学校に
入学するまでの間，親は子どもの就学に関して自ら情
報収集や見学を行うなどして主体的な行動を起こして
おり，自分の目で学校を直接見て確認することを通し
て，入学する学校を決定していたことが明らかになっ
た。しかしその過程で，教育機関との関わりは語られ
たものの，医療・療育専門職に相談したり，サポート
を受けて学校を決定したりという内容は聞かれなかっ
た。関連領域の報告によると，障害児や発達障害児の
就学に関しては，理学療法士や保健師など，多職種が
支援を行っていることがわかる６，７）。今回の対象者で
は，定期的・頻回に療育センターや保健センターと関
わっているケースが少なかったことにより専門職の関
わりが語られなかったという可能性もある。しかし，

表４　教育機関に対する満足感
カテゴリー（ 2） サブカテゴリー（ 8） コード（19）

学校に満足

うちの学校の体制はいい

うちの学校はいい
（人員配置）やってくれている
手厚い教員数
街の大きい学校よりいい
学校が小規模
学校が車椅子の子に慣れている
縦割りで活動する事が多い
子どもは特別待遇

やってくれている ある程度はやってくれている
やってくれている

先生達が優しい 先生達が優しい
学校に満足 今の学校に満足

満たされないニーズ

情報の不足 学校に関する情報の不足
ほしい情報がもらえない

理解不足 教員の理解不足を感じる
教育委員会の理解が得られない

連携不足 病院と学校の連携を希望する

設備の不整備 教育委員会がバリアフリーではない
学校がバリアフリーではない
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就学先に関して就学指導委員会と学校の意見の違いが
みられるという語りもあったことから，疾患や障害の
ある子どもの就学は家族のみで決定するには難しい問
題であると考えられた。特に委員会と学校で意見が違
うというケースは，障害の程度及び必要な介助の程度
が，学校決定の判断の境界にあるようなケースなので
はないかと考えられる。つまり境界付近の子どもの就
学は，その学校の設備や規模によって入学の可否が判
断され，そのため親からすると「同じ教育機関なのに
言っていることが違う」と感じられてしまう可能性
も考えられる。このように子どもの保護者が孤軍奮闘
することにならないよう，保健医療関係職もケースご
とにきめ細かく支援していかなければならないと考え
る。
　例えば自閉症の子どもの就学には，「発達の遅れの
発見と支援導入期」「就学施設の検討・利用期」「小学校・
学級の検討期」「入学準備期」「小学校入学後」の 5つ
の過程があるという８）。慢性疾患で定期的に通院して
いる子どもの場合でも，看護師はこのような段階を踏
まえて，子どもに就学を検討する時期に配慮し受診時
に声をかけ，家族の意向を確認すること，子どもの最
適な学習環境を整えるために家族がどのような視点で
情報収集し判断すればよいかを共に考えること，医療
的側面から助言をすることが可能なのではないかと考
えられた。
　また，親は就学に際して家族内の調整を行っている
ことが明らかとなり，家族にもなんらかの生活の変化
が及ぶことが推察された。病気の子どもの教育支援（教
育指導と支援）の目的は，子どもと家族のQOLを維
持・向上させ，本人ときょうだいの成長・発達を促
し，社会的自立を準備することであるといわれてい
る９）。家族やきょうだいが生活の変化を経験した結果，
負担や犠牲感などのネガティブな状況が生じることは

QOLの向上を阻害してしまうのではないかと考えら
れた。特に病児のきょうだいは，親の関心が病児に集
中しているときに不満や憤り，恨み，嫉妬を感じたり，
あるいは自分自身のことを考えるときに罪悪感をもっ
たりすることが多いといわれている10）。仮に親が病児
の事を考えるあまり自分や家族にとって無理な選択を
してしまいそうなとき，看護師は親に対し客観的な視
点で助言し，家族内での話し合いを促すこと，さらに
病児のきょうだいから話を直接聞いたり，状況を説明
したりすることなどの支援が必要と考えられた。
　次いで「入学後の体験」と「教育機関に対する満足
感」の結果から，入学前に引き続き，入学後も親が子
どものケアコーディネーターとして働き，医療と教育
をつないでいる現状がうかがえた。特に疾患に関連し
た日常生活に必要な配慮については学校と家庭，病院
の連携が必要になると考えられた。子どもに関する学
校の対応について，親は学校の種類を問わず満足して
いるという内容が話されていたが，普通学級に通う子
どもの親の中には，教育委員会を含めた教育機関の理
解不足を感じている事例も見受けられた。ノーマライ
ゼーションが進み，障害のある子どもも普通学級に在
籍することが多くなってきているからこそ，まれな疾
患や複合的な障害がある場合，普通学級の教員が子ど
もの状態を医学的に共通理解するには困難が伴うこと
も考えられる。これらのことから，子どもにとっての
最善の教育環境を整えるために，医療現場で働く看護
師は，例えば日常生活での注意点や配慮するべき点に
ついて学校側に情報提供することが可能ではないかと
考えられた。今回の結果では学校の養護教諭との関わ
りは語られなかったが，児童の健康管理の専門教諭で
ある養護教諭を通した，相談・情報交換を活用するこ
とも一つの方法であると考えられた。
　さらに，親の主体的な行動は，教員や同じ境遇の親
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図１　抽出されたカテゴリー
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仲間という外からのサポートによって支えられてお
り，これらの行動は親としての責任感によることも述
べられていた。このことに関連した先行研究によると，
在宅療養中の重度障害児保護者の子育て観は，「子ど
も主体」「この子のことは親の責任」と，「子どもでは
なく自分主体」「放任」の二極化が起こっていること
が報告されている11）。親の育児がどちらかに偏ること
は，子どもの成長発達に不利益になるばかりでなく，
親自身の心理面への負荷も懸念される。例えば慢性疾
患患児の親のストレスコーピングに関する先行研究で
は，回避・逃避型コーピングをとる頻度が少ない親の
ストレスは高いという結果がみられている12）。親自身
の行動が極端に偏り心理的な負担感を抱え込まないよ
う，看護者は一緒に教育環境の整備に関わることで，
責任感を抱え込む親に対しては負担の軽減，放任傾向
の親には自覚を促すような効果が期待されると考えら
れる。
　最後に，今回の研究は 5事例のみの分析であり，得
られたデータは内容的に飽和していないことが考えら
れる。つまり，本研究の結果のみでは障害のある慢性
疾患患児の就学前後の親の体験を一般化することは困
難であり，別の経験をしている親もいる可能性がある
という限界に留意して結果を解釈する必要がある。

Ⅴ．結　　語

　障害のある慢性疾患患児の親 5名の，就学前後にお
ける親の体験についてのインタビューを分析し，以下
のことが明らかになった。
　入学までの体験に関して抽出されたカテゴリーは，
【学校選択に関する親の希望】，【教育関係者の見解の
相違】，【家族内の調整】，【学校の決定要件】，【サービ
ス不足】の 5つであった。入学後の体験として抽出さ
れたカテゴリーは【通学の工夫と困難】，【学校の大切
さ】，【不快な体験】，【あきらめ】，【疾患に関連した配
慮】，【親の行動を支えるもの】，【社会とつなぐ努力】，
【今後への不安】であった。また教育機関に対する満
足感は，【学校に満足】【満たされないニーズ】が抽出
された。
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Abstract：The purpose of this study was to clarify the experiences of parents whose children 
have chronic illnesses with disabilities before and after the entrance of elementary school and 
to consider nursing intervention for families. Participants were five parents whose children 
visited regularly pediatric out-patient clinic of A hospital. Interviewing interventions were done 
individually and data were analyzed qualitative and inductive method. As results, fi ve major 
categories were identifi ed before the entrance of elementary school. Those were, 【parent’s hope 
to select school】, 【diff erent views among education staff s】, 【coordination within families】,【factors 
of the school choice】, 【lack of services】. The experiences after the entrance of elementary 
school were categorized as, 【eff orts and diffi  culties about going to school】, 【value of school】, 
【discomfort experiences 】, 【giving up】, 【care for illnesses】, 【supporting factors for parent’s behaviors】,
【eff ort in corporation with society】, 【anxiety for future】. Concerning educational supports, two 
categories were identifi ed ,including 【satisfaction with school】and【unsatisfactory needs】. The 
results suggested that nurse could advise for families to select school from the view point of 
medical care, and connect hospital and school by sharing information about children’s care.
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要旨：地域看護学実習の準備行動尺度の作成を行い，職業選択と実習への取り組みの関連を検
討する。A大学医学部看護学専攻 4年生177名（2006年91名，2007年86名）を対象とし，質問紙
調査を実施した。そのうち，女子学生126名を分析に用いた。平均年齢21.8±1.5歳であった。地
域看護学実習準備行動20項目について，因子分析（主因子法，プロマックス回転）を行い 3因
子18項目の尺度を作成した。各因子は【学習内容の明確化（α＝0.815）】，【施設指導者との連絡
相談（α＝0.883）】，【実習に関する情報収集（α＝0.811）】と命名された。保健師志望を 2群に
分類したところ，87名は保健師志望の「弱い」学生であり，38名が「強い」学生であった。こ
の 2群と各因子得点をウィルコクスンの順位和検定により比較し，「学習内容の明確化」と「施
設指導者との連絡相談」に違い（p＜0.05）が認められた。保健師志望の強い群がより多くの実
習準備行動をとることが明らかとなった。
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Ⅰ．はじめに

　2009年 7 月に保健師助産師看護師法の改正があり，
保健師免許取得のための教育機関が 6か月から 1年に
延長された。この保助看法改正の理由は，国民の安全
と健康増進，公衆衛生の向上を脅かす，近年の健康課
題の複雑化，家族機能の変化などの保健師をとりまく
環境の変化により，保健師がそれに対応できるより広
範囲で高度な技術を獲得する必要が生じたこと１，２）が
その背景にある。
　現在の看護系大学は大学教育 4年間に保健師と看護
師の 2つの免許を取得することを卒業要件としてい
る。加えて，本学は助産師と高等学校（看護）教員免
許取得を選択により得ることが可能となっている。学
生は最大で 3つの免許を取得することになり，当然の
ことではあるが，カリキュラムは過密化している。そ
のカリキュラムを履修しても，卒業時に多くは看護師
として就職し，保健師として就職できるものは 1割に
満たない現状が続いている。
　そのような中で，地域看護学概論から始まる保健師
教育において，その最後に行われる地域看護学実習が，

学生にとって学びや理解を深めることのできる機会と
なるように，課題として取り組んできた。他大学にお
いても，教育内容の検討が行われており，地区活動の
看護実践能力の習得にむけた研究３），教育や実習方法
の検討４－７），教員と臨地指導者の連携のあり方８）な
どにより教育の改善や充実に力を注いでいる。2008年
には保健師基礎教育における技術項目と卒業時の到達
目標に関する研究（ミニマムリクワイアメンツ）９）に
より，保健師基礎教育の方向性が示されたところであ
る。地域看護学は講義や演習をふまえて実習へと学び
を深めていく過程を経る。保健師免許を与えるには短
いとされる実習期間の中で，教育効果を上げるために
は実習前の準備が重要となる10，11）であろう。にもかか
わらず実習準備行動に焦点をあてた研究は少ない。そ
こで，地域看護学実習の準備行動尺度の作成を行い，
学生の職業選択意識が実習前の準備行動に影響を与え
るのか。職業選択と実習への取り組みの関連を検討す
ることを目的とした。

Ⅱ．地域看護学実習準備期間について

　地域看護学実習は， 4年次前期の 7月に保健所実習
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3.5日と市町村実習 5日行っている。 3年次までに地
域看護学実習以外の地域看護に関する科目を履修し終
え，実習開始までに 3回のオリエンテーションを受け
る。 1施設あたりの学生人数は 1名から10名で，グ
ループを編成し相互に協力しながら実習への準備をす
すめ，実習に臨んでいる。実習地は，A大学の所在
する県全域にわたる。そのため，実習を開始する 1か
月前に，施設指導者と学生が実習内容について両者間
での内容調整を行っている。具体的に実習への要望を
伝え，健康教育や家庭訪問の実施準備をはじめる。ま
た， 3年次後期の地域看護学演習において，実習予定
自治体の地域看護診断に取り組み，実習中に一次資料
の収集を行う計画についても，事前の準備行動の中に
含まれている。さらに，実習が始まるまでの期間に，
学生と施設指導者，教員はWeb 上で学内専用のサイ
ボウズシステムを活用し連絡を取り合うほか，施設に
よっては教員を介して学生と施設指導者がFAXや電
話での打ち合わせを行い実習に望んでいる10－12）。
　本調査の実施は，実習直前の 3回目のオリエンテー
ション時とした。

Ⅲ．研究方法

1．対象
　A大学医学部保健学科看護学専攻 4年生を対象と
し，2006年度は91名，2007年度は86名に調査票を配布
した。 2年間，計177名を対象とした。
2．方法
（ 1）データ収集期間
　2006年 6 月から 7月と2007年 6 月から 7月の 2回の
調査とした。
（ 2）調査方法
　実習直前に行われるオリエンテーション時に調査用
紙を配布した。調査票の回収は，回収箱をオリエン
テーション会場ではない場所に設置し，留め置き式に
より回収した。
（ 3）調査内容 
　調査内容は，保健師志望を「非常に弱い」～「非常
に強い」の 6段階評定で求めた。地域看護学実習準備
行動項目は，実習前の施設指導者との相談に関する先
行研究９）で導かれた『実習に参加する姿勢形成』カ
テゴリーを中心に地域看護学および質的研究者 2名に
より選定したものであり，内容妥当性を確保した。質
問項目は25項目とし，「全くあてはまらない」～「非
常にあてはまる」の 6段階評定とした。ただし，2007
年の調査では，18項目により調査を行った。
　さらに，実習に対する学生の認識を 6項目で確認し

た。この内容は先行研究９）で導かれた『事前連絡の
成果期待』，『実習指導者との関係構築』，『事前連絡に
よる不安軽減』のカテゴリーを参考に①心構え「実習
への心構えができている」，②用意「実習の用意は万
全である」，③期待「充実した実習になりそう」，④主
体的「実習では主体的に動けそう」，⑤関係「実習指
導者との関係を上手くもてそう」，⑥不安「実習への
不安がある」，とし，「非常に弱い」～「非常に強い」
の 6段階評定で求め，「非常に弱い」を 1点とし「非
常に強い」を 6点と強弱にあわせ点数化した。
（ 4）倫理的配慮
　倫理的配慮として，無記名自己記入式質問紙とし，
研究の趣旨および個人情報の取扱，成績とは無関係で
あることを口頭で説明するとともに，調査票にも同様
に記載した。回収をその場で行わず，所定の回収箱に
投函することによる回収を持って同意を得られたとし
た。研究者には個々の学生が特定できないように，誰
が投函したかわからないように配慮した。
（ 5）分析方法
　①職業選択
　職業選択については保健師志望と看護師志望につい
て，「非常に強い」，「強い」，「どちらかというと強い」
を『強い』とし，「非常に弱い」，「弱い」，「どちらか
というと弱い」を『弱い』とし，2群に分類した。また，
群間比較はウィルコクスンの順位和検定を用いた。
　②地域看護学実習準備行動
　ⅰ）項目分析　作成した地域看護学実習準備行動
25項目から天井効果とフロアー効果を確認し，両効
果のみられた項目を削除した。また，各項目間の相
関を Pearson の相関係数を用い確認した。
　ⅱ）因子分析　項目分析で整理された項目を，初
期固有値およびスクリープロットから因子数を想定
し，主因子法，プロマックス回転による分析を行っ
た。
　ⅲ）信頼性の検討　内的整合性の確認のため各因
子のCronbach’s α係数を求めた。
　ⅳ）基準関連妥当性　基準関連妥当性の検討とし
て，メルクマール９）を用いた学生の認識と地域看
護学実習準備行動との Pearson の相関係数を求め
た。
　①と②分析には，SPSS14.0J for Windows を用いた。

Ⅳ．結　　果

1．対象
　2006年の調査票の回収は76部であった（回収率
83.5％）。回収された調査票から男性 6名，無回答 1
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名を除き，さらに地域看護学実習準備行動25項目すべ
てに回答している66名を分析対象とした。対象の平均
年齢は，21.8±1.6歳（平均±標準偏差）であった。
　2007年の回収は61部（回収率70.9％）であった。
2006年度と同基準により男性 1名を除き，60名を分析
に用いた。対象平均年齢は21.8±1.2歳（平均±標準偏
差）であった。
　 2年度分の対象は，編入生14名を含む女子学生126
名であり，平均年齢21.8±1.5歳であった。

2．地域看護学実習準備行動尺度の作成
　地域看護学実習準備行動尺度作成には2006年の調査
を用いた。
（ 1）項目分析
　地域看護学実習準備行動尺度の25項目のうち，天井
効果とフロアー効果の見られた 5項目を除いた。
（ 2）因子分析と因子の命名
　20項目を用い，因子分析（主因子法）を実施した。
初期固有値およびスクリープロットから 3因子構造が
妥当と判断し， 2回目の因子分析（主因子法プロマッ
クス回転）を実施した。その際に因子負荷量0.4以上

を採択の基準とし，0.4未満の 1項目と 2因子に0.4以
上の因子負荷を示した 1項目を除き， 3因子構造の実
習準備行動項目を作成した（表 1）。このときの全分
散の説明率は58.9％であった。各因子の合計を項目数
で割った平均値を因子得点とした。
　第 1因子は 7項目で構成され，因子得点が3.84±1.07
（平均±標準偏差）であった（表 2）。施設指導者（尺
度では実習指導者と表記）とのやりとりの内容で構成
された。［実習の内容の調整］，［実習計画の相談］，［学
生が希望する事業への参加を依頼］という項目に因子
負荷が高かったことから，【施設指導者との連絡相談】
とした。
　第 2因子は 6項目で構成され，因子得点が3.76±0.87
であった。［地域看護学実習で学ぶ目的が明確になっ
た］，［実習内容が明確になった］など，学生が不明な
点を解消して学習内容を明確にし，実習の目標をもつ
ようなる項目で構成された。そのため，【学習内容の
明確化】とした。
　第 3因子は 5項目で構成され，因子得点が4.31±0.92
であった。［実習指導者から情報収集していた］や［実
習指導者と情報交換していた］と，情報を得たり，資

表１　地域看護学実習準備行動尺度（2006）
因子

1 2 3
12 実習指導者と実習の内容の調整を行った 0.724 -0.025 0.144
11 実習指導者と実習計画の相談を行った 0.694 -0.135 0.272
13 実習指導者へ学生が希望する事業への参加を依頼した 0.686 0.109 -0.086
10 実習指導者に実習内容の決まっていない時間の使い方を提案した 0.665 -0.001 0.061
17 学生主体の事業について実習指導者に相談した 0.498 0.146 0.092
9 実習指導者に自分たちの行動予定（移動日程、宿泊先、交通手段等）を伝えた 0.445 -0.044 -0.001
24 地域看護学実習での必要物品を把握した 0.437 0.207 -0.063
14 地域看護学実習で学ぶ目的が自分の中で明確になった 0.220 0.892 -0.233
15 地域看護学実習の実習内容が明確になった 0.249 0.830 -0.189
21 事前に学習する内容がわかった -0.326 0.679 0.325
18 地域看護学実習中の行動を把握した 0.067 0.532 0.284
23 事業内容の不明点を解消した 0.010 0.527 0.270
22 地域看護学実習に関する内容で、自分でわからないことを調べた -0.137 0.469 0.349
5 地域看護学実習を行うため、実習指導者から情報収集していた 0.135 0.041 0.707
8 実習指導者と情報交換を行った 0.197 -0.077 0.610
2 地域看護学実習の実習地に関して、自分たちで情報収集を行った -0.149 0.155 0.578
6 実習指導者に必要と考える資料を求めた 0.235 -0.094 0.527
19 実習指導者と連絡を行うことで、地域看護学実習に対するイメージができた 0.074 0.320 0.431

表２　地域看護学実習準備行動下位尺度の平均値と標準偏差（2006）
 ｎ 平均値 標準偏差

施設指導者との連絡相談 61 3.84 1.07
学習内容の明確化 61 3.76 0.87

実習に関する情報収集 61 4.31 0.92
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料を得たりする項目に因子負荷が高かったことから，
【実習に関する情報収集】とした。
　地域看護学実習準備行動の下位尺度間相関は，【施
設指導者との連絡相談】と【学習内容の明確化】が
ｒ＝0.575（ｐ＜0.01）であり，【施設指導者との連絡相
談】と【実習に関する情報収集】がｒ＝0.585（ｐ＜0.01），
【学習内容の明確化】と【実習に関する情報収集】が
ｒ＝0.521（ｐ＜0.01）となり，相互に正の相関がみら
れた（表 3）。
（ 3）信頼性の検討
　各因子の内的整合性を確認したところ，第 1因子
α＝0.832，第 2因子α＝0.872，第 3因子α＝0.800と，
すべてα＝0.8以上となっており，内的整合性が示さ
れた。
（ 4）基準関連妥当性
　地域看護学実習準備行動と学生の認識は関連がみら
れた（表 4）。【施設指導者との連絡相談】は⑥不安以
外の 5項目で正の相関（ｐ＜0.01，ｐ＜0.05）がみら
れた。【学習内容の明確化】は 6項目すべてに関連が
認められ，①心構え，②用意，③期待，④主体的，⑤
関係と正の相関（ｐ＜0.01）が認められ，⑥不安とは
負の相関（ｐ＜0.01）が認められた。【実習に関する
情報収集】は，①心構え（ｐ＜0.05），③期待（ｐ＜0.01），
④主体的（ｐ＜0.05），⑤関係（ｐ＜0.01）に正の相関
が認められた。

3．保健師志望
　保健師志望は2.8±1.5（平均±標準偏差），半数以上
の87名の学生は「非常に弱い」～「どちらかといえば
弱い」学生であり，38名が「非常に強い」～「どちら
かといえば強い」学生であり，無回答者が 1名であっ
た（表 5）。中央値は 3（「どちらかといえば弱い」）で

あった。

4．地域看護学実習準備行動尺度（2006－2007を
用いた再分析）

　2007年の調査は，今回作成した地域看護学実習準備
行動尺度18項目を用いて調査を行った。以下は 2年分
の調査結果をもとに分析した。18項目について，再
度因子分析（主因子法プロマックス回転）を行った
（表 6）。天井効果やフロアー効果のみられた項目はな
かったため，18項目を用いて 3因子を想定した因子分
析（主因子法，プロマックス回転）を行った。その結
果，2006年と同様の因子に分類された。この 3因子の
全分散における説明率は54.9％であった。ただし，第
1因子と第 2因子の順番が入れ替わったため，この後
は混乱を避けるために，因子名で記述していくことと
した。
　各項目について内的整合性を確認したところ，【学
習内容の明確化】はα＝0.815，【施設指導者との連絡
相談】がα＝0.883，【実習に関する情報収集】がα＝0.811，
といずれもα=0.8以上であった（表 6）。
　下位尺度相関は，【学習内容の明確化】と【施設指
導者との連絡相談】がｒ＝0.608（ｐ＜0.01）であり，【施
設指導者との連絡相談】と【実習に関する情報収集】

表３　地域看護学実習準備行動下位尺度間相関（2006）
 施設指導者と

の連絡相談
学習内容の
明確化 

実習に関する
情報収集 

施設指導者との連絡相談 －
学習内容の明確化 0.575＊＊ －

実習に関する情報収集 0.585＊＊ 0.521＊＊ －
＊＊p＜0.01

表４　地域看護学実習準備行動下位尺度と学生の認識との相関（2006）
①心構え ②用意 ③期待 ④主体的 ⑤関係 ⑥不安 

施設指導者との連絡相談 0.40＊＊ 0.32＊　 0.42＊＊  0.33＊＊  0.51＊＊  -0.23　　
学習内容の明確化 0.59＊＊ 0.61＊＊ 0.69＊＊  0.47＊＊ 0.59＊＊  -0.46＊＊  
実習に関する情報収集 0.31＊　 0.25　　 0.37＊＊  0.26＊　  0.40＊＊  0.01　　

＊＊p＜0.01，＊p＜0.05 

表５　保健師志望（2006－2007）　n=126
志望の程度 ｎ （  ％   ） 計

弱い
非常に弱い 29 （  23.0  ）

87弱い 30 （  23.8  ）
どちらかといえば弱い 28 （  22.2  ）

強い
どちらかといえば強い 21 （  16.7  ）

38強い 14 （  11.1  ）
非常に強い 3 （  2.4  ）
無回答 1 （  0.8  ） 1
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がｒ＝0.632（ｐ＜0.01），【実習に関する情報収集】と
【学習内容の明確化】がｒ＝0.571（ｐ＜0.01）と，それ
ぞれ正の相関がみられた（表 7）。

5．保健師志望と地域看護学実習準備行動との関連
　保健師志望と地域看護学実習準備行動との関連は，
【学習内容の明確化】（ｒ＝0.24，ｐ＜0.05）および【施
設指導者との連絡相談】（ｒ＝0.21，ｐ＜0.05）におい
て関連が見られた（表 7）。

　次に保健師志望を『強い』と『弱い』の 2群に分類
し，各因子得点をウィルコクスンの順位和検定により
比較したところ，【学習内容の明確化】と【施設指導
者との連絡相談】に違い（ｐ＜0.05）が認められた。【実
習に関する情報収集】は有意傾向（p＝0.58）であっ
た（表 8）。
　また，保健師志望と看護師志望については，負の相
関（r＝－0.19）がみられた。看護師志望についても
同様に 2群とし分析を行ったものの，地域看護学実習

表6　地域看護学実習準備行動尺度（2006－2007）
因子

1 2 3
「学習内容の明確化α＝0.815」
8 実習で学ぶ目的が自分の中で明確になった 0.800 0.252 -0.210 
9 実習の実習内容が明確になった 0.793 0.219 -0.154 
11 事前に学習する内容がわかった 0.749 -0.227 0.160 
10 実習中の行動を把握した 0.606 0.069 0.152 
13 実習に関する内容で、自分でわからないことを調べた 0.571 -0.049 0.322 
12 事業内容の不明点を解消した 0.561 -0.091 0.270 

「施設指導者との連絡相談α＝0.883」
2 実習指導者と実習計画の相談を行った -0.120 0.818 0.091 
3 実習指導者と実習の内容の調整を行った 0.098 0.690 0.072 
4 実習指導者へ学生が希望する事業への参加を依頼した 0.145 0.627 -0.150 
5 学生主体の事業について実習指導者に相談した -0.199 0.551 0.182 
6 実習指導者に自分たちの行動予定（移動日程、宿泊先、交通手段等）を伝えた 0.031 0.548 0.149 
7 地域看護学実習での必要物品を把握した 0.215 0.482 -0.114 
1 実習指導者に実習内容の決まっていない時間の使い方を提案した 0.097 0.290 0.190 

「実習に関する情報収集α＝0.811」
15 地域看護学実習を行うため、実習指導者から情報収集していた -0.031 0.221 0.710 
16 実習指導者に必要と考える資料を求めた 0.001 0.051 0.643 
17 実習指導者と情報交換を行った 0.009 0.172 0.607 
14 地域看護学実習の実習地に関して、自分たちで情報収集を行った 0.071 -0.101 0.596 
18 実習指導者と連絡を行うことで、地域看護学実習に対するイメージができた 0.393 -0.072 0.463 

表７　地域看護学実習準備行動下位尺度間相関および保健師志望との関連（2006－2007）
 学習内容の

明確化 
施設指導者と
の連絡相談

実習に関する
情報収集 保健師志望

学習内容の明確化 － 0.235＊
施設指導者との連絡相談 0.608＊＊ － 0.210＊
実習に関する情報収集 0.632＊＊ 0.571＊＊ － 0.152　

＊＊p＜0.01　＊p＜0.05

表８　保健師志望の強弱による地域看護学実習準備行動の各因子得点比較（2006－2007）
 群 ｎ 平均値 標準偏差 有意確率

学習内容の明確化 弱い 87 3.71 0.95 p＝0.021
強い 38 4.07 0.66 

施設指導者との連絡相談 弱い 87 3.83 1.01 p＝0.016
強い 38 4.23 0.90 

実習に関する情報収集 弱い 87 4.08 1.01 p＝0.058
強い 38 4.41 0.84 

wilcoxon's rank sum test
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準備行動に違いは認められなかった。

Ⅴ．考　　察

1．地域看護学実習準備行動尺度について
　地域看護学実習については実習目標と実習後の到達
度を検討する13，14）ものはみられるが，実習準備に関す
る検討は十分とはいえない。2005の学生から得られた
記述10）から作成した地域看護学実習準備行動尺度（25
項目）を2006年の調査により18項目の尺度とし，2007
年の調査を追加した上で，尺度作成を試みた。地域看
護学実習準備行動尺度を構成する 3因子として，【学
習内容の明確化】，【施設指導者との連絡相談】，【実習
に関する情報収集】が抽出された。尺度の信頼性の検
討については，基準値以上の信頼性を得ることができ，
信頼性は保障されたと考える。また，各調査項目は前
述のように，学生の記述に基づいているため，地域看
護学実習への準備に準拠した内容となっていたと考え
られ，2007年のデータを追加してもなお，因子構造が
保たれた。
　【学習内容の明確化】は，各因子の中でも特に学生
の認識との相関がみられた因子であった。他の 2因子
にはみられなかった「実習への不安」との負の関連が
みられた。このことは，実習への不安を和らげるには，
実習前に実習に向けて何を学んでおけばよいのかが明
確になっていく過程で，実習への見通しがたち，不安
が軽減される可能性を示唆している。それは，【施設
指導者との連絡相談】により，施設指導者とのやりと
りから得るものよりも有効であることが考えられ，実
習前の学習が果たす役割の大きいことを示す結果と
なった。
　【施設指導者との連絡相談】をWeb 型グループウ
エアシステムの活用またはFAXにより行うこと，実
習施設別の【学習内容の明確化】がなされること，【実
習に関する情報収集】を行うことにより，実習への心
構えや用意ができ，充実した実習を期待させ，施設指
導者との関係の構築や実習中に主体的に動ける自信が
つくことと関連していた。加えて，上述のように実習
の不安は【学習内容の明確化】と負の相関がみられお
り，自己学習する内容を理解し予習を行うことで，実
習の不安が軽減されていく，と推察された。これらか
ら，基準関連妥当性が確認された。
　学生が実習前から実習施設の指導者と連絡をとり実
習を展開するような実習形態の場合には，十分に利用
できる尺度となった。
　ただし，尺度は18項目で 3因子構造を形成している
ものの，各下位尺度間相関が中程度であることから，

各因子の独立性は低い。尺度を有効に活用するには，
3因子とともに，18項目の総点で準備行動の到達度を
測定することも，今後検討していくことが必要であろ
う。

2．地域看護学実習準備行動尺度の活用
　実習前に施設指導者と連絡することは施設指導者と
の意思疎通へとつながり，さらに，実習計画作成に学
生の要望が盛り込まれていくことで実習後に実習での
充実感に影響を与える11）ことが報告されている。さ
らに，実習という臨地での経験を基に地域看護学の概
念の広がり15）が報告されており，実習前からその準
備をはじめることにより理解を深めた状態，または学
びから生じた疑問を持ち臨地に赴くことは，学習効果
の面からも十分な効果が期待できるであろう。地域看
護学実習を受けた学生と指導保健師への調査から，「学
習効果をより高めるためには，準備やまとめを含めて
実習期間の見直しを行う必要がある」16）との指摘があ
る。限られた実習期間の中で，実習の充実と学びを深
めることを目指すとするならば，準備時期から取り組
むことが重要である，といえよう。そのために，学生
は実習への準備行動に何があるかを知って取り組むこ
とが必要である。今回作成した尺度は，学生が実習ま
でに何が十分行う事ができていて，何が不十分なのか
を18項目チェックすることで，容易に判断することが
できる。学生にとって準備状況を把握するチェックリ
ストの役割を果たすツールとして用いることが可能と
考える。
　看護教員の態度から学習の動機付けや励ましとなっ
た内容を抽出した平野らの研究17）から，実習の準備
段階から学習の動機づけをたかめ実習準備をすすめる
ためには，教員の関わり方を検討する必要があるとさ
れる。学生が地域看護学実習を意識しだすのは 3年次
後期の演習時期である。教員が継続的に学生を支持す
る関わりを行うことが，準備行動を促すうえで重要と
なるであろう。そこで，2008年度からは演習担当教員
と実習担当教員を同一とし，継続的にかかわる取り組
み始めたところである。また，「個人レベルでの対応
または個人の資質に依存する内容では自己学習が自己
評価に寄与するものの，学習内容の自己評価で大きく
向上した項目のほとんどは，自己学習よりも教官の指
導が優位であった」18）とされる。学生の主体性のみを
尊重するのではなく，準備段階から学生が準備行動を
とれるように，学生主体の部分と教員が助言やサポー
トする部分を見極めながら指導していくことが求めら
れる。その際に，この尺度を用いることで，学生の実
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習への姿勢を確認するとともに，準備行動をおこせず
にいる項目を見いだすことが容易となり，指導効果を
上げるツールとしても使用することができると考え
る。

3．保健師志望と地域看護学実習準備行動
　看護系大学では看護師と保健師免許の取得のための
単位を卒業要件としているため，すべての学生が地域
看護学実習を行っている。しかし，昨今の看護系大学
の増加にともない，実習施設の確保の困難な状況がう
まれている19）。さらに学生が保健師になりたい意志を
もって実習にでるわけではなく19），実習学生の職業
志向性の低さが現場の志気をそいでしまうことがあ
る20）。とされ，これらが前段で述べた保健師の質の問
題とも関連し合い，教育体制の変革への大きな動きを
作り出している。
　今回の検討では保健師志望の程度により，地域看護
学実習準備行動の達成度が異なることが明らかとなっ
た。実習を開始する前から保健師志望の比較的強い学
生は，積極的に施設指導者と連絡相談をすることや学
習内容を明確にしていく自己学習に結びついていた。
経験的に認識していたことではあるが，興味関心の高
い授業科目には真剣に取り組んでいることが客観的に
も明らかとなった。看護教育の中の地域看護学ととら
えるか，保健師教育の中の地域看護学ととらえるかに
より，その印象はちがって見える。前者が学生であ
り，後者が施設指導者の立場である。このギャップが
あるから，「職業志向性の低さが現場の志気をそぐ」20）

という現象が起きると考えられる。実習へ行ってから
の準備の不十分さや「看護師希望です」と考えなく話
してしまう学生の姿勢により強化されているのであろ
う。地域看護学に興味のない学生にいかに興味をもっ
て授業に取り組んでもらえるかは，教員の力量を問う
ものである。しかしながら， 1つのライセンスを与え
る科目としては，その重みが十分に理解されていない
のが現状のように思われる。
　地域看護学実習準備行動の中で，保健師志望の程度
により比較的関連が少ない【実習に関する情報収集】
を行うことについては，地域看護学実習の施設ごとに
グループリーダーを設けており，情報収集の中心的役
割を担うようにさせている。そのため，リーダーになっ
た学生はグループが困らないように主体的に情報を集
めることが他のグループ構成員に期待されており，自
ら進んで行うことが考えられた。そこに，保健師志望
の強弱との関連が有意傾向にとどまった理由があると
考える。地域看護学実習は多くの項目がグループで行

われている。グループメンバーに頼り，何もしなけれ
ば過ぎてしまう内容も多く含まれていることから，学
生が主体的活動できるようにプログラムしていくこと
が，一つのキーワードになるのかもしれない。
　保健師を志さない学生にいかに地域看護学に興味を
持ち，学んでもらうかは重要な課題である。その中で
も，実際に実習をとおして保健師に魅力を感じ，保健
師を希望するようになった学生から相談を受けること
がある。臨地のもつ魅力を少しでも実習前から伝える
ことができるよう本尺度を活用し，学生一人ひとりに
学習のメルクマールを示しながら，教授していくこと
が求められるであろう。
　職業選択と授業へ向かう姿勢との関連があるという
ことは，教員が日常的に実感として捉えていることで
はある。今回，実際に調査内容から示されたことによ
り，学生の職業選択の希望にあった教育内容を学生に
選択させることを検討する上での資料となりうると考
える。

Ⅵ．おわりに

　本尺度は，実習形態が異なる場合にはあてはまらな
い項目が存在するであろう事を予想できるため，一般
化には限界があるものの，本学の実習においては活用
できるものとなった。今後は，地域看護学実習準備行
動と学習意欲，教員の対応等との関連を検討し，教育
評価へも活用していきたい。
　また，今回の結果はある意味自戒を込めて書いたも
のであり，今後も地域看護学への学生の関心を高める
ことができるよう，地域看護学のもつ地域特性に応じ
て人々とともに地域力を高める機能や，保健・医療・
福祉のセーフティネットを構築する創意と工夫など，
保健師の機能を授業の中で伝えて行けるよう取り組ん
でいきたい。
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Relationship between a student’s career choice and the preparation 
action to local community nursing practicum
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Abstract： The purpose of this research is to create the preparation action to measure of local 
community nursing practicum, and investigate relationship with a career choice and the local 
community nursing practicum.
　The candidates for investigation was 177 nursing students of A University and they were 
fourth grades. 126 female students of them were used for analysis. Question type of paper 
investigation was conducted and the reliability and validity were measured. 
　As for the preparation action measure of community nursing practicum, the measure of 18 
items of three factors was extracted as a result of factor analysis (a principal factor analysis, 
promax rotation).　Each factor was named "clarifi cation of the contents of preparation", "connection 
consultation to a laboratory work person", and "information gathering of practicum."　 There 
were 38 students who choose to be public health nurses as their occupation, and there were 
87 students who did not do so. In order to compare the factor score between those 2 groups, 
Wilcoxon's rank sum test was used for.　In conclusion, it was found that a diff erence between 
2 groups was "clarifi cation of the contents of preparation", and "connection consultation to a 
laboratory work person".　 It was clear that the student who chooses public health nurse took 
more preparation actions.
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出生前の胎児の性別告知に対する褥婦の意識
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要旨：本研究の目的は，胎児の性別告知に対する褥婦の意識を明らかにすることである。対象
者はA市内の産婦人科診療所 3施設に入院中の褥婦205名である。調査は無記名自記式質問紙
法で行った。胎児の性別判定が可能であることは99.0％が知っており，妊娠中に胎児の性別を知
りたいと思っていた者は70.7％であった。実際に妊娠中に告知を受けた者（告知群）は66.8％，
受けなかった者（非告知群）は33.2％であり，告知群では胎児の性別の希望があった者が，非告
知群では性別の希望がなかった者が有意に多かった。告知を希望した理由としては，「育児用品
の準備」，「名前の検討のため」といった内容が多く挙げられていた。胎児の性別に対する関心
は高く，誕生する児の性別選好があるとはいえ，家制度や男尊女卑といった日本古来の伝統的
な考え方が薄れている現代においては，出生前の胎児の性別告知によって生命が脅かされるほ
ど重要な意味を持つものではないと考えられる。

キーワード：胎児の性別告知，性（性別）選好，褥婦の意識，出生前診断
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Ⅰ．はじめに

　経腹超音波検査は1960年代以降急速に普及し，胎児
について様々な情報を得られるようになった。本来，
出生前診断は胎児の健康状態を診断する目的で行わ
れ，その進歩によって疾患や異常の早期発見，さらに
は胎児治療までをも可能にしてきた。しかし，早期発
見・早期治療の理念から逸脱し，選択的人工妊娠中絶
に結びついているという現状も指摘されている１，２）。
胎児の性別を理由にした選択的人工妊娠中絶は日本で
は考えにくいが，外国の一部においては，現在でも大
きな問題となっている国もある３－６）。
　胎児の性別判定のみならず様々な内容の出生前診断
が可能になってきた中，1988年に日本産科婦人科学会
より「先天異常の胎児診断，特に妊娠初期絨毛検査
に関する見解」７）（2007年に廃止）が示され，「重篤な
X連鎖遺伝病のために検査が行われる場合を除き，胎
児の性別を告げてはならない」とされてきた。また，
2003年に日本産科婦人科学会を含む10の学会・研究会
から成る遺伝医学関連学会が示した「遺伝学的検査に
関するガイドライン」８），2007年に日本産科婦人科学

会が前述の見解を廃して新たに発表した「出生前に行
われる検査および診断に関する見解」９）においても，
同様に胎児の性別を告げてはならないとされ，現在に
至っている。しかし，2000年に全国659施設を対象に
行った日本産婦人科医会の調査では，4.7％の施設が
全例に告知し，84.4％の施設が聞かれれば告知してい
るという結果であった10）。
　胎児の性別判定や性別告知に対する妊婦の意識に関
しては，超音波診断の普及と相まって1980年代に行わ
れた研究は散見される11－13）が，以後意識調査はなさ
れていない。時代の変遷とともに，出産や育児に対す
る考え方は変わってきており，児の性別に対する希望
や性別告知に対する意識も二十数年前とは異なるので
はないかと考えられる。本研究は，妊娠中にどのよう
な理由から告知を受けたいと思っていたのか，胎児の
性別の希望の有無と告知を受けることに関連はあるの
か，告知を受けたこと又は受けなかったことについて
どのように感じたのか等，胎児の性別告知に対する褥
婦の意識について明らかにすることを目的に行った。
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Ⅱ．研究方法

1．対象者
　A市内の産婦人科診療所 3施設に入院中の褥婦を
対象とした。

2．方法
（ 1）データ収集期間
　2003年 7 月～12月

（ 2）データ収集方法
　院長の承諾が得られたA市内の産婦人科診療所 3
施設に入院中の褥婦（産褥 1～ 5日）に対し，調査を
依頼した。質問紙配布時は，筆者または産婦人科スタッ
フが調査について説明し，協力の得られた褥婦に質問
紙を配布，質問紙上にも研究の趣旨等について記載し，
質問紙の記入・提出を以て同意したものとした。記入
後は封筒に入れて入院中に提出してもらい，後日回収
した。
　質問紙配布数は230部で，内訳は，概ね胎児の性別
を告知している施設で100部，基本的に告知しない方
針の施設で100部，希望があれば教えているという施
設で30部配布した。　

（3）調査内容
　質問紙は独自に作成し，以下の内容で構成した。回
答方法は，選択肢法および一部自由記載とした。

①基本属性：年齢，妊娠分娩歴，里帰り出産か否
か，世帯形態，就労の有無

②経腹超音波検査による胎児の性別判定に対する
認識（選択肢法）：選択肢の内容は「以前から知っ
ていた」「今回の妊娠中に知った」「知らなかっ
た」とした。

③今回の妊娠中に胎児の性別を知りたいと思った
か（選択肢法）：選択肢の内容は「知りたかった」
「どちらでも良かった」「知りたいと思わなかっ
た」とした。

④胎児の性別を自分から聞いたか／聞かなかった
か（選択肢法）その理由（自由記載）

⑤実際に告知を受けたか／受けなかったか（選択
肢法）

⑥今回の妊娠中に胎児の性別を尋ねられた経験の
有無と聞かれることのプレッシャー（選択肢
法）：妊娠中に性別を尋ねられることのプレッ
シャーについて，選択肢は「非常に感じていた」
「多少は感じた」「特に感じなかった」とした。

⑦今回の妊娠での性別希望の有無（選択肢法）：
選択肢の内容は「自分だけあった」「自分も周
囲の人もあった」「自分はなく周囲の人があっ
た」「自分も周囲の人もなかった」とした。
⑧今回の妊娠中に告知を受けたこと/受けなかっ
たことに対しての思い（選択肢法および自由記
載）：それぞれの立場で「教えてもらって／教
えてもらわなくて良かった」「教えてもらわな
い／教えてもらった方が良かった」「どちらと
もいえない」から選択してもらい，その理由を
自由記載とした。
⑨次回の希望（選択肢法および自由記載）：今後
出産する機会があると仮定した場合に，胎児の
性別告知を希望するか否かについて「知りたい」
「どちらでも良い」「知らなくて良い」から選択
してもらい，その理由を自由記載とした。
⑩性別告知に対しての思い（選択肢法および自由
記載）：医師が胎児の性別を告知することにつ
いて，選択肢は「妊婦が聞かなくても分かった
時には教えて欲しい」「妊婦が聞いた時には教
えて欲しい」「教えないでほしい」「医師の方針
に任せる」とした。
⑪胎児の性別希望の有無や性別告知に関しての思
い・考え（自由記載）

（ 4）分析方法
　統計解析には SPSS11.5J for Windows を使用し，
クロス集計表の分析にはχ2検定を行い，有意水準は
5％とした。また，χ2検定において有意水準未満の
場合，φ係数またはCramer の V係数による関連性
の確認およびHaberman の残差分析を実施した。
　自由記載欄の内容については，同様の内容を意味し
ているものをまとめて分類した。

（ 5）倫理的配慮
　質問紙は無記名とし，質問紙上に，研究の目的・趣
旨，プライバシーの保護および匿名性の保障，研究へ
の参加は自由意志によるものであり，参加辞退により
不利益を被ることはないことについて明記し，協力の
同意を得られた場合に回答してもらうこととした。

Ⅳ．結　　果

1．対象者の背景
　質問紙を配布した230名のうち，回収数は218部（回
収率94.8％），有効回答は205部（有効回答率94.0％）
であった。
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　対象者である褥婦205名の背景は表 1の通りであ
る。平均年齢は29.0±4.5歳，初経別では，初産が96名
（46.8％），経産が109名（53.2％）であった。里帰り出
産であった者は82名で，全体の40.0％を占めていた。
世帯形態は，核家族が127名（62.0％），拡大家族が78
名（38.0％）であった。就労の有無では，就労者が89
名（43.4％），非就労者が116名（56.6％）であった。

2．経腹超音波検査による性別判定法に対する認識
　経腹超音波検査により出生前に胎児の性別判定が可
能であることについて，203名（99.0％）の褥婦が今
回の妊娠以前から知っていた。今回の妊娠中に知った
という者が 2名（1.0％）いたが，いずれも初産婦であっ
た。

3．妊娠中に胎児の性別を知りたいと思ったか
　性別の告知を受けたか受けないかに関係なく，今回
の妊娠中に，単純に性別を知りたいと思ったかに関し
ては，「知りたかった」が145名（70.7％），「どちらで
も良かった」が26名（12.7％），「知りたいと思わなかっ
た」が34名（16.6％）であった。初経別による有意差
はみられなかった（χ2（2）＝4.740，n.s.）（表 2）。

4．今回の性別告知の現状
　自分から医師に性別を尋ねたか否か，実際に告知を
受けたか否かについて表 3に示した。

　今回の妊娠中，胎児の性別を告知された者（以下「告
知群」）が137名（66.8％），告知を受けなかった者（以
下「非告知群」）が68名（33.2％）であった。
　自分から聞いて教えてもらった者が114名（55.6％）
で半数以上を占めていた。「自分から聞いた－非告知」
は，自分から聞いたが，告知しない方針である医師の
説明を聞いた上で聞かないことにしたというもので
あった。「自分からは聞かなかった－告知」では，自
分が聞く前に医師から知りたいかを問われ同意して教
えてもらった場合と，医師から一方的に告げられた場
合とがあった。

5．医師に性別を聞いた理由および聞かなかった理由
　告知の有無に関わらず，今回の出産で自分から医師
に胎児の性別を聞いた者は133名（64.9％），自分から
は聞かなかった者は72名（35.1％）であった（表 3）。
それぞれに対し，医師に性別を聞いた理由または聞か
なかった理由について自由に記載してもらい，その内
容について同様の内容を意味しているものに分類した
（表 4）。なお，複数の項目に該当するものがあるため，
人数ではなく件数として示している。
　自分から聞いた理由では 8つの項目として挙げら
れ，「育児用品の準備のため（81件）」が最も多く，以
下「名前を考えるため（54件）」，「単純に知りたかっ
た（24件）」，「希望の性があったため（22件）」，「心構
えができる（16件）」等が挙げられていた。
　自分からは聞かなかった理由としては，「楽しみに
したい（38件）」が最も多く，「健康なら性別は関係な
い（20件）」，「知らなくても困らないから（15件）」，「希
望の性がなかったため（13件）」等が挙げられていた。

6．性別を尋ねられた経験とそのプレッシャー
　妊娠中に周囲の人から胎児の性別を聞かれたかとい
う問いに対しては，204名（99.5％）が「あった」と
回答しており，「なかった」と回答したのは 1名（0.5％）
のみであった。

表１　対象者の背景
 平均年齢 29.0±4.5歳

名 （%）
 初経別 初産 96 （46.8）

経産 109 （53.2）
 里帰り出産 82 （40.0）
 世帯形態 核家族 127 （62.0）

拡大家族 78 （38.0）
 就業の有無 就労者 89 （43.4）

非就労者 116 （56.6）

表２　胎児の性別を知りたいと思ったか
（n=205）

知りたかった どちらでも
良かった

知りたいと
思わなかった

名 （%） 名 （%） 名 （%）
初産

（n=96） 72（75.0） 7 （7.3） 17（17.7）

経産
（n=109） 73（67.0） 19（17.4） 17（15.6）

計 145（70.7） 26（12.7） 34（16.6）

表３　今回の性別告知の現状
（ n =205）

告知群 非告知群 計
名 （%） 名 （%） 名 （%）

自分から
聞いた 114（55.6） 19 （9.3） 133 （64.9）

自分からは
聞かなかった 23（11.2） 49（23.9） 72 （35.1）

計 137（66.8） 68（33.2） 205（100.0）
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　性別を尋ねられることに対するプレッシャーでは，
163名（79.9％）が「特に感じなかった」と回答して
いたが，「非常に感じていた」は 8名（3.9％），「多少
は感じた」は33名（16.2％）であり，プレッシャーを
感じていた者が約 2割であった。
　性別告知の有無と周囲の人から性別を尋ねられるこ
とのプレッシャーの有無や強さとの間に有意差はみら
れなかった（χ2（2）＝4.257，n.s.）（表 5）。

7．性別希望の有無と告知の有無
　褥婦本人または周囲の家族に，生まれてくる児の
性別の希望があったかどうかに関しては，「自分だけ
あった」20名（9.8％），「自分も周囲の人もあった」
96名（46.8％），「自分はなく周囲の人があった」35名
（17.1％），「自分も周囲もなかった」54名（26.3％）で

あった。すなわち，褥婦自身に性別希望があった者は
116名（56.6％），なかった者は89名（43.4％）であっ
た。初経別と性別希望の有無との間に有意差はみられ
なかった。
　褥婦自身の性別希望の有無と告知の有無との間に
は有意差がみられ，告知群では性別希望があった者
が多く，非告知群では性別希望がない者が多かった
（χ2（1）＝5.009，p＜0.05）（表 6）。

8．今回の告知／非告知それぞれの思い
　両群に対し，今回告知を受けたことまたは受けな
かったことに対してどのように思っているか，「良かっ
た」，「逆のほうが良かった」，「どちらともいえない」
から選択してもらい，その理由について自由記述方式
で記述してもらった。

表４　性別を自分から聞いた理由／聞かなかった理由
自分から聞いた理由
（n=133） 件数 自分から聞かなかった理由

（n=72） 件数

育児用品の準備のため 81 楽しみにしたい 38
名前を考えるため 54 健康なら性別は関係ない 20
単純に知りたかった 24 知らなくても困らないから 15
希望の性があったため 22 希望の性がなかったため 13
心構えができる 16 教えない方針と知っていた 10
周囲が知りたがっていた 10 分かる時期だと思わなかった 6
胎教のため 3 教えてくれるものと思っていた 5
前回聞かなくて困ったので 2 聞く前に医師から教えてくれた 4

聞いてショックを受けたくない 3

表５　性別を尋ねられることのプレッシャー
（ n =204）

非常に感じた 多少は感じた 特に感じなかった
名 （%） 名 （%） 名 （%）

告知群
（n=136） 5 （3.7） 17（12.5） 114 （83.8）

非告知群
（n=68） 3 （4.4） 16（23.5） 49 （72.1）

計 8 （3.9） 33（16.2） 163 （79.9）

表６　告知／非告知と褥婦自身の胎児の性別希望の
有無との関連　　　　　　　　　　　

（n=205）
性別希望あり 性別希望なし

告知群
（n=137）

人数 85 52
（%） （62.0） （38.0）

調整済み残差 2.2 -2.2

非告知群
（n=68）

人数 31 37
（%） （45.6） （54.4）

調整済み残差 -2.2 2.2
（χ2（1）=5.009　p＜0.05，φ=0.156）　斜体：|調整済み残差|＞1.96
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　 1）告知群
　今回告知を受けた137名のうち，「教えてもらって良
かった」と答えた者は127名（92.7％），「教えてもら
わないほうが良かった」が 1名（0.7％），「どちらと
もいえない」が 9名（6.6％）であった。　
　「教えてもらって良かった」と回答した理由につい
て，自由記載の内容を分類した（表 7）。大きく 7項
目として挙げられ，「育児用品準備がしやすい（77件）」，
「事前に名前を考えられた（52件）」，「心構えができた
（32件）」，「知ってすっきりした（15件）」，「絆が深まっ
た感じがする（13件）」等が多く挙げられていた。
　「教えてもらわない方が良かった」と回答した理由
では，「自分は楽しみにしていたかったが，里帰り前
の病院で一方的に言われた」という回答があった。「ど
ちらともいえない」と回答した理由では「良かったと
も悪かったとも思わない」，「準備には助かったが，感
動や楽しみは減る気がする」，「健康なら性別にこだ
わっていない」等の回答があった。

　 2）非告知群
　今回告知を受けなかった68名のうち，「教えてもら
わなくて良かった」と答えた者は57名（83.8％），「教
えてもらった方が良かった」が 2名（3.0％），「どち
らともいえない」が 9名（13.2％)であった。

　「教えてもらわなくて良かった」と回答した理由（表
7）では，大きく 6項目に分類され，「想像が膨らみ，
楽しみが増える（47件）」，「出産直後の感動・喜びが
大きい（22件）」，「無事に生まれただけで満足（19件）」，
「性別が重要ではない（ 6件）」，「性別を聞く意味を感
じない（ 5件）」等が挙げられていた。
　また，「教えてもらった方が良かった」と回答した
理由では，「育児用品の準備や名前のことを考えると
聞いていたほうが良かった」と答えていた。「どちら
ともいえない」とした理由では，「性別告知自体にこ
だわっていない」，「知っていても知らなくても誕生は
嬉しいもの」，「本当は知りたかったが，体勢が悪くて
見られず残念だった」，「誕生までの楽しみはあるが，
周りから聞かれて答えられないのはつらい」等が挙げ
られていた。

9．今回の告知の有無と次回の告知希望との関連
　今後，出産する機会がある場合に，出生前に胎児の
性別を「知りたい」と答えた者は122名（59.5％），「ど
ちらでも良い」が37名（18.1％），「知らなくてよい」
が46名（22.4％）であった。また，その理由について
記述されたものを同様の内容毎に分類した（表 8）。
　「知りたい」と思う理由として 9項目に分類され，「育
児用品・名前の準備（71件）」，「心構えができる（29件）」，

表７　告知／非告知で今回良かったと思う理由
告知群

（n=137） 件数 非告知群
（n=68） 件数

育児用品準備がしやすい 77 想像が膨らみ、楽しみが増える 47
名前を考えられた 52 出産直後の感動が大きい 22
心構えができた 32 無事生まれただけで満足 19
聞けてすっきりした 15 性別は重要でない 6
絆が深まった 13 聞く意味を感じない 5
想像し、楽しみが増える 11 準備には少々困ったが、

　生まれてからでも何とかなる気持ちのゆとり 5 5
その他 5 その他 3

表８　次回の希望理由
知りたい 
（n=122） 件数 どちらでも良い

（n=37） 件数 知らなくて良い
（n=46） 件数

育児用品や名前の準備のため 71 健康なら良と思うから 13 健康であれば良い 24
心構えのため 29 性別は関係ない 11 妊娠中の楽しみ 19
単純に知りたい 18 希望の性がないため 9 知る必要がない 6
希望の性があるので 14 どちらも一長一短 5 感動・喜びが違うから 5
妊娠中の楽しみのため 11 知らなくても困らない 3 がっかりしたくないから 2
胎教のため 7 妊娠中の楽しみ 2 100%確実とは言えないので 2
今回聞けて良かったので 5 今は分からない 2
当然の権利だと思うから 2
プレッシャーがない 2
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「単純に知りたい（18件）」，「希望の性がある（14件）」
の順に多く挙げられていた。
　「知らなくて良い」と思う理由では，「健康であれば
良い（24件）」，「妊娠中の楽しみにしたい（19件）」，「知
る必要がない（ 6件）」，「感動・喜びが違う（ 5件）」
であった。
　「どちらでも良い」と思う理由としては，「健康であ
ればよい（13件）」，「性別が重要ではない（11件）」，
「次回は希望の性がない（ 9件）」，「どちらも一長一短
（ 5件）」等が挙げられていた。　
　告知群・非告知群別に分析した結果，今回の告知の
有無と今後の告知希望との間には有意差がみられ，告
知群では次回も「知りたい」という回答が，非告知群
では「どちらでもいい」，「知らなくてもいい」という
回答が多かった（χ2（2）＝92.322，p＜0.001）（表 9）。

10．胎児の性別告知に対して
　医師が胎児の性別を告知することについてどのよう
に思うかに関しては，「妊婦が聞いた時には教えて欲
しい」が180名（87.8％）と最も多かった。また，「妊
婦が聞かなくても分かった時点で教えて欲しい」が 9
名（4.4％），「教えないで欲しい」が 8名（3.9％），「医
師の方針に任せる」が 8名（3.9％）であった。

Ⅴ．考　　察

1．性別判定に対する認識と胎児の性別をめぐる関心
　経腹超音波検査により胎児の性別が判定できること
を，今回の妊娠中に知ったという 2名を除き，99.0％
の褥婦が以前から知っていた。 6割以上の妊婦が自分
から医師に性別を尋ね，妊娠中に周囲の人に性別を尋
ねられたことがあった者が99.5％であったことから，
出生前に性別を知ることが可能であるということは，
出産する側だけでなく世間一般に認識されているとい
える。また，胎児の性別は，妊婦本人にとって関心が
あることは勿論，周囲の人にとっても大きな関心事で
あることを示している。　

　周囲の人から聞かれることのプレッシャーについて
約 8割がなかったと回答し，プレッシャーの程度につ
いて今回の告知／非告知別に分析した結果からも有意
な差は見られなかった。胎児の性別に関する話題は，
妊婦とのコミュニケーションの中で自然に出てくる話
題の一つであり，妊婦自身は聞かれることをそれ程気
にしていないと見受けられた。しかし，プレッシャー
を非常に感じたと答えた者が 8名（3.8％）いたこと
から，この 8名の背景や理由は明らかではないが，場
合によっては聞かれることがストレスになることもあ
るため配慮が必要である。

2．なぜ胎児の性別を知りたいと思うのか
　今回の妊娠中，胎児の性別を知りたいと思った者
は70.7％であった。これは，1980年代の先行研究で，
46.2％12），46.0％13）であったことと比較すると，知り
たいと思う者の割合が増えていることが分かる。
　胎児の性別を自分から医師に聞いた理由として，「育
児用品の準備のため」，「名前を事前に考えたかった」
という回答が多く挙げられていた。合計特殊出生率が
低迷し，少子高齢化が顕著になっていることからも明
らかなように，出産は女性の生涯を通じて数少ない体
験であり，家族にとっても大きなライフイベントであ
る。その限られた体験をよりよいものにしたいという
気持ち，また無駄なく効率よく準備したいという思い
があるのだろうと推測された。一方，自分から聞かな
かった理由では，「楽しみにしたい」，「健康なら良い」
といった回答が多く，無事に生まれることへの希望が
強いことがうかがわれた。

3．胎児の性別選好と性別告知
　今回の結果から，性別希望の有無と告知の有無との
間には有意な関連がみられ，告知群では性別希望が
あった者が，非告知群では希望がなかった者が多かっ
た。自分から性別を聞いた理由の中でも，希望の性が
あった者が22名，自分から聞かなかった理由の中で希

表９　今回の告知/非告知と次回の性別告知に対する希望との関連
（n=205）

知りたい どちらでも良い 知らなくて良い

告知群 
（n=137）

人数 112 17 8
（%） （81.8） （12.4） （5.8）

調整済み残差 9.2 -3.0 -8.1

非告知群 
（n=68）

人数 10 20 38
（%） （14.7） （29.4） （55.9）

調整済み残差 -9.2 3.0 8.1
（χ2（2）=92.322　p＜0.001，Cramer’s V=0.671）　斜体：|調整済み残差|＞1.96
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望の性がなかった者が13名いた。
　性別の希望があった場合に考えなければならないこ
とは，希望とは違った性を授かった場合である。秦14）

は，胎児の性別告知は父母あるいは母児の絆の強さに
つながる反面，反対に招かざる児を生じる可能性も
あり，告知には十分注意して行う必要があることを述
べている。今回の調査でも両群に，希望の性別があっ
たが実際に授かったのは異なる性別だったという例が
あった。自由記載の内容からは，告知/非告知に関わ
らず，「生まれてみると性別には関係なく，無事に生
まれただけで良かった」という内容の感想が多かった。
しかし，告知群の一部には「強く希望していた性では
ないと分かった日には，ショックで涙が出たほどだっ
た」というように，本人が強い性別希望を持ち，教え
てもらったことでショックを受ける場合もある。この
後の記述では「しかし，ある時を境に，無事に元気な
子が生まれてくれたらどちらでもいいという気持ちに
なった」とあった。また，本人が性別の希望を持って
いなくても，周囲の人の希望が強い場合もある。今回
の結果では，自分は性別の希望がなかったが，周囲の
人はあったという者が約 2割を占めていた。自由記載
内容の中には「教えてもらった時，正直少しショック
だった。周りの人もあまり喜んでいなくて，さらに落
ち込んだ。しかし，時間が経つにつれて楽しみになり，
無事健康に生まれてくれればよいと思った」という記
述があった。最終的には，一番の願いは無事に誕生す
ることであろう。しかし，性別の希望が強い場合，妊
娠中に告知を受けることで落胆したり，さらに周囲の
人の反応によって精神的ストレスとなる場合も考えら
れる。
　生まれてくる児の性別希望と言っても，地域性や家
庭環境，出産歴等により，希望の度合いは様々である
と考えられる。今回の調査では，希望の強さは質問項
目に入っていなかったが，自由記載の内容からは，「ど
ちらでも良かったが，どちらかというと…」「…だっ
たらいいなという程度」という記述が多く，性別の希
望があるとはいえ，それ程強いものではない場合が多
いだろうと推測された。
　出生前診断で危惧されているのは，選択的人工妊
娠中絶に結びつく可能性があるということである１，２）。
古くは日本でも性別を理由にした嬰児殺しが行われて
いた時代もあったが，現代の日本において胎児の性
別告知が選択的人工妊娠中絶につながるとは考えにく
い。しかし，「一人っ子政策」や「重男軽女」の考え
方が根強く残っているアジアの国の一部では，性別を
理由にした選択的人工妊娠中絶により男女の人口バラ

ンスを欠いているという問題があり，このために性別
判定や性別告知，それを理由とする人工妊娠中絶を法
で禁止している所もある３－６）。以前は日本でも男児
選好が強い傾向があったが，現在では家制度や男尊女
卑といった思想は薄れてきており，近年では女児選
好が強まっていると言われている４－６，15）。小谷５）は，
「日本の中流意識を持つ世帯においては現在，核家族
化が進みイエ制度が崩壊しつつあると考えられ，家系
の存続は大部分の世帯において価値を失っており，伝
統的男児選好は姿を消した。日本人全体では性選好は
見られず，性選好があってもほとんどが女児選好であ
る」と述べている。また，守泉６）も同様に，最近20
年間で男児選好が徐々に薄れ，女児の有無を重視する
形の性別選好が広まっていることを指摘している。実
際に，今回の性別希望でも，第一子であっても男児希
望とは限らず，女児希望であったり，「姉妹にしたかっ
た」という記述も目立った。しかし，中には「長男の
嫁であるため，相手方は口には出さなくても男の子が
生まれるのを楽しみにしている様子があった。『男の
子だったらいいな』というより『後継ぎとして男の子
が必要』みたいなところがあった」，また「自分たち
夫婦は女の子希望だったが，義理の親達は男の子希望
のようだった」のように，依然として男児選好の考え
が強く残っている所もあること，年代により性別選好
に違いがあることをうかがわせる記述もみられた。

4．今回の性別告知の有無と今後の告知希望
　今回の告知の有無と，今後出産の機会がある場合の
告知希望の有無との間には有意差がみられ，告知群で
は次回も「告知」を望み，非告知群では次回も「非告知」
を望む又は「どちらでも良い」と回答した者が多かっ
た。今回，告知群で「教えてもらって良かった」と回
答した者が 9割を超え，非告知群で「教えてもらわな
くて良かった」と回答した者が 8割を超えていたこと
から，それぞれが満足していたように感じられる。し
かし，告知群の中には「自分は楽しみにしていたかっ
たが，里帰り前の病院で一方的に知らされた」という
例もあったことから，希望していないにも関わらず一
方的に告知されることがないよう，医療者側が十分に
配慮する必要がある。
　告知／非告知の感想や自由記述の内容で，両群に「想
像が膨らみ，楽しみが増える」，「性別の希望があった
場合に，逆だったらがっかりする」が共通してあった。
非告知群では生まれるまでどちらの性が生まれるかと
想像し，楽しみができる。しかし，出生前に告知され
たからといって楽しみがなくなるわけではなく，聞い
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たことで更にその性の子どもとの生活や子育てについ
て具体的に想像し，楽しみになるというものだった。
また，性別の希望がある場合に，告知群で「生まれた
時に希望の性と違っていたらがっかりするだろう」，
非告知群で「妊娠中に希望の性でないと分かったら
がっかりするだろう」という記述があった。しかし今
回の調査では，希望の性とは異なる性の児を授かった
としても，告知群では「出産前に聞いて心構えができ，
結局は健康なら良いと思った」，非告知群では「無事
に生まれたことの喜びが大きく，性別なんて関係ない」
という内容の記述が多かった。希望と違っていたから
残念に思うということは少なく，また一時的には残念
に思うことがあったとしても，最終的には無事に生ま
れてくれれば良いという気持ちが一番強いのではない
かと推察された。

5．妊娠・出産の過程で性別告知の有無が持つ意味
　今回の調査から感じられたことは，告知を受ける／
受けないに関係なく，何よりも健康に生まれてくれる
ことを一番に望んでいるということである。胎児の性
別に対する関心は非常に高く，出産前に知りたいと思
う者が多いこと，告知を受けた者で性別希望がある者
が多いということが結果としてみられたものの，現在
の日本においては，出生前の胎児の性別告知によって
児の生命が脅かされたり，その後の母児・家族関係に
影響するほど重要な意味を持つものではないと考えら
れる。

６．本研究の限界
　本研究は，A市内の産婦人科診療所 3施設におい
て褥婦205名を対象に行った結果である。調査施設数
および対象者数が少ないこと，また地域性や病院/診
療所の医師の方針等によって告知状況が異なると考え
られることから，胎児の性別選好や告知に対する意識
にも違いがあると考えられ，全国的な傾向を反映して
いるとは言い難い。

Ⅵ．結　　論

　出生前の胎児の性別告知に対する意識について，褥
婦205名を対象に調査を行い，次のような結果を得た。
1．妊娠中に胎児の性別を知りたいと思った者は
70.7％を占め，64.9％が自分から医師に胎児の性
別を尋ねていた。 

2 ．今回の妊娠中，胎児の性別を告知された者は
66.8％，告知を受けなかった者は33.2％であった。
また，褥婦自身に性別希望があった者は56.6％，

なかった者は43.4％であり，告知群では性別希望
があった者が，非告知群では性別希望がなかった
者が有意に多かった。

3．告知群の92.7％が「教えてもらって良かった」と
答え，理由では「育児用品の準備がしやすい」，「名
前を考えられた」，「心構えができた」等が挙げら
れていた。一方，非告知群の83.8％が「教えても
らわなくて良かった」と答え，理由では「想像が
膨らみ，楽しみがあった」，「出産直後の感動が大
きい」等が挙げられていた。

4．今回の告知の有無と今後の告知希望との関連で
は，告知群では次回も告知を望む者が，非告知群
では告知を望まない又はどちらでも良いという者
が有意に多かった。

5．胎児の性別に対する関心は非常に高いものの，無
事な出産や児の健康を何よりも望んでおり，現在
の日本においては，出生前の胎児の性別告知に
よって児の生命が脅かされたり，その後の母児・
家族関係に影響するほど重要な意味を持つもので
はないと示唆された。
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Attitude of postpartum women towards disclosure of fetal sex
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Abstract：We investigated attitudes towards the disclosure of fetal sex. The study participants 
were 205 postpartum women in hospital at three maternity clinics in A city . An anonymous 
self-administered questionnaire was used for the investigation. A total of 99.0% of the women 
acknowledged the feasibility of fetal sex determination; 70.7% of these women wanted to know 
the sex of their babies before birth. The proportion of women to whom the sex was actually 
disclosed during pregnancy (disclosure group) was 66.8%, and the proportion to whom it was 
not disclosed (non-disclosure group) was 33.2 %. In the disclosure group the number of women 
with gender expectations for their babies was signifi cantly greater than the number with no 
gender expectations; in the non-disclosure group the reverse was true. Among the women in 
the disclosure group, answers such as “to prepare baby goods” and “to decide on a name” were 
common reasons for requesting disclosure of fetal sex. Among pregnant women, there is great 
interest in fetal sex. They also have gender preferences for their unborn babies. However, today, 
with the decline of the age-old traditional Japanese concepts of respect for the family system 
and male chauvinism, notifying the family of the sex of an unborn baby is unlikely to represent 
a threat to the baby’s life.

Key words：disclosure of fetal sex; sex/gender preference; attitude of postpartum women; 
                   prenatal diagnosis
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大学生による中学生への思春期ピアカウンセリングの有効性
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要旨：本研究の目的は，大学生による中学生への思春期ピアカウンセリングの有効性を明らか
にすることである。このピアカウンセリングは高村らの「ピアカウンセラー養成講座」を受講
しピアカウンセラーとして認定された大学生によって実施された。
　対象は中学生305人であり，有効回答率は87.9%（268名）であった。「自尊感情」「自己受容」「自
己表明」および「被評価意識」の高まりは，性に関する「自己決定能力」へ影響すると判断し，
ピアカウンセリング前後におけるこれらの点数の変化からその有効性を評価した。
　その結果，カウンセリング前後では「自尊感情」は24.5±4.7から26.0±5.2（ｐ＜0.001），「自
己受容」は15.3±3.1から16.1±2.9（ｐ＜0.001），「自己表明」は22.6±6.1から24.0±5.8（ｐ＜0.001）
と点数が上昇したが，「被評価意識」は19.8±6.4から19.4±6.9で変化はみられなかった。大学生
による思春期ピアカウンセリングは，中学生の「自尊感情」や「自己受容」を高め，かつ「自
己表明」へ働きかけることが分かった。従って，思春期のピアカウンセリングは，性に関して
の「自己決定力」の向上につながると推察された。

キーワード：ピアカウンセリング，思春期，中学生，自尊感情

＊１弘前大学大学院保健学研究科健康支援科学領域
障害保健学分野
〒036-8564　青森県弘前市本町66-1
E-mail：s123@cc.hirosaki-u.ac.jp

＊２秋田看護福祉大学看護福祉学部看護学科
＊３甲南女子大学看護リハビリテーション学部

Ⅰ．緒　　言

　思春期にある青少年の性行動の日常化・早期化・男
女差の消滅が指摘１）されており，さらに，若者の妊娠，
人工妊娠中絶そして性感染症は深刻な問題２，３）となっ
ている。日本では，「健やか親子21」の政策４）の中で，
学校や地域での思春期の保健対策の強化を掲げ，その
方法の一つとして，思春期ピアエデュケーションやピ
アカウンセリングを推進している。高村５）らによる
思春期ピアカウンセリングは，豊かな人生を創造でき
る力を育てることが重要であるとし，性＝生の「自己
決定能力」を育むことを目的としている。具体的には，
性に関する知識の伝達とともに，同じ文化を生きる若
者たち同士で，正しい情報を共有し，性に関する「自
己決定能力」を養うことを目指している。また，北沢６）

は，性教育の樹の幹として，自尊自愛（自己肯定感の
獲得）と自己決定（性行動への自己決定力）をおき，「自
己肯定感を育てる－自尊自愛の意識が持てるようにな

れば，自己決定－目の前の性行動に対して自信を持っ
て決定できる」と唱えている。これらのことから，本
研究では，この「自己決定能力」に影響を与える要因
として，「自尊感情」と「自己受容」，また，他者と良
好に関係をもちながら，自分を表出するための「自己
表明」と，他者からどのようにみられるかという「被
評価意識」が関連していると考えた。自分自身を価値
ある人間として捉え，自分を大切にし，肯定的に受け
入れている時には，自分自身でよりよい方向に選択が
でき，他者からの評価を気にせず自分を表出できると
考えられる。逆に，「自尊感情」や「自己受容」の低
下は，自分自身を認めることができず，周囲からの圧
力や仲間はずれ，間違った性の情報の影響を受けやす
くなり，興味本位の性行動に容易に走りやすくなると
考えられた。
　そこで本研究の目的は，思春期ピアカウンセリング
の受講前後における中学生の「自尊感情」「自己受容」
「自己表明」「被評価意識」の変化を知ることで，思春
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期ピアカウンセリングの短期的な有効性を検討したも
のである。

Ⅱ．研究方法

1．用語の定義
　本研究での「ピアカウンセラー」とは，高村７）ら
が実践している思春期ピアカウンセラー養成セミナー
を受講し，ピアカウンセラーとして認定を受けた大学
生である。また，ここでの「思春期ピアカウンセリン
グ」とは，ピアカウンセラーの大学生が，ピアカウン
セリング・マインドとカウンセリングスキルを用いて，
中学生を対象として行ったものである。

2．調査対象
　調査対象は，A県の 5中学校で行われた思春期ピ
アカウンセリング教室に参加した 2ないし 3年生305
人である。

3．調査期間
　平成18年 9 月～平成20年 3 月

4．調査方法
　調査方法は，思春期ピアカウンセリングを受けた中
学生への自記式質問紙による調査法である。倫理的配
慮を行いながら，思春期ピアカウンセリング教室に参
加した前後にアンケート用紙を配布し集合調査で行っ
た。質問項目は，1）属性（学年や性別），2）現在の
悩み（自分の身体，同性や異性との関係，勉強や学習，
家族との関係など），3）性知識の情報源（学校の授業，
漫画・週刊誌，書物類，テレビ・ラジオ，ビデオ類，
友だち，部活の先輩，携帯電話，インターネットなど），
4）主な相談者（友人，親，兄弟姉妹，先生，先輩・
後輩，相談しないなど）であり，該当するものを選択
させた。
　加えて，「自尊感情」はRosenberg の自尊感情尺度７）

を用いた。「自尊感情」は，自分自身を尊敬し，価値
ある人間であると考える程度のことである。自尊感情
が低いことは，自己拒否，自己不満足，自己軽蔑を示
し，自己に対する尊敬を欠いているとする９）。10項目
から構成され，各項目に関する回答は，「そう」から「ま
るでちがう」の 4件法でもとめ，それぞれ 4点から 1
点（逆転項目は 1点から 4点）を与え，合計得点を算
出した。得点が高いほど「これでよい」と感じ，自尊
感情が高いとされる。
　「自己受容」「自己表明」「被評価意識」は，平石に
よって開発された「自己肯定意識尺度」10）を構成する

6つの下位尺度のうち， 3つの下位尺度を用いた。こ
れは，青年期の自己肯定意識の発達をみるために作成
され，自己評価や適応感を測定する尺度である。「自
己受容」は 4項目，「自己表明」は 7項目，他者から
どのようにみられるかという「被評価意識」は 7項目
から構成されている。「あてはまる」から「あてはま
らない」の 5件法でもとめ， 5点から 1点（逆転項目
は 1点から 5点）を与え，各項目の得点を単純加算し，
尺度の得点とした。得点が高いほど，「自己受容」「自
己表明」「被評価意識」が高いと解釈される。

5．思春期ピアカウンセリング教室の運営
　思春期ピアカウンセリング教室の開催に先立ち，養
護教諭・保健体育の教諭，主催側の保健所の保健師，
ピアカウンセラー，研究者が集まり会議を行った。そ
こで，思春期ピアカウンセリングの目的・運営・当日
の内容・参加者の特徴等について確認を行い共通理解
を図った。
　思春期ピアカウンセリングのテーマは，「大切なも
のをみつけよう」または「もっと知ろう。僕とわたし
の心と体」であった。会場は主に学校の体育館等を使
用し，時間は約90分間で実施した。
　具体的な思春期ピアカウンセリング教室のすすめ方
は，以下の通りである。
　導入として，①ピアカウンセリング教室のテーマの
説明，②ピアカウンセラーのメンバー紹介，③グラン
ドルール（秘密保持や時間の厳守，話したくないこと
は話さなくてもよいことなど）の説明を行った。④ピ
アカウンセラーと参加者（中学生）のラポール形成の
ためにゲームを行い，5～ 6人のグループを編成した。
グループは男女混合とし，各グループに 1～ 2名のピ
アカウンセラーを配置した。内容として，①ライフラ
インの記載をした（将来の夢や仕事，結婚・出産予定
などを用紙に記載し，人には，いろいろな夢や人生観
があることを理解する）。②思春期の第二次性徴の特
徴・妊娠の生理について学んだ。③アンドロギュノス
の寸劇を通し，将来を共に過ごすパートナーについて
考えた。④「いま，つき合う・つき合わない」を考え
ながら，自分の気持ちを相手にうまく伝えるためのネ
ゴシエイト（交渉術）を行った。
　また，学校行事の一環として行われたものなので，
生徒全員の参加が基本となった。思春期ピアカウンセ
リング教室開催中に，生徒が自主的に会場を退室した
場合は，教諭が対応し生徒の意思を尊重すること，気
になる生徒がいる場合には，担当のピアカウンセラー
が生徒に寄り添うようにした。また，教諭・保健師・
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大学の教員の見回りや監視，指示を出すということは
ないことを確認し，ピアカウンセラーが生徒の状況を
すべて判断して運営された。

6．分析方法
　性に関する悩みや主な相談者は，単純集計を行った
後に男女間で比較するために，クロス集計とχ2検定
を行った。「自尊感情」「自己受容」「自己表明」「被評
価意識」の 4尺度は，男女毎に合計得点の平均値を
算出し，対応のあるｔ検定を行った。統計ソフトは
SPSS 15.0J　for windows を用いて分析し，有意水準
は 5 %未満とした。

7．倫理的配慮
　思春期ピアカウンセリング教室の参加前後における
アンケート調査実施にあたり，思春期ピアカウンセリ
ングの効果に関する調査であること，プライバシーの
保護，倫理的配慮の説明を行い学校長の許可を得た。
　生徒には，統計的に処理するため個人は特定されな
いこと，成績等には関係しないこと，本調査の目的や
主旨について，各学校の教諭から口頭，文書で説明し
てもらい，アンケート記入は決して強制ではなく，協
力の得られた生徒に行った。調査用紙の回収をもって
生徒の同意とした。

Ⅲ．結　　果

１．対象者の属性（表1）
　思春期ピアカウンセリング教室に参加した中学生
は305人であった。そのうち，アンケート記載の協力
を得られ，欠損値等のない有効回答者は268人（有効
回答率87.9%）であった。対象者の学年は 2学年32人
（11.9%）， 3学年236人（88.1%）であり，平均年齢は
14.1±0.4歳であった。性別は男子生徒117人（43.7%），
女子生徒151人（56.3%）であった。

2．性知識の情報源（表2）
　中学生の性知識の情報源を複数回答で選択しても
らった結果，上位 5位をあげると，「友だち」98人
（36.6%），「漫画・週刊誌」52人（19.4%），「学校の授業」
48人（17.9%），「テレビ」16人（6.0%），「部活動の先輩」
13人（4.9%）であった。その他，「インターネット」「書
物」なども情報源になっていた。

3．現在の悩みごと（図1）
　現在の悩みごとについて，当てはまる項目を複数回
答で選択してもらった結果，生徒の悩みごとで最も多

かったのは，対象者258人中それぞれ「勉強や学習」
120人（44.8%），「異性との関係」43人（16.0%），「同性
との関係」33人（12.3%），「自分の身体」31人（11.6%）
であった。
　男女間（男子生徒117人，女子生徒151人）で比較する
ためにχ2検定を行った結果，「勉強や学習」（男子生
徒36.8%，女子生徒51.0%），「異性との関係」（男子生
徒10.3%，女子生徒20.5%），「同性との関係」（男子生
徒5.1%，女子生徒17.9%）は，男子生徒よりも女子生
徒の方が占める割合が多く有意差があった（それぞれ
ｐ＜0.05，ｐ＜0.05，ｐ＜0.001）。また，「その他」（男
子生徒21.4%，女子生徒7.9%）は，男子生徒の方が占
める割合は多かった（ｐ＜0.01）。

4．悩みごとの相談相手（図2）
　悩みごとの相談相手は複数選択とした。多い順に述
べると，「女の友人」70人（26.1%），「誰にも相談しない」
44人（16.4%），「母親」40人（14.9%），「男の友人」16人
（6.0%），「兄弟姉妹」「学校の先生」13人（4.9%）であっ
た。加えて，「父親」9人（3.4%），「先輩」3人（1.1%）
であり，「後輩」「医師」「電話相談」を選択した生徒
はいなかった。
　男女間（男子生徒117人，女子生徒151人）で比較す
るためにχ2検定を行った結果，「女の友人」（男子生
徒2.6%，女子生徒44.4%）と，「母親」（男子生徒6.0%，
女子生徒21.9%）は，女子生徒の方が多く有意差があっ

 表１　対象者の属性  ｎ＝268
人数 ％

年齢 13歳 20 7.5
14歳 214 79.9
15歳 34 12.7

学年 2学年 32 11.9
3 学年 236 88.1

性別 男子生徒 117 43.7
女子生徒 151 56.3

　 　　　表２　性知識の情報源　ｎ＝268
順　位 情報源　　 人数 ％
1位 友だち 98 36.6 
2 位 漫画・週刊誌 52 19.4 
3 位 学校の授業 48 17.9 
4 位 テレビ 16 6.0 
5 位 部活動の先輩 13 4.9 
その他 インターネット 9 3.4 

書物 9 3.4 
無回答 9 3.4 
その他 14 5.2 
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た（それぞれｐ＜0.001）。つぎに，「誰にも相談しない」
（男子生徒27.4%，女子生徒7.9%）は，男子生徒が多く
有意差があった（ｐ＜0.001）。

5．思春期ピアカウンセリング前後での自尊感情・自
己受容・自己表明・被評価意識の変化（表3）

　男女全体で思春期ピアカウンセリング前後における
4尺度の変化をみると，「自尊感情」は，24.5±4.7か
ら26.0±5.2になり有意に高くなった（ｐ＜0.001）。ま
た，「自己受容」は15.3±3.1から16.1±2.9（ｐ＜0.001）に，
「自己表明」も22.6±6.1から24.0±5.8（ｐ＜0.001）にな
り，思春期ピアカウンセリング後の得点が高くなり有
意な差があった。しかし，「被評価意識」は19.8±6.4
から19.4±6.9であり，前後での有意差はなかった。
　男女別で比較すると，男子生徒では，「自尊感情」
は25.1±5.3から26.7±5.8（ｐ＜0.001），「自己受容」は

15.6±3.4から16.3±2.9（ｐ<0.01），「自己表明」は22.5
±6.2から23.9±6.1（ｐ＜0.01）であり，思春期ピアカ
ウンセリング後で得点が高くなり有意な差があった。
しかし，「被評価意識」は18.5±6.6から18.4±7.3であ
り有意差はなかった。
　女子生徒も同様に，「自尊感情」は24.1±4.2から25.5
±4.6（ｐ＜0.001），「自己受容」は15.2±2.9から15.9±2.9
（ｐ＜0.001），「自己表明」は22.6±6.1から24.2±5.6
（ｐ＜0.001）となり，思春期ピアカウンセリング後で
得点が高くなり有意差がみられた。しかし，「被評価
意識」は20.8±6.1から20.2±6.5であり有意差はなかっ
た。

Ⅳ．考　　察

1．今回の思春期ピアカウンセリング教室に参加した
中学生の悩みごとと相談者
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　今回の対象者は中学生であり，平均年齢は14.1歳で
あった。この年齢は，男女ともに性的なものに対する
関心が強くなる時期である。性的な活動は，中学 3年
生から高校 1年生にかけて活発化し，性交の経験率が
上昇していることから，高校になる前の中学 3年まで
にきめ細かな性に関する教育的介入が必要11）である
とされる。今回の調査では，悩みごとで特に多かった
のは「勉強や学習」であったが，ピアカウンセリング
教室の参加者に 3学年の生徒が多かったために，目前
の高校受験が大きく影響していると思われた。しかし
ながら，「異性との関係」の悩みは女子生徒の約20％，
男子生徒の約10%にあるという回答が得られ，「同姓
との関係」においても女子生徒の17.9%があると回答
していた。本調査では，自分自身の身体に関する悩み
よりも，男女間のつきあい方や同性同士の対人関係の
あり方が「悩み」になっているといえた。
　悩みごとを誰に相談するかについて，女子生徒の場
合は，「女の友人」と「母親」が最も多く，ついで，「誰
にも相談しない」という回答があった。女子生徒にとっ
て，身近な存在である同性の友だちや母親が相談相手
になっていることが推測される。しかし，男子生徒の
場合，「男性の友人」には約10％の生徒が相談してい
る一方，「誰にも相談しない」が約27%と最も多く，「母
親」「父親」「学校の先生」を選択している割合も少な
かった。男子生徒の場合，自分で悩みを解決しようと
しているために「誰にも相談しない」を選択している
生徒もいたかもしれないが，異性や進学，様々な悩み
ごとについて，だれにも相談できずにいる生徒が存在
していることも推測される。一見，何の問題も抱えて
いないように思われる生徒であっても，誰にも悩みを
相談できずにおり，自分自身の中に抱え込んでいるか
もしれないという認識のもとでのかかわりが必要と考
える。

　若者の性の情報源について，木村ら12）は，コミック，
雑誌，ITや友人などが多く，興味本位で煽情的な快
楽を中心とした情報を仲間同士で交換している状況が
あると述べているが，本調査でも「友だち」や「漫画・
週刊誌」「部活動の先輩」があげられ同様の結果であっ
た。このことは，同世代の友人間で「性」に関しての
情報が共有されており，間違った性の知識が生徒たち
の間に伝達されている可能性があるといえる。しかし
ながら，「学校の授業」も情報源としてあげられてい
たことは，学校における「性教育」の影響が大きいこ
とが窺われた。

2．今回の思春期ピアカウンセリングの評価
　思春期ピアカウンセリング教室に参加した高校生の
受講前後における「自尊感情」変化は，有意な差はな
かったものの受講後に上昇傾向があったことが先行研
究でも報告13，14）されている。本調査では，中学生を対
象として思春期ピアカウンセリングを行ったが，男女
全体さらに男女間の比較で，受講後の「自尊感情」の
得点が上昇し有意差があった。また，「自己受容」の
得点も，前後の比較で上昇が認められ有意差があっ
た。ピアカウンセラーが中学生の思いや心に共感しな
がら寄り添うというピアカウンセリング・マインドを
もち，かつ，カウンセリングスキルを用いることで，
中学生が性についての知識を得るだけでなく，自分自
身を大切し，自分がすきと思えるという「自尊感情」，
これでよいという「自己受容」への刺激がなされたと
考えられる。さらに，これらの得点が前後で上昇した
ことは，自分が価値のある存在であること，自分なり
の個性や人生があるという肯定的な捉え方ができるこ
とにつながったと思われる。
　相手に気を配りながらも自分の意思を伝える「自己
表明」の得点も有意に上昇した。これについて，この

表３　思春期ピアカウンセリング教室前後での４尺度の平均点の比較
全体
ｎ＝268

男子生徒
ｎ＝117

女子生徒
ｎ＝151

自尊感情 受講前 24.5±4.7 25.1±5.3 24.1±4.2
受講後 26.0±5.2 26.7±5.8 25.5±4.6

自己受容 受講前 15.3±3.1 15.6±3.4 15.2±2.9
受講後 16.1±2.9 16.3±2.9 15.9±2.9

自己表明 受講前 22.6±6.1 22.5±6.2 22.6±6.1
受講後 24.0±5.8 23.9±6.1 24.2±5.6

被評価意識 受講前 19.8±6.4 18.5±6.6 20.8±6.1
受講後 19.4±6.9 18.4±7.3 20.2±6.5

対応のあるｔ検定
＊＊：p＜0.01，＊＊＊：p＜0.001，n.s.：not signifi cant

＊＊＊

＊＊＊

＊＊＊

n.s.

＊＊＊

＊＊

＊＊

n.s.

＊＊＊

＊＊＊

＊＊＊

n.s.
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プログラムはエンカウンターの手法を用いており，自
分自身を飾らず，ありのままの自分でいられる関係づ
くりを目指しており15），今回の結果から，ピアカウン
セリング教室が自分を開示できる場であることを示し
ていると思われる。しかし，「被評価意識」は低下の
傾向がみられたものの有意差はなかった。このことは，
一回だけの思春期ピアカウンセリングでは，相手から
どのように見られるか，あるいは，他者からの評価に
対する自己認識の変化にあまり影響を及ぼさないと考
えられた。
　現代の若者は，様々な性情報が氾濫している社会の
中で，容易にそのような情報にアクセスできる。かつ，
興味本位で快楽的な性情報は，性への歪んだ認識につ
ながりかねない。特に，中学生は，性に関する興味が
強くなる時期でもある。一方的な知識の提供だけでの
健康教育・性教育では，行動変容を起こすことは非常
に困難である16）。若者の性におけるQOLを高めるた
めには，自分の将来を見据えた性に関する自己決定能
力を獲得する必要がある。「被評価意識」には，思春
期ピアカウンセリング前後で変化はみられなかったも
のの，中学生の「自尊感情」や「自己受容」，「自己表
明」の高まりは，自分を価値ある人間として肯定的に
とらえ，「自己決定能力」を高めるうえで影響を及ぼ
したといえよう。
　今回，このような効果を得られたことは，中学生に
対しても，思春期ピアカウンセリングの有効性が確認
されたといえる。しかしながら，今回の調査は，ピア
カウンセリング教室への参加前後における短期な効果
を検討しており， 1～ 2年先までの長期的な効果の評
価がされていないこと，また，実施された地域もＡ市
近郊であり地域性も偏っていた。今後は，ピアカウン
セリングを受けた生徒自身の自尊感情や自己肯定感，
対処能力の変化について，長期的な視点においても検
証していきたいと考える。

結　　語

　本研究の目的は，大学生による思春期ピアカウンセ
リングの有効性を明らかにするものである。思春期ピ
アカウンセリング教室に参加した中学生を対象として
305人中有効回答268人分を分析した。
1．性知識の情報源は，「友だち」36.6％が最も多く，
つぎに「漫画・週刊誌」19.4%であった。
2．生徒たちの悩みごとで，最も多く占めたのは「勉
強」44.8%，つぎに「異性との関係」16.0%であった。
3．思春期ピアカウンセリング教室に参加した前後
で，「自尊感情」は，実施前24.5±4.7から実施後26.0

±5.2（ｐ＜0.001），「自己受容」は，それぞれ15.3±3.1
から16.1±2.9（ｐ＜0.001），「自己表明」は22.6±6.1か
ら24.0±5.8（ｐ＜0.001）で有意差が認められ，「被評価
意識」は19.8±6.4から19.4±6.9であり有意差はなかっ
た。
　以上のことから，思春期ピアカウンセリング教室は，
自分を価値ある人間と感じ，かつ自分を開示できる場
であることを示していると思われる。「自尊感情」「自
己受容」や「自己表明」の高まりは，性に関する「自
己決定力」の向上につながると推察された。
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Abstract：The objective of this study is to determine the effectiveness of adolescent peer 
counseling in junior high-school students by university students. Peer counselors were 
University students who attended and obtained certifi cation from the “Peer Counseling Training 
Course” of Takamura et al. and this counseling was conducted by them.
Subjects were 305 junior high-school students. A valid response rate of 87.9% (268 subjects) was 
achieved. Increased scores of “self-esteem”, “self-acceptance”, “self-expression”, and “consciousness 
of being under scrutiny” were judged to have aff ected subject “self-determination capability” 
with regards to sex. Scores were compared before and after peer counseling and used to 
evaluate the eff ectiveness.
Scores for “self-esteem” (24.5±4.7 to 26.0±5.2, p<0.001), “self-acceptance” (15.3±3.1 to 16.1±2.9, 
p<0.001), and “self-expression” (22.6±6.1 to 24.0±5.8, p<0.001) all increased, though scores for 
“consciousness of being under scrutiny” (19.8±6.4 to 19.4±6.9) did not change. Adolescent peer 
counseling by university students increased junior high-school student “self-esteem” and “self-
acceptance”, and also encouraged “self-expression”. Adolescent peer counseling was supposed to 
lead to an improvement in the “self-determination capability” of junior high-school students with 
regards to sex.

Key words：peer counseling; adolescence; junior high school students; self-esteem
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キセノン光の星状神経節近傍照射は
立位不安定性を引き起こすか？
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要旨：本研究の目的は，キセノン光の星状神経節近傍照射（Xe-SGI）が立位不安定性を引き起
こすか否か検討することであった。健常例30例を対象として，1）安静仰臥位での10分間のXe-
SGI と，2）Xe-SGI を伴わない10分間の安静仰臥位保持（コントロール）の二つの実験を実施
した。また，対象者は，Xe-SGI およびコントロール終了直後に開眼での静止立位を 1分間保持
した。検討項目は，Xe-SGI およびコントロール前後での心拍変動周波数成分とXe-SGI および
コントロール後の静止立位時の重心動揺指標とした。結果，心拍変動周波数成分は，Xe-SGI 前
後でのみ有意な変化が認められた。また，静止立位時の重心動揺指標は，コントロール終了後
と比較してXe-SGI 終了後で有意に増加した。以上から，Xe-SGI は，自律神経活動の変容に加
えて立位不安定性を引き起こす可能性が示唆された。

キーワード：キセノン光，星状神経節，立位不安定性

＊１弘前大学大学院保健学研究科保健学専攻健康支援科学
領域健康増進科学分野
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はじめに

　星状神経節ブロック（以下，SGB）は，上肢や頭
部領域の交感神経支配を司る星状神経節（以下，SG）
近傍へ局所麻酔薬を注射することで SG機能を抑制す
る治療法であり，上肢や頭部領域に出現した交感神経
依存性疼痛や末梢循環障害等に対する有効な治療手段
の一つである１，２）。しかし，SGBは，熟練した医師が
実施してもショックや呼吸停止等の重篤な副作用を伴
う危険性が指摘されている３）。
　近年，キセノン（以下，Xe）光の SG近傍照射が注
目されている。Xe光は，希ガスであるXeを高電圧
で励起して放射された光であり，生体深達性の高い近
赤外線を豊富に含んでいる４－６）。Xe 光の SG近傍照
射に関する先行研究では，SGBで問題となる重篤な
副作用を伴うことなく，SGBに類似した治療効果，
すなわち，Xe光による SG機能抑制に起因すると考
えられる交感神経活動の抑制や上肢領域での末梢循環
改善および疼痛軽減効果等が報告されている４－６）。し

かし，Xe光の SG近傍照射が運動パフォーマンスに
及ぼす影響については殆ど解明されていない。臨床的
に，Xe光の SG近傍照射は，安静仰臥位または座位
の患者に対して実施されることが多い４－６）が，Xe 光
の SG近傍照射により交感神経活動を抑制された患者
が本治療終了後に起立すると，起立性低血圧（以下，
OH）７－９）などの交感神経活動と密接に関連した問題
が生じ，その結果として立位不安定性が出現する可能
性も否定できないと考えられる。Xe光の SG近傍照
射後に立位不安定性が出現するならば，転倒に対する
リスク管理の観点からも臨床的に重要な問題になると
考えられる。
　以上から本研究の目的は，Xe光の SG近傍照射が
立位不安定性を引き起こすか否かについて検討するこ
ととした。

対　　象

　対象は，本研究への参加に書面による同意の得られ
た健常例30例（女性15例，男性15例，年齢23.4±3.6歳）
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図1　Xe-SGI 実施場面

とした。なお，本研究は，弘前大学大学院医学研究科
倫理委員会の承認を受けた。

方　　法

1．実験方法
　全対象者に対して，以下に述べる 2つの実験が実施
された。なお，対象者に対しては，運動を阻害しない
スポーツ心拍計（RS800，Polar Electro）が各実験の
開始前に装着され，各実験の開始から終了まで心拍変
動（R-R 間隔変動）が測定された。
　実験 1：対象者は，自律神経活動安定化のために安
静仰臥位を15分間保持した（以下，順化）。順化終了
後，同一肢位を保った対象者の両側の SG近傍の皮膚
表面にXe光治療器（Excel-Xe，日本医広）の照射プ
ローブを設置し，Xe光を10分間照射した（以下，Xe-
SGI：図 1）。Xe光の照射条件は，Xe光治療器の設定
に従った。すなわち，Xe光の発光間隔は，最初の 1
分間は 1秒に 1回，それ以降は3.5秒に 1回の発光と
し， 1回の発光時間および発光エネルギーは，それぞ
れ 5msec，18Wとした。なお，対象者は，順化開始
からXe-SGI の終了までの間，覚醒状態を維持した。
Xe-SGI 終了後，対象者は直ちに重心動揺計（GS3000，
アニマ）上に起立し，開眼での静止立位を 1分間保持
した。この間，立位不安定性と関連する重心動揺指標，
すなわち総軌跡長（以下，LNG），単位時間軌跡長（以
下，L/T），矩形面積（以下，REC.A）が測定された．
なお，対象者は，静止立位保持の際に 3 m前方の壁
面に設置された目印を注視することで視線を水平に保
つよう努めた。
　実験 2：順化終了後，対象者は，実験 1でのXe-
SGIに対するコントロールとして，Xe-SGI を伴わない
安静仰臥位を10分間保持した。なお，対象者は，順化

開始からコントロールの終了までの間，覚醒状態を維
持した。コントロール終了後，対象者は直ちに重心動
揺計上に起立し，実験 1と同様の方法で開眼静止立位
保持中の重心動揺測定を受けた。
　全ての実験は，室温が一定（約25℃）に保たれた同
一の実験室で実施された。対象者は，各実験の実施順
序を無作為に決定された上で，各実験を 1日以上の間
隔を空けた同一時間帯で実施された。なお，対象者は，
各実験の開始12時間前より自律神経活動に影響を与え
る可能性のある薬物の服用や飲食物の摂取を控えるよ
う指示された。

2．データ分析方法
　心拍変動に関する分析では，各実験の順化終了前 2
分間（以下，順化終了時）と実験 1の Xe-SGI 終了前
2分間（以下，Xe-SGI 終了時），実験 2のコントロー
ル終了前 2分間（以下，コントロール終了時）の心
拍変動データをスポーツ心拍計に付属の解析ソフト
（Polar ProTrainer 5）を用いて周波数解析し，高周
波成分（以下，HF：0.15～0.40Hz）および低周波成分（以
下，LF：0.04～0.15Hz）と HFの比（以下，LF/HF）
を算出した。HFと LF/HFは，それぞれ副交感神経
と交感神経の活動状態に関する指標として確立されて
おり10，11），本研究でもこれらをその後の統計学的分析
に用いた。統計学的分析では，Xe-SGI 終了時および
コントロール終了時のHFおよび LF/HFと各実験の
順化終了時のHFおよび LF/HFをWilcoxon の符号
付順位検定を用いて比較した。
　重心動揺指標に関する分析では，Xe-SGI 終了後の
静止立位保持時に測定された LNG，L/T，REC.A と
コントロール終了後の静止立位保持時に測定された
LNG，L/T，REC.A を対応のあるｔ検定を用いて比
較した。
　全ての統計学的分析は両側検定とし，SPSS 
Statistics 17.0 for Windows を用いて実施した。有意
水準は 5 %未満とした。

結　　果

　本研究に起因した事故や副作用の発生は，全対象者
において皆無であった。

1．HFおよび LF/HFの結果
　実験 1では，順化終了時と比較して，Xe-SGI 終了
時でのHFの有意な増加および LF/HFの有意な減少
が認められた。これに対して，実験 2では，順化終了
時とコントロール終了時との間でHFおよび LF/HF
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の明らかな変化は認められなかった（表 1）。

2．重心動揺指標の結果
　LNGおよび L/Tについては，コントロール終了後
の静止立位保持時の測定値と比較して，Xe-SGI 終了
後の静止立位保持時の測定値での有意な増加が認めら
れた。これに対して，REC.A については，Xe-SGI 終
了後の静止立位保持時の測定値とコントロール終了後
の静止立位保持時の測定値との間で明らかな違いは認
められなかった（表 2）。

考　　察

1．HFおよび LF/HFの結果
　本研究では，実験 1においてのみ順化終了時と比較
したXe-SGI 終了時でのHFの有意な増加および LF/
HFの有意な減少が認められた。HFの増加および
LF/HFの減少は，それぞれ副交感神経活動の亢進と
交感神経活動の抑制を示すものである10，11）。従って，
本結果は，幾つかの先行研究４，６）と同様に，Xe-SGI
が交感神経活動を抑制すると同時に副交感神経活動の
亢進を引き起こすことを示唆していると考えられる．

2．重心動揺指標の結果
　本研究では，立位不安定性の指標として LNG，L/T，

REC.A を用いた。一般に，立位不安定性が増強すると，
これらの指標は増加するとされており12，13），これは立
位不安定性の増強に伴う重心動揺距離（LNG）や重
心動揺速度（L/T），重心動揺範囲（REC.A）の増加
と解釈される12）。本研究では，REC.A については，
Xe-SGI 終了後の静止立位保持時とコントロール終了
後の静止立位保持時との間で明らかな違いは認められ
なかったが，LNGおよび L/Tについては，コントロー
ル終了後の静止立位保持時と比較して，Xe-SGI 終了
後の静止立位保持時での有意な増加が認められた。以
上の結果は，Xe-SGI 終了後に立位不安定性が出現す
る可能性を示唆していると考えられる。Xe-SGI と立
位不安定性との関連については，これまで殆ど認識さ
れていなかったと思われるが，本結果はリスク管理の
一環として，Xe-SGI 終了後に立位不安定性が出現す
る可能性も考慮されるべきであることを示していると
考えられる。

3．Xe-SGI 終了後の立位不安定性出現機序
　本研究で認められたXe-SGI 終了後の立位不安定性
については，これまで殆ど検討されておらず，その出
現機序に関する詳細は不明である。しかし，本研究
で認められたXe-SGI に伴う自律神経活動の変化を考
慮した場合，可能性の高い立位不安定性を引き起こ

表1　各実験でのHFおよび LF/HFの変化
実験 1 実験 2

順化終了時 Xe-SGI終了時 順化終了時 コントロール終了時

HF 413.0：［190.4, 714.0］ 747.2：［315.7, 1085.6］ 291.0：［190.3, 730.4］ 408.6：［299.2, 752.5］

LF/HF 244.5：［137.5, 378.3］ 109.5：［70.2, 170.2］ 209.5：［156.8, 346.0］ 248.4：［178.7, 358.0］

中央値：［25パーセント点，75パーセント点］，　　＊p<0.05 

＊

＊

表2　Xe-SGI およびコントロール終了直後の静止立位保持時の重心動揺指標の比較
Xe-SGI 終了直後 コントロール終了直後

LNG（cm） 52.2 ± 15.0 48.3 ± 13.0

L/T（cm/sec） 0.9 ± 0.3 0.8 ± 0.2

REC. A（cm2） 6.8 ± 5.8 5.6 ± 3.5

平均値 ± 標準偏差,　　＊p<0.05 

＊

＊
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す要因としてOHに伴う立ち眩み７－９）が考えられる。
一般に，人が起立すると，重力の影響により約500～
700ml の血液が胸腔内から下半身へ移動し，これに伴
う収縮期および拡張期血圧の急激な低下が起こると
されている９，14）。この際に，交感神経活動が正常であ
れば，起立に伴い低下した収縮期および拡張期血圧
は，末梢血管の収縮により速やかに回復し，結果とし
てOHの発生が抑えられる９，15）。しかし，Xe-SGI に
より交感神経活動が抑制された状態での起立では，前
述の収縮期および拡張期血圧の回復が十分には得られ
ず，結果としてOHの発生に伴う立ち眩みから立位不
安定性の出現に発展した可能性が推察される。なお，
Xe-SGI と比較して交感神経活動の抑制効果が強いと
考えられる SGBにおいても，SGB後のOHの発生が
報告されており16），臨床的にはXe-SGI 後の OHの発
生についても念頭に置かれるべきであると考える。ま
た，Xe-SGI 終了後の立位不安定性を引き起こす別の
要因として，覚醒度の低下も考慮されるべきかもしれ
ない．Lipov ら17）は最近，SGBによる睡眠障害（夜
間中途覚醒）の軽減効果を報告したが，このことは
SGBによる入眠促進効果を示唆していると考えられ
る。Xe-SGI が SGBに類似した作用を示す４－６）ことを
考慮すると，本研究の対象者は実験中に覚醒状態を維
持していたものの，Xe-SGI により覚醒度が低下した
結果，立位不安定性の出現に発展した可能性も推察さ
れる。本研究で認められたXe-SGI 終了後の立位不安
定性の出現機序を解明するためには，Xe-SGI に伴う
OHや覚醒度の低下について今後詳細な検討が必要と
考えられる。

4．本研究の限界
　本研究では，立位不安定性の評価が静的観点，すな
わち，静止立位保持時の重心動揺指標の測定でのみ実
施された。しかし，臨床的には，Xe-SGI 終了後に他
の治療を受ける目的等で歩行せざるを得ない症例も少
なくないと予想される。従って，今後の研究では，歩
行等の動的観点も加味した立位不安定性に関する評価
の実施も考慮されるべきである。加えて，本研究で
の対象者は若年健常例に限られていたが，実際にXe-
SGI を受ける症例は中高年例が多いと思われる。若年
例と比較して中高年例では，Xe-SGI 終了後の立位不
安定性がより強く出現することも予想されるため，今
後は中高年例を対象とした検討も必要であると考え
られる。また，本研究では，Xe-SGI に伴う自律神経
活動の変化がどの程度持続するかについては検討しな
かった。一方，種山16）は，SGBに伴う自律神経活動

の変化が少なくとも60分程度持続することを指摘して
おり，SGB後のOHの発生予防等の観点から SGB後
の安静臥床時間の目安としている。Xe-SGI について
も，SGBと同様の観点から，Xe-SGI 後の安静臥床時
間の目安があった方が臨床上有益であると思われるの
で，今後の研究ではXe-SGI に伴う自律神経活動変化
の持続時間についても検討されるべきである．
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Does transcutaneous xenon light irradiation around the stellate 
ganglion cause instability during standing?

Hideki YOSHIDA＊１, Kazuya NAGATA＊２, Hirokazu NARITA＊３

and Saichi WAKAYAMA＊３

（Received October 30, 2009 ; Accepted December 10, 2009）

Abstract：This study investigated whether transcutaneous xenon light irradiation around the 
stellate ganglion causes instability during standing. Thirty healthy volunteers were enrolled 
in this study, and underwent two experimental sessions: 1) 10-minute xenon light irradiation 
around the stellate ganglion in a comfortable supine position (Xe-SGI); and 2) 10-minute rest in 
the same position as Xe-SGI (control). After Xe-SGI and the control, they stood up immediately 
and maintained quiet standing with their eyes open for 1 minute. Frequency components 
of heart rate variability before and after Xe-SGI and the control and postural sway during 
quiet standing were examined. As a result, signifi cant changes of the frequency components 
of heart rate variability were observed only before and after Xe-SGI. Additionally, postural 
sway during quiet standing after Xe-SGI was signifi cantly increased compared with that after 
the control. These results suggest that Xe-SGI causes not only sympathetic suppression and 
parasympathetic predominance but also instability during standing.

Key words：xenon light; stellate ganglion; instability during standing
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正方形作図課題における統合失調症患者の作業能力
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要旨：本研究の目的は，統合失調症患者の作業能力を明らかにし，作業療法士の介入が作業能
力にどのように影響を及ぼすのかを把握することである。対象は統合失調症患者49例と健常者
24例であり，課題を正方形の作図とした。その結果，統合失調症患者群は健常者群に比べ定規
の直角を利用できた者が有意に少なく，作図精度が有意に劣っていた。統合失調症患者群の作
業療法士の介入前後の比較では，定規の直角を利用できた者が有意に増加し作図精度が向上し
た。作業療法士の介入は，統合失調症患者の作業能力の向上に有効であると捉えることができた。

キーワード：統合失調症，作業能力，作業療法

＊１弘前大学大学院保健学研究科健康支援科学領域
　障害保健学分野
〒036-8564　青森県弘前市本町66-1
E-mail：takuhiko@cc.hirosaki-u.ac.jp

＊２弘前愛成会病院

Ⅰ　はじめに

　2003年の精神障害者退院促進支援事業の創設によ
り，社会的入院者の早期退院，社会復帰の実現が図ら
れ，2004年には精神保健医療福祉の改革ビジョンによ
り入院医療中心から地域生活中心へという基本方針が
打ち出されており，精神障害者の社会復帰対策が加速
化している。精神障害者の社会復帰を促進するために
は生活と就労に対する支援が不可欠である。このうち
就労面においては，障害者自立支援法により働く意欲
と能力のある障害者が企業等で働けるような支援の必
要性が掲げられた。精神障害者の就労希望者が約 6割
いるという報告１，２）からも早急な就労支援対策が講
じられることが望まれており，各地で支援体制が構築
されつつある３）。現在，就労支援のあり方は，「職業
準備性を訓練してから就労させる」という考え方は現
実的ではないとし，実際の現場で働くことを支援する
という考え方へと変化してきている４）。就労支援領域
における援助アプローチでは，IPS モデル（Individual 
Placement Support model）５，６）をはじめとした就労
支援技術が進んできている。この就労支援は，実際の
職場体験で発生する問題点に対し人的資源や環境調整
により補う方法であり，障害を持つ人であっても働く
ことを可能にする援助である７）。このような方法が障

害者の就労に対して効果を発揮しているものの，一方
では援助を受けていても実際の雇用に至る者は多くは
ない現状があり，その理由の一つに生産性が最低賃金
レベルをなかなか上回らないことが挙げられる７）。
　Evans ら８）は，統合失調症圏の患者を対象とした
生産性に関する作業能力の研究おいて，陰性症状，学
習及び記憶機能，処理速度，遂行機能がその後の就労
時間や賃金などと関連していることを報告した。この
ことは，作業能力自体が雇用に影響していることを示
している。我々作業療法士は，精神障害者が社会にお
いて生活および労働が可能となるように種々の活動を
用いながら生活能力および作業能力の向上を図る治療
を行っている。治療を効率的に進めるためには精神障
害者の作業能力に関する基礎的資料が必要であるが，
このことに関する研究は少ない現状にある。
　そこで今回は，統合失調症患者を対象とし，その者
たちの作業能力を明らかにし，作業療法士の介入が作
業能力にどのように影響を及ぼすのかを把握すること
を目的として本研究を実施したので以下に報告する。

Ⅱ　対象と方法

1．対象
　対象は，青森県内の精神科病院に入院中或いは通院
中の統合失調症患者である。その内訳は，作業療法を
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実施している入院患者23例とデイケアに通所している
外来患者26例であり，全協力者は49例（以下S群，男
35例，女14例，平均年齢50.7歳）であった。統合失調
症患者の作業能力の程度を検討するために対照群を設
けたが，調査協力の得られた健常者は24例（以下N群，
男12例，女12例，平均年齢21.4歳）であった。

2．方法
　本研究において用いた課題は正方形作図課題とし
た。この課題は，箱作り法９，10）の一工程要素でもある。
箱作りは，問題解決能力の評価として紹介９）されて
おり，また精神科作業療法分野では実験法の試案とし
て冨岡10）が紹介したものがある。冨岡の方法は，作
業遂行過程の観察の要点を，指示の理解，検者に対す
る反応，課題に対する反応などに分けて示しており，
現在においても作業能力の分析に有効な方法の一つで
ある。今回，箱作りとせず一要素を抽出し正方形作図
課題を取り上げた理由は，事前調査により箱の展開図
を書けるか否かが箱の完成に影響し，更に展開図を書
けるか否かは正方形を書けるか否かに影響されること
を確認できたからである。それに加え，正方形の作図
は小学生が習う課題であり，箱作り法と異なり誰しも
が課題処理を経験していることによる。
　課題は面接室で実施し，検者 1名と被検者 1名が対
面位の個人面接の形式で行った。使用道具は，A4 白
紙，鉛筆，消しゴム，三角定規 2枚とした。課題指示
は，「三角定規 2枚，鉛筆，消しゴムを使って， 1辺
が 5 cmの正方形を 1つ書いてください。できるだけ
早く正確に書いてください。」であった。課題遂行中
の質問は，被検者が自由に行うことができ，質問内容
にのみ回答することとした。
　検者は，被検者の課題の遂行状況を以下の点につい
て工程分析を行った。工程分析の要点は，課題の理解，
5 cmの直線を引けるか，三角定規の直角を利用でき
るか，課題遂行を独力で行うか否かとした。第 1試行
終了後，検者はこれらの分析結果を元にできなかった
部分のみについて指導し完成に導いた。検者による指
導の後，第 1試行と同様の指示を与え第 2試行を実行
していただいた。
　作業状況の分析は，作図方法として定規を使用して
辺を書いたか否か，定規の直角を利用したか否か，独
力で或いは質問によって課題遂行できたかの 3項目，
作図精度として 4つの辺の長さと 4つの角の角度の 2
項目，そして作業時間であり，合計 6項目について行っ
た。作図精度に関して，辺の長さは 1辺の 5 cmとの
差を 4辺についてmm単位で合計した値を辺誤差と

して，角度は 1つの角の90度との差を 4つの角につい
て合計した値を角誤差として処理した。作業時間は，
検者が課題を説明した後「はじめてください」の指示
を与えた直後から作業の終了までとし，質問への検者
の応答時間は第三者の介入の影響を省くために除外し
た。以上の分析項目により，各群の試行間及びS群と
N群との比較を行い，統合失調症患者の作業能力につ
いて検討した。
　
3．統計処理
　統計分析は，作図方法に関してはカイ二乗検定を，
作図精度および作業時間に関しては独立したサンプル
の t 検定を用い，いずれも有意水準を 5％とした。統
計処理には，SPSS Statistics 17.0j for windows を使
用した。

4．倫理的配慮
　全ての対象者に対して調査の趣旨を伝え，調査協力
拒否が可能なこと，拒否しても不利益を被ることがな
いこと，調査内容は研究目的以外には利用されず協力
者に迷惑が及ぶことがないこと等を説明した上で，研
究参加に対する書面による同意を得た。尚，データは
符号化し，個人が特定できないように処理した。

Ⅲ　結　　果

1．作図の方法
　課題の遂行過程における作図の方法に関する分析
は，定規の 5 cmを利用できたか，定規の直角を利用
できたか，他者の力を借りず独力で作図できたかの 3
点について行った。
　表にS群及びN群の各試行における作図方法の結果
を示した。S群の第 1試行では，作図できた者は49例
中40例（82％）であった。作図方法として，定規の
5 cmを利用できた者が40例（82％），定規の直角を
利用できた者が 5例（10％），質問せずに独力で作図
できた者が30例（61％）であり，これら 3つの条件を
全て充たした者は49例中 5例（10％）であった。
　S群の第 2試行では，作図できた者は49例中44例
（90％）であった。作図方法として，定規の 5 cmを
利用できた者が44例（90％），定規の直角を利用でき
た者が30例（61％），質問せずに独力で作図できた者
が38例（78％）であり，これら 3つの条件を全て充た
した者は49例中27例（55％）であった。第 1試行と
第 2試行の比較では，定規の直角を利用した者が有
意に多く（カイ二乗値27.8，p<0.01）， 3つの条件を
全て充たした者が有意に多かった（カイ二乗値22.5，



65正方形作図課題における統合失調症患者の作業能力

p<0.01）。
　一方N群では，作図できた者，定規の 5 cmを利用
できた者，質問せずに独力で作図できた者が両試行に
おいて24例中24例（100％）であった。N群において
定規の直角を利用できた者は，第 1試行では24例中13
例（54％）であり，第 2試行では24例中24例（100％）
であった。第 1試行と第 2試行の比較では，定規の直
角を利用した者が第 2試行で有意に多く（カイ二乗値
18.121，p<0.01），これに伴い 3つの条件を全て充た
した者は定規の直角を利用できた者と同数であり，分
析結果も同じであった。
　S群とN群との比較において，両群第 1試行ではS
群がN群に比べ作図できた者および定規の 5 cmを利
用できた者が少なく（カイ二乗値5.03，p<0.05），定
規の直角を利用できた者が少なく（カイ二乗値16.6，
p<0.01），独力で作図する者が少なく（カイ二乗値
12.6，p<0.01），作図方法の条件を全て充たした者が
少なかった（カイ二乗値16.8，p<0.01）。両群第 2試

行ではS群がN群に比べ定規の直角を利用する者が
少なく（カイ二乗値12.6，p<0.01），作図方法の条件
を全て充たした者が少なかった（カイ二乗値15.4，
p<0.01）。

2．作図の精度
　作図の精度に関する分析は，作図した図形の辺誤差
及び角誤差について分析を行った。図 1にS群および
N群の各試行における辺誤差の比較を示した。S群の
辺誤差は，第 1試行40例の平均が3.4±2.5 mm，第 2
試行44例の平均が2.2±2.2 mmであり，第 1試行に比
し第 2試行の辺誤差が有意に小さかった（ t 値2.33，
p<0.05）。N群の辺誤差では，第 1試行24例の平均が1.6
±2.1 mm，第 2試行24例の平均が0.9±0.8 mmであり。
試行間に有意差は認められなかった。各試行における
群間比較を行ったところ，両試行ともにS群に比しN
群の辺誤差が有意に小さかった（第 1試行： t 値2.83，
p<0.05，第 2試行： t 値3.59，p<0.01）。

表　S群及びN群の各試行における作図方法の結果
S 群 n =49 N 群 n =24 カイ二乗検定結果

第 1試行（S1） 第 2試行（S2） 第 1試行（N1）第 2試行（N1） S1:S2 N1:N2 S1:N1 S2:N2

作図出来た者 40/49（82%） 44/49（90%） 24/24 （100%） 24/24 （100%） － － ＊ －

定規の 5 cmを利用 40/49（82%） 44/49（90%） 24/24 （100%） 24/24 （100%） － － ＊ －

定規の直角を利用 5/49（10%） 30/49（61%） 13/24 （54%） 24/24 （100%） ＊＊ ＊＊ ＊＊ ＊＊

質問せず独力で作図 30/49（61%） 38/49（78%） 24/24 （100%） 24/24 （100%） － － ＊＊ －

上記条件を全て満た
した者 5/49（10%） 27/49（55%） 13/24 （54%） 24/24 （100%） ＊＊ ＊＊ ＊＊ ＊＊

－：not signifi cant，＊：p<0.05，＊＊：p<0.01
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　図 2にS群およびN群の各試行における角誤差の比
較を示した。S群の角誤差は，第 1試行40例の平均が
3.5±2.3°，第 2試行44例の平均が2.5±1.5°であり，第
1試行に比し第 2試行の角誤差が有意に小さかった
（ t 値2.24，p<0.05）。N群の角誤差では，第 1試行24
例の平均が1.6±1.3°，第 2試行24例の平均が1.3±1.3°
であり，試行間に有意差は認められなかった。各試行
における群間比較を行ったところ，両試行ともにS群
に比しN群の角誤差が有意に小さかった（第 1試行：
t 値4.17，p<0.01，第 2試行： t 値3.44，p<0.01）。

3．作業時間
　図 3にS群およびN群の各試行における作業時間の
比較を示した。S群の作業時間は，第 1試行の40例の
平均が87±70秒，第 2試行の44例の平均が111±66秒

であり，試行間に有意差は認められなかった。N群の
作業時間は，第 1試行の24例の平均が60±16秒，第 2
試行の24例の平均が56±15秒であり，試行間に有意差
は認められなかった。各試行における群間比較を行っ
たところ，第 2試行においてS群に比しN群の作業時
間が有意に短かった（ t 値5.32，p<0.01）。

Ⅳ　考　　察

1．統合失調症患者の作図方法の特徴
　正方形を作図するためには，定めた同じ長さの直線
を引けることおよび定規を利用して直角を作れること
が必要条件となる。今回は，これに加えて他者の能力
を借りず自分の能力で課題遂行することを作図方法の
必要条件として分析した。その結果，直角の利用がで
きた者は作図方法の全ての条件を充たした者と一致
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し，第 1試行においてS群では 1割，N群では 6割で
あった。また第 2試行においては，S群では 6割，N
群では10割となり，両群ともに明らかな改善が認めら
れた。また，各試行の作図方法の群間比較の結果では，
第 1試行では全ての必要条件においてそれぞれの条件
を充たした者がN群に比べてS群が少なかった。しか
し第 2試行では，有意差が認められた作図方法の必要
条件は定規の直角の利用についてのみであり，N群に
比べてS群が少なかった。
　臺11）は精神障害者の生活のしづらさの仕事に困難
をもたらす特徴として，気まじめと要領の悪さの共存，
のみ込みの悪さ，習得が遅い，手順への無関心，能率・
技術の低さを挙げている。今回得られた結果では，S
群の試行間比較により介入後の作図方法の改善が認め
られ，更に，第 2試行の群間比較では定規の 5 cmの
利用および質問せずに独力で作図できた者の人数に有
意差が認められなかった。この結果は，臺が挙げた仕
事に困難をもたらす特徴が改善困難な特徴ではなく，
試行間の介入により改善しうるものであると捉えるこ
とができた。

2．統合失調症患者の作図の精度と作業時間の特徴
　正方形の作図の精度に関しては，辺誤差と角誤差に
ついて各群各試行を相互に比較した。辺誤差及び角誤
差の両者において，両群の第 1試行の比較および第 2
試行の比較においてS群の誤差が大きいものの，S群
は第 1試行に比し第 2試行の誤差が小さくなり改善が
認められた。一方，作業時間においては，両群の第 1
試行の比較においては有意差が認められなかったもの
の，第 2試行ではN群に比しS群の作業時間が長かっ
た。試行間の介入後のS群は，作図の精度および作業
時間ともにN群に劣ったものの，作図精度においては
介入による改善が認められるという結果が得られた。
　Kernら12）の研究では errorless learning （無誤謬学
習）を受けた群は支持的介入を受けた群に比べて作業
の精度が有意に高く作業速度に関しては有意差がな
かったことを報告している。今回は，介入後の精度は
改善したものの作業時間では改善が得られなかった。
このことは，S群が作図の精度を向上させるために丁
寧な作業になったことと，N群の作業時間が若干では
あるが早くなったことが相互に影響したものと考えら
れる。

3．試行間の介入について
　介入方法の一つにYoungら13）が行った the scaff olded 
instruction（認知段階に応じた教示）という方法が

ある。この方法は，最初の試行によって課題の達成
の段階を確認し，達成できていないことを工程要素
に分解して errorless learning を行うものであり，簡
単な教示のみの方法に比べ有意に達成課題数が改善
しその改善が 4週間維持されていたことが報告されて
いる13）。また，errorless learningとは，作業を基本的
成分に分解し新しいスキルの獲得の障害を最小限にし
て修正を減らすことにより新たに学習したことが持続
するというものである12，14，15）。今回用いた介入方法は，
第 1試行の工程分析による問題点の発見16）による the 
scaff olded instruction であり，その発見した問題点に
焦点をあて正しい遂行の仕方を指導して課題を完成す
るように導くというものであるが，課題の完成には一
度しか導いていない。
　このような介入方法により得られたS群の第 2試行
の結果は，S群の第 1試行に比し作図方法においては
作図の必要条件を充たす者が増え，作図精度は向上し
た。一方では，試行間の介入により課題の完成に導い
たにもかかわらず定規の直角を利用できなかった者な
ど，作図方法および作図精度が改善されない者もいた。
その理由としては，統合失調症の特徴として情報処理
容量が健常者に比べ小さいため一時にたくさんの課題
に直面すると混乱する17）ことや，全く同じ失敗を繰
り返すことが多く行動パターンを変えることは容易で
はない18）こと等が挙げられる。このような特徴に合
わせて同じ働きかけを根気よく繰り返して課題の処理
方法を定着させていく必要がある18）。作業療法におけ
る指導は，必要に応じて再度の指導を行い自立して行
えるように導いていくことが基本である19）。また，統
合失調症の活動技能の習得にあたっては具体的な作業
体験を繰り返すことが有用であるとされている20）。以
上の点では，今回の介入は作業療法の指導段階として
途中である。再度の指導を行うことにより更なる介入
効果が期待できると考える。

4．本研究の限界と今後の課題
　既存の職業前評価法では，男女差の考慮はあるが職
業に就こうとする者の年齢が考慮されているものは見
あたらない。しかし，より正確な比較検討には対照と
する健常者の年齢構成を統合失調症患者群の構成と同
じにする必要がある。
　また今回，試行間の指導は第 1試行の工程分析結果
により課題の完成に一度導いただけである。今後は，
一定の練習時間を確保することや，それに伴い訓練効
果の持続性の検討も必要である。
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Ⅴ　結　　語

1 ．統合失調症患者の作業能力および作業療法士の介
入が作業能力にどのように影響を及ぼすのかを把握
すること目的に正方形作図課題を行った。
2．作業療法士の介入以前の第 1試行では，作図の
必要条件（定規の 5 cmを利用，定規の直角を利用，
質問せずに作図）および作図精度（辺誤差，角誤
差）において健常者に比し統合失調症患者の成績が
悪かった。
3．作業療法士の介入以後の第 2試行では，作図の必
要条件の定規の直角を利用と作図精度（辺誤差，角
誤差）において健常者に比し統合失調症患者の成績
が悪かった。
4．作業療法士の介入により，統合失調症患者群は，
作業時間の改善は得られなかったものの，作図の必
要条件の定規の直角を利用する者が増加し，作図精
度（辺誤差，角誤差）の向上が得られ，作業療法
士の介入は作業能力の向上に有効であると考えられ
た。
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Work capacity of schizophrenic patients with reference 
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Abstract：The purpose of this study is to survey the ability to work in schizophrenic patients 
and how the instruction of an occupational therapist influences work capacity of patients. 
This study included 49 schizophrenic patients and 24 healthy persons. We set them the task 
of drawing a square. The proportion of the schizophrenic patients who could make good use 
of the right angle of the ruler and draw fi gures precisely was signifi cantly lower than that 
in healthy subjects. On the other hand, in schizophrenic patients who were instructed by the 
occupational therapist, the population of patients who could make good use of the right angle 
of the ruler and draw figures precisely was significantly higher than that in patients who 
were not instructed by the occupational therapist. We concluded that the instruction of the 
occupational therapist helps to improve the schizophrenic patient’s ability to work.
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精神科作業療法に参加している精神疾患患者における
社会精神医学的側面

～生活能力及び家族関係を中心に～

小山内　　　啓＊１，3　山　崎　仁　史＊２，３　加　藤　拓　彦＊４
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（2009年10月27日受付，2009年12月7日受理）

要旨：社会復帰訓練に参加している精神疾患患者70例を対象とし，対象者の退院に関する要因
の現状，特に生活能力と家族関係を把握することを目的として調査を行った。その結果，対象
者の73%が退院を希望しており，退院意欲を有する者は有意に年齢が低かった。また，生活能
力が高いものは入院期間，罹病期間が有意に短かった。退院意欲と生活能力との関連性を検討
したが，両者間に関連性は認められなかった。家族関係については，平均外泊回数が年1.2回で
あり，対象者の63%が外泊機会が全くなく，家族関係の希薄さが示された。また，外泊回数が
年 3回以上の者は，有意に生活能力が高かった。以上のことから，精神疾患患者の退院促進の
ために，退院意欲及び生活能力について各々に対する作業療法を展開し，家族関係や外泊機会
への援助を行う必要性が示唆された。

キーワード：精神疾患患者，退院，生活能力，家族関係，作業療法

＊１弘前愛成会病院
〒036-8151　青森県弘前市北園1-6-2

＊２芙蓉会病院
＊３弘前大学大学院保健学研究科保健学専攻総合リハビリ
テーション科学領域作業療法学分野

＊４弘前大学大学院保健学研究科健康支援科学領域
障害保健学分野

Ⅰ．はじめに

　2004年 9 月，精神保健福祉対策本部より「精神保健
医療福祉の改革ビジョン」１）が発表され，「入院医療
中心から地域生活中心へ」という基本方針のもと国民
意識の変革や，受入れ条件が整えば退院可能な 7万人
の社会的入院患者の解消という目標が掲げられた。ま
た2005年には，障害者自立支援法が成立し，障害者が
自立した日常生活又は社会生活を営むことが出来るよ
う，障害福祉サービスの一元化が図られた。このよう
に，精神疾患患者の社会復帰に向け社会復帰施設の充
実や地域生活支援対策が講じられており，精神障害者
を取り巻く環境は現在大きく変化している。それに伴
い，中・長期入院精神疾患患者の退院支援が活発に行
われている。
　現在，私立単科精神科病院である弘前愛成会病院（以

下，当院）においては，社会復帰支援として心理教育
や生活技能訓練，精神障害に関する制度の理解や社会
復帰施設についての勉強会などを取り入れた治療プロ
グラムを施行し，退院促進に取り組んでいる。当院は，
病床数328床， 6病棟を持ち，地域精神医療の中核を
担っている。対象者は，統合失調症をはじめ気分障害
や神経症性障害，老人性認知症など幅広く対応してお
り，また，精神科急性期治療病棟を運用しており，急
性期の方々に集中的に高度の医療を提供している。そ
れとともに，精神科作業療法による早期回復・社会復
帰を目指した治療プログラムが実施されている。院内
に在宅生活支援センターを設置，訪問看護やデイケア
を活用しながら利用される方々の生活の充実を図って
いる。また，家族に対する支援としては，患者本人の
状況や変化を連絡するとともに，当院の活動を連絡す
る通信を定期的に発行・郵送しており，家族に対する
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心理教育も行っている。この他，退院先の確保のため
にグループホームを新設し，家庭復帰が困難な多くの
患者が社会復帰できるよう支援体制を整えている。
　中・長期入院者の退院支援にあたっては，対象者の
心理的側面，社会生活能力の側面，環境的側面などを
多角的に捉え，具体的に支援していく必要がある２）。
これまで長期入院患者の社会復帰への援助の姿勢を検
討するために，退院に関する意識や要因，構造につい
ての調査３－９），生活能力４，10）や家族関係11－13）に関する
調査が行われてきた。しかしながら，これら調査が行
われた時期は社会復帰支援対策が現在ほど十分に講じ
られていなかったと考えられる。そのため，現在の社
会復帰訓練を受けている精神障害者の退院に関する諸
要因についての再調査が必要であると考えた。
　そこで今回，支援対策が日々変化する中で，現在入
院し社会復帰訓練を受けている精神疾患患者を対象と
して，その者たちの退院に関する諸要因の現状，特に
生活能力と家族関係を把握することを目的として調査
を行った。

Ⅱ．研究方法

1．対象者
　本研究の対象者は，当院に入院中の精神疾患患者で
あり，現在社会復帰訓練として精神科作業療法及び心
理教育に参加している者である。このうち，面接調査
が困難と判断された知的障害や思考障害を有する患者
及び，研究参加の同意が得られなかった者は研究対象
から除外し，最終的な対象者は，研究に同意が得られ
た70例（男性41例，女性29例）であった。

2．データ収集
　調査方法は，個々の対象者に対して15分以内を原則
として面接調査を行った。その際，全ての対象者に対
して調査の趣旨を伝え回答拒否が可能なこと，拒否し
ても不利益を被ることがないことなどを説明し，文書
による同意を得た。
　調査項目は以下の通りである。すなわち，①年齢，
②現在の入院期間，③入院回数，④罹病期間，⑤面
会回数，⑥外泊回数，⑦退院希望の有無，⑧家族関
係，⑨Rehabilitation Evaluation Hall And Baker（以
下 Rehab）の 9項目である。年齢・入院期間・入院
回数・罹病期間・面会回数・外泊回数については診療
録を用いて調査し，また退院希望の有無・家族関係に
ついては面接による聞き取り調査をした。Rehab は，
多目的の行動評定尺度であり，23項目の評定からなる
評価用紙に，対象者の「逸脱行動」「全般行動」を記

入して評価を行うものである。評価は担当作業療法士
が行った。Rehab 評価項目は，「全般的行動」である
日常の全般的な行動，社会的活動性（病棟内での交
流，病棟外での交流，余暇の過ごし方，活動性，話を
する際の言葉の量，会話の自発性），セルフケア（食
事，清潔管理，身支度，身辺の片付け，助言や援助の
必要性），言葉のわかりやすさ（話しことばの明瞭性，
話しことばの意味），社会生活技能（金銭管理，地域
の施設・機関の利用）の 5領域16項目である。これら
Rehab 項目の評価は，問題なく行なえ普通である場
合を 0点，全く出来ていない場合を 9点とした10段階
評価であり，点数が高いほど対象者の障害が重いこと
になる。

3．分析方法
　分析方法として，年齢・入院期間・罹病期間につい
ては対応のない t検定を，入院回数・面会回数・外泊
回数・Rehab についてはMann-Whitney の検定を，退
院希望の有無・家族関係についてはFisher の正確確
率検定を用い，いずれも有意水準を危険率 5％未満と
した。

4．倫理的配慮
　個々の対象者に対して調査の目的を明瞭に伝え，期
待される研究効果や解答拒否が可能なこと，調査内容
は研究目的以外には利用されず対象者に迷惑が及ぶこ
とがないこと等を十分に説明した上で，文書による同
意を得た。また，本調査により得た情報は課題経過中
厳重に管理され，患者個人が特定されることの無いよ
うコード化し対象者のプライバシーは厳重に保護され
るよう配慮した。なお，本研究は弘前大学医学部倫理
委員会の承認を得て行われた（承認番号：2008-055）。

Ⅲ．結　　果

1．対象者の臨床的因子
　表 1に対象者の年齢，入院期間，入院回数，罹病期
間等の臨床的因子の結果を示す。対象者の年齢は，平
均55.3±11.4歳（27～76歳，男性 56.0歳，女性 54.5歳）
であった。また，対象者の現在の入院期間は平均117
±144ヶ月，入院回数は平均6.0±4.9回，罹病期間は平
均321±187ヶ月であった。診断名の内訳は，統合失調
症63例，気分障害 3例，その他 4例であった。

2．対象者の退院希望の有無
　表 2に対象者の退院希望の有無について示す。対象
者の退院希望については，「一刻も早く退院したい」
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とした者は26例，「今後何年かの間には退院したい」
とした者は25例であり，これらを合わせた退院積極群
は51例（73%）であった。また，「退院しなくても良い」
とした退院消極群は19例（27%）であり，退院積極群
が多いという結果であった。
　表 3に退院希望の有無と臨床的因子の関係について
示す。退院希望の有無と年齢に有意な差が認められた。
退院積極群の平均年齢は54.0±12.3歳であり退院消極
群の平均年齢は59.2±7.1歳と，退院積極群が有意に年
齢が低かった（p＜0.05）。また，退院希望の有無が生

活能力に影響を及ぼすのかを把握するため，退院希望
の有無と生活能力との関連について検討したが，両者
間に関連性は認められなかった。

3．生活能力と諸因子との関係
　表 4に生活能力と諸因子の関連について示す。生活
能力について，Rehab では得点が低いほど生活能力
が高く，全般的行動全得点50点が地域で暮らす可能性
の境界線とされている14）。そこで，全般的行動全得点
50点を境界として諸因子について比較検討を行った。

表１．対象者の臨床的諸因子表１．対象者の臨床的諸因子
性別性別 男性41例　女性29例
年齢 55.3±11.4歳

（男性56.0歳，女性54.5歳）
入院期間 117±144ヶ月
入院回数 6.0±4.9回
罹病期間 321±187ヶ月

診断名の内訳 統合失調症　　63例
気分障害　　　 3例
その他　　　　 4例

注）年齢，入院期間，入院回数，罹病期間は平均と標準
　　偏差を示す。

表２．退院希望

一刻も早くすぐにでも退院したい 26例
退院積極群：51例（73％）

今後何年かの間には退院したい 25例

退院しなくてよい，入院を続けたい 19例 退院消極群：19例（27％）

表3．退院希望の有無と臨床的因子の関係
退院積極群
（51例）

退院消極群
（19例） t-test

平均年齢（歳±SD） 54.0±12.3歳 59.2±7.1歳 p=0.03

表４．Rehab 得点と臨床的因子・社会背景因子の関係
Rehab 得点

50点以下
（15例）

50点より大きい
（55例）

平均入院期間（ヶ月±SD） 60.8±66.8ヶ月 132.4±155.5歳 p=0.01 （t-test）

平均罹病期間（ヶ月±SD） 217±134ヶ月 343±185ヶ月 p=0.006（t-test）

平均外泊回数（回±SD） 2.8±3.5回 0.8±2.1回 p=0.0004
（Mann-Whitney-Test）
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その結果，入院期間，罹病期間，外泊回数に有意な差
が認められた。入院期間について全般的行動全得点50
点以下の者の平均入院期間は60.8±66.8ヶ月，一方で
それが50点よりも大きい者の平均入院期間は132.4±
155.5ヶ月であり，全般的行動が良好な者は入院期間
が有意に短いという結果であった（p＜0.01）。また，
全般的行動全得点50点以下の者の平均罹病期間は217
±134ヶ月，それが50点よりも大きい者の平均罹病期
間は343±185ヶ月であり，全般的行動全得点50点以下
の者は罹病期間が有意に短いという結果であった（p
＜0.01）。外泊回数については，全般的行動全得点50
点以下の者の平均外泊回数は2.8±3.5回，またそれが
50点よりも大きい者の平均外泊回数は0.8±2.1回と，
全般的行動全得点50点以下の者は外泊回数が有意に多
いという結果であった（p＜0.001）。

4．対象者の家族関係
　対象者の家族関係において面会及び外泊について調
査を行った。その結果，平均面会回数は年8.5回，平
均外泊回数は年1.2回であり，また外泊回数が全く無
い者は63％であった。
　表 5に外泊回数と臨床的因子との関係を示す。外泊
回数と臨床的因子について比較検討したところ，入院
期間と全般的行動全得点に有意な差が認められた。入
院期間について，外泊回数が年 3回以上の者の平均
入院期間は41.6±52.9ヶ月，一方外泊回数が年 2回以
下の者は131.1±151.3ヶ月であり，外泊回数が年 3回

以上の者は入院期間が有意に短いという結果であっ
た （p＜0.001）。また Rehab 全般的行動全得点につい
ては，外泊回数が年 3回以上の者の全般的行動全得点
は44.1±15.6点，また外泊回数が年 2回以下の者の全
般的行動全得点は55.6±15.5点であり，外泊回数が年
3回以上の者は全般的行動全得点が有意に低い結果で
あった（p＜0.001）。
　外泊回数と家族への意識との関係を表 6に示した。
外泊回数が年 3回以上の者のうち家族を頼りに思って
いる者は11例，頼りに思っていない者は全くおらず，
一方で，外泊回数が年 2回以下の者のうち家族を頼り
に思っている者は42例，頼りに思っていない者は17例
であった。家族を頼りに思わない者は外泊回数が年 3
回以上の者にはおらず，全ての者が外泊回数が年 2回
以下であり，外泊回数が多い者は家族関係が良好な傾
向が認められた（p=0.0545，Fisher’s exact test）。

Ⅳ．考　　察

　現在，社会的入院患者の解消に向け，社会復帰支援
が活発に行われている。当院においても，心理教育を
はじめとした社会復帰訓練が行われており，多くの者
が参加している。このような中で，社会復帰訓練を
行っている者の退院に関する諸因子を把握しこれまで
の調査との相違を検討することは，今後入院精神疾患
患者の社会復帰支援を進めていく上で重要であると考
える。

表５．外泊回数と臨床的因子の関係
外泊回数

年 3回以上
（11例）

年 2回以下
（59例）

平均入院期間（ヶ月±SD） 41.6±52.9ヶ月 131.1±151.3ヶ月 p=0.001 （t-test）

Rehab 得点（点±SD） 44.1±15.6点 55.6±15.5点 p=0.001
（Mann-Whitney Test）

表６．外泊回数と家族への意識との関係
外泊回数

年 3回以上
（11例）

年2回以下
（59例）

家族を頼りに思う 11例 42例 P=0.05454
（ Fisher’s Exact Test）家族を頼りに思わない 0例 17例
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1．退院に関する意識
　今回の調査における退院に関する意識については，
「一刻も早く退院したい」，「今後何年かの間には退院
したい」とした者を合わせた退院積極群が73%であり，
退院を希望する者が少なくないことが示された。これ
までの退院に関する意識調査において退院を希望する
者の割合は，和田ら15）は65.4％，加藤ら６）は71％，大
島ら３）は70.3%，原田ら５）は82.2％と報告しており，
今回の調査結果は過去の報告と同様の結果であった。
このことは，社会復帰訓練が進められているにも関わ
らず退院積極群が過去の調査と比較して多いとは言え
ない。ここで注目すべき点は，退院意欲と臨床的因子
である年齢との関係である。退院希望の有無と臨床的
因子との関連についての検討では，退院積極群は消極
群に比し年齢が低いという結果が得られた。このこと
から，対象者の年齢が退院意欲に影響を与えており，
退院意欲を検討する際は年齢を考慮する必要がある。
我々の調査における対象者の平均年齢は55.3歳である
が，これまでの調査５－７，13）における対象者の平均年
齢は40～50歳であり，今回の調査における対象者がこ
れまでの調査対象よりも年齢を重ねている事が分か
る。過去の報告と比べ，平均年齢が高いにもかかわら
ず退院意欲を有する者が少なく，リハビリテーション
の展開が効果を上げていると捉えることができる。し
かしながら今後リハビリテーションを展開する上で，
対象者の高齢化は就職の困難さや配偶者との死別16），
また家族関係の疎遠化に発展11）し，退院意欲の減退
に繋がることが考えられる。菊池ら17）の退院に対す
る意向の調査においては対象者の平均年齢は60.0歳，
退院の意向を示した者は49.5%であり，年齢が高いと
退院意欲が減退していることが分かる。今後対象者が
年齢を重ねるに伴い，退院意欲はますます減少してい
くものと考えられる。そのため，年齢を重ねるに伴っ
て生じる社会的不利を解消することが出来るような家
族や地域社会に向けた援助を組み込み，社会復帰訓練
を継続する必要があると考えられた。

2．生活能力
　退院意欲に関して生活能力が伴うのかを把握するた
め，退院意欲と生活能力との関連を調査したが，両者
間に関連性は認められなかった。このことより，主観
的意識である退院意欲を有する者は客観的に生活能力
が高いというわけではなく，対象者の現実検討能力の
低下が示唆された。過去の調査においても患者自身の
評価とスタッフの評価の不一致や７，18），対象者の現実
検討能力の低下や自己洞察力の低さ５）が報告されて

おり，この現実検討能力の低下は退院阻害因子である
と述べられている19）。そのため，全般的な退院意欲の
向上を図るとともに，対象者が自分自身の能力を適切
に把握できるように働きかけていく必要があると考え
られる。
　精神障害者の入院・通院に関連する要因として生活
障害が強く関与している４）という報告や，全般的な
生活能力の低下は退院阻害因子であるという報告があ
るように，退院に関する現状を把握する上で生活能力
を考慮することは重要である。生活能力について今回
の調査では，生活能力が高い者は入院期間が有意に短
く，罹病期間が有意に短く，また外泊頻度が有意に多
いという結果であり，入院期間，罹病期間が短い者は
生活能力が高く保たれていた。浮田ら20）は長期在院
者に生活能力全般の低下が見られると報告しており，
今回の結果はそれを支持するものであった。現在，退
院に向けて生活能力を維持・向上するためにリハビリ
テーションを展開しているが，今後はそれに加え入院
期間・罹病期間が長い者に対する生活能力全般の向上
のためのリハビリテーションの強化が重要と考えられ
た。
　生活能力に関わる要因として外泊機会が挙げられ
る。今回の調査においては，外泊が年 3回以上の者は
Rehab 全得点が低いという結果から，外泊回数が多
いものは生活能力が高いことが示唆された。退院には
確実な経験の蓄積が必要不可欠21）であり，この確実
な経験を通して生活能力が向上されると考えられる。
それゆえ，より多くの経験を得るために外泊機会が担
う意義は大きいといえる。

3．家族関係
　対象者への援助を進めていく上で我々スタッフの援
助の他に，家族の協力を得ることは理想的でありかつ
重要なことである。退院支援を行う上での家族の協力
は，外泊の受入れをはじめ精神障害という病気や患者
自身の理解などが挙げられる。この，外泊の受入れと
いった家族関係の良し悪しが対象者に与える影響は大
きいと考えられる。今回の調査における平均面会回数
は年8.5回，平均外泊回数は年1.2回であり，また外泊
回数が全くない者は63%という結果であった。面会回
数は決して多くはないが月に 1回弱は行われているの
に対し，対象者の 6割以上に外泊経験がなく，また外
泊を経験した者の多くは年 1回程度であり家族関係の
希薄さが示された。過去の外泊に関する調査５，11）に
おいては，年に 1回以上外泊している者は60％弱であ
り，それに比べ今回の結果は明らかに外泊が少なかっ
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た。今回の調査対象者の家族には心理教育をはじめと
した支援を行っているが，外泊の受入れが良くないと
いう現状が明らかになった。家族が外泊を受け入れな
い理由としては，「患者が家庭の中で暴言・暴力をふ
るうかもしれない」，「他人に対して暴言・暴力をふる
うかもしれない」，「再発が心配」11）といった家族の患
者への不安が報告されている。更に，加藤ら22）は「患
者の外出・外泊時の対応」という情報への満足度が心
的負担と有意に関連しており，外泊時の家庭での患者
への対応の困難さは家族の心理的負担を増大させる要
因となる可能性があると報告している。このことから
も，家族の生活上の困難や支障を考慮しないで患者へ
の協力を期待し促すだけでは，家族を心理的に追い詰
め，疲弊させてしまう。それゆえ，大島ら12）が述べ
るように，家族に対して対象者への援助や協力を促す
際の前提として，家族の抱えている困難の受容と解決
への指導及び援助を行う必要がある。精神障害者の家
族において患者や病気，家族が抱える悩みへの対応な
どに関する情報への満足度が低く，また心的負担が高
い22）ことからも家族に対して一方的に情報を提供す
るのみでは不十分であり，家族側からの情報も受け取
り，家族・スタッフ間で十分にコミュニケーションを
取る事が重要であると考えられる。

4．本研究の限界
　本研究は，調査施設が一施設であり，一般化のため
には他施設共同研究により対象者数を増やす必要があ
る。また，今回の対象者は作業療法や心理教育といっ
た社会復帰訓練に参加している者であるが，その訓練
内容の検討，訓練が退院にどのように関わっているの
かの検討には至っていない。今後は，訓練内容の検討
と共に退院を促進する因子を明らかにすることが必要
と考えられる。 

Ⅴ．ま　と　め

　現在社会復帰訓練に参加している精神疾患患者70例
を対象とし，その者たちの退院に関する要因の現状を
把握することを目的として，面接調査を行った。その
結果以下のことが判明した。
1．対象者の73%が退院意欲を有しており，退院希望
を有する者は有意に年齢が低かった。

2．退院意欲と生活能力に関連性は認められなかっ
た。

3．生活能力が高い者は，有意に入院期間，罹病期間
が短かった。

4．平均外泊回数は年1.2回，対象者の63%が外泊機会

が全くなかった。
　以上のことから，精神疾患患者の退院促進のために，
退院意欲及び生活能力について各々に対する作業療法
を展開し，家族関係や外泊機会への援助を行う必要性
が示唆された。
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Psychosocial aspects of inpatients with mental disorders 
treated with occupational therapy:

With special reference to their capabilities of daily living and 
patient-family relationship.
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Abstract：We investigated the factor on the discharge of inpatients with mental disorders 
who had been treated with occupational therapy. The present study included 70 patients. 
Fifty-one (73%) patients answered that they hope for discharge from hospital, and they 
were significantly younger than the patients who did not hope for discharge from hospital. 
There was a signifi cant diff erence in the term of hospitalization and the duration of disease 
between the patients who had high capabilities of daily living and the patients who did not 
have it. However, a close relationship did not exist between their will to discharge and their 
capabilities of daily living. As to patients-family relationship, the mean number of times of their 
staying out overnight was 1.2 per year, and 44 (63%) patients had not experienced staying out 
overnight. This result appear to show the poor patient-family relationship.  In patients who had 
experienced staying out overnight three times or above per year, the proportion of patients 
who had high capabilities of daily living was significantly higher than that in patients who 
had experienced staying out overnight less than three times a year. To facilitate discharge 
of patients with mental disorders, we should deepen understanding of their capabilities of 
daily living and inpatient-family relationship, and should develop a more eff ective occupational 
therapy.

Key words：inpatients with mental disorders; discharge; capabilities of daily living; 
                   patient-family relationship; occupational therapy
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入院中の統合失調症患者の生活能力の特徴
―作業療法ならびに臨床因子との関連―
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要旨：入院中の統合失調症患者81例を対象として生活障害と個人要因，環境要因との関連を調
査した。調査対象者の生活能力は，社会生活技能と社会活動性の障害が高度であった。ことば
の流暢さの能力は調査時年齢50歳以上と入院年数10年以上で障害が高度であった。また，セル
フケア能力も調査時年齢50歳以上で障害が高度であった。社会生活技能は発症年齢20歳未満で
障害が高度であり，発病による社会生活経験不足の影響が考えられた。
　作業療法参加群の社会活動性と社会生活技能は不参加群よりも高かったことから，経験不足
による社会性技能低下や社会活動性低下の改善に作業療法が有効であることが示唆された。

キーワード：統合失調症，生活能力，生活技能，個人因子，環境因子

＊１弘前大学大学院保健学研究科
青森県弘前市本町66-1

＊２湯布院厚生年金病院

Ⅰ．はじめに

　近年，精神科医療は入院医療中心から外来通院医療
中心１，２）へと変化し，新規入院患者の75％が1年以内に
退院するようになった３）。これらの変化は，「精神保
健ならびに精神障害者福祉に関する法律（精神保健福
祉法）」施行による制度変更がもたらす，精神障害者
の地域での受け皿整備の進展に伴うものである。こ
のように精神障害者の生活の場の整備が進むにしたが
い，精神障害者自身の生活能力の向上を図ることが重
要となってくる。精神障害の中で最も多くみられる統
合失調症は，幻覚や妄想など精神症状のほか生活管理
技能や対人関係技能などの生活技能の障害が指摘され
てきた４－６）。統合失調症患者の抱えている障害をICF７）

にあてはめると，幻覚や妄想などの精神症状は機能障
害に，臺５）の指摘する生活障害は活動制限に，社会的
偏見８，９）は社会参加の障壁に対応する。そしてこれら
の機能障害，活動制限，社会参加の障壁，家族環境な
どの環境因子ならびに就労経験の有無や作業療法によ
る訓練経験の有無などの個人因子などの背景要因の間
には，相互作用が存在している。統合失調症患者の生
活障害を理解し，その改善の方策を考えるためには，

これらICF７）で述べられている各要因の相互作用を明
らかにすることはきわめて重要である。しかしながら，
これらの要因を同時に解析することはきわめて困難で
ある。そこで今回著者らは，統合失調症患者の生活能
力に焦点を当て，環境要因としての作業療法訓練，家
族の受け入れ状況，個人要因としての発症時年齢，入
院年数，就労体験，年齢の背景要因との関係について
分析を行った。

Ⅱ．対象と方法

　研究の対象は，青森県の精神科病棟を有する 2ヶ所
の病院（弘前愛成会病院，布施病院）に入院中の統合
失調症患者81例（男性46例，女性35例，平均年齢57±
11歳）である。そのうち精神科作業療法による社会復
帰治療を 3ヶ月以上継続している者が52例（男性29例，
女性23例），作業療法不参加者が29例（男性17例，女
性12例）であった。調査は2005年10月に実施した。そ
の際，すべての対象者に対して調査の趣旨を伝え，拒
否しても不利益をこうむることがないこと，調査内容
は研究目的以外には利用されず回答者に迷惑が及ぶこ
とがないこと等を説明したうえで，研究参加に対する
同意を得た。対象者の生活障害の評価は，対象者が入
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院している病院の作業療法士が行った。生活障害の調
査項目は，REHAB日本語版10）の全般的行動の項目を
用いた。REHAB10）は Baker６）らによって開発された
行動評価尺度で，精神障害者の行動を観察によって評
価するものである。その構成は，逸脱行動（失禁，暴
力，自傷，性的問題行動，無断離院・外出，怒声・暴
言，独語・空笑）7項目と全般的行動（病棟内での交
流，病棟外での交流，余暇の過ごし方，活動性，こと
ばの量，自発的に他の人へ話しかけること，ことばの
意味，話ことばの明瞭さ，テーブルマナー，顔，手，
髪，歯などの身繕い，身支度，所持品の整頓，助言や
援助，金銭管理，地域の施設・機関の利用，全般にわ
たる評定）16項目の合計23項目で構成されている。こ
のうち，全般的行動の各項目の評価は 0点から 9点の
10段階で評定され，点数が低いほど能力が高くなるこ
とを示している。したがって，各能力の得点の範囲は，
社会的活動性が 0～54点，ことばのわかりやすさが 0
～18点，セルフケアが 0～45点，社会生活の技能が 0
～18点となる。また，これに加えて対象者に関する個
人要因，環境要因については診療録をあわせて用いて
調査した。統計はWilcoxon の順位和検定を用い，危
険率0.05未満を有意とした。なお，本研究は，弘前大
学医学部倫理委員会の承認を得て実施した。

Ⅲ．結　　果

　表 1に調査対象者のREHABの全般的行動の得点
を示した。全般的行動の合計得点の中央値は67点であ
り，各カテゴリの合計得点の中央値は，社会的活動性
が31点，ことばの明瞭さが 7点，セルフケアが13点，
社会生活技能が11点，全般にわたる評定が 5点であっ
た。
　図 1に，REHABの全般的行動の 1項目あたりの中
央値を示した。社会的活動性が 5点，ことばの明瞭さ
が 4点，セルフケアが 2点，社会生活技能が 5点であ
り，社会生活技能と社会的活動性が，ことばの明瞭さ，
セルフケアよりも高い得点を示した。なお，全般にわ
たる評定は，社会的活動性，ことばの明瞭さ，セルフ
ケア，社会生活技能の評価を基に評価がなされるため，
比較対象から除いた。
　表 2に家族の受け入れ状況ならびに就労経験の有無
という背景因子ならびにREHAB得点との関係につ
いて示した。家族の受け入れ状況は，良好なもの12
例（15%），不良なものが67例（83%），不明のものが
2例（15%）と全体の83%のものが家族の受け入れ状
態が不良であった。また，受け入れ状況の善し悪しの
REHAB得点は有意な差異が認められなかった。就労

経験の有無については，就労経験を有するものが63例
（78%），就労経験のないものが15例 （19%），不明のも
のが 3例（ 3 %）であり，78%の対象者が就労経験を
有していた。また，就労経験の有無の間のREHAB
得点は有意な差異が認められなかった。
　表 3に調査時年齢（50歳未満と50歳以上とに分割），
発症時年齢（20歳未満と20歳以上とに分割），入院
年数（10年未満と10年以上とに分割）の臨床因子と
REHAB得点との関係について示した。調査時年齢に
おける50歳未満の群のREHAB得点はことばの明瞭
さの項目において 4点であり，50歳以上の群の得点
の 7点よりも有意に低くなっていた（p<0.05）。また，
50歳未満の群のセルフケアの項目のREHAB得点は
9点となっており，50歳以上の群の得点の13点よりも
有意に低い得点を示した（p<0.05）。発症時年齢にお
ける20歳未満の群のREHAB得点は社会生活技能にお
いて13点であり，20歳以上の群の得点の10点よりも有
意に高くなっていた（p<0.05）。入院年数における10
年未満の群のREHAB得点はことばの明瞭さの項目
において 6点であり，10年以上の群の得点の 8点より
も有意に低くなっていた（p<0.01）。
　表 4に作業療法への参加の有無とREHABの得
点との関係について示した。社会的活動性における
作業療法参加群のREHAB得点は29点であり，作

表１　対象のREHABの得点（N=81）
Median（25%～75%）

社会生活技能項目 合計得点
社会的活動性 （ 6項目） 31 （21～31）
ことばの明瞭さ （ 2項目） 7 （3～10）
セルフケア （ 5項目） 13 （8～20）
社会生活技能 （ 2項目） 11 （8～14）
全般にわたる評定 （ 1項目） 5 （7～4）
全般的行動合計 67 （48～86）
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図１　全般行動の項目別得点（median）
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業療法不参加群の38点よりも有意に得点が低かった
（p<0.01）。また，社会生活技能における作業療法参加
群のREHAB得点は10点であり，作業療法不参加群
の14点よりも有意に得点が低かった（p<0.01）。

Ⅳ．考　　察

1．対象者の生活障害について
　統合失調症患者の持つ障害は，精神機能障害に起因
する幻覚や妄想などの精神症状のほかに，生活の仕方
が下手であること，人づきあいが不得手であること，
就労能力の不足，生活経過の不安定性，生きがいの乏
しさなどの生活障害３，４）が指摘されている。幻覚や妄
想など精神症状に対する治療は抗精神病薬による薬物
療法が主として行われており，生活障害に対する治療
は，作業療法をはじめとするリハビリテーション訓練
を通した技能の学習が行われている。特に薬物療法に
より，精神症状が安定した統合失調症患者にとって，
生活障害の克服は重要な課題である。今回の調査対象
者のREHAB得点は，67点であり，この得点におけ
る社会生活の可能性の確率は18％であり10），退院のた
めにはさらなる生活技術の獲得が求められる。次に，
REHABの一般行動の各カテゴリ障害の程度について
比較した。このとき，REHABの各カテゴリの項目数

表２　REHAB得点と背景因子（N=81）
Median（25%～75%）

家族の受け入れ 就労経験
良好（12例） 不良（67例） 有（63例） 無（15例）

社会的活動性 33（18～40） 30（23～39） 30（20～39） 35（26～44）
ことばの明瞭さ 5（2～10） 7（4～10） 7（4～10） 7 （3～9）
セルフケア 11（8～15） 13（8～21） 13（8～20） 10（8～17）
社会生活技能 13（10～15） 11（8～13） 10（8～13） 13（10～17）
全般にわたる評定 4 （2～6） 5 （4～7） 5 （4～7） 6 （2～7）
全般的行動合計 65（38～81） 69（48～86） 69（48～88） 68（41～80）

不明 2例を除く 不明 3例を除く

表３　REHAB得点と臨床因子（N=81）
Median（25%～75%）

調査時年齢 発症時年齢 入院年数
50歳未満 50歳以上 20歳未満 20歳以上 10年未満 10年以上
（18例） （63例） （26例） （55例） （34例） （47例）

社会的活動性 24（14～39） 31（24～39） 33（22～41） 30（20～39） 30（19～39） 32（24～40）
ことばの明瞭さ 4（2～10） 7（5～10）* 8（6～10） 7（3～10） 6 （2～9） 8（6～10）**
セルフケア 9（5～13） 13（8～22）* 14（9～21） 12（7～18） 11（5～16） 15（9～21）
社会生活技能 12（10～15） 10（8～13） 13（9～15） 10（8～13）* 10（9～15） 11（8～14）
全般にわたる評定 4 （2～6） 5 （4～7） 6 （4～7） 4 （2～7） 5 （2～7） 5 （4～7）
全般的行動合計 78（66～89） 62（45～82） 75（38～81） 71（50～88） 73（49～86） 67（46～82）

＊：p<0.05
＊＊：p<0.01

表４　REHABの得点と作業療法参加の有無（N=81）
Median（25%～75%）

参加 不参加
（52例） （29例）

社会的活動性 29（18～36） 38（26～43）*
ことばの明瞭さ 7（4～10） 7（3～10）
セルフケア 12（8～20） 13（8～20）
社会生活技能 10（8～13） 14（11～15）*
全般にわたる評定 4 （2～7） 6 （4～7）
全般的行動合計 68（49～81） 73（40～91）
＊：p<0.01
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が異なるため合計点を直接比較することができないた
め， 1項目あたりの平均を算出した。その結果，社会
生活技能と社会活動性の障害が最も高度であり，以下
ことばの明瞭さ，セルフケアの順となった。なかでも
社会活動性と社会生活技能における 1項目あたりの得
点は 5点以上であった。REHABにおいて 5点は 0点
～ 9点の中間に位置し，半分以上ということで障害が
高度であると判断した。社会活動性と社会生活技能の
障害が高度であったことは，統合失調症者の対人関係
の不得手や社会資源の利用の不得手などの生活障害４，
５）を反映していると考えられた。ことばの明瞭さの障
害は舌の動きや口輪筋の動きなどの口腔機能の影響が
大きく，対象者の服用している薬の影響が考えられる。
セルフケアが最も能力が高かったことは，病棟生活に
おける生活指導の効果を反映していると考えられた。

2．環境要因としての家族関係と就労
　生活管理技能の障害や対人関係技能の障害など生活
障害４，５）を有する統合失調症患者にとって，家族は彼
らの生活技能を補完するという点で重要な因子とな
る。今回の調査では良好12例に対し，不良が67例と多
い結果となった。このように受け入れの良くない家族
との同居は，統合失調症患者のストレスを増加させ再
発の要因となる11）。したがって，今回の対象群の退院
を促進するためには，単身生活が可能となる服薬管理
を含む日常生活の管理技能の習得が不可欠であること
を示唆している。
　就労は，統合失調症患者が退院した後の収入となる
ばかりでなく，社会参加を支えるものとして重要な役
割を担っている。精神障害者の就労にあたって職場の
精神障害者に関する理解や受け入れ状況や精神障害者
自身の職業遂行能力だけではなく，彼ら自身の希望と
の整合性を考慮しなければならない12）。特に，就労先
と彼ら自身の希望との乖離が大きい場合，仕事に対す
る動機付けが弱くなり，就労継続が困難になると考え
られる。したがって，就労にあたり，精神障害者自身
がどのような職業や就労先を選択するのかということ
が重要になる。このとき，精神障害者自身が就労体験
を振り返ることで，自分自身の能力や職業の適正判断
に役立つと考えられる。今回の調査では就労経験を有
するものが63例であり，就労支援にあたり，過去の経
験を振り返る機会の提供が重要であると考えられる。

3．臨床因子と生活技能
　統合失調症患者の，今回の調査では，ことばの明瞭
さにおいて，調査時年齢が50歳未満の群が50歳以上の

群よりも高い能力を示し，入院年数においては10年未
満の群が10年以上の群よりも高い能力を示していた。
ことばの明瞭さは，舌の動きや歯の状態など口腔機能
の影響を受ける。この口腔機能は高齢化に伴い低下す
ることが知られており13），今回の結果もそのことを反
映していると考えられる。調査時年齢が50歳以上の群
における入院期間10年以上のものの割合は68%であっ
たことから，入院年数が10年以上の群がことばの明瞭
さの能力の低下も加齢が影響していると考えられる。
　また，50歳以上の群の最高齢は81歳であり，平均年
齢は61歳であった。一般的に高齢化に伴う基本的日常
生活活動の障害として移動，食事，排泄，入浴，整容，
衣服の着脱等の不自由さが増加する14）。50歳以上の群
のセルフケア能力が50歳未満の群のそれに比べて障害
されていたことは，加齢によるADL能力の低下14）を
反映していると考えられた。
　我々は成長過程のうち，思春期から青年期に経験を
通して仲間とのつきあい方や社会資源の利用の仕方な
どについて習得する。20歳未満に発症した場合，これ
らの経験をする機会が少なくなると考えられる。発症
時年齢における20歳未満の群の社会生活技能は20歳以
上の群よりも低い結果を示したことは，前述の20歳未
満の発病が社会経験の機会を希薄にしたためと考えら
れる。

4．作業療法と生活技能
　精神科作業療法は，精神障害者の幻覚や妄想からの
注意の転換，対人関係やセルフケア能力の改善を目的
として行われているものである15，16）。今回の調査にお
いて，作業療法参加群と不参加群の生活能力は，社会
的活動性と社会生活技能において作業療法参加群が作
業療法不参加群より能力が高い結果を示した。社会的
活動性は，他人との交流の状況（病棟内での交流，病
棟外での交流），対人交流を円滑にするための技能（こ
とばの量，自発的に他の人へ話しかけること），自発
性（余暇の過ごし方，活動性）の評価項目で構成され
ており，これらの技能は作業療法場面で必要とされた
り，作業療法の目標15）となっているものである。また，
社会生活技能の評価項目である金銭管理，地域の施設・
機関の利用についても作業療法場面での計画性の獲得
やレクリエーションに伴う外出などで向上したものと
考えられる。
　それに対してことばの明瞭さ，セルフケア，全般的
行動合計の項目のREHAB得点には作業療法参加群
と不参加群との間には有意な差異は認められなかっ
た。ことばの明瞭さの改善には繰り返しの発語訓練が
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必要となるが，作業療法場面で行われることはまれで
あることや，ことばの明瞭さに影響を及ぼす因子とし
ての薬の副作用の問題が影響を及ぼしていると考えら
れる。セルフケアや全般的行動についても作業療法場
面で行われるよりは病棟での生活指導に因るところが
大きいためと考えられる。
　以上のことから，今回の調査対象である統合失調症
患者の生活能力は社会生活技能と社会活動性が高度に
障害されており，作業療法がそれらの技能の向上に寄
与する可能性が示唆された。

Ⅴ．ま と め

　入院中の統合失調症患者81例を対象として，生活障
害と個人要因，環境要因との間の関連を調べた。その
結果，以下のことが判明した。
1．調査対象者のREHAB得点からの退院可能性は
18%であった。REHABの下位項目では社会生活技能
と社会活動性の障害が高度であった。
2．臨床因子とREHABの下位項目との関係では，
ことばの流暢さは調査時年齢が50歳以上と入院年数10
年以上で障害が高度であった。その影響因子として加
齢が示唆された。また，セルフケア能力も50歳以上で
障害が高度であり，同様に加齢の影響が示唆された。
社会生活技能は発症年齢20歳未満で障害が高度であ
り，発病によって，社会生活の経験機会が減少したこ
とによると考えられた。
3．家族の受け入れ状況は，対象者の83%の者が家族
の受け入れ状態が不良であった。退院に家族の協力が
期待できないため，退院のためにはより高度な生活技
能の習得が必要であると考えられた。
4．作業療法参加群の社会活動性と社会生活技能は不
参加群よりも高かった。このことより，経験不足によ
る社会性技能低下や社会活動性低下の改善に作業療法
が有効であることが示唆された。
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Characteristics of skills for daily living in inpatient with 
schizophrenia; relationship between skills of daily living and 

treatment of occupational therapy/ clinical factors.
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Abstract：Interaction between disturbance of social skills, personal factors and environmental 
factors for the 81 inpatients with schizophrenia were surveyed. Social activity factors and 
community skills factors were more impaired than other factors (i,e; Disturbed Speech factors, 
Self-care factors and over all rating) of subjects. In the group of the patients over 50 years 
old, Disturbed Speech factors were severe and Self-care factors were more impaired than the 
group of patients under 50 years old. In the group of the patients hospitalized over 10 years, 
Disturbed Speech factors were more impaired than the group of the patients hospitalized 
under the 10 years.  Social activity factors in the group of the patients whose age at onset was 
under 20 years were more impaired than the group of the patients whose age at onset was 
over 20 years. These results suggested that disturbance of social skills were infl uenced by lack 
of experience of social life.
　 Social activity factor of the group treated with occupational therapy was better than that 
non of treated group. It was suggested that occupational therapy was effective to improve 
social activity of the inpatients whose social skills were disturbed by luck of experience of 
social life.

Key words：schizophrenia; abilities of daily living; living skills; personal factors; 
                    environmental factors
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健常者に対する多重課題の影響　
－暗算と肘関節運動の多重課題法による検討－
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要旨：目的：本研究は「同時に複数の作業を行なう」ための情報処理能力を評価することを可
能にするため，健常者の多重課題時のデータを収集し，特徴を分析することを目的とした。
対象と方法：対象は健常者 9 名である。課題は右肘関節屈伸反復運動を行いながら暗算を行う
多重課題とした。多重課題の成績を評価する対照として反復運動と暗算課題それぞれ単独での
成績を算出した。暗算課題は繰りあがりでの足す工程の数によって 3 段階の難易度を設定した。
多重課題の成績を見るために肘関節の角度と暗算の正答数を計測し，肘関節角度からは反復運
動の周波数と運動範囲を抽出した。
結果と考察：多重課題時と単独課題時の成績を比較すると，繰りあがりのある暗算課題の成績
が多重課題時に有意に低い値を示した（p＜0.05）。肘関節運動はどの条件においても低下はな
かった。以上のことから，健常者が暗算と肘関節反復運動の多重課題を行ったとき，暗算の成
績が低下するという特徴が示された。また，若年者の評価をするときは，段階付けを大きくす
る必要があることが考えられた。

キーワード：多重課題法，暗算，上肢運動
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Ⅰ．はじめに

　人は，環境から受ける様々な情報を同時並列的に処
理しながら，適切な行動を計画し実行している。高齢
者や脳血管疾患患者のような情報処理に問題を示す対
象者の作業活動では，一度に複数の行動の指示を与え
ると混乱してしまうことが多く見られる１－３）。これら
の症状は，「同時に複数の作業を行なう」ための何ら
かの情報処理能力に問題があると考えられ，患者の日
常生活を阻害する主要因の一つになっている。この情
報処理能力を評価する手段として認知心理学分野で用
いられているものに二重課題法または多重課題法があ
る４）。
　多重課題法は，認知心理学分野では 2 つ以上の課題

を同時に処理する過程での反応時間や課題遂行能力を
指標とし，情報処理資源の容量やその資源配分の特性
を評価できるものとされている４）。対象者は，複数の
課題への注意を適切に配分しながら，課題を遂行する
ことが求められることから，多重課題法による評価
は，特に脳卒中患者などの情報処理に問題を示す対象
者に対して，その症状の評価や対処方法を検討する上
で有用な示唆を示す。
　多重課題法にはワーキングメモリ（working 
memory）が関係することが指摘されている４）。ワー
キングメモリは，情報処理の過程で一時的に中間の処
理情報を「保持」かつ「処理」する働きをもつ。両者
を制御し，ワーキングメモリの中核をなすのが注意の
制御システム（executive system）といわれ，注意資
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源の適切な割り振りを実行している５）。このシステム
は厳しい容量制約をもち，脳の前頭葉機能と深く関わっ
ていることが最近の研究で明らかになってきた６，７）。
情報の「保持」と「処理」の両者は，一定の情報処理
資源を競合的に奪い合うように作用することが知られ
ており，情報の保持と処理が増加した場合，オーバー
フローが生じ，その結果がミス，事故や思考の混乱を
誘発する原因の一つとなる５）。
　先行研究では，脳血管疾患患者のほか，高齢者など
を対象に認知課題や運動課題を 2 課題以上同時に行わ
せて情報処理資源の容量やその資源配分の特性を評価
している８－11）。これらの研究において様々な多重課題
の影響に関する知見が得られているが，研究者ごとに
用いる課題が異なるほか，健常者を対象とした研究12，13）

は少ない。また，脳血管疾患は運動機能の低下のほか，
様々な精神機能面の低下が生じるため，多重課題の影
響について正しく評価できるかどうか疑問が残る。そ
こで，本研究では「同時に複数の作業ができない」と
いう状況に陥る情報処理の問題をもった対象者を評価
するための方法を考えるために，現段階では認知面と
運動面に問題のない健常者のデータを収集し，多重課
題で生じる特徴を分析することとした。

Ⅱ．方　　法

1．対象者
　本研究は弘前大学大学院医学研究科倫理委員会の承
認の基に実施した（承認番号2008-079）。
　対象者は，実験協力に同意の得られた21～24歳の健
常者 9 名（男 5 名，女 4 名，平均年齢21.3歳）である。
対象者は右肘関節屈伸反復運動に障害がないこと，掛
け算が可能であることの 2 条件を満たしていることと
した。

2．実験方法
（ 1 ）多重課題の設定
　多重課題には，得られたデータを作業療法の治療業
務に反映するために，作業療法で多く用いられる暗算
と上肢運動を選択した。実験動作は，暗算と上肢運動
の課題を同時に行うことである。また，多重課題での
成績を比較するためにそれぞれの課題を単独で行っ
た。
　暗算と上肢運動課題の詳細を以下に示す。
①暗算課題
　多重課題のうちの 1 つ目として暗算を設定した。暗
算は，高齢者の知能検査に多く用いられ，繰りあがり
の情報の処理でワーキングメモリを使用する一般的な

作業といわれている14－15）。実験では，繰りあがりで
の計算の個数によって段階付けし，以下に示す 3 条件
を設定した。 1 つ目は，繰りあがりで足す行程がない
二桁×一桁の掛け算（例：61× 3 ，以下，暗算条件ａ
とする。）， 2 つ目は，十の位で繰りあがり，足す行程
がある二桁×一桁の掛け算（例：62× 7 ，以下，暗算
条件ｂとする。）， 3 つ目は，十の位と百の位で繰りあ
がり，足す行程がある二桁×一桁の掛け算（例：67×
6 ，以下，暗算条件ｃとする。）である。
　暗算問題は，パソコン画面中央に 1 問あたり 5 秒間
提示し，それを10問出題した。これは各条件において
同様とした。いずれも問題が提示されている間に口頭
にて回答するものとした。
②上肢運動課題
　多重課題のうちの 2 つ目として右肘関節反復運動

（以下，肘関節運動）を設定した。肘関節運動は，日
常生活では摂食動作に大きく関与し16），サンディング
などの訓練種目においても治療対象になる関節運動で
ある。実験では，右肘関節反復運動は，立位，右肩関
節屈曲90度位にて，水平面上を運動範囲が屈曲30度か
ら120度，周波数が 0.33Hz になるように運動の範囲と
速さの調節をしながら行わせることにした。
　運動の調節には，前頭前野が使用されると言われて
おり17），ワーキングメモリも同様に前頭前野が使用さ
れるといわれている４，６，７）。すなわち，暗算と運動の
調節の 2 課題は，ともに脳の同一部位を使用するため，
2 課題を同時に行う場合には情報を処理できずに両方
の課題もしくはどちらか一方の課題に成績の低下を起
こすこと（情報の保持と処理のオーバーフロー）が考
えられる。なお，右肘関節反復運動に対しては，肘関
節運動の範囲や早さが対象者に十分に意識されるよう
運動範囲，周波数とも事前に30分から 1 時間程度の練
習を実施した。
（ 2 ）実験実施手順
　実験は，はじめに多重課題の 3 条件を各 1 回ずつラ
ンダムに実施し，終了後に暗算の単独課題 3 条件を各
1 回ずつランダムに実施する。その後，対象者の疲労
がないことを確認し，肘関節運動の単独課題 1 条件を
1 回実施した。
（ 3 ）測定項目と実験装置
　測定項目は，右肘関節の経時的角度と暗算の回答，
動作様式とした。
　これらを測定する実験装置の概略を図 1 に示す。右
肘関節の経時的角度は電気ゴニオメーターを使用して
計測し，コンピュータに記録した。暗算の回答は，対
象者が回答したものを検者が記録した。動作様式は，
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前，左，上方向からの 3 台のビデオカメラにて撮影し
た。電気ゴニオメーターによる計測，暗算問題の提示，
動作の撮影はコントロールスイッチで同期させた。
（ 4 ）解析方法
　肘関節運動の解析は，肘関節の経時的角度から周波
数，運動範囲を算出した。
　周波数，運動範囲，暗算の正答数は，全対象者の
平均値について，多重課題時と単独課題時との比較，
各暗算条件間での比較を行った。正答数は Fisher’s 
exact test，右肘関節反復運動の周波数と運動範囲は
対応のないｔ検定を用いた。統計解析ソフトは SPSS 
17.0J（SPSS Japan）を用い，いずれの検定も有意水
準を危険率 5 ％とした。

Ⅲ．結　　果

1．単独課題時と多重課題時の成績の比較
　暗算課題における単独課題時と多重課題時の成績を
図 2 に示す。
　暗算条件ａにおいて，単独課題時は10.0±0 問，多
重課題時は10.0±0 問であった。暗算条件ｂにおいて，
単独課題時は7.8±1.9問，多重課題時は4.6±2.5問であ
り，単独課題時に比べ，多重課題時に有意に（p＜0.05）
低い値を示した。暗算条件ｃにおいて，単独課題時は
6.2±3.1問，多重課題時は3.8±2.9問であり，単独課題
時に比べ，多重課題時に有意に（p＜0.05）低い値を
示した。

図１　実験装置の概略

図２　暗算課題における単独課題時と多重課題時の成績
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　肘関節運動における単独課題時と多重課題時の成績
を図 3 に示す。
　肘関節運動の周波数は，単独課題時は0.32±0.02Hz
であった。暗算条件ａとの多重課題時は0.33±0.02Hz
であった。暗算条件ｂとの多重課題時は0.35±0.03Hz
であった。暗算条件ｃとの多重課題時は0.35±0.02Hz
であった。肘関節運動における周波数の成績は，単独
課題時の成績と比べ，多重課題時のすべての暗算条件
において成績の低下はなかった。
　肘関節運動の運動範囲は，単独課題時は109.2±6.8
度であった。暗算条件ａとの多重課題時は109.0±5.3
度であった。暗算条件ｂとの多重課題時は105.5±8.9
度であった。暗算条件ｃとの多重課題時は103.5±10.3

度であった。肘関節運動における運動範囲の成績は, 
単独課題時の成績と比べ,多重課題時のすべての暗算
条件において成績の低下はなかった。

2．暗算条件の違いによる成績の比較
　暗算の単独課題時の暗算条件の違いによる成績を図
4 に示す。
　暗算条件ａは10.0±0 問，暗算条件ｂは7.8±1.9問，
暗算条件ｃは6.2±3.1問であり，単独課題時の正答数
は，暗算条件ａに比べ，暗算条件ｂとｃで有意に（p
＜0.05）低い値を示した。
　多重課題時の暗算条件の違いによる暗算の成績を図
5 に示す。

図３　肘関節運動における単独課題時と多重課題時の成績

図４　暗算条件の違いによる単独課題時の暗算成績
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　肘関節運動と暗算との多重課題時の正答数について
各暗算条件間で比較するために，単独課題時の正答数
を基準とした多重課題時の正答数を割合（以下，正答
率とする。）で表した。暗算条件ａは100.0±0％，暗
算条件ｂは55.3±22.0％，暗算条件ｃは55.3±33.5％で
あり，多重課題時の正答率は，暗算条件ａの暗算の時
に比べ，暗算条件ｂとｃで有意に（p＜0.05）低い値
を示した。
　多重課題時の暗算条件の違いによる肘関節運動の成
績を図 6 に示す。
　肘関節運動の周波数において，暗算条件ａとの多
重課題時は0.33±0.02Hz，暗算条件ｂとの多重課題時
は0.35±0.03Hz，暗算条件ｃとの多重課題時は0.35±

0.02Hzであった。多重課題時の肘関節運動の周波数の
成績は，暗算条件の違いによる成績の低下はなかった。
肘関節運動の運動範囲において，暗算条件ａとの多重
課題時は108.1±5.7度，暗算条件ｂとの多重課題時は
105.0±8.7度，暗算条件ｃとの多重課題時は103.1±9.7
度であった。多重課題時の肘関節運動の運動範囲の成
績は，暗算条件の違いによる成績の低下はなかった。

Ⅳ．考　　察

1．健常者への多重課題の影響の特徴について
　多重課題法は，人間における情報処理や反応の限界
を研究する際の一般的な研究パラダイムである。現在
ではこれまで得られた研究成果を総合してもその特徴

図５　暗算条件の違いによる多重課題時の暗算の成績

図６　暗算条件の違いによる多重課題時の肘関節運動の成績
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について一般的な結論は出されていない４）。そのため，
本研究では作業療法で一般的に用いる課題であり，多
重課題の状況になりやすい認知課題と運動調節課題に
ついて暗算と肘関節反復運動を例に挙げ，多重課題の
影響の特徴について健常者を対象として検討した。
　一般的に多重課題法における評価は，各々の課題を
単独で行った時の成績と複数の課題を同時に行ったと
きの成績を比較することによって行われている４，18）。
単独課題時より多重課題時の成績が低下するのであれ
ば，多重課題時に情報の保持と処理が増加し，オーバー
フローが生じたことを意味する。このような見方で本
実験によって得られた単独課題時の成績と多重課題時
の成績を比較すると，多重課題時の成績の低下は暗算
条件ｂとｃの時の暗算課題において見られた。一方，
上肢運動課題においては，周波数，運動範囲ともに単
独課題時と比較し，多重課題時に成績の低下はなかっ
た。
　本実験では課題の情報の増減は主として暗算課題に
よって調節されている。つまり，繰りあがりで足す工
程の個数が増え，暗算課題が難しくなると，情報の保
持や処理する情報が多くなることで情報のオーバーフ
ローがおこると考えられる。本実験で得られた結果で
は，暗算条件ａは情報の保持と処理が少なく，多重課
題時に情報のオーバーフローが生じなかった。暗算課
題ｂとｃでは，情報の保持と処理が多くなり，多重課
題時に情報のオーバーフローが生じたと考えられる。
　以上のことより，暗算のような認知課題と肘関節運
動のような単純な単関節運動調節課題の多重課題時に
情報の保持と処理にオーバーフローが起こったとき
は，認知課題の成績が先に低下するという特徴がある
可能性が示唆された。しかし，先行研究では，多重課
題における成績の低下はどちらにも見られるという報
告が多くみられる12，19－21）。本研究において肘関節反復
運動の成績が低下しなかったのは，実施した肘関節反
復運動が，視覚的に状態をフィードバックしやすい肢
位で行われていることや運動自体単純な運動であるた
め成績の低下を起こしにくいといった理由が考えられ
る。

2．本研究の限界と今後の課題について
　本実験の結果では，難易度の変化の影響がほとんど
みられなかった。これは健常者の注意資源容量が関係
すると考えられる20，21）。Oliver Huxhold らは，健常者，
特に若年の健常者は注意資源の量が多く，高齢者で現
れた差が若年健常者では現れなかったという結果を得
ている20）。本実験の対象者は平均年齢21.3歳の健常者

であり，今回の難易度設定では対象者の注意資源が多
かったために情報のオーバーフローが生じにくかった
と考える。「同時に複数の作業を行なう」能力を多重
課題法で評価するときは，対象が若年者であるときに
は本実験の難易度の段階付けより難易度を大きく設定
する必要があった。
　また，本実験では健常者とくに若年の健常者を対象
としたが，臨床場面では高齢者で何らかの疾患を抱え
ている方を対象にすることが多い。高齢者や脳卒中患
者は多重課題の影響がでやすいという報告があること
から20，21） 本研究より特徴が顕在化すると考えられる。
臨床場面で「同時に複数の作業を行なう」情報処理能
力を評価するための手法を考えていくためには，今後
は高齢者を対象とした研究や脳卒中罹患の有無に着目
した研究も必要であると考える。

Ⅴ．ま　と　め

1 ．「同時に複数の作業を行なう」ための情報処理能
力を評価することを可能にするため，健常者の暗
算と上肢運動の多重課題時のデータを収集し，特
徴を分析した。

2 ．単独課題時と多重課題時の成績の比較では，多重
課題時の成績の低下は繰りあがりの処理で足す工
程がある暗算課題において見られた。一方，上肢
運動課題においては，成績の低下はなかった。

3 ．暗算条件の違いによる成績の比較では，繰りあが
りの処理で足す工程がない暗算課題と繰りあがり
の処理で足す工程がある暗算課題において見られ
た。一方，上肢運動課題においては，成績の低下
はなかった。

4 ．暗算のような認知課題と肘関節運動のような単純
な単関節運動調節課題の多重課題時に情報の保持
と処理にオーバーフローが起こったときは，認知
課題の成績が先に低下するという特徴がある可能
性が示唆された。
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The effect of the multi-task on ordinary people
－Examination using the multi-task with mental arithmetic 

and elbow joint movement－
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Abstract：Introduction: The purpose of this study was to correct the data of multi-task and 
to analyze characteristics of multi-task on ordinary people. Elderly person and stroke patients 
often deteriorate the ability of information processing such as “performing multiple tasks at the 
same time”. The multi-task method was used to evaluate this ability. The data of this study will 
show the characteristics of multi-task on ordinary people, and it will become the standard for 
evaluation of the ability of information processing.
Method: The subjects were 9 healthy individuals. The task in this experiment was to make a 
mental arithmetic performing right elbow repetition movement at the same time (multi-task).
The performance of the experiment in the single task was measured as a control (single-task).
The mental arithmetic was used with three different levels. We measured the elbow joint 
angle and the number of the correct answer in the mental arithmetic. And we extracted the 
frequency and the range of motion from an elbow joint angle.
Results and Discussion: In a diffi  cult mental arithmetic task, the number of the correct answers 
of the mental arithmetic was low performance in case of multi-task in comparison with single-
task (p<0.05). The elbow joint repetition movement did not show any change comparing with 
the single task in the every condition. Several characteristics of multi-task were shown in the 
cognitive task (mental arithmetic) and in the movement control task (right elbow joint repetition 
movement). Firstly, cognitive task deteriorates earlier than movement control task when 
performing the both tasks at the same time. Secondly, when we evaluate young patients, it is 
necessary to set a lot of stages of diffi  culty.
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上がり框からの立ち上がり動作における立ち上がりやすい
動作の様式と足底圧，および下肢関節可動域との関係
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要旨：上がり框からの立ち上がり動作における立ち上がりやすい動作の特徴について，立ち上
がりやすさの評定，動作時の足底圧，下肢関節可動域（ROM）から検討した。対象は健常者13
名。台座の高さは18cm。対象者は膝の開き幅が異なる条件で台座から立ち上がった。動作時の
足底圧を記録した。動作後に立ち上がりやすさの評定と関節可動域（ROM）を計測した。結果
は，「普段どおり」，「立ち上がりやすい」と評定した動作では，動作の様式に関係なく，動作時
に足趾全体の圧が高まっていた。「膝を開いた場合」が立ち上がりやすいとした者は，膝関節外
旋，足関節外返し，底屈のROMが小さかった。「膝を閉じた場合」が立ち上がりやすいとした
者は股関節内旋，足関節底屈のROMが大きかった。以上より，立ち上がりやすい動作の特徴
は足趾全体に加圧できることであり，立ち上がりやすい動作様式は対象者の下肢ROMが関係
していることが示唆された。

キーワード：立ち上がり動作，動作分析，関節可動域
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Ⅰ．はじめに

　我々の日常生活において外出は，生活を豊かに，か
つ健康的にするという点において不可欠なことであ
る１－３）。
　外出をするにあたり，多くの日本家屋では，玄関に
上がり框がある。外出時には上がり框に座り，靴の着
脱動作を行い，立ち上がり，外出する。しかし，上が
り框は座面が低い為，立ち上がり動作時の身体負担が
増大し，椅子からの立ち上がり動作に比べ立ち上がり
にくい。
　そこで，作業療法士は，対象者が立ち上がりやすい
とする上がり框からの立ち上がり動作の獲得を目指し
指導する必要がある。
　上がり框のような低い座面からの立ち上がり動作に

ついての先行研究は数例ある４－12）が，対象者の立ち
上がりやすさに着目した研究は少なく，対象者自身が
立ち上がりやすいとする動作についての検討を行う必
要がある。
　加福らは，低い座面からの立ち上がり動作における
対象者が立ち上がりやすいとする動作について，立ち
上がり動作時に下肢を開脚，つまり股関節を外転外旋
した肢位での立ち上がり動作と，下肢を閉脚，つまり
股関節を内転内旋した肢位での立ち上がり動作につい
ての比較検討を行った13，14）。これらの先行研究におい
て，下肢を開脚することで立ち上がりにくいとする被
験者がそれぞれ37名中 8名，25名中 5名おり，全ての
被験者が下肢を開脚した立ち上がり動作が立ち上がり
やすいとしたわけではなかった。また筆者自身，過去
に臨床において加福らの先行研究を参考に，低い座面
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からの立ち上がり動作において下肢を開脚した動作の
指導を行ったが，開脚した動作を立ち上がりやすいと
した者だけでなく，立ち上がりにくいとした者がいた
ことを経験していた。
　このことから，全ての対象者が下肢を開脚した立ち
上がり動作を立ち上がりやすいとするわけではなく，
個人の身体機能面の違いによって立ち上がりやすいと
する動作の様式が異なることが考えられる。対象者が
立ち上がりやすいとする動作の様式を選択できること

は，臨床場面では必要であるが，対象者の身体機能面
から立ち上がりやすいとする動作の様式，または立ち
上がりやすいとする動作の特徴について検討した報告
は少ない。
　そこで，我々は，上がり框からの立ち上がり動作に
ついて，動作条件を「普段どおり」を基準とし，「普
段より膝を開いた」場合，「普段より膝を閉じた」場
合の 2条件の立ち上がり動作を行い，対象者自身に立
ち上がりやすさを評定してもらった。各条件での立ち

図１　実験場面の概略図
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上がりやすさの評定値について，動作時の足底圧の分
布，下肢関節可動域（以下，下肢ROMとする）との
関係について検討行った。

Ⅱ．方　　法

　対象者は20～26歳の健常な男性 9名，健常な女性 4
名であった。対象者には，本実験の目的および方法に
ついて書面と口頭にて説明し，研究への参加は自由で
あること，研究に参加しなくても不利益が生じないこ
とを加え，同意を得た。記録は個人が特定できないよ
うに扱い，検討された事象だけを扱った。
　課題動作は台座からの立ち上がり動作とし，課題動
作の条件は「普段より膝を開いた」場合，「普段より
膝を閉じた」場合の 2条件とした。
　台座の座面高は，国土交通省が平成13年に国土交通
省が告示した「高齢者が居住する住宅の設計に係る指
針」に上がり框の高さの上限と記載されている18cm
とした15）。立ち上がり動作時の足部の位置，向きは，
被験者の任意とした。立ち上がり動作の速度は被験者
の任意とした。
　実験場面の概略図を図 1に示す。計測項目は，動作
の撮像，立ち上がり動作時の座圧と足底圧，床反力，
床面へ投影された重心位置，立ち上がりやすさの評定，
下肢ROMの 6項目とした。動作の撮像は前方と左側
方の 2方向からビデオカメラで行った。座圧と足底圧
の計測には圧力分布測定システム（HUGE－MAT；
ニッタ株式会社）を用いた。これは，圧が低い部分を
冷色で示し，圧が高い部分を暖色で示し，紺から赤へ
のカラーコントラストで圧の違いを経時的に記録する
ものである。床反力と床面へ投影された重心位置の計
測は床反力計で行った。すべての計測装置は，コント
ロールスイッチで統制し同時に計測が開始され0.01秒
で同期するように設定した。立ち上がりやすさの評定
は，普段行っている動作の評定を「 3」とし，立ち上
がりやすいものを「 4」，非常に立ち上がりやすいも
のを「 5」，立ち上がりにくいものを「 2」，非常に立
ち上がりにくいものを「 1」とした 5段階評定とした。
各条件での課題動作を複数回試行した直後に，行っ
た動作の立ち上がりやすさを被験者自身が評定した。
「 3」の評定をした動作を「普段と同じ」とし，｢ 3 ｣
より大きい評定をした動作を「立ち上がりやすい」動
作とし「 3」未満の評定をした動作を「立ち上がり
にくい」動作とした。下肢のROMの計測は股関節内
旋，股関節外旋，膝関節内旋，膝関節外旋，足関節内
返し，足関節外返し，足関節背屈，足関節底屈の 8つ
の ROMについて課題動作終了後にゴニオメーターを

使用し徒手計測を行った。
　解析は，いずれの条件においても，被験者が課題動
作を複数回施行したうち，ビデオ画像および重心の左
右方向の動揺が最も少ない 1施行を動作の代表例とし
て分析した。分析の際，立ち上がり動作を，殿部離座
直前の重心が最も後方に移動した時点（以下，重心後
方時点とする。），殿部離座の直後の床反力が最大値を
示した時点（以下，床反力最大時点とする。），殿部離
床から直立位に至る際の重心が最も前方へ移動した時
点（以下，重心前方時点とする。）の 3時点で動作を
区分した。分析内容は，立ち上がりやすさの評定値と
各条件における動作時の 3時点での足底圧分布との関
係，立ち上がりやすさの評定値と下肢ROM計測値と
の関係を検討した。下肢ROM計測値と立ち上がりや
すさの評定値との関係については統計処理ソフト（エ
クセル統計 Ver. 5.0）を用いて検討した。

Ⅲ．結　　　果

1．立ち上がりやすさの評定値と動作様式との関係
　表 1は，立ち上がり動作の様式ごとに全被験者の立
ち上がりやすさの評定値をまとめたものである。
　まず，各動作の様式ごとの立ち上がりやすさの評定
値についてみる。
　立ち上がり動作時に「普段より膝を開いた」場合の
評定値は，被験者13名中 2名（G，J）が「3.5」， 5名
（D，H，I，L，M）が「 3」，6名（A，B，C，E，F，
K）が「 2」であった。
　このことより，「普段より膝を開いた」場合では，「立
ち上がりやすい」もしくは「普段と同じ」と評定した
者が 7名，「立ち上がりにくい」と評定した者が 6名
であった。
　立ち上がり動作時に「普段より膝を閉じた」場合の
評定値は，被験者13名中 1名（K）が「 4」，4名（A，E，F，
M）が「 3」，2名（B，C）が「2.5」，5名（被験者D，
G，H，J，L）が「 2」，1名（ I ）が「1.5」であった。
このことより，「普段より膝を閉じた」場合では，「立
ち上がりやすい」もしくは「普段と同じ」と評定した
者が 5名，「立ち上がりにくい」と評定した者が 8名
であった。
　以上のことより，「普段より膝を開いた」場合，「普
段より膝を閉じた」場合のいずれにおいても，立ち上
がりやすさの評定との間には一定の傾向が認められな
かった。
　次に同一の被験者間で，「普段より膝を開いた」場
合と「普段より膝を閉じた」場合の立ち上がりやすさ
の評定値について比較する。被験者 6名（被験者D，G，
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H，I，J，L）は「普段より膝を開いた」場合に「 3」
以上の評定をし「普段より膝を閉じた」場合に「 3」
未満の評定をしていた。被験者 4名（被験者A，E，F，
K）は「普段より膝を閉じた」場合に「 3」以上の評
定をし「普段より膝を開いた」場合に「 3」未満の評
定をしていた。
　また，被験者 2名（被験者B，C）は，両条件とも
「 3」未満の評定をしていたが，いずれも「普段より
膝を開いた」場合に「 2」と評定し，「普段より膝を
閉じた」場合に「2.5」と評定していた。
　被験者 1名（被験者M）はいずれの条件において
も「 3」と評定していた。
　以上のことより「普段より膝を開いた」場合，「普
段より膝を閉じた」場合の両条の立ち上がりやすさの
評定値を比較すると，「膝を普段より開いた」場合の
ほうが立ちあがりやすいとしたものが 6名，「膝を普
段より閉じた」場合のほうが 6名であった。

2．足底圧の変化と立ち上がり動作のやりやすさの評
定値との関係

　全被験者の足底圧の変化について図 2に示す。「膝
の広さが普段どおり」の場合の足底圧分布は，全被験
者がいずれの時点においても，母趾から小趾までの足
趾全体の圧が高く，中でも母趾側の圧が高かった（図
2中央）。
　立ち上がり動作時に「普段より膝を開いた」場合の
足底圧分布は，いずれの時点においても，被験者13名
中 7名（D，G，H，I，J，L，M）が，母趾から小趾

までの足趾全体が高く（図 2左の白地部），6名（A，B，
C，E，F，K）が，足底外側のみ，もしくは足趾全体
であっても小趾側の圧が高かった（図 2左の斜線部）。
立ち上がり動作時に「普段より膝を閉じた」場合の足
底圧分布は，いずれの時点においても，被験者13名中
5名（被験者Ａ，Ｅ，Ｆ，Ｋ，Ｍ）が，母趾から小趾
までの足趾全体が（図 2右の白地部），8名（被験者B，
C，D，G，H，I，J，L）が足底外側のみである，も
しくは足趾全体であっても，小趾側の圧が高かった（図
2右の斜線部）。踵部の足底圧分布は，「膝の広さが普
段どおり」，「普段より膝を開いた」，「普段より膝を閉
じた」のいずれにおいても，差異は認められなかった。
　以上のことより，足底圧分布は足趾部において，母
趾から小趾までの足趾全体に分布したもの（以下，全
体型足底圧分布とする。）と，足底外側のみ，もしく
は足趾全体であっても，小趾側の圧が高かったもの（以
下，足底圧分布外側型とする。）の 2パターンが認め
られた。また，「普段より膝を開いた」場合，「普段よ
り膝を閉じた」場合のいずれにおいても，足趾部にお
ける足底圧分布には一定の傾向が認められなかった。

3．足底圧分布パターンと立ち上がりやすさの評定値
との関係

　足底圧分布パターンと立ち上がりやすさの評定値と
の関係について図 3に示す。「普段より膝を開いた」
場合，「普段より膝を閉じた」場合のいずれにおいても，
足底圧分布が全体型足底圧分布の者の評定値は，「 3」，
「3.5」，「 4」であり，立ち上がりやすいと評定した。

表１　 膝を開く広さと立ち上がりやすさの評定値との関係

被験者
立ち上がりやすさの評定値

普段より膝を開いた 普段より膝を閉じた
Ａ 2 3
B 2 2.5
C 2 2.5
D 3 2
E 2 3
F 2 3
G 3.5 2
H 3 2
I 3 1.5
J 3.5 2
K 2 4
L 3 2
M 3 3

5：非常に立ち上がりやすい，4：立ち上がりやすい，3：普段と同じ
2：立ち上がりづらい，1：非常に立ち上がりづらい
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また，「普段より膝を開いた」場合，「普段より膝を閉
じた」場合のいずれにおいても，足底圧分布が外側型
足底圧分布の者の評定値は「1.5」，「2」，「2.5」であり，
立ち上がりにくいと評定した。

４．ROMと立ち上がり動作の評定との関係
　全被験者の下肢ROMの計測値と動作様式ごとの立
ち上がり動作のやりやすさの評定値との関係をまとめ

たものを図 4下段の表に示す。膝を開いた場合では，
中等度の相関が認められたのは膝関節外旋可動域で相
関係数は－0.509（ｐ＜0.01）であった。次に足関節底
屈可動域と，足関節外返し可動域であり，相関係数は
それぞれ，－0.504，－0.482（ともにｐ＜0.05），であった。
膝を閉じた場合では，高い正の相関が認められたのは
股関節内旋可動域と足関節底屈可動域で相関係数はそ
れぞれ0.607，0.519（ともにp＜0.01）であった。

図２　立ち上がり動作時の足底圧分布
立ち上がり動作時の足底圧の変化について注目した。普段どおりの動作の場合は全被験者とも全体型
足底圧分布を示していた。膝の開き幅を変えた際には，多くの被験者が普段どおりの立ち上がり動作
とは異なる，外側型足底圧分布を示していた。
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図３　足底圧分布パターンと立ち上がりやすさの評定値との関係
立ち上がり動作時の足底圧分布を分布のパターンごとにまとめ，それぞれの被験者の立ち上がりやすさ
の評定値を記載した。動作の様式に関係なく，全体型足底圧分布を示した者は立ち上がりやすい，また
は普段どおりであると評定していた。外側型足底圧分布を示した者は立ち上がりにくいと評定していた。

Ⅳ．考　　察

１．動作様式の違いによる立ち上がりやすさの評定の
違いについて

　立ち上がり動作の様式と動作に対する立ち上がりや

すさの評定について，「普段より開いた」場合に「立
ち上がりやすい」とした被験者と「立ち上がりにくい」
とした被験者がいた。加福らの先行研究において被験
者の 2割程度は下肢を開脚，つまり膝を外側に開いた
条件での立ち上がり動作で「立ち上がりにくい」とし



99上がり框からの立ち上がり動作における立ち上がりやすい動作の様式と足底圧，および下肢関節可動域との関係

立ち上がりにくい 立ち上がりやすい

股関節内旋

0

20

40

60

80

1 2 3 4 5

a：普段より膝を閉じた場合の立ち上がりやすさの評定値と股関節内旋可動域の関係
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b：相関係数一覧
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度

図４　（a）ROMと立ち上がりやすさの関係の一例と（b）相関係数一覧
図4（a）は股関節内旋の可動域の計測値と立ち上がり動作のやりやすさの評定値の回帰直線である。
立ち上がりやすいと評定したものほど股関節内旋方向への可動域が大きいことがわかる。同様の見方
で，関節可動域の計測値と立ち上がりやすさの評定値の相関係数をまとめたものが図4（b）である。

ている。また今回は逆に「膝を普段より閉じる」こと
で「立ち上がりやすい」とする被験者がいた。以上の
ことより，一概に開脚すれば対象者全員が立ち上がり
やすくなるわけではないといえる。
　加福らは，立ち上がりやすくなる開脚，閉脚の違い
により，立ち上がり動作に使用する筋の活動量，およ

び活動するタイミングが異なるとしており，本研究に
おいても動作様式の違いによる筋活動の違いが立ち上
がりやすさの評定に影響していることが考えられる。
　両条件とも立ち上がりにくいとした被験者について
は，普段の動作様式と異なる動作を指定したことが，
立ち上がりにくいとした要因であると考えられる。
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2．立ち上がりやすさの評定と足底圧の変化について
　立ち上がり動作では，動作開始時の支持面は臀部と
左右足部の 3つで形成されているが，臀部が座面から
離れる時には支持面は左右足部の 2つのみで形成され
支持面が移行していることが特徴である。立ち上が
り動作時の足底圧についての先行研究では，田代ら16）

は立ち上がり動作における足底圧中心点の変化は前後
成分が主であるとしている。また，都丸ら17）は動作
時の足底圧が踵部，中足骨頭部，足趾尖部の順に高く
なり，また中足骨頭部の圧の上昇と，長拇趾屈筋と短
拇趾屈筋の筋活動量に関係が認められたという報告し
ている。これは，本研究における「普段どおり」の立
ち上がり動作時の足底圧においても同様の変化を示し
ていた。また，動作様式が普段どおりの動作とは異なっ
ていても，立ち上がりやすさの評定が，「普段どおり」，
または「立ち上がりやすい」とした動作では，普段ど
おりの立ち上がり動作と同様の足底圧変化を示すもの
が多かった。このことから，立ち上がりやすいとする
動作の特徴として，足底圧の変化が臀部離床から重心
が前方に移動する間に，足趾全体で荷重できることで
あると考えられる。

3．動作様式ごとの立ち上がりやすさの評定値と下肢
ROMとの関連について

　各動作様式において立ち上がりやすさの評定値と下
肢ROMの計測値には関連がみられた。先行研究では，
ADLの遂行に必要なROMについて検討している報
告がある18，19）。これらの先行研究では，ADLに必要
とされる関節の運動範囲について検討したものであ
り，日常生活で行う動作には対象者個人により差があ
るとしている。
　本研究においては，対象者が立ち上がりやすいとす
る立ち上がり動作の様式の決定に，下肢ROMが一因
であることが示唆されている。
　本研究のように対象者自身がやりやすいとする動作
についてROMから検討した報告はなく，今後立ち上
がり動作の他にも検討する余地があるものと考える。
今回の結果から，対象者に動作指導を行う際に，対象
者の下肢ROMの計測値は立ち上がりやすい動作を検
討する際の一因となりうると考えられる。

4．本研究の限界と今後の課題
　今回は，膝の開閉のみに主眼を置き，対象者の足部
の位置・向きを被験者の任意とした。足底圧の変化は，
足部の位置・向きの影響を受けるものであり，今後，
足部の位置・向きを固定した場合，または膝の開閉を

固定し足部のみの位置・向きを・向きを変化させた場
合について同様に調査し，今回の結果と比較・検討す
る必要があると考える。
　また「膝を普段より開いた」場合に立ち上がりやす
いとする人と「普段より閉じた」場合に立ち上がりや
すいとする人の明確な判断基準についてROMの計測
値から決定するには，本研究の対象者に加え，今後追
試をする必要があると考える。

Ⅴ．ま　と　め

1 ．今回，上がり框からの立ち上がり動作における，
膝の開き幅の異なる 3つの肢位で動作の様式につ
いて下肢ROM，足底圧，主観的立ち上がりやす
さから検討をおこなった。

2．立ち上がりやすいとする動作では，臀部が座面か
ら離れる際には足趾全体に荷重されていることが
特徴であった。

3．また，各対象者が立ち上がりやすいとする膝の開
き幅については対象者の下肢ROMが関係してい
ることが示唆された。

4．臨床場面における動作指導の際には，足趾全体に
荷重できること，対象者の下肢ROMから動作の
様式を選択することで立ち上がりやすい動作の獲
得につながることが考えられた。
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Abstract：The purpose of this study was to investigate the relationship between the ease way 
of standing up movement from the entrance step and the plantar pressure, and the range of 
motion(ROM) of lower limb. The subjects were 13 normal individuals. The height of the pedestal 
was 18 cm. The subjects stood up from the pedestal in the conditions with the diff erent knee 
position.The plantar pressure in the motion was measured. After the motion, the degree of 
the easeness of each standing-up movement was rated by the subject, and the ROM of lower 
limb were measured. As for the result, the pressure of all toes appeared to increase in spite of 
the way of standing up movement when performed easily or as usual. The subject who rated 
as the ease way of the standing up movement with the knees spread showed small external 
rotation of the knees, pronation of the feet, and extension of the ankle joint. The subject who 
rated as the ease way of the standing up movement with the knees close showed large internal 
rotation of the hip joint and extension of the ankle joint. Consequently it was suggested that 
the characteristic of ease standing up movement is related with the high pressure of all toes, 
and the ROM of lower limb.
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医療系学部に所属する大学教員の運動実施状況と体力の現状
および両者の関係について
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要旨：［目的］大学教員は業務多忙による運動不足とそれに起因する体力低下が危惧される。今
回我々は，医療系学部に所属する大学教員の体力調査を行い，運動実施状況と体力の現状及び
両者の関係について検討した。
［方法］医療系学部教員57人（平均45.6歳）を対象として，運動・スポーツの実施状況と肺活量，
骨密度及び新体力テストの成績を調べた。
［結果］運動の実施状況は対象者の約 6割が「しない」と答えた。％肺活量は平均103.8％，骨密
度の同年比較は平均117％で，それぞれ平均値では標準値よりもやや良い成績であった。新体力
テストは，各テスト項目別得点および総合評価の平均ではほぼ標準レベルであったが，立ち幅
とびと20mシャトルランの得点で年齢との負の相関が認められた。運動実施状況と体力の関係
については，運動を実施している人の方で肺活量，骨密度，新体力テストの結果がやや高くな
る傾向があり，運動習慣は体力維持・向上に効果があることが示唆された。

キーワード：体力，日常の運動，大学教員

＊１弘前大学大学院保健学研究科健康支援科学領域
障害保健学分野　　
〒036-8564　青森県弘前市本町66-１

＊２弘前大学大学院保健学研究科健康支援科学領域
老年保健学分野

Ⅰ．はじめに

　生活習慣病の予防や健康づくりのための体力向上に
は，適切な強さの運動を定期的に継続して行うことが
重要であるといわれている１－８）。しかし，知識として
運動の重要性を理解することと，実際に生活の中で定
期的に運動を行うこととはなかなか結びつかないのが
実状と思われる。
　ところで，医療系学部に所属する大学教員（以下，
医療系学部大学教員とする）は，保健医療に関係する
様々な職種の専門家であり，学内で学生の教育を行い，
それ以外に，臨床現場での患者教育や，講演会や研修
会等で一般市民に対して健康や運動に関する指導を行
う機会も多い。しかし一方では “医者の不養生” とい
うことわざがあるように，医療や保健に関する仕事に
携わる人たちは，医師に限らず自分自身の健康には案
外気が回りにくいものであるとも考えられる。健康・
体力に係わる専門家である教員自身の健康管理は充分
になされているかと考えてみると，以下に述べる理由
から運動不足による体力低下が危惧される。理由のひ

とつは，大学教員は業務上，授業の準備や種々の資料
作成，あるいは論文執筆等のために机やパソコンに向
かっている時間が多いため，勤務時間内での身体活動
量が少ないのではないかということである。もうひと
つは，大学教員は勤務時間内では日々の教育・研究の
業務をこなしきれないことが多く，夜間や休日の時間
を割いてそれらの仕事に充てている場合も多く見受け
られ，勤務時間外に運動やスポーツのためのまとまっ
た時間を作ることも難しいのではないかということで
ある。
　しかし，これまで，大学教員を対象とした健康・体
力に関する調査報告は見受けられない。そこで今回
我々は，医療系学部大学教員の体力等について調査し，
日常の運動・スポーツの実施状況と体力の現状及び両
者の関係について検討したので報告する。

Ⅱ．方　　法

１．対象者　
　本調査における対象者は，医療系学部大学教員の内，
体力測定に参加の同意が得られた教員とした。因みに，
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この医療系学部では看護師，理学療法士，作業療法士，
放射線技師，衛生検査技師等の養成を行っている。

２．調査方法
　体力は大きく身体的要素と精神的要素に分けられ，
さらにそれらの要素は行動体力と防衛体力に分けられ
る９－11）。行動体力は，健康に関係する要素（健康関連
体力）と運動能力に関係する要素とに分けられ，健康
関連体力を構成する要素には，身体組成，筋力と筋持
久力，柔軟性，有酸素性体力があげられる９－14）。今
回は医療系学部大学教員の健康関連体力を調べるため
に，身長，体重，BMI，肺活量および骨密度の測定と，
文部科学省の新体力テスト（20歳～64歳対象）を実施
し，併せて日常の運動実施状況についてアンケート調
査を行った。調査項目の説明は（ 1）～（ 5）の通り
である。

（ 1）一般的事項
　一般的事項として，性別，年齢，身長，体重，BMI
を調べた。BMI は身長と体重から算出した。BMI は
18.5未満はやせ，25以上は肥満であるとされている15）。
　
（ 2）肺活量
　肺活量の測定には，簡易式肺活量測定装置（スピロ
ペット，ツツミ社製）を用いた。椅子座位で 3回測定
し，その最大値を肺活量測定値として採用した。次に
性別，年齢，身長から計算される肺活量正常予測値を
求め，それに対する肺活量測定値の割合（％肺活量）
を求めた。肺活量正常予測値（単位：ml）の計算式
は以下の通りである16）。
　　　男性：（27.63－0.112×年齢）×身長（cm）
　　　女性：（21.78－0.101×年齢）×身長（cm）
　％肺活量の正常値は80％以上で，肺が拡張しにくく
なると％肺活量は小さくなる16）。呼吸機能検査の判定
基準では，％肺活量が80％未満では拘束性換気障害と
判定される16，17）。これらを踏まえて，本論では％肺活
量が80％未満を正常より低い，80％以上を正常として
デ－タ処理を行った。

（ 3）骨密度
　骨密度は，超音波骨密度測定装置（A-1000EXPRESS，
GELunar 社製）を用いて，右足踵骨部位を測定し，
骨密度スティフネス指数（以下，スティフネス指数）
と若年比較，同年比較，およびTスコアを求めた18）。
スティフネス指数とは，踵骨の海綿骨を超音波が通過
する時の速度と周波数減衰率とから求められる，骨の

密度を表す指標である。若年比較とは，20歳の若年成
人のスティフネス指数平均値に対する対象者のスティ
フネス指数測定値の比率をパーセントで表したもので
ある。同年比較とは，対象者と同年齢の集団のスティ
フネス指数平均値に対する対象者のスティフネス指数
測定値の比率をパーセントで表したものである。Ｔス
コアとは，測定したスティフネス指数と若年成人のス
ティフネス指数平均値との差を標準偏差で表したもの
である。Tスコアが－ 1以上では骨折のリスクが低い
が，－2.5以上－ 1未満では骨折リスクが中程度，－2.5
未満では骨折のリスクが急激に高くなるといわれてい
る18）。
　測定は左右どちらの足で行っても良いことになって
いるが，我々は原則として右足で 1回行い，右足に既
往歴として骨折などの整形外科的疾患がある場合は左
足で行うことにした。

（ 4）新体力テスト
　新体力テスト（20歳～64歳対象）は，測定当日の健
康状態チェックおよび日常生活習慣に関するアンケー
トと， 6項目の運動テスト（握力，上体起こし，長座
体前屈，反復横とび，20ｍシャトルラン，立ち幅とび）
により構成される。
　運動テストは，「新体力テスト実施要項19）（以下，
実施要項とする）」に示されている「実施上の一般的
注意」に従い，テスト実施前に記入してもらった健康
状態チェック表の内容と，その場で測定した血圧およ
び脈拍数の結果を担当者が確認し，テスト実施の可否
を判断してから行った。運動テスト実施中にも，対象
者から身体の痛みや疲労の訴え，あるいはテスト辞退
の申し出があった場合には，テスト中止の対応ができ
るよう十分配慮し，また，いつでも自由に休憩や水分
補給ができる体制を整えて実施した。
　体力の評価も，実施要項に従って行った。すなわち
実施要項の男女別の項目別得点表により，各運動テス
トの測定値を得点 1から得点10までの10段階で採点
し，かつ 6項目の運動テストの得点合計を算出し，実
施要項の総合評価基準表に基づいて 5段階の総合評価
を行った。総合評価を行うためには 6項目全ての運動
テストの得点合計が必要であるため，何らかの理由に
より実施しなかった運動テストの得点は 1点として得
点合計を算出した。総合評価は20歳～24歳，25歳～29
歳というように， 5歳ごとに年齢の区分をした 9群に
対して，A，B，C，D，Eの 5段階で示されるもので
あるが，我々は統計処理のために便宜上，それぞれ 5
点， 4点， 3点， 2点， 1点に換算して計算した。実
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施要項によると総合評価はテスト実施日の年の 4月 1
日付けでの満年齢を基準とすることになっているた
め，調査日に既に満65歳になっていた対象者について
は60歳～64歳の群に含めて検討した。
　その他，実施要項の体力年齢判定基準表を用いて，
得点合計から体力年齢を求めた。

（ 5）運動・スポーツの実施状況
　新体力テストには，日常生活習慣に関するアンケー
トが組み込まれている。質問項目は，「健康状態につ
いて」，「体力について」，「スポーツクラブへの所属状
況」，「運動・スポーツの実施状況」，「 1日の運動・ス
ポーツ実施時間」，「朝食の有無」，「 1日の睡眠時間」，
「学校時代の運動部（クラブ）活動の経験」である。
これらの中から，今回は「運動・スポーツの実施状況」
に着目してデータ処理を行った。この質問は，普段ど
のくらいの頻度で運動・スポーツを行っているかを，
「 1．ほとんど毎日（週 3～ 4日以上）」，「 2．ときど
き（週 1～ 2日）」，「 3．ときたま（月 1～ 3日程度）」，
「 4．しない」の選択肢から回答してもらうものである。
行っている運動・スポーツの具体的な内容については
尋ねていない。

３．調査の期間と実施場所および実施担当者
　本調査は，弘前大学医学部体育館を使用して，平成
20年10月20日から同年11月 7 日までの 3週間にわた
り，土，日，祝日を除く平日の午前 9時から午後 5時
までの時間内で実施した。対象者 1人あたりの調査に
要した時間はおよそ30分～ 1時間であった。調査には
著者ら 2人のほかに，作業療法学専攻の 4年生が 5人
加わった。 1日に 5つの時間枠を用意し，対象者の予
約人数に従って実施担当者の人員配置を流動的に変更
したが，必ずどちらかの著者が関わるようにした。

４．解析方法
　対象者の年齢と身体測定値，％肺活量，骨密度Tス
コア，新体力テストの 6項目の運動テストそれぞれの
得点，得点合計および総合評価との相関を調べるため，
Pearson の相関係数を用いた。新体力テストのテスト
項目間の得点の有意差を確認するために，Wilcoxon
の符号付順位検定を用いた。また身体測定値，％肺活
量，骨密度Tスコア，新体力テストの結果について，
男女間の差の有無を確認するために，対応のないt検
定を用いた。身体測定値，％肺活量，骨密度Tスコア，
新体力テストの各測定項目について，運動・スポーツ
の実施状況の違いによる差の比較は，人数のばらつき

が大きく統計的な処理が難しいため，実数での比較を
行った。統計学上の有意水準は危険率 5％とし，解析
ソフトは SPSS17.0j（Windows 版）を用いた。

５．倫理的配慮
　本調査の実施にあたり，調査の趣旨および個人情報
保護等に関する説明および参加の撤回や調査の中断を
希望することが可能である旨の説明等を口頭および文
書にて行い，調査協力に同意の得られた教員のみを対
象とした。

Ⅲ．結　　果

１．調査への参加状況について
　今回の調査の対象者数は，医療系学部大学教員57人
であり，男性30人，女性27人であった。年齢範囲は25
歳～65歳，平均年齢は45.6±12.1歳（男性45.9±13.3歳，
女性45.4±10.9歳）であった。
　10歳区切りの年齢区分ごとの男女別対象者数（表
1）をみると，男性は各年齢区分 5～ 7人ずつでほぼ
同数であったが，女性は50歳代が12人で最も多く，20
歳代，30歳代，40歳代は 3～ 6人，60歳代は 1人で，
人数にばらつきがあった。
　不参加の理由の多くは，「スケジュールの都合がつ
かない」，「現在体調不良のため体力テストを受けられ
ない」，「体力に自信が無いので体力テストを受けたく
ない」であった。

２．運動・スポーツの実施状況について
　対象者の運動・スポーツの実施状況を図 1に示す。
「しない」が33人（58％）で最も多く，「ときたま（月
に 1～ 3日程度）」が13人（23％），「ときどき（週 1
～ 2日程度）」が 9人（16％），「ほとんど毎日（週 3
～ 4日以上）」が 2人（ 3％）であった。対象者の約
6割が，日常において運動・スポーツをしていないと
いう状況であり，運動をしている人でも24人中13人は，
実施頻度が月に 1～ 3日程度にとどまっていた。
　年齢区分別の運動・スポーツの実施状況（図 2）で
は，20歳代と60歳代では「ときたま」あるいは「しない」

表１　対象者の年齢区分別，男女別人数
年齢区分 全体 男 女
20歳代 8人 5人 3人
30歳代 12人 6人 6人
40歳代 12人 7人 5人
50歳代 17人 5人 12人
60歳代 8人 7人 1人
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の回答のみで，週 1回以上の頻度で運動・スポーツ
を行っている人はいなかった。「ときどき」と答えた
人は30歳代から50歳代でみられ，「ほとんど毎日」と
答えた人は30歳代と40歳代にそれぞれ 1人ずつであっ
た。

３．体力の現状について
（ 1）身体測定項目について
　対象者の身長は，男性（30人）では平均171.8±5.6cm，
女性（27人）では平均157.9±4.3cmであった。体重は，
男性（29人）では平均68.6±8.8kg，女性（27人）では
平均56.1±9.6kgであった。身長，体重ともに男女間で
有意差（p<0.01）があった。
　BMI は，男性（29人）では平均23.2±2.4，女性（27人）
では平均22.5±3.6，全体平均は22.5±4.2であり，男女

間での有意差は無い。BMI と年齢との間にも相関は
無かった。BMI 18.5未満の人は56人中 2人（3.6％），
18.5以上25未満の人が46人（82.1％），25以上の人が 8
人（14.3％）であった。
　運動・スポーツの実施状況別のBMI を図 3に示す。
「しない」「ときたま」「ときどき」の各群ではBMI中
央値が22以上であるのに対して，「ほとんど毎日」の
群ではBMI 中央値が19.5であり，運動・スポーツを
高頻度に行っている方がBMI が低い傾向がみられた。
しかし運動・スポーツの実施状況別人数にばらつきが
あるため，統計学的には有意差の検討ができなかった。
BMI が25以上であった 8人の運動・スポーツ実施状
況は，「しない」が 4人，「ときたま」が 3人，「とき
どき」が 1人であり，「ほとんど毎日」の人はいなかっ
た。

33
（58％）

13
（23％） 9

（16％） 2
（3％）

(
)

図１　運動・スポーツの実施状況
しない：運動・スポーツをしない，ときたま：月に
1～3日程度，ときどき：週1～2日程度，ほとんど
毎日：週3～4日以上。
グラフ内の数字は上が人数，下のカッコ内の数字は
対象者全員に対する割合（％）。

運動・スポーツの実施状況

ほとんど毎日
ときどき
ときたま
しない

年
齢
区
分

（％）0 20     40    60     80    100

20歳代 （8人）

30歳代 （17人）

40歳代 （12人）

50歳代 （12人）

60歳代 （8人）

図２　年齢区分別の運動・スポーツの実施状況の割合
縦軸に対象者の年齢区分を10歳区切りで示し，それぞれの人数を（　）内に示した。
横軸には，各年齢区分における運動・スポーツの実施状況別の人数比率（％）を示す。
しない：運動・スポーツをしない，ときたま：月に1～3日程度，ときどき：週1
～2日程度，ほとんど毎日：週3～4日以上。
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（ 2）肺活量について
　肺活量は対象者全体で平均3,454±918ml，男性は平
均4,045±814ml（2,600～5,850ml），女性では平均2,798
±475ml（1,600～3,700ml）であった。％肺活量は全
体で平均103.8±16.6％，男性で平均104.3±16.4％（71.3
～130％），女性で平均103.2±17.2％（59.4～135.9％）
であった。男女間の比較では，測定値自体には有意差
（p<0.01）が有るが，％肺活量には有意差が無い。
　肺活量と年齢の関係を図 4 に示す。肺活量測定
値と年齢との間に緩やかな負の相関が認められる
（r=－0.324，p<0.05）が，％肺活量と年齢では相関は
みられない。男女別（図 5）でみると，男性の肺活量
実測値と年齢とでは中等度の負の相関（r＝－0.562，
ｐ<0.01）が認められるが，女性では相関は認められ
なかった。　　

　運動・スポーツの実施状況別の％肺活量（図 6）を
みると，運動･スポーツ実施状況が「しない」「ときた
ま」の群より「ときどき」「ほとんど毎日」の群の方で，
中央値が若干高くなる傾向があった。
　％肺活量が80％未満の者は 5人（ 9％）であり，運
動・スポーツの実施状況は，「しない」が 3人，「とき
たま」が 1人，「ときどき」が 1人で，「ほとんど毎日」
はいなかった。

（ 3）骨密度について
　骨密度は，測定当日に機械の不具合のため骨密度の
測定ができなかった 8人を除く49人分のデータについ
て分析を行った。
　スティフネス指数は全体で平均98.8±14.6（71～
138），男性102.1±14.4（75～138），女性95.1±14.1（71

図３　運動・スポーツの実施状況別のBMI
しない：運動・スポーツをしない，ときたま：月に1～
3日程度，ときどき：週1～2日程度，ほとんど毎日：
週3～4日以上。
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図４　肺活量実測値および％肺活量と年齢との関係（全体）
左：肺活量実測値と年齢の関係
右：％肺活量と年齢の関係
N.S.：not signifi cant
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～124）であった。Tスコアは全体で平均0.2±1.3（－2.4
～3.2），男性－0.1±1.2（－2.4～2.8），女性0.4±1.4（－2
～3.2）であった。若年比較は平均101±14.5％（72～
135％），男性97.8±13.7％（72～132％），女性104.3±
14.8％（78～135），同年比較は全体で平均117±15.3％
（85～155），男性119.0±16.5％（94～155），女性115.0
±13.9％（85～144）であった。男女間の比較では，
スティフネス指数，Tスコア，若年比較，同年比較の
いずれも有意差はみられない。
　骨密度と年齢の関係（図 7）をみると，スティフネ
ス指数（r=－0.363），Tスコア（r=－0.379），および
若年比較（r=－0.391）で，年齢との間に有意な緩い
負の相関（p<0.01）が認められる。年齢区分別の骨密
度の平均値比較（図 8）では， 20歳代から40歳代のT
スコア平均はプラスの値であるのに対して，60歳代の
Tスコア平均はマイナスの値を示した。
　男女別でみると，女性ではスティフネス指数，Ｔス
コア，および若年比較で年齢との間に有意（p<0.05） 
な中程度の負の相関が認められるが，男性では骨密度
の各項目と年齢との相関は認められなかった。　
　運動・スポーツの実施状況別のTスコアの比較（図

9）では，「しない」群のTスコア中央値はマイナス
の値を示し，骨密度が標準よりもやや低かったのに対
して，「ときたま」「ときどき」「ほとんど毎日」の群
のTスコア中央値はいずれもプラスの値を示した。　
　対象者49人中，若年比較が80％未満の者は 3人で，
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図５　肺活量実測値および％肺活量と年齢との関係（男女別）
上：男性，　下：女性
左：肺活量実測値と年齢との関係，右：％肺活量と年齢との関係
N.S.：not signifi cant

図６　運動・スポーツの実施状況別の％肺活量
しない：運動・スポーツをしない，ときたま：月に1～
3日程度，ときどき：週1～2日程度，ほとんど毎日：
週3～4日以上。 
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最小値は72％であった。Tスコアが－ 1未満の者は 6
人で，最小値は－2.4であった。Tスコアが－ 1未満の
者 6人について運動・スポーツの実施状況（表 2）を
みると，「しない」が 4人，「ときたま」が 1人，「と

きどき」が 1人であった。
 
（ 4 ）新体力テストについて
　運動テストでは，対象者によって当日の体調あるい
は腰痛や膝痛などの理由により実施しなかったテスト
項目があった。「上体起こし」では 3人（男性 1人，
女性 2人），反復横とびでは 3人（女性 3人），「20mシャ
トルラン」では 4人（男性 1人，女性 3人），「立ち幅
とび」では 4人（男性 1人，女性 3人）が，それぞれ
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図７　骨密度スティフネス指数，若年比較，およびＴスコアと年齢との関係
N.S.：not signifi cant

図８　年齢区分別の骨密度スティフネス指数と
Ｔスコア　　　　　　　　　　　

上：各年齢区分別の骨密度平均値
下：各年齢区分別のＴスコア平均値 

図９　運動・スポーツの実施状況別の骨密度Ｔ
スコアの比較　　　　　　　　　

運動・スポーツの実施状況は，しない：運動・スポー
ツをしない，ときたま：月に1～ 3日程度，　ときどき：
週1～ 2日程度，ほとんど毎日：週3～ 4日以上。 
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のテスト項目を実施しなかった。これらの未実施のテ
スト項目は，前述の通り，得点 1点として扱われた。
　新体力テストの成績を表 3に示す。10点満点の 5点
および 6点をほぼ中間の成績， 7点以上を高い成績，
4点以下を低い成績とみなすと，各運動テストの項目
別得点の平均は，握力，上体起こし，長座体前屈，反
復横とびではそれぞれ 5点台でほぼ中間の成績，20ｍ
シャトルラン，立ち幅とびでは 4点台でやや低い成績
であった。男女別にみると，男性では長座体前屈が 6
点，上体起こしと反復横とびが 5点台でほぼ中間の成
績であるが，握力，20ｍシャトルラン，立ち幅とびが
4点台でやや低い成績であった。女性では握力，長座
体前屈，反復横とびが 5点台でほぼ中間の成績，上体
起こし，20ｍシャトルラン，立ち幅とびが 4点台でや
や低い成績であった。

　総合評価の平均は， 5点満点中，全体では2.8±1.1
点であり，男女別では男性が3.0±1.2点で，女性の2.6
±1.0点よりも0.4ポイント高かった。
　得点合計，総合評価と年齢の関係を図10に示す。得
点合計は年齢との間に有意な中等度の負の相関（r＝
－0.56，p<0.01）が認められた。
　各運動テストの項目別得点と年齢との関係（図11）
では，上体起こし（r＝－0.61），反復横とび（r＝－0.52），
20ｍシャトルラン（r＝－0.62），立ち幅とび（r＝－0.46）
でそれぞれ有意（p<0.01）な負の相関が認められ，握
力，長座体前屈では相関は認められなかった。
　新体力テストの結果と運動・スポーツの実施状況の
関係を図12，図13に示す。総合評価（図12）では，運
動･スポーツの実施状況が「ときたま」「ときどき」の
群でともに平均3.3点であったのに比べ，「しない」と

表２　運動・スポーツの実施状況別，骨密度Ｔスコア別の人数
　（ｎ=49）

Ｔスコア
合計－2.5以上

－1.0未満
－1以上
0未満 0以上

運動・ス
ポーツの
実施状況

しない 4人 12人 14人 30人
ときたま 1人 1人 8人 10人
ときどき 1人 2人 5人 8人
ほとんど
毎日

0人 0人 1人 1人

合計 6人 15人 28人 49人

運動・スポーツの実施状況は，しない：運動・スポーツをしない，ときたま：
月に1～3日程度，　ときどき：週1～2日程度，ほとんど毎日：週3～4日
以上。

表３　新体力テストの測定値と得点
測定値 得　点（点） 

テスト項目 全体 男 女 全体 男 女

握　力 37±10kg
（23～59kg）

45±7kg
（31～59kg）

29±3kg
（23～35kg）

5.3±1.7
（ 1 ～ 9 ）

4.8±1.9
（ 1 ～ 9 ）

5.8±1.2
（ 3 ～ 8 ）

上体起こし 17±7回
（ 0～35回）

20±7回
（ 0～35回）

14±7回
（ 0～28回）

5.2±2.3
（ 1 ～10） 

5.4±2.2
（ 1 ～10） 

4.9±2.5 
（ 1 ～10）

長坐体前屈 43±10cm
（22～65 cm）

44±10cm
（27～65cm）

42±10cm
（22～57cm）

5.6±2.2
（ 1 ～10） 

6.0±2.2
（ 3 ～10） 

5.3±2.3
（ 1 ～ 9 ）

反復横とび 42±8回
（42～55回）

44±9回
（27～55回）

40±5回
（27～49回）

5.4±2.1
（ 1 ～ 9 ）

5.6±2.0
（ 2 ～ 8 ）

5.2±2.1
（ 1 ～ 9 ） 

20mシャトルラン 32±15回
（ 3～67回）

38±16回
（ 3～67回）

24±11回
（ 8～49回） 

4.8±1.9
（ 1 ～ 8 ）

4.8±1.7
（ 1 ～ 8 ）

4.7±2.0
（ 1 ～ 8 ） 

立ち幅跳び 171±39cm
（90～236cm）

196±32cm
（105～236cm）

140±19cm
（90～183cm）

4.4±1.9 
（ 1 ～ 8 ）

4.6±2.1 
（ 1 ～ 8 ）

4.1±1.7 
（ 1 ～ 8 ）

得点合計 － － － 30.6±8.7
（10～46）

31.1±9.3 
（15～45）

30.0±8.0 
（10～46）

総合評価 ※ － － － 2.8±1.1
（ 1 ～ 5 ）

3.0±1.2
（ 1 ～ 5 ）

2.6±1.0
（ 1 ～ 4 ）

※総合評価は，ランクA，B，C，D，Eをそれぞれ５点，４点，３点，２点，１点に数値化して処理した
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図10　対象者の年齢と新体力テスト得点合計の関係，および年齢と総合評価との関係
上：得点合計と年齢の関係　　下：総合評価と年齢の関係　
総合評価は，ランクA，B，C，D，Eをそれぞれ５点，４点，３点，２点，１点に数値化して処理した。
N.S.：not signifi cant

図11　新体力テストの各テスト項目の得点と年齢の関係
N.S.：not signifi cant
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「ほとんど毎日」の群ではともに平均2.5点でやや低
かった。各運動テストの項目別得点（図13）でみると，
上体起こし，反復横とび，20ｍシャトルラン，立ち幅
とびでの得点平均が，日常的に運動・スポーツを行っ
ている人では行っていない人に比べて高い傾向にあっ
た。
　体力年齢と実年齢との差は－20歳から＋45歳の範囲
であり，全体の平均では体力年齢は実年齢＋ 5歳で
あった。しかし体力年齢が実年齢よりも20歳以上高い
（＋20～＋45歳）という結果が示された人が13人（全
体の22.8％）みられ，その内訳は20歳代で 3人，30歳
代で 5人，40歳代で 1人，50歳代で 4人であった。こ
の13人の運動･スポーツ実施状況は，「しない」10人，「と

きたま」2人，「ときどき」1人であった。一方，体力
年齢と実年齢との差が－20歳で，実年齢よりも体力年
齢の方が20歳若いという結果が示された人は 1人であ
り，この人の運動･スポーツ実施状況は「しない」であっ
た。

Ⅳ．考　　察

　医療系学部の大学教員は日常の忙しさから運動不足
が推測される。そのため標準よりも体力が低下してい
るのではないかとの仮説を立てて，運動・スポーツの
実施状況についてのアンケートと，肺活量，骨密度，
新体力テストの測定を行った。そしてこれらの結果か
ら，教員の運動・スポーツの実施状況と体力の現状お
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図12　運動・スポーツの実施状況別の新体力
テスト総合評価　　　　　　　

総合評価は，ランクA，B，C，D，Eをそれぞれ５点，4点，
３点，２点，１点に数値化して処理した。

図13　運動・スポーツの実施状況別の新体力テスト項目別得点
しない：運動・スポーツをしない，ときたま：月に1～3日程度，ときどき：週1～2日程度，ほと
んど毎日：週3～4日以上。
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よび両者の関係について検討した。　

１．本調査への参加状況について
　57人の参加協力が得られた本調査の結果は，医療系
大学教員の運動・スポーツ実施状況や体力の傾向を示
すひとつの資料になり得ると考える。しかし，調査参
加に同意が得られた人のみを対象としているので，結
果は「自分の体力に多少なりとも自信がある人，ある
いは関心がある人」の現状を示す傾向にあると解釈
すべきかもしれない。不参加の理由の多くは，「スケ
ジュールの都合がつかない」，「現在体調不良のため体
力テストを受けられない」，「体力に自信が無いので体
力テストを受けたくない」であった。この内「体調不
良」や「体力に自信がない」等の理由から参加しなかっ
たケースは，体力レベルが低いかもしれないことが推
測される。

２．運動・スポーツの実施状況について
　運動・スポーツの実施状況は，対象者の約 6割が「し
ない」という回答であり，また運動をしていると答え
た人の中でもその半数以上は，月に 1～ 3日程度とい
う少ない頻度での実施状況であった。このことから，
医療系学部の大学教員は運動不足なのではないかとい
う推測を裏付ける結果が確認されたといえる。
　しかしその一方で，週に 1日以上の頻度で運動・ス
ポーツを行っている人が57人中11人（19.3%）であっ
たことから，対象者の約 2割は，多忙にもかかわらず
意識的に運動を心がけている様子が伺われた。この 2
割の教員は全く運動・スポーツをしていない教員と比
較して，％肺活量，骨密度Tスコア，新体力テスト
の上体起こし，反復横とび，20ｍシャトルラン，立ち
幅とびの成績がやや高い傾向にあった。
　食生活，身体活動度，喫煙，飲酒等の不適切な生活
習慣が，循環器疾患危険因子の保有につながり，その
危険因子が脳卒中，虚血性心疾患発症等に関与してい
ると言われている６）。このことに対して，「21世紀に
おける国民健康づくり運動（健康日本21）」では，生
活習慣を適正に営むことによって循環器疾患やがんの
罹患をおさえ，生活習慣病の一次予防をすることを目
的にあげている。そして 9つの領域別に目標を掲げ，
「身体活動・運動」の領域では，日常生活の身体活動
に対する意識や運動習慣等について，成人と高齢者に
分けてそれぞれの目標を設定している６，７）。しかし，
平成19年度の中間評価では，全体的に運動習慣者はわ
ずかに増加したと報告しているが，その一方で，成人
と高齢者の「日常生活における歩数の増加」と，高齢

者の「外出について積極的な態度をもつ人の増加」の
目標では，ベースライン時よりも評価が下がっていた。
そのため，生活習慣病の予防や高齢者の介護予防を図
るための目標達成には不十分であり，身体活動･運動
に関して積極的な取り組みが今後必要であるとまとめ
ている８）。
　また「体力・スポーツに関する世論調査（2006年）20）」
では，この 1年間に何らかの運動・スポーツを「行っ
た」という人が74.5％，「行わない」という人は25.5％
であった。運動・スポーツを行った人への質問で「 1
年間に運動・スポーツを行った日数（実施頻度）」は，
「週に 1～ 2日」の人が最も多く30.5％，次に多かっ
たのが「週に3日以上」の答えで29.1％，「月に 1～ 3日」
が21.9％，「 3ヶ月に 1～ 2日」が9.6％，「年に 1～ 3
日」は8.8％となっていた。
　今回の結果では，運動・スポーツを「しない」人の
割合が6割で，行っている人でも月に 1～ 3日程度と
いう少ない頻度での実施状況であり，これは全国的な
運動・スポーツの実施状況が「週に 1～ 2回」「週に
3日以上」をあわせて約 6割であったことと比べると，
著しく運動不足が目立つ結果といえる。
　前述の「体力・スポーツに関する世論調査」で，運動・
スポーツを行わない人（全体の25.5％）に対して行わ
ない理由を尋ねた質問には，「仕事（家事・育児を含む）
が忙しくて時間が無いから」と答えた人の割合が最も
高く（51.6％），以下，「体が弱いから」が17.8％，「年
をとったから」が17.4％，「運動・スポーツは好きで
はないから」が10.4％という結果が報告されている（複
数回答，上位4位）。そして運動不足を感じるかどうか
の質問に対して，「感じる」と答えた人の割合が20歳
代から40歳代において高かったと報告されている。つ
まり，若い世代においては，運動不足を自覚してはい
るが，実際には忙しさのために運動を行えない人が少
なからずいることを示唆している。
　今回の調査では，運動をしない理由について尋ねて
はいないが，もともと運動が好きではないという人だ
けではなく，忙しくて時間が無いからという人や，あ
るいは疲れて運動・スポーツをやる意欲がわかないと
いう人もいるのではないかと考えられる。
　普段あまり運動の習慣のない人達に対して運動を習
慣化させていく指導を行う際には，運動への意識の準
備段階に応じて動機付けを高めるための教育に加え
て，仕事や趣味，家庭内での役割などその人の日常の
活動内容と生活時間の面を考慮し，ライフスタイルに
合わせて無理なく実践可能な計画を立てること，周囲
の身近な人の協力や運動の実践をしやすい環境を整え
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ること等が大切であるといわれる21）。今回の対象者の
運動不足に関して，もともと運動・スポーツが好きで
はない人への動機付けや，意欲はあっても仕事の忙し
さによる時間の不足については，改善が難しいかもし
れないが，今回週に 1日以上の頻度で定期的に運動・
スポーツを行っていると回答した約 2割の教員が，多
忙な生活の中で運動･スポーツを行う時間をなぜ，ま
たどのようにして捻出しているのかということが参考
になるかもしれない。

３．身体測定結果について
　BMI は平均で男性23.2，女性22.5，全体では22.5
であった。BMIの標準値は22（18.5～25未満）であり，
18.5未満はやせ，25以上は肥満であるとされている15）。
今回の BMI の結果では平均値は男女とも標準範囲内
であり， 46人（82.1％）が標準範囲内であった。今回
の対象者の大部分は標準的な体型を維持しているとい
える。日常ほとんど運動・スポーツをしていない教員
が多いという結果にも関わらず，約 8割の教員では
BMI が標準範囲内であるという結果については，お
そらく普段の食事内容や，仕事上でのあまり意識され
ない身体活動等の関与があるのではないかと推察され
る。
　ただし，今回の結果では，BMI 25以上の人が 8人
であった。この 8人の運動・スポーツ実施状況は「し
ない」が 4人で，「ときたま」が 3人，「ときどき」が
1人であり，運動習慣のない人が多かった。全体で見
ると運動習慣のない人が必ずしもBMI が高いわけで
はないが，BMI の高い人は運動習慣のない人が多い
ことから，肥満等の生活習慣病の予防のためには運動
が重要な要素の一つであることが，今回の結果からも
示唆される。

４．肺活量について
　体力を構成する要素のひとつである有酸素性能力
（全身持久力）は，身体活動を長時間にわたり行うた
めに必要な心肺機能と筋機能の総合的な能力であり，
有酸素性能力を評価する指標としては最大酸素摂取量
が最も良いといわれている10，22）。本調査で行った肺活
量測定は，最大酸素摂取量に関与する心肺機能の内の
肺機能の検査のひとつであり，有酸素性能力の一側面
の評価につながるといえる。肺活量は，先にも述べた
ように性別，年齢，体格（身長）の影響を受けるので，
それらの因子を除外した予測値に対する測定値の割合
（％肺活量）で，正常かどうかを判定する。肺機能の
診断では，％肺活量が80%未満の場合は拘束性換気障

害が疑われる17）。
　今回の結果では，％肺活量は全体平均，男女別平均
ともに100％以上であった。しかし個別にみると対象
者の約 9割は％肺活量が80%以上で正常の範囲であっ
たが，約 1割の 5人が正常よりも低い肺活量を示して
いた。この 5人の運動・スポーツ実施状況は，「しない」
が 3人，「ときたま」1人，「ときどき」1人であり，運
動習慣のない人が多かった。このことから，肺機能の
低下には運動不足も関係していることが伺われる。
　運動不足は，単に使われない筋の萎縮や動かさない
関節の可動域制限等の局所的な機能低下にとどまら
ず，心肺機能や自律神経の調節，知的活動等，広い範
囲に渡ってさまざまな機能の低下（廃用症候群）を招
くが，廃用症候群では，心肺機能低下，骨萎縮などの
不顕在性症候が見逃されやすいので特に留意する必要
があるといわれている23，24）。

５．骨密度について
　骨密度は20歳をピークに加齢とともに低下するとい
われ，Tスコアが－ 1を下回ると骨折リスクが中程
度まで高まるといわれている18）。本調査の結果では，
若年比較は全体平均，男女別平均ともに100%に近く，
Tスコアは全体平均，男女別平均ともに 0に近い値で
あり，平均値ではいずれも標準の範囲内であった。T
スコアは60歳代でも平均－0.6にとどまっていた。
　しかし，個別にみると，スティフネス指数，若年比
較，Tスコアのいずれも年齢との間に負の相関が認め
られ，今回の対象者においても加齢に伴って骨密度が
低下していることが確認された。Tスコアが－ 1未満
の人が 6人であったが，この 6人中 2人は50歳代， 3
人は60歳代であった。Tスコアが－ 1未満というこ
とは骨折リスクが中程度に高まっていることを示唆
し，特に最小値の－2.4を示した人は骨折リスクが急
激に高くなるといわれる－2.5に接近していることか
ら，骨粗鬆症に近い状態が推測される。　
　骨は運動によって骨塩が増加し，コラーゲンの形成
が進んで強くなり，若い時に体を鍛えておけば骨は骨
塩の密度が高く丈夫になり，年老いてから骨粗鬆症に
なりにくいといわれている25）。Tスコアが－ 1未満で
あった 6人の運動・スポーツ実施状況は，「しない」
が 4人，「ときたま」が 1人，「ときどき」が 1人で，
運動習慣のない人が多かった。また，運動･スポーツ
の実施状況別の比較では，「しない」群のみのTスコ
ア中央値がマイナス値を示した。これらの結果から，
運動習慣がない人では，骨の形成を促す外力の作用が
不十分となり，骨密度が低下しやすい傾向にあること



115医療系学部に所属する大学教員の運動実施状況と体力の現状および両者の関係について

が示唆される。

６．新体力テストについて
　新体力テストの総合評価の平均は3.0点すなわちＣ
レベルで，これはほぼ標準的なレベルと捉えられる。
得点合計と年齢との間には負の相関が認められたが，
年齢の要素を考慮している総合評価では加齢とともに
低下する傾向は認められない。このことから今回の対
象者は全体的には年齢相応の体力を維持していること
が示唆される。
　しかし，各運動テストの項目別得点をみると，全体
の平均では立ち幅とびと20ｍシャトルランが10点満点
中 4点台であり，男女別では，男性の握力，20ｍシャ
トルラン，立ち幅とび，女性の上体起こし，20ｍシャ
トルラン，立ち幅とびが4点台で，標準よりやや低い
成績であった。すなわち，今回の対象者は立ち幅とび
と20mシャトルランに関係する瞬発力や全身持久力が
低下しており，男性ではさらに握力が弱いこと，女性
では上体起こしの腹筋が弱いことが示唆される。健康
関連体力の要素の中で，心肺系の持久力，すなわち全
身持久力は身体の能力の第一の決定因子であり，同時
に，運動不足によって健康上最も大きなダメージを受
ける要素でもあるといわれている２）。また，加齢によ
る筋力低下は身体部位によって異なり，下半身では加
齢による筋力低下が起こりやすいのに比較して上半身
の筋力の低下は少ないという報告がある10，26）。今回の
結果では，瞬発力や全身持久力が低下していることと
運動習慣のない人が多かったことの間に関係があると
推測される。
　上体起こし，反復横とび，20ｍシャトルラン，立ち
幅とびでは，テストの得点と年齢との間に負の相関が
認められたことから，今回の対象者においても，加齢
に伴い体幹や下肢の筋力・筋パワー，敏捷性，全身持
久力が低下していることが確認された。一方で，握力
や長座体前屈は，加齢に伴う低下がみられなかった。
握力は上肢の筋力の指標とされており，日常生活にお
いて手や上肢は比較的頻繁に使われるために，筋力が
それほど低下しにくいのではないかということが考え
られる。ただし今回の調査で男性の握力の得点がやや
低かったことについては，医療系学部大学教員は一般
の勤労男性より力仕事が少ないためではないかという
ことが推察される。また，長座体前屈は身体の柔軟性
を表す指標であるため，今回調査に参加した医療系学
部大学教員は，身体の柔軟性が比較的維持されている
ことが示唆される。

７．運動・スポーツの実施状況と体力との関係につい
て　

　％肺活量は運動習慣のある人の方がない人に比べて
若干高い傾向があった。骨密度は，Tスコア中央値が
運動・スポーツを「しない」群でマイナスの値を示し
たのに対して，「ときたま」，「ときどき」，「ほとんど
毎日」と回答した人の中央値はいずれもプラスの値を
示した。新体力テストの各テスト項目別得点は，上体
起こし，反復横とび，20ｍシャトルラン，立ち幅とび
で，運動習慣のある人の方がない人に比べて高い傾向
にあった。以上の結果から，まったく運動をしないよ
りは，低頻度でも運動を意識して行う方が，肺機能，
骨密度，体幹筋や瞬発力，全身持久力の維持に役立っ
ていることが示唆される。

８．本研究の限界と今後の課題
　今回の調査では，運動・スポーツの実施状況と体力
に関する各測定項目との相関を統計学的には確認でき
なかった。これについては，運動・スポーツ実施状況
についての質問が「運動・スポーツをしているか」と
いう大まかなものであり，対象者自身が運動・スポー
ツをしていると意識して行っているかどうかの主観的
な回答であったこと，実施している運動・スポーツの
内容や強度については調べていないこと，これらによ
り教員の日常における実際の運動量を厳密には比較で
きないこと等が影響したのではないかと考える。従っ
て，今後は行っている運動・スポーツの内容や強度，
また生活活動を含めた日常の身体活動全般の状況を調
べ，それらと体力がどのような関係にあるのかを調べ
ることが課題になると考える。　

Ⅴ．ま　と　め

1 ．今回，医療系学部の大学教員を対象として体力調
査を実施し，運動・スポーツ実施状況と体力の現
状および両者の関係についての検討を行った。

2．運動・スポーツ実施状況については，調査に参加
した教員の 6割が「しない」と回答しており，教
員の運動不足が示された。

3．教員の体力は，新体力テストの各項目別得点およ
び総合評価の平均値で見ると，ほぼ標準レベルで
あり，肺活量と骨密度は，標準値よりもやや良い
結果であった。上肢の筋力や体の柔軟性は加齢の
影響を受けにくいが，体幹・下肢の筋力や全身持
久力は加齢と共に低下を来たしやすい傾向がみら
れた。

4．運動の実施状況と体力との関係については，運動
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を実施している人の方が肺活量，骨密度，体力テ
ストの結果がやや高くなる傾向が見られた。この
ことから，運動習慣があることは体力維持・向上
に効果があることが示唆された。
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The relationship between the exercise practice and the 
physical fi tness of the University faculty teachers 
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Abstract：University faculty teachers seem to be so busy to keep their physical fi tness. The 
purpose of this study was to investigate the condition of exercise/sports practice and the 
condition of the physical fi tness, and also the relationship between them. 
　The subjects were the faculty teachers of school of Health Sciences, A University. Fifty-seven 
participants (mean age 45.6 years old) were investigated about the condition of exercise/sports 
practice, vital capacity, bone density, and the scores of New Physical Fitness test. 
　We found that 33 participants (58%) were not doing any  exercise/sports practice at all. The 
average % vital capacity was 103.8%, and the average ratio of bone density compared with the 
same age was 117%, which were rather better than standard. Although the physical fi tness 
level judged by each test score or the total score of the New Physical Fitness test were almost 
at the standard level, there were significant negative relationship between the age and the 
forward standing jumping, and the 20m shuttle running. 
　Concerning the relationship between the exercise/sports practice and the physical fi tness, 
it was suggested that the exercise habit will be eff ective for the maintenance/improvement of 
the physical fi tness because the people who have a habit of exercise had a tendency to show 
somewhat higher vital capacity, bone density, and scores of New Physical Fitness test.    

Key words：New Physical Fitness test; exercises in daily life; university teachers
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【原著】

頭頸部癌治療における併用化学療法を中心とした
放射線治療の現状分析

細　川　洋一郎＊１　吉　田　　　司＊２　大　場　久　照＊１

小山内　　　暢＊１　齋　藤　陽　子＊１

（2009年10月29日受付，2009年12月2日受理）

要旨：目的）頭頸部癌の放射線治療併用化学療法について文献検索を行い，腫瘍制御と有害事
象の両面から現状分析を行った。
方法）論文データベースの PubMed を用いて，2000年－2008年の頭頸部癌における化学療法併
用放射線治療の無作為化比較試験の論文検索を行った。これらの文献より腫瘍制御と重要な有
害事象である粘膜炎の治療成績のデータを検討し，統計学的に分析した。
結果）今回の検索で得られた無作為比較臨床研究は14あり，全て同時併用療法であった。局所
所属リンパ節制御では12の臨床試験で抗癌剤併用の方が，放射線治療単独と比較して統計学的
に良好であった （p<0.05）。生存率はすべての試験で同時併用療法の成績が良く，11の臨床試験
で統計学的に有意差がみられた （p<0.05）。粘膜炎について記載していた臨床試験は10みられた。
通常分割照射の場合，化学療法を併用すると粘膜炎の発生頻度が上昇していたが，多分割照射
では差がみられなかった。
結論）頭頸部癌に対する同時併用療法は，腫瘍制御ならびに生存率を向上させるが，粘膜炎の
発生が上昇し，安全性の配慮が必要である。

キーワード：放射線化学療法，無作為比較試験，頭頸部，癌，有害事象

＊１弘前大学大学院保健学研究科医療生命科学領域放射線
生命科学分野
〒036-8564　青森県弘前市本町66-1

＊２静岡県立静岡がんセンター
〒411-8777　静岡県駿東郡長泉町下長窪1007

Ⅰ　緒　　言

　頭頸部における局所進行扁平上皮癌（以下では頭頸
部癌とする。）は解剖学的に複雑であるとともに，形
態や美容などの審美的面からも放射線治療が重視され
ている１）。しかし局所制御が十分であるとは言えず，
治療成績向上のために放射線治療に化学療法を併用す
る治療が試みられてきた２）。現在では，放射線療法に
おいて，様々な分割方法が用いられ，また化学療法に
おいては多くの新たな抗癌剤の開発や多剤併用型な
ど，併用方法が多様かつ複雑になりつつある３）。この
ように併用療法の普及が進む一方で，有害事象の発生
に伴う安全性への影響についても考慮しなくてはなら
ない。
　本研究では，頭頸部癌の放射線治療併用化学療法に

ついて文献検索を行い，治療成績と有害事象の両面か
ら現状分析を行った。

Ⅱ　方　　法

　論文データベースの Pub Med を用いて，2000年
－2008年の化学療法併用放射線治療の無作為化比較
試験の論文検索を行った。検索に用いたキーワード
は chemoradiotherapy，randomized trial，head and 
neck cancer とした。得られた文献より併用療法の生
存率および局所所属リンパ節制御率を中心とする治療
成績のデータを検討した。治療成績の効果の判定は危
険率p<0.05 で有意差があると判定した。
　また併用療法の有害事象について検討するため，粘
膜炎の発生頻度を論文より抽出し，Morizane の方法
を用いて統計処理を行った４）。初めに各研究より粘膜
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炎の発生数についての利用可能なデータおよび計算
可能なデータを用いて，四分表を作成した。その後，
χ2検定を行い，均質性が認められる場合（p>0.05）
には，Mantel-Haenszel 法を，均質性が認められない
場合には DerSimonian-Larid 法を用い，オッズ比を求
めることで，有害事象の発生頻度を求めた。統計解析
処理は SPSS Ver.12.0 J for Windows を用いた。

Ⅲ　結　　果

　今回の検索で得られた無作為比較臨床研究は14であ
り，原発巣の場所，および治療方法を表 1 に示す５－17）。
治療部位は中咽頭を含むものが最も多く，中咽頭を含
まない臨床試験は 2 つで喉頭のみの治療であった。併
用薬剤は CDDP，CBDCA，mytomycin，cetuximabお
よび 5-Fuとの併用であった。化学療法の併用は全ての
臨床試験で同時併用が行われており，EORTC22931 の
み補助化学療法の試験も行っていた８）。放射線療法と
して通常分割照射を採用しているものは 9 ，多分割照
射を採用しているものは 6 あり，これら多分割照射は
すべて 1 日 2 回照射で行われていた。治療成績につい
て表 2 に示す。治療成績の算出されているのは局所所
属リンパ節制御で14あり，生存率で15あった。局所所
属リンパ節制御については12の臨床試験で，同時併用
群の方が制御率が高く，それらは統計学的に有意な差
が見られた（p<0.05）。一方，すべての臨床試験で同時
併用療法群の方が，生存率が高く，そのうち11例は統
計的に有意な差が見られた（p<0.05）。
　粘膜炎について記載していた臨床試験は10みられ
た（表 3 ）。通常分割照射と併用している臨床試験は
7 ，多分割照射と併用している臨床試験は 4 あった。
Grade3 以上の粘膜炎の発生頻度，つまり重度の粘膜
炎の発生数について，通常分割照射および多分割照射
での統合オッズ比を図 1 ，図 2 に示す。通常分割照射
と化学療法を併用した場合には，粘膜炎の発生が有意
に増加していることが認められた。

Ⅳ　考　　察

　頭頸部以外でも固形癌においては放射線併用化学療
法の動向は同時併用が主流になっており18），今回の検
討でも，頭頸部癌の治療において同時併用療法と照射
単独とを比較した臨床試験が抽出された。抗癌剤が
体中にあるときに放射線治療を行うと，放射線の効
果が増強されることが知られている19）。それら増感作
用の働きをする薬剤には 5-Fu，mytomycin，CDDP，
CBDCA などがあり，今回検索した文献でもこれら薬
剤が使用されていた。体中にこれら薬剤が存在する状

態で放射線照射を行い，腫瘍制御を目指すのが，同時
併用療法の特徴といえる。治療成績については，今回
の検索では同時併用療法は照射単独と比較して，局所
リンパ節制御では，結果の算出されている臨床試験14
のうち，12試験で併用療法の方が統計学的に改善して
いる。また，生存率でも11の臨床試験で統計学的に改
善の傾向が認められ，同時併用療法が頭頸部癌の治療
に有益であることを示している。このことは，化学療
法を併用することにより，局所リンパ節の制御が向上
し，生存率の改善につながったと推察される。
　一方で，補助化学療法および導入化学療法があまり
用いられなくなった背景には，これらの治療法が照射
単独の治療成績よりも，優れているとは言えない臨床
研究が多く見られるようになったことが挙げられる20）。
それを示す研究として，Pignon らは，メタアナリシス
により放射線照射単独と補助化学療法（ 8 臨床試験，
患者総数1,854人），導入化学療法（30臨床試験，患者
総数5,269人）および同時併用療法（26臨床試験，患
者総数3,727人）の比較を行い，同時併用療法のみが
5 年生存率に寄与したことを示している21）。今回の検
索でも RTOG91-11 では，補助化学療法を用いた治療
群が設定されていたが，臓器温存および局所制御率に
ついて照射単独と比較して有意な差は認められなかっ
たと報告している７）。以上の結果から，放射線治療と
組み合わせる化学療法の手段として，何らかの利益が
見出せない限り，補助化学療法や導入療法の臨床的意
義は低いと考えられる20）。
　今回検索した論文では通常分割照射だけではなく多
分割照射と化学療法とを併用する臨床試験がみられ
た。多分割照射は通常分割照射より分割回数を増やし，
正常組織と癌細胞との回復能の違いを利用する照射方
法である。代表的な照射方法である過分割照射および
加速照射は， 1 回線量を少なくし総線量を増やし腫瘍
制御に優れることや治療期間を短縮することで，腫瘍
細胞の再増殖が起こるまえに照射を完了するというこ
とを目的として試行される22）。分割方法についての臨
床試験も行われており，RTOG90-03 では，1）通常分
割照射（2Gy/fraction，総線量70Gy），2）過分割照射

（1.2Gy/b.i.d，総線量81.6Gy），3）加速照射（1.6Gy/b.i.d，
38.4Gy）まで照射した後， 2 週間の休止期間を設けそ
の後 67.2Gy まで照射，4）追加照射ありの加速照射に
ついて検討している。その結果，過分割照射や追加照
射ありの加速照射で有意に局所所属リンパ節制御の向
上が認められた23）。したがって，同時併用療法のなか
でも通常分割照射よりも多分割照射を用いることで腫
瘍制御に優れることが考えられる。また治療期間中に
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1 回線量を変更する場合もみられ12），後述する有害事
象の関係とあいまって，最適な 1 回線量と組み合わせ
は検討する余地が残されている。
　口腔・咽頭粘膜炎は，頭頸部癌の放射線治療におけ
る最も重要な有害事象の 1 つである。口腔・咽頭の粘
膜炎により，疼痛や嚥下困難を引き起こし，照射中の
患者の QOL を低下させる。また，照射終了後も遅発
性の潰瘍形成などにより，経口摂取の低下が持続する
要因の 1 つとなっている４）。前述のように同時併用療
法では増感作用を期待するため，照射単独と比較して
有害事象の増加が妨げとなり，そのため，過去におい

ては，導入化学療法が多く利用されていたという側面
がある24）。今回の検討では，頭頸部癌の放射線治療で
重要な有害事象である粘膜炎が，化学療法を併用する
ことで増加するか，発生頻度を一律に評価するため，
Morizane の方法によりオッズ比を算出し，統計分析
を行った。結果が示すように，通常分割照射との同時
併用療法では，照射単独と比較して，高度の粘膜炎の
発生頻度が約 2 倍程度増加していることを示してい
た。このことは，化学療法を同時併用した場合は，粘
膜炎が多く発生することが確認され，臨床的には有害
事象の発生をケアしつつ治療を行う技術が必要である
ことを示している25）。
　それに対し，多分割照射では，化学療法の併用によ
る粘膜炎への発生頻度に有意差が認められなかった。
一般に，多分割照射では 1 日に複数回照射をするこ
とで早期障害が増強されることが知られている26）。今
回の結果からは，化学療法を併用しない場合は通常分
割照射に比較して粘膜炎の発生頻度が多くみられたの
であろうが，同時併用療法を行っても，多分割照射単
独以上に大きな反応は生じないと推測される。従って
多分割照射単独の粘膜炎が許容される程度であるなら
ば，早期障害の点からは多分割照射は同時併用療法に
適していると考えられる。いずれにせよ，頭頸部癌の
治療では審美的および形態的面を考えると，著しく
QOL を損なうような治療は行うべきでなく，多分割
照射においては特に安全性と治療成績の両立が課題と

表2　治療成績

臨床研究 観察期間 局所リンパ節制御率％  併用vs照射単独 生存率％ 併用vs照射単独

GORTEC94-01（2004） 5 年 48vs25（p=0.002） 22vs16（p=0.05）

Cleveland Clinic（2000） 5 年 77vs45（p<0.001） 50vs48（p=0.55）

RTOG91-11（2003） 2 年 78vs56（p<0.001） 36vs27（p=0.006）

EORTC22931（2004） 5 年 82vs69（p=0.007） 53vs40（p=0.04）

ORO93-01（2003） 2 年 42vs23（p=0.022） 51vs40（p=0.129）

RTOG95-01（2004） 2 年 72vs80（p=0.01） 45vs35（p=0.19）

Slovenia （2003） 2 年 86vs69（p=0.037） 74vs69（p=0.036）

Intergroup （2003） 5 年 not reported 37vs27（p=0.014）

ImClone（2006） 3 年 41vs50（p=0.006） 55vs45（p=0.03）

Cologne（2006） 5 年 23vs13（p=0.01） 26vs16（p=0.016）

FNCLCC-GORTEC（2006）　下咽頭 2 年 59vs28（p<0.001） 38vs20（p=0.038）

FNCLCC-GORTEC（2006）　中咽頭 2 年 61vs28（p<0.0004） 41vs22（p=0.038）

Yugoslavia（2000） 5 年 50vs36（p=0.041） 46vs25（p=0.0075）

RCCTG（2005） 5 年 50vs37（p=0.001） 29vs24（p=0.023）

Swiss（2004） 5 年 45vs36（p=0.039） 46vs23（p=0.15）

表3　粘膜炎を評価している臨床研究

臨床研究 照射法

RTOG95-01（2004） 通常分割

EORTC22931（2004） 通常分割

Imclone（2006） 通常分割＋加分割

RTOG91-11（2003） 通常分割

ORO93-01（2003） 通常分割

RCCTG（2005） 加分割

FNCLCC-GORTEC（2006） 加分割

Swiss（2004） 加分割

Slovenia（2003） 通常分割

Intergroup（2003） 通常分割
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なると思われた27）。

V　結　　論

1 ）最近の無作為比較試験の結果から，放射線同時併
用化学療法は頭頸部癌に対し，局所制御率および生
存率を向上させると考えられ，有効な治療であるが，
通常分割照射では同時併用療法において安全性の配

慮が必要である。
2 ）今回の文献的検討では，多分割照射では，化学療
法の併用による粘膜炎への発生頻度に有意差が認め
られず，多分割照射単独の有害事象が許容される程
度であるならば，多分割照射は同時併用療法に適し
ていると考えられた。

  study 

 1

RTOG95-01 

 EORTC 

   Imclone 

 RTOG91-01 

 ORO93-01 

 Slovenia 

 Intergroup 

 total 

5.31（1.34-20.5） 

5.31（1.33-21.2） 

1.71（0.87-3.32） 

2.36（1.33-4.18） 

2.59（1.41-4.76） 

2.02（1.67-2.46） 

OR（95%CI） 

1.16（0.78-1.74） 

2.03（1.17-3.52） 

図1　Grade3 以上の粘膜炎発生のオッズ比（通常分割照射）
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OR（95%CI） 

2.10（0.87-5.09） 

0.61（0.41-0.93） 

1.17（0.78-1.74） 

0.94（0.60-1.46） 

0.71（0.44-1.16） 

 1

図2　Grade3 以上の粘膜炎発生のオッズ比（多分割照射）
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Analysis of the Present State of Radiation Treatment with a Focus on 
Chemoradiotherapy in Head and Neck Cancer Treatment
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Abstract：
Purpose: Document retrieval was carried out regarding chemoradiotherapy for head and neck 
cancers, and then an analysis of the present state was made from viewpoints of both tumor 
control and side eff ects. 
Materials and Methods: Paper retrieval was carried out by use of Pub Med, a paper database, 
regarding randomized clinical control trials of chemoradiotherapy for head and neck cancers 
conducted from 2000 to 2008. From these documents, data on treatment results was 
statistically examined with a focus on tumor control and mucositis that is one of the most 
important side eff ect.
Results: Fourteen randomized clinical control trials were obtained from the retrieval, all of 
which were conducted on concurrent chemotherapy. In 12 clinical trials, loco-regional control 
rates of chemoradiotherapy were statistically better than radiation therapy alone （p<0.05）. 
Survival rates were better in concurrent chemotherapy in all clinical trials and 11 trials showed 
significant differences （p<0.05）.  The mention of mucositis was found in ten clinical trials. 
Usually in the case of conventional fractionation, frequency of occurrence of mucositis increased 
when chemical therapy was jointly used. In twice a day fractionation, however, no diff erence 
was observed.
Conclusion: Concurrent chemotherapy for head and neck cancers improved tumor control and 
survival rates, but requires consideration of safety because occurrence of mucositis increased.

Key words：chemoradiotherapy; randomized trial; head and neck; cancer; side eff ect
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冠状動脈CTにおける撮影条件に関する基礎的研究（第 1報）
―正常モデルにおける検討―

小山内　　　暢＊１　齋　藤　陽　子＊１　　太　田　晃二郎＊２　

兜　森　　　敦＊３　大　湯　和　彦＊４，５　佐　藤　幸　夫＊４，５

（2009年10月30日受付，2009年12月10日受理）

要旨：本研究では，冠状動脈CTにおいて管電圧・管電流がコントラストや被曝線量におよぼ
す影響について模擬ファントム実験を行い検討した。心臓を模した球体に冠状動脈を想定した
チューブを装着し，各内腔を造影剤希釈液で満たし（球体：約120HU，チューブ：約300，350，
400HUと変化させた），模擬ファントムとした。撮影条件は，管電圧：120，100，80kV，管電
流：300，325，350，375，400mA，拍動数：70回/分とした。客観的評価として，コントラスト
比（CNR）を算出した。また，ノイズおよびチューブ辺縁の明瞭度について視覚的評価を行っ
た。被曝線量の評価も行った。管電圧の低下に伴いチューブ内腔のCT値は上昇し，各希釈液
で通常用いられる 120kV と比較して 100kV では1.18～1.37倍，80kVでは1.41～1.81倍となった。
CNRは各管電流で 120kV と 100kV では同等であったが，80kVでは有意に低下した。視覚的評
価においても，管電圧 120kV と比較して 100kV では画質は同等であったが，80kVでは低下し
た。被曝線量は各管電流で 120kV と比較して 100kV では60％，80kVでは29～32％に減少した。
以上より，管電圧 100kV では画質の低下なしに被曝線量の減少が可能で，冠状動脈CTにおけ
る低電圧撮影の有用性が示唆された。

キーワード：冠状動脈CT，管電圧，管電流，低電圧撮影，被曝低減

＊１弘前大学大学院保健学研究科医療生命科学領域
放射線生命科学分野
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ター診療放射線部

＊３財団法人鳴海研究所清明会鳴海病院診療放射線部
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＊５弘前大学大学院保健学研究科生体情報科学領域
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Ⅰ　緒　　言

　多列検出器CT（multi detector computed tomography: 
MDCT）の開発によりCTの応用範囲は広がり，従来
はCTで画像化が困難であった冠状動脈にも応用され
るようになった。冠状動脈CT検査は，心臓カテーテ
ル検査に比べ低侵襲的であるため広く施行されるよう
になり，CT検査でも診断に有用な画像が得られるよ
うになったが１），検出器の多列化に伴う被曝の増加も
問題となっている２）。我が国では放射線診断機器の普
及率が高い。特にCT装置の普及率が高く医療被曝の
中でもCT検査による被曝の占める割合が多い３）。被
曝による確率的影響の 1つに発がんがあり，放射線診

断における被曝低減は重要な課題である。冠状動脈
CT検査では，冠状動脈が細く，解剖学的に複雑な構
造をしており，さらに心拍動の影響により画像化が容
易ではないため，他部位のCT検査と比較して被曝線
量が多い４）。最近では，心臓の動きが少ない心位相の
みにX線を照射する装置や心位相毎に管電流を調整
する装置の導入により被曝低減が図られているが５），
導入されていない施設では他の被曝低減方法検討が必
要である。
　近年，被曝低減および画質向上の観点から低電圧撮
影CTが注目されるようになった。腹部６），肺動脈７）

や下肢静脈８）では有用性に関する報告があるが，心
臓を対象とした低電圧撮影の報告は少なく，撮影条件
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と画質についての詳細な検討は我々の知る限りではな
い。
　本研究では，管電圧と管電流を変化させて冠状動脈
模擬ファントムの撮影を行い，被曝低減も念頭に置い
て，冠状動脈CTにおける撮影条件が画質と被曝線量
に及ぼす影響について検討した。
　本論文では，第 1報として正常冠状動脈モデルに関
する報告をする。

Ⅱ　方　　法

1．使用装置および画像処理装置
　CT装置は16列MDCT（Discovery ST，GE横河メ
ディカルシステム株式会社），心電図模擬波形器は
ECG SIMULATOR（MARQUETTE ELECTRONICS, 
INC.）を使用した。画像処理は 3Dワークステーショ
ン（Advantage Workstation ver4.2，GE横河メディ
カルシステム株式会社）を用いて実施した。

2．冠状動脈模擬ファントム
　心臓を模した塩化ビニル製の球体（直径：約
120mm）の表面に冠状動脈を想定したポリプロピレ
ン製チューブ（内径：2 mm，3 mm，4 mm）を装着し，
冠状動脈心臓模擬ファントムを作製した。球体および
チューブ内腔をそれぞれCT値が異なる造影剤希釈液
で満たした。球体内は 120HUとし，チューブ内腔は
300，350，400HUと変化させた。造影剤は，水溶性ヨー
ド造影剤（アミドトリゾ酸ナトリウムメグルミン注射
液：ウログラフィン注76％，ヨード含有量：370mg/
ml；バイエル薬品株式会社）を使用し，蒸留水で希
釈し目的CT値となるように調製した。なお，造影剤
希釈液のCT値は，一般的に撮影に用いられる管電圧
120kV における値である。

3．撮影方法
　管電圧（通常用いられる 120kV および 100kV，
80kV）と管電流（300，325，350，375，400mA）を
変化させて撮影した。ファントムの拍動数/分は70回/
分とした。また，管電流 350mAでは，拍動させない
状態の静止モデルも撮影した。管球回転速度は0.5sec/
rot，ビームピッチは0.3，スライス厚および画像再構
成間隔は0.625mm，FOVは22cmとした。再構成モー
ドは拍動数70回/分に適したマルチセクタ再構成であ
る SnapShot Burst を用いた。撮影は同一条件で 3回
ずつ行った。
　拍動数/分を模擬波形器で設定し心電同期を行った。

4．画像評価
（ 1）客観的評価
　チューブ内腔のCT値（CT値 t），球体内腔の
CT値（CT値 b）および球体内腔のノイズ（ノイズ
b）を計測し客観的評価を行った。CT値は平均値
（mean），ノイズは標準偏差（SD）とした。また，コ
ントラスト比（CNR）を算出し画質評価を行った。
CNRは以下に示す（A）式に従い算出した。CT値お
よびノイズ計測は球体の中心断面にて行った。チュー
ブ内腔のCT値計測は，内径 4 mmのチューブのみで
行った。球体内腔のCT値およびノイズ計測は，中心
および周辺 3ヶ所の合計 4ヶ所で同一面積の関心領域
（region of interest: ROI）を設定して行った。

CNR＝ CT値 t －CT値 b ………（A）ノイズb

（ 2）視覚的評価
　視覚的評価は，CT装置で得られた横断像と 3D
ワークステーションを使用して作成した volume 
rendering（VR）像について，冠状動脈CT検査経験
を有する 2名の評価者が独立して行った。
　評価項目は球体内腔のノイズおよびチューブ辺縁の
明瞭度である。
　球体内腔のノイズに関しては，横断像を 3段階で評
価した。評価基準は，スコア 3：ノイズが少ない，ス
コア 2：ノイズがやや多い，スコア 1：ノイズが多い，
とした。チューブ辺縁の明瞭度は各内径のチューブ毎
にVR像を 3段階評価した。評価基準は，スコア 3：
チューブ辺縁の描出が非常に鮮明，スコア 2：チュー
ブ辺縁の描出が鮮明，スコア 1：チューブ辺縁の描出
が不鮮明，とした。
　視覚的評価の評価基準を図 1に示す。なお，管電圧
ごとに，ウィンドウレベルおよびウィンドウ幅等の観
察条件を一定とし，評価を行った。

5．被曝線量の検討
 コンソール上に表示されるCT線量指標（volume CT 
dose Index: CTDIvol）で評価した。

6．統計解析
 統計解析は，エクセル統計Statcel 2を使用し，CT値，
ノイズおよびCNRについてｔ検定，回帰分析で検討
を行った。また，視覚的評価における画質スコアにつ
いては，マン・ホイットニ検定で検討を行った。評価
者間での一致率はκ値で評価した。有意水準はp＜0.05
とした。
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.3a.2a .1a

b1. b2. b3.

 .2c .1c c3. 

B．チューブ辺縁の明瞭度に関する評価基準 

A．ノイズに関する評価基準 

図１　視覚的評価の評価基準
（A）ノイズに関する評価基準
　（a1）ノイズが少ない。スコア３。
　（a2）ノイズがやや多い。スコア２。
　（a3）ノイズが多い。スコア１。
（B）チューブ辺縁の明瞭度に関する評価基準
　（b1）～（b3）：チューブ辺縁の描出が非常に鮮明である。スコア３。
　（c1）～（c3）：チューブ辺縁の描出が鮮明である。スコア２。
　 b1, c1：内径４mm，b2, c2：内径３mm，b3, c3：内径２mm

Ⅲ　結　　果

1．画質
（ 1）客観的評価

①CT値
　冠状動脈模擬ファントムにおける造影剤希釈液別の
管電圧とCT値の関係を図2a に示す。管電圧の低下
に伴うチューブ内腔のCT値の上昇が確認された。全
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撮影において，120kV と比較して 100kV では1.18～
1.37倍，80kVでは1.41～1.81倍に上昇した（いずれも
p＜0.05）。また，基準ファントムとしてポリプロピレ
ン製ボトルに充填した十分な体積の希釈造影剤の計測
も行ったが（図2b），模擬ファントムではこの基準と
比較して，CT値の変動が大きかった。
　調製CT値と各管電圧におけるCT値の関係を図 3
に示す。基準ファントムおよび模擬ファントムで管電
圧の低下に伴いCT値が上昇したが，模擬ファントム
ではCT値の変動が大きかった。
②ノイズ
　各管電流において，120kV と比較して 100kV では
26～29％，80kVでは102～112％増加し，いずれも有
意差がみられた（p＜0.01）（図4a）。このノイズの増
加割合は静止モデルと同程度であった。また，電流と

ノイズには負の相関があった（R=－0.97～－0.75）（図
4b）。
③CNR
　120kV と比較して 100kV では同等であった。しか
し，80kVでは，全ての撮影の87%で約 7割に低下し
た（p＜0.05）。造影剤希釈液 350HUにおける結果を
図 5に示す。

（ 2）視覚的評価
　ノイズに関する評価では，全撮影において，管電圧
120kV ではスコア 3，100kV ではスコア 2，80kVで
はスコア 1と評価された。 2名の評価者間でのスコア
は一致した。
　チューブ辺縁の明瞭度に関する結果を表 1に示す。
チューブ内径 4 mm, 3 mmでは，管電圧 120kV と比
較して，100kV では同等であった（いずれも平均ス
コア3.0）。管電圧 80kVでは全てのチューブで平均ス

a. 模擬ファントムの結果 

b. 基準ファントムの結果 
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図２　造影剤希釈液別の管電圧とCT値の関係
a．模擬ファントムの結果
b．基準ファントムの結果
管電圧の低下に伴いチューブ内腔のCT値が上昇した。
全撮影において，120kVと比較して100kVでは1.18
～1.37倍，80kVでは1.41～1.81倍に上昇した（p＜
0.05）（2a）。また，基準ファントムとして十分な体積
の希釈造影剤の計測も行ったが（2b），冠状動脈模擬
ファントムではこの基準と比較して，CT値の変動が大
きかった。

a. 模擬ファントムの結果 

b. 基準ファントムの結果 
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図３　調製CT値と各管電圧におけるCT値の関係
a．模擬ファントムの結果
b．基準ファントムの結果
基準ファントムおよび模擬ファントムで管電圧の低下に伴い
CT値が上昇したが，模擬ファントムではCT値の変動が大
きかった。
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コアが2.0～2.2であり，120kV と比較して有意に低かっ
た（p＜0.02）。チューブ内径 2 mmでは，評価者 1名
のスコアが 120kV と比較して 100kV で有意に高かっ
た。
　 2名の評価者間での一致率は良好であった（κ=
0.55~0.80）。

２．被曝線量
　撮影条件の違いによるCTDIvol の値を図 6に示す。
CTDIvol は管電圧 120kV と比較して，100kV では
60%，80kVでは29～32％に減少した。管電流の変化
に伴い直線的に変化したのに対して，管電圧の変化に
対しては指数関数的に変化した。

Ⅳ　考　　察

　冠状動脈は細く，解剖学的に複雑な構造をしてお
り，加えて心拍動の影響により画像化が容易ではない
ため，他部位におけるCT検査と比較して，冠状動脈
CT検査では被曝線量を多くせざるを得ない。本研究
では，被曝低減も念頭に置き撮影条件と画質の関係を
検討した。
　エックス線管球から発生するエックス線量は，管電
圧の 2乗と管電流に比例し９），ノイズおよび被曝線量
に影響を与える。管電流を変化させた場合，管電流と
エックス線量は比例関係にあるが，管電圧を変化させ
た場合は，エックス線のエネルギー変化によって透過
性等が変化し，管電圧と被写体へ入射する線量の関係
は複雑となる。
　管電圧を低下させると，CT値は上昇したが，この
CT値の上昇はエックス線のエネルギー低下に伴っ
て，ヨード造影剤の吸収が大きくなったことに起因す
る。しかし，基準ファントムと比較して，模擬ファン
トムのCT値の上昇は変動が大きかった。この変動は，
チューブ径の細さ，拍動および模擬ファントムの周囲
が空気であることによると考えられる。
　管電圧の低下に伴ってノイズが増加したが，ノイ
ズの増加割合はこれまでの報告と同程度であった。
120kV と比較して 100kV では26～29%の増加である
のに対し，80kV では102～112％増加しており，80kV
ではノイズが急激に増加した。ノイズの 2乗は検出器
へ入射するエックス線量に反比例するが10），今回の検
討では，エックス線管球から発生するエックス線量は
管電圧の 2乗に比例するために管電圧低下によって発

 a. 管電圧と球体内腔のノイズの関係 

b. 管電流と球体内腔のノイズの関係 
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図４　球体内腔のノイズ
a．管電圧と球体内腔のノイズの関係
b．管電流と球体内腔のノイズの関係
管電圧の低下に伴い，球体内腔のノイズは有意に増加
した。各管電流において，120kVと比較して100kV
では26～29％，80kVでは102～112％増加した（p＜
0.01）（4a）。管電流とノイズには負の相関があった（R=
－0.97～－0.75）（4b）。

図５　管電圧の違いによるCNRの変化（造影
剤希釈液：350HU）　　　　　

120kVと比較して，100kVでは同等であったが，
80kVでは全ての撮影の87%で約７割に低下した（p＜
0.05）。
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生エックス線量が大幅に減少したこと，付加フィル
ターによる低エネルギー成分の吸収割合が低電圧では
相対的に大きいこと，エネルギー低下に伴う被写体に
おける透過力の低下，低エネルギーではコンプトン散
乱よりも光電効果の割合が増加すること等，複合的な

影響で 80kVにおいて入射エックス線量が大幅に減少
し，ノイズが大きく増加したと考えられる。多少のノ
イズの増加ではノイズ低減フィルターを用いることに
より臨床的に有用な画像を得ることも可能であると考
えられ，今後，検討したい。
　CNRは 120kV と比較して 100kV では同等であり，
80kVでは，全撮影の約87%で CNRは有意に低下し
た。80kVで低下しなかったものは，120kV での CNR
の変動が大きかったことに起因し，これは拍動の影響
や再構成心位相が不適切であったためであると考えら
れる。今回は同一条件において 3回ずつ撮影したが，
更に撮影回数を増加させたり，より多くの心位相で再
構成することによりこの変動は少なくなると予想され
る。100kV において CNRが低下せず，80kVにおい
て低下したのは，100kV では CT値の上昇とノイズの
増加割合が同程度であり，80kVでは CT値の上昇よ
りもノイズの増加割合が大きかったためである。また，
80kVで CNRは低下したが，今回の検討では，管電
流の上限は 400mAであったが，さらに管電流を増加
させることのできる装置では，80kVにおいて，さら
に管電流を増加させ，CNRが低下しない撮影条件も
設定可能であると考えられる。
　視覚評価において，電圧低下に伴いノイズに関する
スコアは低下したが，120kV と比較して 100kV では
チューブ辺縁の明瞭度に関するスコアに有意差はな
かった。これは，ノイズは増加したが，チューブ内の
CT値も上昇しコントラストが低下しなかったことを
反映している。さらに，チューブ内径 2 mmのスコア
は 1名の評価者（評価者No.1）で 120kV と比較して
100kV で有意に高かった。これも，100kV での CT
値の上昇により辺縁が明瞭に描出されたためであると
考えられる。80kV では全てのチューブで 120kV と比
較して，スコアが低かった。これはノイズの増加およ
びコントラストの低下によりチューブ辺縁が不鮮明に
描出されたためであると考えられる。今回検討を行っ
た範囲では，100kV におけるノイズの増加はチュー
ブの描出に影響を与えないと言える。

表１　視覚評価による平均画質スコア（チューブ辺縁の明瞭度）
4 mm 3 mm 2 mm

120kV 100kV 80kV 120kV 100kV 80kV 120kV 100kV 80kV
評価者No.1 3.0 3.0 2.2 3.0 3.0 2.2 2.7 3.0 2.2 
評価者No.2 3.0 3.0 2.0 3.0 3.0 2.0 2.7 2.9 2.0 

チューブ内径４mm，３mmでは，管電圧120kVと比較して，100kVでは同等であった。管電圧80kVでは全ての
チューブで平均スコアが，120kVと比較して有意に低かった（p＜0.02）。チューブ内径２mmでは，評価者１名のス
コアが120kVと比較して100kVで有意に高かった。２名の評価者間での一致率は良好であった（κ=0.55~0.80)。
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図６　CTDIvol の値
a．管電圧とCTDIvol の関係
b．管電流とCTDIvol の関係
管電圧120kVと比較して，100kVでは60%，80kVでは29
～32％に減少した（2a）。管電流の変化に伴い直線的に変化し
たのに対して（2b），管電圧の変化によって指数関数的に変化
した。
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　CTDIvol は，管電流の変化に伴い直線的に変化し
た。しかし，管電圧の減少に伴い指数関数的に変化し
た（120kV に対して 100kV では60%，80kVでは29～
32％に減少）。前述のように，理論的には管球からの
エックス線発生量は，管電圧の 2乗と管電流に比例す
る。結果では管電流とCTDIvol の増加割合は一致し
たが，管電圧低下によるCTDIvol の減少率は管電圧
の 2乗より大きかった。これは，管球から発生したエッ
クス線がさらに付加フィルターで吸収されることによ
り線質が変化するためであると考えられる。
　本研究で検討を行った模擬ファントムは心臓のみを
模しており，胸壁や肋骨および椎体等は再現されてい
ない。それらの構造によるエックス線の吸収を考慮し
た場合，体格の大きい患者における低電圧撮影の臨床
応用は困難であるかもしれない。さらに模擬ファント
ムは直径が約 120mmであり，成書による標準的な心
臓の大きさよりも大きい。そのため球体によるエック
ス線の吸収が大きく，臨床応用の際には管電圧とコン
トラストの関係が今回の結果と異なることも考えられ
る。また，撮影は球体の中心をアイソセンターとした
ため，チューブがオフセンターとなっており計測が不
正確であった可能性もあるが，冠状動脈CT検査にお
いても冠状動脈はアイソセンターに存在せず，臨床応
用の際には問題とならないと思われる。今回は，拍動
数70回/分のみの検討であり，拍動数の画質への影響
を評価していない。また，正常モデルの検討のみであ
り，ソフトプラークの描出能に関する検討も行ってい
ない。さらに画質に影響を及ぼすと考えられる石灰化
に関する検討も行っていない。しかし，今回の検討に
よって，拍動している細いチューブの描出においても
低電圧撮影の有用性が示唆された。さらなる検討は必
要であるが，小児や体格の小さい患者を対象とした冠
状動脈CTにおける低電圧撮影の臨床応用の可能性が
示唆された。

Ⅴ　結　　語

　本研究では，冠状動脈CTにおける撮影条件が画質
と被曝量に及ぼす影響をファントム実験において検討
した。客観的評価および視覚的評価において，画質は
120kV と比較して 80kVでは低下したが，100kV では
同等であった。また，管電圧 100kV では画質の低下
なしにCTDIvol が60%に減少した。管電圧を 100kV

に低下させると，画質の低下なしに被曝線量の減少が
可能であり，冠状動脈CTにおいても低電圧撮影応用
の可能性が示唆された。
　今後，石灰化モデルやソフトプラークモデルの検討
を行いたい。
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Tomography Angiography: Effects of Scan Parameters on Image 

Quality and Radiation Dose.
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Abstract：The purpose of this study is to evaluate the eff ect of tube voltage and tube current 
on image quality and radiation dose at coronary computed tomography angiography (CTA). 
The phantom was constituted with ball and tubes, and they were fi lled with diluted contrast 
medium (ball: 120HU, tube: 300, 350 and 400HU). The phantom was scanned at 120 kV, 100 kV 
and 80kV. The tube current were 300, 325, 350, 375 and 400mA. The scan was performed with 
beating at 70bpm. Contrast-to-noise ratio (CNR) was calculated. Also we performed assessment 
for image quality, especially noise and sharpness. We also evaluated radiation dose. Compared 
with 120kV, the CT numbers were 1.18~1.37 and 1.41~1.81-times higher at 100kV and 80kV 
respectively. Compared with 120kV, CNR was similar to that at 100kV, but signifi cantly lower 
at 80kV. Also in assessment for image quality, the image score were signifi cantly lower at 80kV. 
Compared with 120kV, radiation dose was decreased to 60% and 29~32% at 100kV and 80kV 
respectively. In conclusion, with 100kV radiation dose could be reduced without degradation 
of image quality, and it is suggested that low-tube voltage technique is also useful in coronary 
CTA.
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保健学科の医療情報学教育における理解度調査（第 3報）
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要旨：弘前大学医学部保健学科では，2007年度より全専攻が履修可能となる「医療情報学」を
開講し，以来開講初日と最終日に同じ内容のアンケートを実施し，授業の効果や問題点につい
ての解析を試みてきた。2009年度は，調査用語の「情報基礎」，「医学・医療」，「医療情報」と
した前年度のカテゴリー分類は同じままで，用語について再検討し調査を実施した。その結果，
前年度同様「医療情報」用語の理解度が「情報基礎」や「医学・医療」用語に比べ有意に低いこと，
各用語の正解率は本講開講により有意に増加し，一方で受講後の専攻間には有意な差が認めら
なかった。しかし，「医療情報」の受講後の正解平均個数は有意に向上したとは言え，10問中 5
問以下と依然として低い正解率であった。以上の結果から，カテゴリーに依存して学生の用語
理解度に差が認められることから，特に医療情報用語の理解度を高める工夫が必要である。

キーワード：医療情報，情報リテラシー，理解度調査，学習方略

＊１グライコジャパン株式会社
東京都豊島区東池袋 3丁目 8番 5号

＊２弘前大学大学院保健学研究科医療生命科学領域
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＊３弘前大学大学院医学研究科医学医療情報学講座 

序　　論

　2007年に厚生労働省が作成した「医療・健康・介
護・福祉分野の情報化グランドデザイン」では，平成
18年度から概ね 5年間にわたる分野横断的な情報化方
針及び具体的なアクションプラン等が示され１），「重
点計画2008」において，グランドデザインについての
進捗状況の報告が行われた２）。その後2009年 7 月には，
「i-Japan 戦略2015」が策定され，デジタル新時代に向
けた新たな戦略（三か年緊急プラン）を包括した中長
期戦略を打ち立てた３）。教育分野では，大学の情報教
育，デジタル基盤，遠隔教育等の充実を目指し，特に
情報教育については，課題や目的に応じて情報手段を
適切に活用したり，必要な情報を主体的に収集・判断・
表現・処理・創造したりする能力，情報や情報手段の
特性を理解する能力や，情報セキュリティも含む情報
モラル等の情報活用能力の育成を行うこととしてい
る。さらに，医療従事者自身の情報リテラシーの向上
が必須条件であり，大学教育としても情報リテラシー
教育をどのように具体化・充実させていくのかは，大
きな課題の一つとなってきている。

　これまで我々は，医学部保健学科 3年次生を対象と
した医療情報学講義に際して，講義初回と最終回に情
報リテラシーに関する学生の理解度調査を実施し，学
生の理解度や医療情報に関する実態について報告して
きた４，５）。これまでの結果，専攻間および男女間で用
語理解度の差に大きな違いが見られ，本授業以前にお
ける情報リテラシーの差に起因していることを報告し
た４）。さらに，調査用語を「情報基礎」，「医学・医療」，
「医療情報」のカテゴリーに大別した場合，「医療情
報」用語の理解度が「情報基礎」や「医学・医療」用
語に比べ相対的に低いことを明らかにした５）。2009年
度は，これまで同様「情報基礎」，「医学・医療」，「医
療情報」のカテゴリー分類は同じままで，調査用語を
再検討して凡そ半分の用語を新たに入れ替え，調査用
語の認知および理解度について調査した。

方　　法

　医療情報学講義を受講した医学部保健学科 3年次学
生を対象に，各種資料に基づく担当教員相互の協議に
より医療関連用語（「情報基礎」10用語，「医学・医療」
10用語，「医療情報」10用語）を選定し，表 1に示す内
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容でアンケート調査を行った。本調査に用いた用語の
分類は，表 2のとおりである。調査は，初回講義（2009
年 4 月 3 日）の受講前と最終回講義（2009年 6 月 1 日）
の受講後に同じ内容で実施し，初回110名（看護学専
攻 5名，放射線技術科学専攻36名，検査技術科学専攻
30名，理学療法学専攻18名，作業療法学専攻21名），
最終回102名（看護学専攻 1名，放射線技術科学専攻
40名，検査技術科学専攻24名，理学療法学専攻17名，
作業療法学専攻20名）が受講した。アンケートは，設
問の用語を初めて見た場合は，用語を○で選択し，用
語にふさわしい説明を選択肢欄から一つ選び，該当す
る番号を用語の横のカッコ内に記述することとした。
履修状況に関する集計は，初回110名および最終回102

名を対象とし，専攻別に行った。アンケートの集計・
分析は，初回と最終回の両方を参加した97名を対象と
し，用語別，用語カテゴリー（設問 1～10：「情報基礎」，
設問11～20：「医学・医療」，設問21～30：「医療情報」）
別，専攻別に行った。看護学専攻については，対象者
が 1名であった為，集計・分析対象から除外すること
とした。各カテゴリー10問中の正解平均個数点および
正解率と，初めて見た用語（以下，初見）の平均個数
および初見率は，専攻別，用語別，用語カテゴリー別
に，初回講義の受講前と最終回講義の受講後で示した。
　統計処理は，student の t検定及び一元配置分散分
析とTukey-Kramer 法の多重比較検定で行った。

表1　医療情報関連用語に関するアンケート調査票

専攻 看護，放射線，検査，理学，作業 番号・氏名

1 ～30の用語で初めての用語の番号を丸で囲み，最も関連のあるものを右の選択肢欄より選びなさい。

1．bit/byte （　　　）
2．CPU （　　　）
3．HTML （　　　）
4．LAN  （　　　）
5．OS （　　　）
6．TCP/IP （　　　）
7．URL （　　　）
8．USB  （　　　）
9．WWW （　　　）
10．100BASE-T （　　　）
11．DPC （　　　）
12．EBM （　　　）
13．MEDLINE （　　　）
14．MRSA （　　　）
15．QOL （　　　）
16．セカンドオピニオン （　　　）
17．ターミナルケア （　　　）
18．バイタルサイン （　　　）
19．リスクマネジメント （　　　）
20．リスボン宣言  （　　　）
21．DICOM （　　　）
22．e-文書法 （　　　）
23．HIS （　　　）
24．ICD （　　　）
25．OECDガイドライン （　　　）
26．PACS  （　　　）
27．クリティカルパス （　　　）
28．テレパソロジー （　　　）
29．電子カルテ （　　　）
30．レセプト （　　　）

1．医学系データベース
2．疾病等の国際統計分類
3．専門的知識を持つ第三者に意見を求める行為
4．黄色ブドウ球菌
5．生活の質
6．医用画像保管・転送システム
7．医療事故防止対策
8．医療における画像と通信の規格
9．遠隔病理診断
10．イーサネットの規格
11．診断群分類
12．病院情報システム
13．情報量の単位
14．診療記録の電子情報
15．インターネットでの情報検索システム
16．生体情報
17．基本ソフトウェア
18．診療報酬明細書
19．インターネットの資源（情報）の所在地
20．患者の権利
21．パソコンなどのインターフェイス規格
22．診療録等の電子保存
23．根拠に基づく医療
24．中央処理装置
25．個人情報保護法
26．ネットワークの通信規約
27．入院診療計画表
28．Web ページを記述するための言語
29．終末期医療
30．限定された場所でのコンピュータネットワーク

選択肢欄
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結　　果

1．受講状況
　「医療情報学」は，放射線技術科学専攻のみ必修科
目であり，その他の専攻は選択科目である。2009年度
の受講状況を図 1に示す。最終回の受講率は，放射線
技術科学専攻81.4%，検査技術科学専攻53.3%，理学療
法学専攻77.3%及び作業療法学専攻87.0%であったのに
対し，看護学専攻で1.1%と顕著に低かった。
2．用語カテゴリー別理解度調査
　用語カテゴリー別各10問中の正解平均個数（図 2－
A）と初見平均個数（図 2－B）を示した。受講前正
解平均個数は，「情報基礎」5.0，「医学・医療」6.0，「医
療情報」2.2であり，受講後の正解平均個数は，「情報
基礎」6.0，「医学・医療」7.9，「医療情報」4.4であり，
全ての用語カテゴリーにおいて受講後で正解数は有意
に（p<0.001）増加した。また，初回講義時の初見平
均個数は，「情報基礎」1.3，「医学・医療」1.9，「医療
情報」3.8であり，「医療情報」が他の 2つに比べ有意
に高い結果となった。
3．専攻別理解度調査
　同様の解析を専攻別に行った（図 3）。正解平均個
数は，看護学専攻を除く全ての専攻，全ての用語カテ
ゴリーで，受講前と比較して向上したが（図 3－A, B, 
C），「医療情報」については，全専攻において，受講
前正解平均個数が 3を下回り，受講後においても 5を
下回った。特に全てのカテゴリーにおいて，検査技術
科学専攻が放射線技術科学専攻に比べて有意に高い結
果となった。また，この時の初回平均個数は 3カテゴ
リーのうち，医療情報で高く（図 3－D, E, F），この
場合も検査技術科学専攻は放射線技術科学専攻に比べ
て有意に低い値を示し，放射線技術科学専攻より高い

理解度を示した。
4．用語別理解度調査
　用語別の正解率と初見率を受講前と受講後で比較し
た（表 3）。受講前に40%を超える初見率を示した用
語（「100BASA-TX」，「DPC」，「EBM」，「DICOM」，「e-
文書法」，「ICD」，「OECDガイドライン」，「PACS」，「テ
レパソロジー」はいずれも，受講後に 2 %～ 6 %へと
大幅に低下した。
　受講前と受講後で正解率が下がった用語を表 4に抽
出した。放射線技術科学専攻で 1用語，検査技術科学
専攻では，「医療情報」 3用語，理学療法学および作
業療法学は，「情報基礎」でそれぞれ 3用語であった。
このうち，情報基礎用語のWWW, LAN, URL 及び医
療情報の電子カルテと一部用語の共通性が見られた。

看護学 放射線技術学 検査技術学 理学療法学 作業療法学
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図1　医療情報学の受講状況
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図2　受講前後の各カテゴリーの正解率（A）
及び受講前の所見平均点（B）（全専攻）

A＊ p<0.001 受講前 vs受講後（ｔ検定）．
p<0.001：受講前及び受講後の「基礎情報」vs「医学・
医療」，「基礎情報」vs「医療情報」，「医学・医療」vs「医
療情報」（Tukey-Kramer 法）
B p<0.001：「基礎情報」vs「医療情報」，「医学・医療」
vs「医療情報」（Tukey-Kramer 法）
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図3　受講前後の各カテゴリー用語の各専攻における正解率（A-C）及び所見平均点（D-F）（専攻別）

A  p<0.05：受講前の「放射線技術科学」vs「検査技術科学」，受講前後の「検査技術科学」vs「作業
療法学専攻」（Tukey-Kramer 法）
B  p<0.05：受講前の「放射線技術科学」vs「検査技術科学」，「放射線技術科学」vs「理学療法学専攻」
（Tukey-Kramer 法）
C  p<0.05：受講後の「放射線技術科学」vs「検査技術科学」（Tukey-Kramer 法）
D  p<0.05：「放射線技術科学」vs「検査技術科学」，「検査技術科学」vs「作業療法学専攻」，「検査技
術科学」vs「理学療法学専攻」（Tukey-Kramer 法）
E  p<0.05：「放射線技術科学」vs「検査技術科学」，「検査技術科学」vs「理学療法学専攻」（Tukey-
Kramer 法）
F  p<0.05：「放射線技術科学」vs「検査技術科学」（Tukey-Kramer 法）
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表2　 本調査に用いた用語の分類

用語分類

情報基礎系用語
　 1．bit/byte   量の単位
　 2．CPU   中央処理装置
　 3．HTML   Webページを記述するための言語
　 4．LAN   限定された場所でのコンピュータネットワーク
　 5．OS   基本ソフトウェア
　 6．TCP/IP   ネットワークの通信規約
　 7．URL   インターネットの資源（情報）の所在地
　 8．USB   パソコンなどのインターフェイス規格の一つ
　 9．WWW   インターネットでの情報検索システム
　10．100BASE-TX  イーサネットの規格

医学・医療系用語
　 1．DPC   診断群分類
　 2．EBM   根拠に基づく医療
　 3．MEDLINE   医学系データベース
　 4．MRSA   黄色ブドウ球菌
　 5．QOL   生活の質
　 6．セカンドオピニオン　 専門的知識を持つ第三者に意見を求める行為
　 7．ターミナルケア  終末期医療
　 8．バイタルサイン  生体情報
　 9．リスクマネジメント  医療事故防止対策
　10．リスボン宣言   患者の権利

医療情報システム系用語
　 1．DICOM   医療における画像と通信の規格
　 2．e-文書法   診療録等の電子保存
　 3．HIS   病院情報システム
　 4．ICD   疾病等の国際統計分類
　 5．OECDガイドライン  個人情報保護法
　 6．PACS    医用画像保管・転送システム
　 7．クリニカルパス  入院診療計画表
　 8．テレパソロジー  遠隔病理診断
　 9．電子カルテ   診療記録の電子情報
　10．レセプト   診療報酬明細書

5．理解のあいまい度調査
　初見率と正解率とは相関性が高い（逆相関）ことが
予想されるため，両者の散布図を作成した（図 4）。
相関係数は，－0.857（r）であり，受講前において初
見率と正解率との間に有意な負の相関が得られた。

考　　察

　「医療情報学」は，放射線技術科学専攻のみ必修科
目であり，その他の専攻は選択科目である。検査技術
科学専攻について，受講率が53%と他専攻と比較して
低くなったが，同専攻は， 2年次前期に「医療情報機
器工学」という 2単位の必修科目が設置されている事
が要因として考えられる。看護学専攻の受講率が 1 %

と極端に低かったが，その正確な要因は不明であるが，
今後受講者数増加に向けた対策が必要である。全ての
カテゴリーにおいて，受講前に比べ受講により正解平
均個数は有意に向上し（図 2－A），講義の効果が確
認された。この中で，「医療情報」は，他の用語カテ
ゴリーと比べ有意に低い結果となったが，「医療情報」
の多くの用語が 2年生までの専門教育では対応出来て
いないことも一因として考えられる。また，「医療情報」
の受講後の正解平均個数は有意に向上したとは言え，
10問中 5問以下と依然として低いことから，特に「医
療情報」用語の理解度向上に向けた取り組みが必要で
ある。専攻別においても，看護学専攻を除く全ての専
攻で講義により理解度の向上が確認できた（図 3－A，
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表3　用語別　正解率／初見率（学科計）

用　　語
受講前 受講後

正解率（％） 初見率（％） 正解率（％）
bit/byte 99.0 2.1 100.0 
CPU 53.6 16.5 92.8 
HTML 47.4 12.4 56.7 
LAN 57.7 3.1 73.2 
OS 70.1 9.3 91.8 
TCP/IP 11.3 33.0 18.6 
URL 81.4 0.0 72.2 
USB 20.6 1.0 39.2 
WWW 50.5 1.0 43.3 
100BASE-TX 6.2 47.4 13.4 
DPC 7.2 45.4 53.6 
EBM 12.4 43.3 74.2 
MEDLINE 30.9 38.1 57.7 
MRSA 79.4 10.3 92.8 
QOL 95.9 4.1 99.0 
セカンドオピニオン　 92.8 2.1 95.9 
ターミナルケア 80.4 8.2 93.8 
バイタルサイン 85.6 5.2 93.8 
リスクマネジメント 73.2 5.2 84.5 
リスボン宣言 44.3 33.0 48.5 
DICOM 8.2 48.5 38.1 
e-文書法 3.1 46.4 15.5 
HIS 18.6 38.1 61.9 
ICD 23.7 42.3 40.2 
OECDガイドライン 3.1 42.3 12.4 
PACS 7.2 48.5 20.6 
クリニカルパス 25.8 28.9 68.0 
テレパソロジー 29.9 46.4 42.3 
電子カルテ 69.1 3.1 68.0 
レセプト 29.9 33.0 75.3 

表4　正解率（受講後）が低下した用語一覧

専攻 受講後正解率が
低下した用語数 用語

＜情報基礎＞
放射線技術科学 1 WWW
検査技術科学 0
理学療法学 3 LAN, URL, WWW
作業療法学 3 TCP/IP, URL, WWW
＜医学・医療＞
放射線技術科学 0
検査技術科学 0
理学療法学 1 QOL
作業療法学 0
＜医療情報＞
放射線技術科学 0
検査技術科学 3 リスボン宣言，テレパソロジー，電子カルテ
理学療法学 1 電子カルテ
作業療法学 0
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図4．初見率と正解率との散布図（学科計）

B，C）。また，受講後の正解平均個数は各専攻間で差
は認められなかったが，放射線技術科学専攻の受講前
の「情報基礎」と「医学・医療」用語の正解平均個数
が検査技術科学専攻に比べて有意に低いことや，全て
の用語の所見平均個数が有意に高いことは，講義開始
時の放射線技術科学専攻の学生と検査技術科学専攻
の学生との間の明らかの理解度の差を示す結果となっ
た。また，今回の調査では初見率が40%を超える用語
が受講後で大幅に低下した（表 3）一方で，正解率が
減少した用語が幾つか認められた（表 4）。このうち
WWW，LAN，URL及び電子カルテの初見率はいず
れも 5 %以下である事から，用語は認識しているもの
の正確に理解していない結果であると考えられる。さ
らに，2008年度の調査では凡そ 1 / 3 の用語で初見率
が50%を超えていた点と比較すると，本年度の用語選
択はより相応しい結果となった。
　弘前大学では，現代人にとって必要な情報処理の基
礎と，コンピュータ操作の基本を修得させるため，平
成 7年度から全学生を対象に「情報処理演習」2単位
を必修化し，その後も，一般科目と専門科目との有機
的な連携に配慮した一貫教育に向け，カリキュラム改
革やシラバスの作成および工夫が行われている。さら
に，レセプト完全オンライン化に向けた取組や地域医
療や遠隔医療に対する支援などが着実に進展していく

なかで，必要な情報を収集・活用するために情報科学
の手法やコンピュータの利用は必須となっている。本
調査から，用語により学生の理解度に差が認められる
ことから，特に医療情報用語の理解度を高める工夫が
必要であり，今後検討を進めていきたい。
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Abstract：A new class on medical informatics, which can be attended by all students of 
various majors, was started in the 2007 academic year at Hirosaki University School of Health 
Sciences. A questionnaire survey was performed at both the beginning and end of this course 
to evaluate some of the problems associated with such a course and its eff ectiveness. The terms 
for a questionnaire survey were reconsidered in 2009, although the three categories of ‘medical 
information’, ‘general information’ and ‘basic informatics’ were the same as in 2008. The results 
showed that the overall understanding of the informatics-related terms is signifi cantly lower 
than that of medicine and general terms, the rate of correct answers signifi cantly increased as 
they had in 2008, however, no signifi cant diff erence was observed among the various majors 
after course. However, the average number of correct answers of "medical information" after 
the course signifi cantly improved, but the rate of correct answers was still low at less than 
50%. Since there is a wide variation regarding the rate of understanding among the terms, it is 
necessary to determine how to increase the rate of understanding, particularly regarding the 
medical informatics terms.

Key words：Medical informatics; Information literacy; Questionnaire survey
                   Learning strategies. 
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ラット膵腺房細胞に及ぼすアディポネクチンの作用
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要旨：アディポネクチンは脂肪細胞から分泌され，インスリン感受性増強作用や動脈硬化抑制
作用を持つ善玉アディポカインとして注目されている。今回， 7～ 9週齢のSD雄ラットを用
い，膵臓組織の免疫組織化学染色及び遺伝子解析によるアディポネクチン受容体の検出を試み
た。さらに単離膵腺房細胞を用いて，アディポネクチン刺激によるアミラーゼ分泌量，細胞内
Ca2+濃度（［Ca2+］i）について測定し，膵腺房細胞に及ぼすアディポネクチンの作用を検討した。
その結果，膵腺房細胞にはアディポネクチン受容体Adipo-R1，Adipo-R2 が認められ，アディ
ポネクチンはアミラーゼ分泌に対して弱い促進傾向を示した。Ca2+応答では，総ての細胞が反
応するわけではなく， ［Ca2+］i の上昇は一過性で小さく，反応するまで時間を要した。以上から，
ラット膵腺房細胞はアディポネクチン受容体を有しており，アミラーゼ分泌に対するアディポ
ネクチンの作用は補助的な役割をしていることが示唆された。

キーワード：アディポネクチン，膵腺房細胞，ラット，アミラーゼ分泌，細胞内Ca2+濃度
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Ⅰ．はじめに

　脂肪細胞から分泌されるアディポカインにはア
ディポネクチンやレプチン，TNF－α，レジスチン，
アンジオテンシノーゲンなどがある。このうちアディ
ポネクチンはインスリン感受性増強作用や，動脈硬
化抑制作用，抗肥満作用などを持っている１－７）。現
在，メタボリックシンドロームに対する治療薬として，
高活性型の高分子量アディポネクチンの増加薬やア
ディポネクチン受容体５）の作動薬の開発が盛んに行
われており３），アディポネクチンの活性や総量を増強
することが重要である。アディポネクチン受容体の
Adipo-R1 は筋肉に，Adipo-R2 は肝臓に豊富に存在
し，アディポネクチンはAMPキナーゼ（AMPK），
peroxisome proliferator-activated receptor（PPAR）α
の活性化を介して脂肪酸の酸化やインスリン感受性

の増強，グルコースの取込みをしているといわれて
いる１，３，５，８－10）。今回，ラットの膵臓組織を用いて，
アディポネクチン受容体の存在を明らかにし，併せ
て単離膵腺房細胞を用いてアディポネクチンのアミ
ラーゼ分泌に対する作用および顕微蛍光法11，12）によ
るアディポネクチン刺激に対する［Ca2+］i の変化につ
いて検討した。アセチルコリン（ACh）は膵腺房細
胞のムスカリン受容体を介して［Ca2+］i を上昇させ，
アミラーゼの開口分泌を引き起こす神経伝達物質であ
る13－15）ことから，アディポネクチン刺激によるアミ
ラーゼ分泌量測定16，17），Ca2+ 応答については，ACh
刺激との比較検討を行った。

Ⅱ.　材料と方法

（1）実験動物
　 7～ 9週齢の SD雄ラット（日本クレア）を使用し
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た。実験は，弘前大学実験動物に関するガイドライン
を遵守して行った。
（2）試薬
①免疫組織化学染色試薬：抗アディポネクチンレ
セプター（Adipo-R1，Adipo-R2）抗体（ALPHA 
DIAGNOSTIC 社），ENVISIONプラス（DAKO
社），DAB染色キット（武藤化学），パラホル
ムアルデヒド固定液（1.5%パラホルムアルデヒ
ド・0.5%グルタールアルデヒドリン酸緩衝液，
pH7.4），0.05Mトリス緩衝液（トリスアミノメタ
ン 6.1g，1N- HCl 37ml に蒸留水を加えて 1 Lと
した。pH7.6）

②アミラーゼ測定試薬：200 IU/ml コラゲナーゼ（和
光純薬），ネオ・アミラーゼテスト（第一化学薬
品），Na-HEPES 液 （mM）（NaCl 140.0，KCl 4.7，
MgCl2 1.2，CaCl2 1.0，グルコース 10.0，Hepes 
10.0，pH7.4），アミラーゼ用希釈液（Na-HEPES
溶液に0.1%ウシ血清アルブミンを溶解したもの）

③RT-PCR 試薬：Na-HEPES 液，　RNA later  
（Ambion社），TRIzol Reagent（Invitrogen社），
DNaseⅠrecombinant（Roche 社 ）， 酸 性 フ ェ
ノール，クロロホルムイソアミルアルコール
（CIA），3M-NaOAc，PrimeScriptTM1st strand 
cDNA Synthesis kit （TaKaRa 社），Premix Taq
（TaKaRa 社），Forward primer（FP） （北海道シ
ステム・サイエンス株式会社），Reverse primer
（RP） （北海道システム・サイエンス株式会社），
使用したプライマーとその配列18，19）は，表 1に
示した。

④レシオイメージング用試薬：Na-HEPES 液，
Fura2-AM（Dojin）

⑤刺激薬物：アセチルコリン（ACh）（SIGMA-AL-
DRICH社），ラット・アディポネクチン （globular 
domain） （AdipoGen 社）

2．方法
A．免疫組織化学染色法
　ラットをエーテル麻酔下で脱血死させ，膵臓を取り
出し，6μmの凍結切片を作製した。標本を一晩室温
乾燥後，パラホルムアルデヒド固定液で10分固定し
た。一次抗体をのせ， 4℃で一晩作用させた。二次抗
体の反応はENVISIONプラスを用い，室温で30分間
反応させた。DAB試薬で発色させ，マイヤーのヘマ
トキシリン液で後染色を行い，脱水，透徹，封入を行っ
た。
B．アミラーゼ分泌量測定法
　Kitagawa16）の方法に準拠し，膵腺房細胞の単離を
行い，細胞数を 1.0×10５/ml に調整した。この細胞浮
遊液 1 ml に，control（無添加），最終濃度がAChで
は 1，10，100 nM，アディポネクチンでは0.1，0.5，
2.0μg/ml９）となるようにそれぞれを添加し，37℃で
30分間刺激した。遠心上清をとり，アミラーゼ測定
を行った。アミラーゼ測定はBlue Starch 法によるネ
オ・アミラーゼテスト試薬を用い，試薬メーカーの
推奨する方法で行った。アミラーゼ分泌量の評価は，
Kitagawa16）の方法に従い，1.0×10５個の細胞がもつ
アミラーゼ量に対する刺激分泌量の割合で行った。
C．RT-PCR法
（ 1）RNA 抽出・精製
　摘出した各臓器と単離した膵腺房細胞をRNA later
に入れ， 4℃で保存しTRIzol Reagent を使い RNA
抽出及び精製を行った。方法はメーカーの推奨手順に
従った。
（ 2）総 RNA量測定
　エル・エム・エス社のNano Drop ND-1000 で総
RNA量およびRNA純度を測定した。
（ 3）RT－PCR
　脂肪組織以外のサンプルではRNA量が 1.0μg/μl
（脂肪組織は0.3μg/μl）になるようにPrimeScriptTM1st 

表１　プライマーと配列
遺伝子 配列（ 5́ → 3́ ） 参考文献

Ad-FP
Ad-RP
Adipo-R1-FP
Adipo-R1-RP
Adipo-R2-FP
Adipo-R2-RP
GAPDH-FP
GAPDH-RP

AAT CCT GCC CAG TCA TGA AG
TCT CCA GGA GTG CCA TCT CT
GGA CTT GGC TTG AGT GGT GT
AGG AAT CCG AGC AGC ATA AA
GGC AGA TAG GCT GGC TAA TG
CAC CAG CAA CCA CAA AGA TG
GTC GGT GTC AAC GGA TTT G
GGG TTT CCC ATT GAT GAC C

（18）
（18）
（18）
（18）
（18）
（18）
（19）
（19）
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strand cDNA Synthesis kit を 用 い，RT反 応 を 行
いcDNAを合成した。方法はメーカーの推奨手順に
従った。次に，反応液量を 50μl とし，PCRを行っ
た。PCR条件は，第 1 step で95℃で 5分間保温後，第
2 step では94℃で30 秒間，55℃で30 秒間，72℃ 1 分
間の保温状態を 35cycle 行い，第 3 step で72℃10 分間
加温した。反応産物を 1 %アガロース電気泳動法によ
り，遺伝子増幅の有無を確認した。
D．顕微蛍光法による［Ca2+］iの測定
（ 1）単離した膵腺房細胞浮遊液に蛍光Ca2+指示薬
であるFura2-AMを 1μM濃度で加え，室温で30分
間静置し load した。
（ 2）細胞外液で細胞を洗浄し，これを poly-D-Lysin
でコーティングしたカバーガラスを貼り付けた測定用
Bath にまいた。
（ 3）蛍光画像は40倍対物レンズ（S Fluor）を装着
した倒立顕微鏡（Ti-E, Nikon, Tokyo）と CCDカメ
ラ（Retiga-2000R, Roper Scientifi c, USA）を用いて
取得した。レシオイメージの取得と解析には画像統合
ソフト（NIS-Elements, Nikon, Tokyo）を用いた。

（ 4）Fura2 は 340nm，380nmの 2波長で励起し，
510nm付近で得られる蛍光を測定した。［Ca2+］iレベ
ルはそれぞれの蛍光強度比（F340/F380）により示し
た。［Ca2+］i 測定時には細胞外液で持続的に細胞表面
を灌流し，灌流液を交換することによりAChおよび
アディポネクチンを投与した。

Ⅲ．結　　果

1．免疫組織化学染色 （図1）
　膵臓の免疫組織化学染色において，アディポネク
チン受容体抗体である抗Adipo-R1 の染色像では腺房
細胞が陽性を示し，抗Adipo-R2 では腺房細胞とラン
ゲルハンス島共に強陽性を示した。
2．RT-PCR法（図2）
　膵臓組織及び単離した膵腺房細胞でアディポネク
チン受容体R1と R2 の遺伝子の発現が共にみられた。
3．アミラーゼ分泌量（図3）
　1.0×10５個の細胞がもつ総アミラーゼ量（IU/L・mg 
protein）は73.7±11.1（mean±S.D.，n= 5 ）であった。
刺激を与えないときの基礎分泌量は総アミラーゼ量の

図１　免疫組織化学染色によるアディポネクチン受容体の検出

図２　RT-PCR によるアディポネクチン受容体の検出
（分子量マーカーには100bpのものを使用した）

陰性コントロール 抗Adipo-R1抗体染色 抗Adipo-R2抗体染色
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21.9±7.0％であった。ACh刺激では，濃度依存性に
アミラーゼ分泌が促進し，100 nMの刺激ではコント
ロール（ACh 0 濃度）と比較して有意水準 5 %で促
進されていた。一方，アディポネクチン刺激による
分泌量はコントロールと比較し増加し促進傾向を示し
たが，有意差はみられず，また濃度依存性も見られな
かった。
4．顕微蛍光法によるCa2+ 応答（図4）
　ACh刺激を行った11個の細胞は全て反応し，［Ca2+］ i
が即時的に上昇し，かつACh刺激を行った 1分間，
［Ca2+］i の上昇が持続していた。これに対し，アディ
ポネクチン刺激では，ACh刺激に反応した11個の細
胞中， 3個が反応し［Ca2+］i 濃度が上昇したが，ACh
刺激時よりも反応は遅く現れ，濃度は低く，かつ濃度
上昇が一過性で持続しなかった。さらに細胞外液で
灌流し，［Ca2+］i が刺激前のレベルに戻った後，再度
ACh刺激すると，11個の細胞は全て最初と同様の反

応を示したことを確認した。

Ⅳ．考　　察

　アディポネクチンは，脂肪細胞から特異的に生成
分泌されるタンパクで，インスリン抵抗性改善や動脈
硬化抑制などの作用を有するアディポカインとして注
目されている１－４）。最近では抗腫瘍作用について盛ん
に研究されている。アディポネクチン受容体を介し
た生理的機能や細胞内情報伝達経路について膵β細
胞において解明が進んでいる１，３，５，８－10）が，膵腺房細
胞については不明な点も多い。今回，ラット膵腺房細
胞に対するアディポネクチン受容体の存在を明らか
にし，アディポネクチンのアミラーゼ分泌に対する
作用およびCa2+ 応答性を検討した。
　免疫組織化学染色による膵腺房細胞のアディポネ
クチン受容体の検討では，Adipo-R1，R2 の両方が
確認されており，apical 側や basal 側での局在性は

図３　アセチルコリンとアディポネクチン刺激によるアミラーゼ分泌量
（＊と＊＊の間には p<0.05）　　　　　　　　　　　　　　　　

図４　アセチルコリンとアディポネクチン刺激によるCa2＋応答
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見られず，細胞全体に存在していた。Adipo-R2 が
Adipo-R1 より強く染色されているが，染色強度は
必ずしも受容体の数を反映していない。筋組織での
染色においても強陽性を示さず，これは使用した抗
Adipo-R1 抗体の特性に由来するものと考えられた。
RT-PCR によって，さらにアディポネクチン受容体
Adipo-R1，R2 の存在が確認された。Adipo-R1 と R2
はそれぞれ，骨格筋に強く作用するＣ末側の globular
領域のアディポネクチン及び肝臓に強く作用する全長
アディポネクチンの受容体であり，AMPキナーゼ及
び PPARαの活性化などを介し，脂肪酸燃焼や糖取込
み促進作用を伝達していることが示されている１，３，５，

８－10）。
　次に，アミラーゼ測定の結果をみると，ACh刺激
ではアミラーゼ分泌が促進することが知られてお
り12－16），本実験においても濃度依存性に分泌の増加が
見られた。一方，アディポネクチン刺激ではアミラー
ゼ分泌は促進傾向を示したものの，有意差はなく濃度
依存性も見られなかった。興味深いことに顕微蛍光法
によるCa2+ 応答では，ACh刺激で反応した細胞がア
ディポネクチン刺激で全て反応したわけではなかっ
た。ACh刺激により［Ca2+］i は即時的に上昇しオシ
レーションを伴った［Ca2+］i 上昇が刺激を持続する間
続いていた。これに対し，アディポネクチン刺激では，
［Ca2+］i 上昇が遅れて現れ，濃度は低く，かつ濃度上
昇が一過性で持続しなかった。このことがアミラー
ゼ分泌に対する有意な促進作用が見られない原因と
なっている可能性が考えられた。
　ACh は膵腺房細胞のムスカリン受容体を活性化す
る。それに引続き Gp 蛋白とホスホリパーゼＣ（PLC）
が活性化され，ホスファチジルイノシトール二リン
酸（PIP2）が加水分解されジアシルグリセロール（DG）
とイノシトール三リン酸（IP3）が生成される。IP3 は
細胞内ストアの IP3R に結合してCa2+ を放出させ，こ
の［Ca2+］i 上昇が，Ca2+/カルモジュリン依存性リン
酸化反応を促進してアミラーゼの開口分泌を引き起
こす。一方で，DGはプロテインキナーゼＣ（PKC）
を活性化し，これによるリン酸化反応はCa2+ 作用
と相乗作用でアミラーゼの分泌を促進する13，14，17）。
このようにACh による細胞内情報伝達はムスカリン
受容体が活性化されイノシトールリン脂質系を介し
てアミラーゼ分泌にいたることは明らかにされてい
るが，アディポネクチンによるAdipo-R1，R2 受容体
を介した細胞内情報伝達経路は詳細に明らかにされて
いない。門脇ら１，３）により，Adipo-R1，R2 受容体は
7回膜貫通型ながら既知のG蛋白質共役型受容体ファ

ミリーとは構造的・機能的に異なったファミリーに属
すると考えられ，AMPキナーゼ，PPARαの活性化
などを介して脂肪酸燃焼や糖取込み促進作用を伝達し
ていることが示されている。本実験で，アディポネク
チン刺激によるCa2+ 応答がACh刺激より遅くかつ低
く一過性であったのは，アディポネクチン受容体が
既知のＧ蛋白質共役型受容体ファミリーとは構造的・
機能的に異なっており，AChとは異なる細胞内情報
伝達経路をもつことに起因しているのかもしれない。
今後，アディポネクチンのラット膵腺房細胞内にお
ける情報伝達経路を明らかにしていく必要がある。

Ⅴ．ま　と　め

　ラット膵腺房細胞には，免疫組織化学染色，
RT-PCR の解析によりアディポネクチン受容体
（Adipo-R1，R2）が存在することが明らかになった。
しかし，Ca2+ 応答実験により総ての腺房細胞がアディ
ポネクチンに対し，応答性を有しているわけではない
ことが判明した。アディポネクチン刺激に応答した
腺房細胞は一過性の小さな［Ca2+］i 上昇を示し，反応
まで時間を要した。アディポネクチンはAChと比較
し，膵腺房細胞のアミラーゼ分泌に対して直接的な促
進作用はなく補完的役割を有していると推測された。
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Effects of Adiponectin on Rat Pancreatic Acinar Cells
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Abstract：Adiponectin is an adipocytokine expressed in adipocytes with antidiabetic and 
antiatherogenic actions. In this study, using 7 to 9-week-old SD male rats, we examined the 
eff ects of adiponectin on the pancreatic acinar cells by detecting adiponectin receptors （Ad-
ipo-R1, Adipo-R2） of cells with immunohistochemistry and RT-PCR and by measuring the 
amount of amylase secretion from the cells stimulated by 0.1, 0.5 and 2.0μg/ml adiponectin. 
In addition, intracellular Ca2+ concentrations （[Ca2+] i） evoked by 0.5μg/ml adiponectin were 
evaluated. As results, immunohistochemistry showed adiponectin receptors existence, RT-
PCR revealed that mRNA encoding receptors were expressed and adiponectin induced a 
weak amylase release without a dose-dependent manner. Interestingly, adiponectin induced 
a transient elevation of [Ca2+] i in several cells but not in all cells. It suggests that adiponectin 
could stimulate a few acinar cells having adiponectin receptors and induce partial amylase se-
cretion. 

Key words：adiponectin; pancreatic acinar cells; rat; amylase; intracellular Ca2+ concentrations
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【報告】

大学における医療関連特許出願の状況調査報告
－放射線関連出願を中心とした検索

渋　谷　　　博＊１　横　田　潤　児＊１　松　谷　秀　哉＊２

柏　倉　幾　郎＊３

（2009年10月30日受付，2009年12月7日受理）

要旨：これまでに著者らは，日本国内での特許出願のうち，放射線医療関連出願における大学
の貢献について報告し，放射線医療出願は全出願件数40万件に比べて少ないものの近年増加傾
向にある事，そのうち大学出願は極めて少ない事を示した。本報告では，調査対象を「放射線医療」
から「放射線」に拡大し，大学及び放射線と関連の深い独立行政法人における1983年から2009
年までの出願動向調査を行った。その結果，大学からの公開公報は236件，そのうち登録公報が
36件で，登録率は15.3%であった。一方調査した独立行政法人のうち「高エネルギー加速器研究
機構」及び「放射線医学総合研究所」の公開公報は131件及び267件で，登録率はそれぞれ35.1%
及び40.1%と，いずれも大学の 2倍以上の高い登録率を示した。また出願内容も大学からは基礎
技術出願が多数を占めているのに対し，独立行政法人では基礎から応用まで幅広いことが示さ
れた。

キーワード：特許，放射線，大学，独立行政法人

＊１グライコジャパン株式会社
東京都豊島区東池袋３丁目８番５号

＊２弘前大学大学院医学研究科医学医療情報学講座

＊３弘前大学大学院保健学研究科医療生命科学領域
放射線生命科学分野

序　　論

　近年，我が国の大学においては，社会貢献のひとつ
として研究の成果を知的財産として権利化することが
求められている。また，我が国においても，2002年の
施政方針演説において，国家ビジョンとして「知的財
産立国」を目指す方針が明らかにされた。その後，2002
年 7月には「知的財産戦略大綱」が策定され１），同年
12月には「知的財産基本法」により２），知的創造サイ
クルの活性化という基本理念が確立された。さらに，
2003年 3 月には「知的財産戦略本部」が設置され，同
年７月には，同本部において「知的財産の創造，保護
及び活用に関する推進計画」が策定された３）。2009年
6 月には「知的財産推進計画2009」が策定され４），イ
ノベーション促進のための知財戦略の強化等重点項目
として挙げられている。国立大学の法人化以降，社会
貢献や地域貢献がより強く求められると共に，知的財
産創出も大学毎に積極的に取り組んでいるが，そうし

た特許出願の大学における取り組みの包括的報告は乏
しい。
　これまでに著者らは，日本国内での特許出願のうち，
放射線医療関連出願における大学の貢献について報告
し５），放射線医療出願は全出願件数40万件に比べて少
ないものの近年増加傾向にあるが，大学出願は極めて
少ない事を示した。即ち，1998年に56件あった出願が
2004年では154件へと 3倍に増加し，全出願件数40万
件に比べて少ないものの近年増加傾向にある事を示し
た。しかし，大企業の占める割合が多く，大学関連出
願は極めて少ないことを示した。
　本報告では，調査対象を「放射線医療」から「放射
線」に拡大し，大学が放射線分野に関してどのような
特許出願を行っているか，またどのような社会貢献に
なっているかを把握する目的で，放射線に関する日本
特許の出願動向調査を行った。さらに，放射線と関連
の深い独立行政法人機関における出願動向についても
調査を行った。
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方　　法

　本調査は，日本パテントデータサービス株式会社が
サービスを提供する特許データベース「JP-NET」を
使用して行い，1983年 1 月 1 日から2009年 7 月30日ま
でに発行された日本特許公報を対象とした。
　第一に，該日本特許公報中の「発明の名称，請求の
範囲，要約」に対し，「放射線」を検索キーワードと
し抽出を行い，大学別に放射線に関する出願動向を調
査した。抽出した特許公報について，公報別，出願年
別および大学出願人別に分類した。第二に，該日本特
許公報中の「出願人」に対し，「財団法人放射線影響
研究所」，「大学共同利用機関法人高エネルギー加速器
研究機構」及び「独立行政法人放射線医学総合研究所」
を検索キーワードとし抽出を行い，出願動向を調査し
た。抽出した特許公報について，公報別および出願年
別に分類した。

結　　果

1．大学からの出願
　1983年 1 月 1 日から2009年 7 月30日までに発行され
た公報（公開公報・登録公報・公告公報・公表公報）
をデーターベースから抽出した。「放射線」に関する
「大学別」出願動向における公報別該当件数は，公開
公報（公開公報・公表公報）236件，登録（登録公報・
公告公報）36件であり，登録率は15.3%であった（表 1）。
また，該母集団を公報別に分類すると公開公報では，
公開公報が221件，再公表公報が 3件，公表公報が12
件であった。登録公報では，登録公報が33件，公告公
報が 3件であった。次に，これら該母集団を出願年別
に分類した（図 1）。公開公報では，1986年から出願
されており，1986年から1990年までが第一次出願ブー
ム，1994年から1998年までが第二次出願ブーム，2001
年から現在にかけて第三次出願ブームとグループ分け
することができる。第一次出願ブームおよび第二次出
願ブームはともに， 5年間で10件弱であるが，第三次

表１　大学出願人別出願件数（公開公報，登録公報）
公報種別 件数

公開公報 公開公報 221
再公表公報 3
公表公報 12
合計 236
登録公報 33

登録公報 公告公報 3
合計 36

登録率 15.3%

図１　出願年別出願件数（大学）

0

10

20

30

40

50

60

1980 1985 1990 1995 2000 2005

出 願年

件
数

公開

登録



153大学における医療関連特許出願の状況調査報告－放射線関連出願を中心とした検索

出願ブームは， 9年間で220件を超えている。登録公
報では，1986年から1990年までの第一次出願ブームで
は 5件であり，1994年から1998年までの第二次出願
ブームが， 2件であり，2001年から現在にかけての第
三次出願ブームでは，29件となっている。次に該母集
団を大学出願人別に分類した（表 2）。公開公報では，
出願件数第 1位は，国立大学法人東北大学で17件，第
2位は，国立大学法人京都大学，国立大学法人東京大
学で15件，以下，神奈川大学13件，国立大学法人名古
屋大学11件であった。また登録公報について見ると（表
3），出願件数第 1位は，国立大学法人京都大学，国
立大学法人名古屋大学で 4件，第 3位は，神奈川大学
で 3件，以下，国立大学法人佐賀大学，国立大学法人
静岡大学，国立大学法人東京農工大学，国立大学法人
東北大学，早稲田大学 2件であった。
　日本国特許法では，発明を「物の発明」，「方法の発
明」および「物を生産する方法の発明」に分類される
が，実務上，所謂「用途発明」といわれる。「用途発明」

とは，「物の特定の性質（属性）を発見し，この性質
をもっぱら利用する発明」である。そこで「用途発明」
という観点で公開公報236件の解析をおこなった（図
2）。その結果，材料として利用されている発明は21件，
装置として利用されている発明は26件，医薬品として
利用されている発明は19件であった。その他放射線遮
蔽材の発明が幾つか存在した。一方，放射線がどのよ
うに利用されているかという観点で解析した結果，「治
療目的」は37件，「診断目的」は10件であった。

2．独立行政法人機関からの出願
　放射線と関連の深い独立行政法人機関からの出願を
調査する目的で，「財団法人放射線影響研究所」，「大
学共同利用機関法人高エネルギー加速器研究機構」及
び「独立行政法人放射線医学総合研究所」の申請につ
いて検討した（表 4）。「大学共同利用機関法人高エネ
ルギー加速器研究機構」は公開公報（公開公報・公表
公報）131件，登録公報（登録公報・公告公報）46件で，

表２　大学出願人別出願件数（公開公報）
出願人 件数

第１位 国立大学法人東北大学 17
第２位 国立大学法人京都大学 15
第２位 国立大学法人東京大学 15
第４位 神奈川大学 13
第５位 国立大学法人名古屋大学 11

表３　大学出願人別出願件数（登録公報）
出願人 件数

第１位 国立大学法人京都大学 ４
第１位 国立大学法人名古屋大学 ４
第３位 神奈川大学 ３
第４位 国立大学法人佐賀大学 ２
第４位 国立大学法人静岡大学 ２
第４位 国立大学法人東京農工大学 ２
第４位 国立大学法人東北大学 ２
第４位 早稲田大学 ２

図２　出願年別出願件数（独立行政法人放射線医学総合研究所）
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登録率35.1%であった。「独立行政法人放射線医学総合
研究所」は公開公報（公開公報・公表公報）267件，登
録（登録公報・公告公報）107件で，登録率40.1%であっ
た。一方，「財団法人放射線影響研究所」は該当がな
かった。そこで，大学との出願動向を比較するために
母集団の多い「独立行政法人放射線医学総合研究所」
に注目し比較検討した。該母集団を公報別に分類する
と，公開公報が255件，公表公報が12件であった。登
録公報では，登録公報が85件，公告公報が22件であっ
た。次に，該母集団を出願年別に分類した（図 3）。
公開公報では，1983年から出願されており，2003年以
降急激に出願が増加しており，現在までで183件であ
り全体の約70％を占めた。登録公報でも，2003年以降
急激に増加しており，現在までで49件であり全体の約
50％を占めた。「独立行政法人放射線医学総合研究所」
出願動向調査で該当した公開公報267件について，大

学の場合と同様に「用途発明」の観点で解析した（図
4）。その結果，装置及び放射線測定装置が最も多く，
また PETや放射線被ばくに関する申請も10数件なさ
れていた。

考　　察

　本報告の結果，公開公報236件，登録公報36件であっ
た。公開公報では，1986年～1990年で約10件，1994年
～1998年で約10件，2001年～現在で220件と，2001年
以降急増していた。登録公報についても同様の傾向を
示した。放射線医療分野出願の公開公報が 4件であっ
たことと比較すると，放射線分野の大学関連出願は多
数行われていることが示された。出願する大学は限ら
れていたが，公開公報では，国立大学法人東北大学17
件，国立大学法人京都大学，国立大学法人東京大学各
15件，神奈川大学13件，国立大学法人名古屋大学11件

図３　発明内容別出願件数（大学）

表４　行政法人機関別出願件数（公開公報，登録公報）
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と，大学間に大きな差は認められなかった。これら出
願の内容を検討すると，放射線を利用した材料（医薬
品など）や装置など，具体的に産業に直接寄与する分
野ではなく，放射線を利用する発明ではなく放射線そ
のものを測定する装置など，基礎技術の出願がより多
いことが示された。
　放射線に関する基礎研究を行っている独立行政法人
のうち，最も申請数の多い「独立行政法人放射線医学
総合研究所」の公開公報は267件，登録公報は107件で
あった。大学の登録件数の割合が15%であるのに比べ，
登録率が40%と大幅に権利化がされている。この点は，
「財団法人放射線影響研究所」も同様であった。即ち，
材料や医薬品発明は少ないが，放射線測定装置の発明
が多く，さらに「幹細胞における低線量被ばくの検出
マーカー」等の放射線被ばく量の測定に関する発明や，
「放射線被ばく，および癌の治療や診断における放射
線による障害の予防，および治療する薬剤」等の放射
線被ばくからの予防や治療の医薬品に関する発明があ
る。従って，基礎技術の発明を基礎として，放射線を
利用した装置や関連応用発明が行われていた。
　我が国においては，国民の生命や健康に直結するな
どの医療の特質に配慮するという人道上・公共政策上
の理由や，医療方法に係る研究は研究開発競争になじ
まないとして，医療関連の発明のうち，医療機器や医
薬の発明は「物」の発明として特許対象である一方，
「人間を手術，治療又は診断する方法（医療方法）」の
発明は，特許法第29条に規定する「産業上利用するこ
とができる発明」に該当しないとの解釈から特許の対
象外となっている。しかし，我々国民の生活の質を大

幅に向上する保健医療分野の研究開発を促進するた
めに，現在特許保護の在り方について検討されてい
る。放射線医療分野の発明についても現在特許対象外
となっている「最終的な診断を補助するための人体の
データ収集方法（手術，治療，診断が含まれない人体
の計測・測定方法）の発明」（例：MRI，Ｘ線 CT等
による断層画像撮像の仕組み，原理等）を新たに特許
対象とすべく６）より具体的に検討されている。今後
大学としての研究成果を「放射線医療」等の「保健医
療」分野に適応し，上記のような特許保護の対象とな
りうる可能性のある医療方法発明についても主体的か
つ積極的に特許出願に取り組み，社会貢献することが
必要である。
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The search report of university activity in medical-related patent 
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Abstract：A previous study reported the university activity in medical-related patent appli-
cations in Japan. This report showed the number of registrations and applications to be quite 
small in comparison to the number of all applications, four hundred thousand cases in Japan 
per year; however, recent applications show increasing tendencies in this fi eld, and very few 
applications were made by universities. In the present study, the survey spread from radia-
tion medicine to radiation, and the applications by universities and various Independent Ad-
ministrative Institutions closely correlated with radiation research from 1983 to 2009. These 
results showed that the number of applications and registrations by the universities was 236 
and 36, respectively, thus indicating 15.3% of the registration rate. On the other hand, the 
Inter-University Research Institute Corporation for High Energy Accelerator Research Or-
ganization and Independent Administrative Institution National Institute of Radiological Sci-
ences applied for 131 patents and 267 patents, respectively, thus indicating registration rates 
of 35.1% and 40.1%, respectively. Both organizations had registration rates which were more 
than double that of the university. In addition, there are many applications based on basic 
technologies that are made by universities, in contrast, the applications of Independent Ad-
ministrative Institutions tend to range from basic to advanced technologies. 

Key words：Patent; Radiation; University; Independent Administrative Institute
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【総説】

小児看護学における「家族看護」教育についての考察
－看護学生の小児看護学実習における「家族に対する援助」の

認識から－

佐　藤　裕　美＊１　三　上　ふみ子＊２　三　國　裕　子＊３

戸井田　ひとみ＊４　一　戸　とも子＊５

（2009年10月30日受付，2009年12月25日受理）

要旨：本研究の目的は，看護学生の小児看護学実習における「家族に対する援助」の認識に基
づき，看護基礎教育課程における「家族看護」教育への示唆を得ることである。小児看護学実
習を行った看護学生238名のうち，約90％の学生が付添い者のいる患児を受け持っていた。多く
の学生は実際に家族と関わることができることから，小児看護学実習は家族看護への学びを深
める貴重な機会である。ほぼ全ての学生が家族看護の必要性を認識しているが，家族看護の前
提である家族を看護の対象者として捉えているのは約37％と半数以下であった。また，家族へ
の援助として，「家族成員に対する援助」の認識は高いが，「家族の関係性や社会性に働きかけ
る援助」への認識は低かった。学生が家族看護への理解を深め，家族看護の実践力を高めるた
めには，小児看護学を含む看護基礎教育課程において，家族看護の理論を学んだ上で実習に臨
むことが重要であると考える。

キーワード：小児看護学実習，看護学生，家族に対する援助，家族看護

＊１東北大学病院
〒980-8574　宮城県仙台市青葉区星陵町 1 - 1

＊２弘前大学大学院保健学研究科保健学専攻看護学領域
基礎看護・看護教育学分野　博士前期課程

＊３青森市立高等看護学院　
＊４秋田看護福祉大学看護福祉学部看護学科
＊５弘前大学大学院保健学研究科健康支援科学領域
健康増進科学分野　

Ⅰ．はじめに

　看護基礎教育課程において小児看護学実習は必修科
目である。看護学生は，入院中の患児を受け持ち，看
護教員や看護職者の指導のもとで看護を実践しながら
専門的知識・技術を習得する。小児看護学領域の場合，
患児の発達段階によって言語的なコミュニケーション
は難しく，患児を心理的・身体的・社会的側面から全
体的に理解するためにも，家族とのコミュニケーショ
ンは重要となる。また，家族が付添っていることも多
く，家族の協力のもとに患児へのケアを実践してお
り，家族とのかかわりは不可欠である。学生は，家族
が様々な不安を抱いていることや心身の疲労を感じて
いることを把握したり，家族とともに患児へのケアを
考えたりすることを通して家族への援助の重要性を認
識していく。

　小児看護の難しさについて，筒井１）は「子どもの
看護では，子どもの発達段階に応じた援助に加えて，
子どもの病気や入院に動揺している家族の援助が必要
となる。このことが，多くの看護者にとって小児看護
が困難だと感じる理由の 1つである」と報告している。
また，吉野２）は，「小児看護を行う上で，看護婦は子
どもとのコミュニケーションのとり方がわからないな
ど子どもに関する悩みに加え，入院時の家族への関わ
りについても多くの悩みをもっている」とし，片山ら
の小児病棟の看護者を対象とした調査３）によれば，「と
りわけ母親との関わりに困難を感じるものが多く，母
親が患児の病気を受容できなかったり，患児の治療に
協力的でなかったりすることが困難場面として認知さ
れていた」と述べている。これらは，学習段階にある
学生は，看護職者以上に家族に対する援助について難
しさを感じていることを示唆している。
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　佐藤４）は，自らの小児看護学実習の体験から家族
看護の重要性について認識したことを契機に，看護学
生の小児看護学実習における「家族に対する援助」に
関する認識と実際を明らかにすることを目的に卒業研
究をおこなった。この研究は，北東北の看護基礎教育
機関12校の協力を得て行われ，看護基礎教育における
「家族看護」教育を考察する上で多くの示唆を含んで
いた。そこで，佐藤の卒業研究をもとに，さらに分析
を加え小児看護学における「家族看護」教育の必要性
について考察したので報告する。

Ⅱ．概念枠組み

　家族看護学は，家族をケアの対象としてとらえ，家
族自らが健康問題を解決し，より高次の健康的な家族
生活を実現することができるように，予防的・支持
的・治療的な看護介入を行う看護学の 1つの領域であ
る５）。この理論には，家族や家族関係の理論，家族看
護の方法論等の理論・概念が関与している。佐藤の卒
業研究では，家族看護学を構成している家族看護の方
法論に当る「家族に対する援助」に焦点をあてたもの
である。
　家族に対する援助については，鈴木・渡辺６）は，「家
族看護学」の著書の中で，「はじめは家族成員という
個人の健康に関する考え方や理解などの認識，健康に
関する情緒，意欲という個人のもつ大切な精神機能
に働きかけながら，次に，家族という集団の維持機能
でもある，コミュニケーション，情緒的交流，相互理
解，役割分担，意思決定など家族内の成員同士の相互
作用を高める家族関係へ，さらに家族の生活環境調整
や社会資源・サポートシステムの活用，家族を取り巻
く社会との交流などへと焦点が次第に広がっていくの
が家族看護の特徴である」と述べている。藤井ら７）は，
学生が小児看護実習終了後に「家族に対する援助」に
ついて学んだ内容として「家族への援助は重要」「不
安の軽減」「親役割遂行を助ける」などの 8項目をあ
げている。学生が家族に対する援助をどのように認識
しているかを具体的に把握するために，これらの考え
をもとに，家族への援助内容を「 1．家族成員に対す
る援助（以下「 1．家族成員」とする）」「 2．家族の
関係性に働きかける援助（以下，「 2．関係性」とす
る）」「 3．家族単位の社会性に働きかける援助（以下，
「 3．社会性」とする）の 3つのカテゴリーに分類した。
次に，それぞれに該当する具体的な項目を，上述の「家
族看護学」及び藤井らの論文の中から抽出して設定し
た。

Ⅲ．研究方法

1．研究対象
　北東北 3県の看護基礎教育機関の学校長等に，本研
究の目的，研究対象者（平成18年 7 月末までに小児看
護学実習を終了している看護学生），調査方法，倫理
的配慮等を記載した依頼文及び調査用紙を同封し研究
協力の依頼を行った。返信用文書に，協力できる場合
はその人数を記載してもらった。12校〔大学 2校，短
期大学 2校， 3年課程専門学校（以下， 3年制）3校，
2年課程専門学校（以下，2年制） 5校〕から協力が
得られ，看護学生の総数は294名である。
2．調査方法
　無記名自記式の質問紙調査を行った。質問紙は，本
研究に協力の得られた12校に郵送した。質問紙の配布・
実施・回収は各学校の教員に依頼し，各校でまとめて
返送してもらった。
3．調査期間
　平成18年 4 ～ 7 月である。
4．調査内容
（ 1）対象者の属性：学校種別，家族形態，実習前の

子どもとのふれあいの程度
（ 2）実習に関して：実習日数，受持患児の背景（人

数，経過）・付添い者の有無
（ 3）独立した科目としての「家族看護学」の受講の

有無，「家族に対する援助」に関する自主的な文
献学習の経験の有無

（ 4）小児看護学実習における「家族に対する援助」
の必要性と必要理由

　　　必要性については「とても必要である」「必要
である」「必要でない」のうち 1つの選択とした。
必要理由は「 1．患児の背景・生活には家族があ
るから」「 2．患児も家族も看護の対象だから」
「 3．患児と母親を一単位としてとらえるから」
「 4．その他」の 4項目から 1つの選択とした。

（ 5）実習における「家族に対する援助」についての
重要度の認識

　　　概念枠組みを基に独自に作成した3つのカテゴ
リー「 1．家族成員」「 2．関係性」「 3．社会性」
について，それぞれ 9・4・4項目の計17項目（表
1）を設定した（以下，「援助項目」という）。各
項目に対して，「とても重要だと思う」，「重要だ
と思う」，「あまり重要だと思わない」，「重要だと
思わない」の 4段階評定とした。

（ 6）「家族に対する援助」として実際に行ったこと
及びその際に困ったこと（自由記述）
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5．分析方法
　対象者の属性，実習等については基礎集計を行った。
「援助項目」については，「とても重要～重要でない」
の 4段階を 4～ 1点に得点化し，各項目及びカテゴ
リー毎の平均値を比較した。対象者の属性，家族看護
の必要性，必要性の理由等と「援助項目」の関連につ
いてはMann－Whithney 検定，Kruskal－Wallis 検定
を用いた（有意水準＜ 5％）。統計処理には SPSS14.0 
J for Windows を使用した。
　自由記述については，1内容毎に単文化し（コード），
類似のコードをまとめて抽象化し（サブカテゴリー），
次に類似のサブカテゴリーをまとめてカテゴリーとし
た。
6．倫理的配慮
　北東北 3県の看護基礎教育機関の学校長等に調査依
頼をして協力の得られた学校の学生に依頼した。対象
者個人への依頼文に，調査目的，方法，無記名で行い
プライバシーを保護すること，調査への協力は個人の
意志によること，協力しない場合でも不利益を被らな
いこと，研究以外には用いないこと，回答をもって同
意を得ることについて説明した。

Ⅲ．結　　果

　回答数は257件（回答率87.4％），有効回答数は238
件（有効回答率81.0.％）であった。実習形態として患
児を受け持ちしていない学校が 1校あり，13件のデー
タを分析から除いた。
１．対象者の属性　
　学校種別では大学76人（31.9％），短期大学41人
（17.2％）， 3年制54人（22.7％）， 2年制67人（28.2％）
であった。
　学生の家族形態は，核家族152人（63.9％），拡大家
族83人（34.9％）であった。
　実習前の子どもとのふれあいの程度では，多くある
は27人（11.3％）と少なく，少しあるは79人（33.2％），
ないは129人（54.2％）であった。
　「家族看護学」を受講した経験のある学生は23人
（9.7％）で，文献学習を行ったことのある学生は63人
（26.5％）であった。ともにあると回答したのは 5人
であった。
２．実習の状況　
（ 1）実習日数

表1　「家族に対する援助」の項目

1 ．家族成員
に対する援助

1）不安を傾聴すること
2）家族の苦労を共感すること
3）家族の健康状態に目を向けること
4）家族の休息を促すこと
5）患児のケアに関する援助技術・方法の指導をすること
6）家族が病状や障害を理解できるように説明すること
7）患児の年齢に応じた発達段階を意識させ，援助すること
8）患児の同胞（兄弟）の心理を気づかうこと
9）付添っていないときの患児の様子を伝えること

2 ．家族の関
係性に働きか
ける援助

10）家族の時間を作れるように配慮すること
11）家族が患児の看護について考える機会をつくること
12）家族内の役割分担について助言すること
13）患児の病気に伴う問題が生じたとき，意志決定のための話
し合いをすすめること

3 ．家族単位
の社会性に働
きかける援助

14）家族ひとりひとりの生きがいを尊重すること
15）社会資源・サービスの情報提供をすること
16）他の医療従事者との仲介をすること
17）家族会などの組織を紹介すること

表2　受持患児と受持患児の発達段階
発達段階 乳児期 幼児期前半 幼児期後半 学童期 思春期 計

受持患児 人 ％ 人 ％ 人 ％ 人 ％ 人 ％ 人 ％
1人目 75 31.5 98 41.2 24 10.1 28 11.8 13 5.5 238 100
2 人目 27 20.8 61 46.9 19 14.6 17 13.1 6 4.6 130 100
3 人目 9 28.1 19 59.4 3 9.4 1 3.1 0 0.0 32 100
4 人目 0 0.0 4 80.0 0 0.0 1 20.0 0 0.0 5 100
計 111 27.4 182 44.9 46 11.4 47 11.6 19 4.7 405 100
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　平均実習日数は7.6±2.2日であった。学校種別では，
3年制と 2年制がともに8.8日間，短期大学が7.3日間，
大学が6.0日間であった。
（ 2）受持患児数及び付添いの状況
　患児 1人を受け持ちした学生は108人（45.4%）， 2
人は97人（40.8％）， 3人は28人（11.8％）， 4人は 5人
（2.1％）であった。
　受持患児の疾患に記載があったのは394人で，急性
疾患が319人（81％），慢性疾患が75人（19％）であった。
　患児の発達段階に記載があったのは405人で，幼児
期前半が182人（44.9％）と最も多く，次いで乳児期
111人（27.4％），これらを合わせると293人（72.3％）
であった（表 2）。
　付添い者の有無について，一人目の患児の受け持ち
では，付添いありが206人（86.6％）で，付添いなし
は31人（13.0％）であった。この31人中 7人は二人目
の受け持ちでは付添い者がいた。213人（89.5％）の
学生が，付添い者がいる患児を受け持っていた。

　付添い者の総数は437人でその内訳は，母親が320人
（73.2％）と最も多かった（表 3）。
３．「家族に対する援助」の必要性とその理由
　「とても必要である」と答えた学生は166人（69.7％），
「必要である」は71人（29.8％），「必要でない」は 1
人（0.4％）であった。必要理由は，「 1．患児の背景・
生活には家族があるから」が116人（48.7％），「 2．
患児も家族も看護の対象だから」は89人（37.4％），
「 3．患児と母親を一単位としてとらえるから」が24
人（10.1％），「 4．その他」が 3人（1.3％），無記入
が 6人（2.5％）であった。
4．「援助項目」の平均値の比較
　17項目についてのCronbach のアルファ係数は0.87
であった。
（ 1）対象者全体について
　カテゴリー毎の平均値の比較では，「 1．家族成員」
が3.5±0.3と最も高く，次いで「 3．社会性」が3.2±0.5，
「 2．関係性」3.1±0.4であった（表 4）。

表4　「家族に対する援助」の認識に関するカテゴリーと項目の平均値±SD
ｎ＝238

カテゴリー
平均値±SD 17項目 平均値±SD

1 ．家族成員に
対する援助　　
3.5±0.3　

1 ）不安を傾聴すること 3.8±0.4
2 ）家族の苦労を共感すること 3.6±0.5
3 ）家族の健康状態に目を向けること 3.5±0.5
4 ）家族の休息を促すこと 3.5±0.6
5 ）患児のケアに関する援助技術・方法の指導をすること 3.4±0.6
6 ）家族が病状や障害を理解できるように説明すること 3.7±0.5
7 ）患児の年齢に応じた発達課題を意識させ，援助すること 3.3±0.6
8 ）患児の同胞（兄弟）の心理を気づかうこと 3.4±0.5
9 ）付添ってないときの患児の様子を伝えること 3.6±0.5

2 ．家族の関係
性に働きかける
援助　　　　　
3.1±0.4

10）家族の時間を作れるように配慮すること 3.6±0.5
11）家族が患児の看護について考える機会をつくること 3.2±0.6
12）家族内の役割分担について助言をすること 2.5±0.8
13）患児の病気に伴う問題が生じたとき，意志決定のための
　　話し合いをすすめること

3.2±0.6

3 ．家族単位の
社会性に働きか
ける援助　　　
3.2±0.5

14）家族ひとりひとりの生きがいを尊重すること 3.1±0.7
15）社会資源・サービスの情報提供をすること 3.3±0.6
16）他の医療従事者との仲介をすること 3.2±0.6
17）家族会などの組織を紹介すること 3.1±0.6

表3　受持患児の付添い者
付添い者 母親 祖母 父 その他 計

受持患児 人 ％ 人 ％ 人 ％ 人 ％ ％
1人目 182 74.0 32 13.0 25 10.2 7 2.8 246 100
2人目 108 75.0 23 16.0 8 5.6 5 3.5 144 100
3人目 27 62.8 8 18.6 8 18.6 0 0.0 43 100
4人目 3 75.0 0 0.0 1 25.0 0.0 4 100
計 320 73.2 63 14.4 42 9.6 12 2.7 437 100
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　「 1．家族成員」のカテゴリーでは， 9項目の平均
値が3.3～3.8の範囲にあり，3.6以上の項目は 1）不安を
傾聴すること， 2）家族の苦労を共感すること， 6）家
族が病状や障害を理解できるように説明すること，9）
付添っていないときの患児の様子を伝えることの 4
項目であり， 7）患児の年齢に応じた発達課題を意識
させ，援助することは3.3±0.6と低かった。「 2．関係
性」のカテゴリーでは，平均値が2.5～3.6の範囲にあり，
10）家族の時間を作れるように配慮することが3.6±0.5
と高く，12）家族内の役割分担について助言すること
が2.5±0.8と最も低かった。「 3．社会性」のカテゴリー
では平均値が3.1～3.3の範囲にあった。
（ 2）対象者の属性等との比較
　「家族形態」，「子どもとのふれあいの程度」及び「文
献学習」においては，「援助項目」の平均値に有意差
はなかった。しかし，受持患児数，家族看護の必要性
の認識及びその理由との分析においては，いくつかの
項目に有意差が認められた（表 5）。「家族看護学」の
受講の有無との比較は，受講経験ありの学生が23人
（9.7％）と少なかったため分析は行わなかった。
　①受持患児数（ 1人と 2人以上）との比較

　「 1．家族成員」に含まれる 4項目及び「 1．家族
成員」「2．関係性」の2カテゴリーが，受持患児1人の
方が 2人以上より有意に高かった（ｐ<0.05～ｐ<0.01）。
　②家族看護の必要性との関連については，「とても
必要である」と「必要である」の 2群で分析した。「と
ても必要である」群において， 7）患児の年齢に応じ
た発達課題を意識させ，援助することが「必要である」
群より有意に高かった（ｐ<0.05）。
　③家族看護が必要な理由を，「 1．患児の背景・生活
には家族があるから」と「 2．患児も家族も看護の対
象だから」の 2群として分析した。後者が，前者より
3項目及び「 1．家族成員」のカテゴリーにおいて有
意に高かった（ｐ<0.05）。
5．「家族に対する援助」の実施と困ったこと（表6）
（ 1）実際に行った「家族に対する援助」に関する記

述内容　
　記述者が138人（58.0％），記述件数は159件であっ
た。「家族に対する援助」の17項目と関連して整理し
た。「 1）不安を傾聴すること」：40件，「 5） 患児のケ
アに関する援助技術・方法を指導すること」：35件な
どの「 1．家族成員に対する援助」：133件と多く，

表5　受持患児数，家族看護の必要性とその理由で有意差が認められた「援助項目」
人数 平均ランク

受持患児数

7 ）患児の年齢に応じた発達課題を意識
させ，援助すること

受持患児1人 108 129.48 
2人以上 130 111.21 

8 ）患児の同胞（兄弟）の心理を気づか
うこと

受持患児1人 108 130.71 
2人以上 130 110.19 

10）家族の時間を作れるように配慮する
こと

受持患児1人 108 128.74 
2人以上 130 111.82 

11）家族が患児の看護について考える機
会をつくること

受持患児1人 108 130.83 
2人以上 130 110.08 

1 ．家族成員に対する援助
受持患児1人 108 129.91 
2人以上 130 110.85 

2 ．家族の関係性に働きかける援助
受持患児1人 108 129.35 
2人以上 130 111.32 

家族看護の
必要性　　

7 ）患児の年齢に応じた発達課題を意識
させ，援助すること

とても必要 166 125.73 
必要 71 103.25 

家族看護が
必要な理由

4 ）家族の休息を促すこと
患児の背景 116 95.70 
家族も看護の対象 89 112.52 

8 ）患児の同胞（兄弟）の心理を気づか
うこと

患児の背景 116 96.56 
家族も看護の対象 89 111.39 

12）家族内の役割分担について助言する
こと

患児の背景 116 95.67
家族も看護の対象 89 112.55

1 ．家族成員に対する援助
患児の背景 116 95.57
家族も看護の対象 89 112.69

＊：p＜0.05　　＊＊：p＜0.01

＊

＊＊

＊

＊＊

＊

＊

＊

＊

＊

＊

＊
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「 2．家族の関係性に働きかける援助」： 8件は少な
かった。
（ 2）「家族に対する援助」の困ったことに関する記
述内容（表 7）　
　 記述者と記述件数は同数の90件であった。 6つの
カテゴリーとそれぞれのサブカテゴリーに分類した。

記述数が最も多かったのは，「 1．家族とのコミュニ
ケーション・関係作りについて」でサブカテゴリーで
は「 1）情報収集・アセスメント」，「 2）コミュニケー
ションのとり方・タイミング」が各々13件で多かっ
た。

　　　 　　 表6　「家族に対する援助」の実施内容　 　　ｎ＝159
17項目 記述数

1 ）不安を傾聴すること 40
２）家族の苦労を共感すること 4
３）家族の健康状態に目を向けること 24４）家族の休息を促すこと
５）患児のケアに関する援助技術・方法の指導をすること 35
６）家族が病状や障害を理解できるように説明すること 8
７）患児の年齢に応じた発達課題を意識させ，援助すること 3
８）患児の同胞（兄弟）の心理を気づかうこと 1
９）付添ってないときの患児の様子を伝えること 18
10）家族の時間を作れるように配慮すること 7
11）家族が患児の看護について考える機会をつくること 1
12）家族内の役割分担について助言をすること 0
13）患児の病気に伴う問題が生じたとき，意志決定のための
話し合いをすすめること

0

14）家族ひとりひとりの生きがいを尊重すること 10
15）社会資源・サービスの情報提供をすること 1
16）他の医療従事者との仲介をすること 6
17）家族会などの組織を紹介すること 1

　　　　　表7　「家族に対する援助」に関する困ったこと　　　　ｎ＝90
　カテゴリー 　　　サブカテゴリー 記述数

1．家族とのコミュニ
ケーション・関係作り
について

1 ）情報収集・アセスメント（家族との関わる
が少なかったため） 13

2 ）コミュニケーションのとり方・タイミング 13
3 ）コミュニケーションの内容・プライバシー 8
4 ）家族の実習に対する協力 4
5 ）その他 2

2 ．家族成員に対する
援助について

1 ）疲労に対する関わり 5
2 ）保健指導の具体的な指導範囲 4
3 ）不安・ストレスなどの心理状態への関わり 3
4 ）同胞への関わり 3
5 ）治療にかかわる患児への関わり 2
6 ）家族成員に対する援助の評価 1
7 ）その他 4

3 ．学生の立場からの
家族に対する指導・患
児へのケアについて

1 ）学生としての家族への指導範囲 7

2 ）家族のほうが学生より知識が豊富 7

4 ．家族と学生・スタッ
フとの考えの違いにつ
いて（ケア・育児法）

1 ）家族の考え方と学生の考え方の違い 5

2 ）家族と医療者との考えの違い 3

5 ．家族関係への関わ
り方について

1 ）家族間の情報交換の不足 2
2 ）発達段階に応じた関わり 1
3 ）家族間の考えの相違 1

6 ．学生とスタッフの
情報交換について 1 ）情報共有の範囲 2
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Ⅳ．考　　察

　子どもが育つうえで，家族や家庭はなくてはならな
い最も重要な人であり場所である。したがって，小児
看護学において，家族の役割，子どもと家族の関係性，
及び家族への援助の必要性を認識し援助ができること
は学習課題の一つである。ここでは，小児看護学にお
ける「家族看護」教育の観点から考察する。

1．学生が実習中に家族と関わる機会の多さ
　患児へ家族が付添っているのは約 9割であり，付添
い者は母親が73％と最も多かった。受持患児の約 8割
は急性期の疾患であり，発達段階は幼児期が56.3％と
最も多く，乳幼児期を合わせると約 8割であった。
　家族の付添いについて，細谷らの調査８）による，
当該病棟の入院児の多くは単身入院（母親または家族
の付き添いがなく患児が 1人で入院）であるという報
告と異なる結果であった。急性期の段階は，発熱や痛
みなど様々な症状により苦痛を伴うことが多く，親の
不安も大きい。また，乳幼児期は，最も大人の世話を
必要としており，入院という新しい環境へ早期に適応
することも難しい時期である。さらに，急性疾患とい
うことで入院期間も短期間であることから，家族が付
添う割合が多いと考えられる。
　藤井ら７）は「乳幼児期の子どもを受け持った場合，
学生は子どもの成長発達や養育に着目しやすく，母親
の思いも学びやすいと言える」と報告している。今回
の結果から，多くの学生は，乳幼児期の患児を受け持っ
ており，実際に家族と接することができることから，
小児看護学実習は家族看護について具体的に学習でき
る貴重な機会であることが再確認された。

2．学生の「家族に対する援助」の必要性の認識とそ
の理由

　家族看護においては，まず家族を看護を必要とする
対象として捉え支援することが前提となる。小児看護
において家族が持つ力を最大限発揮できるよう援助す
ることは，家族の養育という機能を円滑にし，それは
成長発達し続ける子どもと家族のQOLの向上へとつ
ながるからである８）。また，藤井ら７）は「学生が家族
に関心を持ち理解しようとするには，家族が看護の対
象であると認識しなければならない。子どもの病気は
家族に影響し，家族の一員である子どもは家族から影
響を受ける。このように家族と子どもが相互関係にあ
るということを理解しておくことが前提となる」と述
べている。

　学生のほぼ全員が「家族に対する援助」は必要であ
ると答えているが，その理由として，「患児も家族も
看護の対象だから」という回答は37％と半数以下で
あった。その他の理由として，「患児の背景・生活に
は家族があるから」が約50％であり，「患児と母親を
一単位としてとらえる」が10％であった。「患児と母
親を一単位としてとらえる」という考え方には，発達
初期の子どもにとって母親は必要不可欠な存在であ
り，家庭における主なる育児者・家族の情報提供者・
キーパーソンであり，看護者との直接的な関わりが最
も多いからである９）という背景がある。「患児と母親
を一単位としてとらえる」や「患児の背景・生活には
家族があるから」は，患児を家族全体の中で捉えよう
としていると考えられるが，家族への援助という視点
は薄いと推測される。
　家族を看護の対象と捉えている群は，家族を患児の
背景と捉えている群より「家族に対する援助項目」に
ついて重要度の認識も高い傾向にあった。実習に臨
む前に，しっかりと家族が看護の対象であるという認
識を持ち，家族への援助について学習することによっ
て，家族看護学の学びを深めていくことができると考
える。

3．「家族に対する援助項目」の重要度の認識
　 3つのカテゴリーの平均値を比較すると，「 1．家
族成員」が3.5±0.3と「 2．関係性」「 3．社会性」の
カテゴリーに比べて高かった。家族へ行った援助の自
由記述では，「 1．家族成員」への援助内容が多く述
べられており，家族成員への援助の認識と実施は一致
していると言える。一方，家族の関係性及び社会性に
対する援助内容が少なく，これらの援助へ拡がってい
ないことが示唆された。
　項目では「 1）不安を傾聴する」が3.8±0.4と高かっ
た。患児の疾患が急性期の場合，親は動揺・興奮し
ているため，よく話を聴く，自責の念を軽減する等，
より受容的な態度で看護師が接することが大事である
10）。学生は，急性期の患児を受持つことが多かったた
め，受容的な態度で接することの重要性を特に認識し
たと考えられる。また，「 2）家族の苦労を共感するこ
と」3.6±0.5，「 6）家族が病状や障害を理解できるよう
に説明すること」3.7±0.5と高く，学生が家族の思い
やストレスなどを理解し，必要な援助を見出している
ものと考える。一方「12）家族内の役割分担について
助言をすること」の平均値が2.5±0.8で最も低かった。
これは，受持ち日数が短いことから家族とのコミュニ
ケーションが十分深められなかったこと，また学生の
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力量では家族の関係性についての援助は難しかったと
考えられる。
　学生の背景や実習状況と「家族に対する援助」の認
識の関連性を分析すると，受持患児が 1人であったと
きの方が 2人以上の場合よりも， 4つの援助項目と 2
つのカテゴリーに対する認識が有意に高かった。これ
は，複数の患児を受け持つ場合より家族と関わる時間
が長くなり，学生と家族との関係を深めることができ
たためと考えられる。
　今回の結果では，ほとんど全ての学生が，家族との
かかわりの体験をしているが，家族の関係性や社会性
の援助について学びを深めることは難しいことが示唆
された。家族看護の第一段階である家族成員への援助
の重要性を認識し援助を行うという経験を契機に，次
の段階である家族の関係性や社会性について認識を深
めることができるよう指導援助することが必要と考え
られた。

4．「家族に対する援助」について困ったこと
　家族に対する援助をする上で138人（58.0％）の学
生が，困った内容を記述しており，その主な内容は，「家
族とのコミュニケーション・関係作り」であった。現
代の学生は少子化・核家族化などの影響もあり，子ど
もとかかわった経験が少なく，さらに新しい人間関係
を築くのが困難である11）と言われている。また，西
田ら12）は「少子化により子どもに接する機会が少な
いまま成人する学生にとって，現実的な子どもを知る
だけで精一杯であり，看護を行うまでに到達するに困
難な様子が明らかとなった」と報告している。今回の
結果でも，約半数が実習前に子どもとのふれあいがな
かった。家族の関係性のような家族間の人間関係にか
かわる内容は，プライバシーに関連する内容もあり，
学生は，どのようにコミュニケーションを深めていっ
たらよいのか難しさを感じていると推測される。
　学生が家族との関係作りに困難を感じている状況が
長引くと，家族に対する援助の学びが得られない可能
性が高くなる。教員や病棟の指導者は，学生と家族の
関係形成を注意深く観察し，必要に応じて学生と母子
の関係を調整することが求められる。また，大木ら11）

が述べているように，学生の目に映った母や子どもの
姿を，学生だけの解釈では否定的にのみ捉える可能性
がある。学生が家族との関わりの中で感じている困難
感について傾聴した上で，学生が広い視野で解釈でき
るような指導が大切である。

5．看護基礎教育における「家族看護」教育への示唆
　小児看護学実習における家族看護を学ぶ課題とし
て，一事例を受け持つ期間が短いこと，学生のコミュ
ニケーションの能力の不十分さなどから，学生が家族
の心理や影響について理解を十分深めるまでには至っ
ていない13）。また，大木ら11）は，「看護経験の少ない
学生にとって，付き添っている家族に指導することは，
より難しいことである。実習において，小児生活指導
の重要性や家族を対象とする指導のあり方をどのよう
に位置づけ，学習の機会をつくるかは，指導者の力量
によるところが大きいと思われる」と述べている。
　わが国では，家族看護が独自の科目として教育され
るようになってまだ日が浅く，2000年以降，急速な看
護教育の大学化の進展とともに 4年制大学で教授され
るようになった。しかし， 3年制や 2年制の教育課程
では家族看護は独立した科目としてではなく，母性・
小児・成人・老人等の各看護学の中で患者ケアの補足
的位置づけに止まっている。
　今日の医療現場では入院期間が短縮される中，患者
の入院中に家族へ支援することが難しくなってきてお
り，2008年 4 月から家族看護のスペシャリストとして
「家族支援専門看護師」の養成が始まった。こうした
状況において，看護基礎教育課程で家族看護に対する
認識を深めることの意義は大きく，時代的要請でもあ
るといえる。看護学生が家族看護について学びを深め
るためには，看護の対象としての家族をどう見つめる
のか，家族のニーズをどのように捉えるのか，家族の
関係性をどう判断するのか，家族へのアプローチはど
うあればいいのか等，家族看護の理論を学び，さらに
実践を通して理論と実践が統合できることが重要であ
ると考える。

本研究の限界

　本研究で用いた「家族に対する援助」項目は，佐藤４）

が卒業研究の指導教員のもとに，先行研究を参考に独
自に作成したものであり，この項目の妥当性について
は今後検証していく必要がある。

Ⅴ　結　　語

　佐藤４）の卒業研究の結果に基づいて，小児看護学
における「家族看護」教育について考察した。
　家族形態の多様化，家族機能の低下が指摘されてお
り，看護学領域においても家族機能を高めることを目
指した家族看護を看護基礎教育課程で学ぶことの意義
は大きい。
　学生が受け持ちした患児の約 9割に家族が付き添っ
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ており，学生は直接家族と接する機会が多いことから，
小児看護学実習においては家族看護を学習する貴重な
機会であることが再確認された。しかし，家族看護の
前提である「家族も看護の対象である」と捉えていた
のは約 4割であり，また，家族への援助として，「家
族成員に対する援助」は比較的行われていたが，家族
の関係性や社会性に対する援助は少なかった。
　看護学生が，臨地実習において「家族に対する援助」
の重要性を十分認識し実践できるためには，小児看護
学を含む看護基礎教育課程において，家族看護の理論
を学んだ上で実習に臨むことが重要であると考える。
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only about 37%,or less than half,of students considered the family itself as unit of care. Also, 
while recognition of the need to support members of the family was high,student nurses didn’
t recognize the importance of relationship among the family or the social aspect of family. It 
is believed that in order to deepen students’ understanding of family nursing and to improve 
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【総説】

がんの出来る謎：前がんマーカー酵素GST-P は
イニシエーションを解明する簡単ツール

佐　藤　公　彦
（2009年10月30日受付，2009年12月9日受理）

要旨：がんの出来る謎，すなわち，発がんイニシエーションの分子機構（最初のがん性変化）
の解明は医学，生物学の基本命題のひとつとなっている。ラットの肝前がん病変に著増する分
子量23,000のタンパク質はグルタチオン S-トランスフェラーゼの胎盤型（GST-P）と同定され
た（Satoh et al: PNAS USA, 85: 3964-3968, 1985）。本酵素は前がんおよびがん細胞を特異的
に高感度で検出するマーカー酵素として国内外多くの研究者に活用されている。発がん剤ジエ
チルニトロサミンの腹腔 1 投与， 2 ， 3 日後の早期にラットの肝臓に GST-P 強陽性の一個ない
し数個の細胞からなる変異細胞の誘発が認められシングルセル，ミニフォーカスと命名された 

（Moore et al: Carcinogenesis, 8: 483-486, 1987）。それらは前がん細胞の前駆細胞か否か，また，
GST-Pの発現は遺伝子変異を伴うか否かが問題とされた。この難問は予想外にも，最近，解決
に近づいた。高濃度の 2-アセチルアミノフルオレン（0.04%）をラットに投与するとシングルセ
ルの過剰発現とミニフォーカスの過剰（分裂）増殖が認められた。これらの激しい変化はいず
れも遺伝子変異とは無関係の生化学変化である事実が示唆された。これはがんの遺伝子突然変
異説への反証として重要である。GST-P はイニシエーションの分子機構を解明する鍵となって
いる。

キーワード：がん，腫瘍マーカー酵素，グルタチオン S-トランスフェラーゼ，グルタチオン

弘前大学大学院保健学研究科医療生命科学領域
〒036-8564　青森県弘前市本町66-1
E-mail：kisatoh@cc.hirosaki-u.ac.jp　

Ⅰ．はじめに

　がんは人類の宿業となっておりどのようにして生じ
るかは謎である。生命科学の発展した現代であるにも
かかわらずどうしたことだろう。何をおかしなことを
言う，がんは遺伝子の突然変異によって生じるに決
まっているではないか，と言う人が殆どであろう。し
かし，がんが遺伝子突然変異によるか，否かは古くか
らの問題で今なお論争中である１）。しかしこのことを
理解している研究者は少なく，突然変異説が a priori
に正しいとする研究者が圧倒的多数を占めている。つ
まり，これまでの膨大ながん研究のデータは殆ど全て
が突然変異説に基づいて解釈されて来たと言って良
い。誰も遺伝子変異の瞬間を見たことがないにもかか
わらず余りにも一方的で奇妙ではないだろうか。これ

に対する少数派の根拠として遺伝子突然変異説に矛
盾するがん細胞の生物学データが幾つか知られてい
る。例えば，蛙の腎がん細胞を蛙の脱核卵に導入し
たところオタマジャクシが生まれて泳ぎ出した２）。ま
た，黒いマウス由来の奇形種細胞を白いマウスの胚盤
胞に注入したところ黒白の縞模様のモザイクマウス
が生まれたという Mintz の実験が挙げられる３）。遺
伝子変化が原因で正常に分化出来なかったならば，変
化した遺伝子を脱核卵に入れたところで正常な個体発
生は期待出来ない。Mintz は，幹細胞が正常に分化出
来ない時にがん化する，すなわち幹細胞の非組織化

（disorganization）が原因と説明している。突然変異
説と非突然変異説のいずれが正しいのだろうか。多段
階発癌理論によるとがん化はイニシエーション，プロ
モーション，プログレッションからなっている。後二
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者に関するデータは膨大であるが，最も肝心のイニシ
エーション，最初のがん性変化，に関する知見は極度
に乏しい。分子生物学が発展した現在でも分かりそう
で分からない。調べるための方法も手がかりも得られ
ない。このため，発がんイニシエーションの分子機構，
すなわち，最初のがん性変化，がんの原因，がんの出
来る謎，の解明は，がんのがん，聖域であり，医学，
生物学の基本命題（哲学命題）のひとつとして残され
たままとなっている４，５）。あたかも禁断の木の実のよ
うである。しかしながら，突然変異説に依らなければ
その解を見出すことは意外に簡単なようである。グル
タチオン S-トランスフェラーゼＰ型（GST-P）は，が
んの出来る謎を解く簡単ツールと考えられる。

Ⅱ．前がんマーカー酵素GST-P

1．発見同定の経緯
　佐藤（清美）らの弘前大グループ（生化学）は，腹
水肝がんにおける解糖系その他の酵素のアイソザイム

（分子種）の変化を調べて来たが，1980年代の初め頃
から原発性肝がんに着目した６－８）。ラットの肝発がん
系は動物を使用する発がん実験系のうちでも最も良く
調べられており，わけても Solt-Farber 法９）は，ラッ
トの肝臓に前がん病変を 5 週間の短期間で誘発出来る
ため最も良く利用されている動物実験プロトコルのひ
とつである（図 1 Ａ）。著者らはこの方法によって誘
発した前がん病変におけるタンパク質の異常を二次元
電気泳動法によって調べたところ，最も顕著に増加す
る分子量23,000，等電点6.7のタンパク質はグルタチオ
ン S-トランスフェラーゼの胎盤型（以下 GST-P）と同
定された10，11）（図 2 ）。本酵素は，S-ヘキシル GSH（グ
ルタチオン）をリガンドとするアフィニテイクロマト
グラフィーと DEAE セルロースクロマトグラフィー
によって高収率で分離精製された。GST-P に対する
家兎抗体を作成し，免疫組織化学染色を行なったとこ
ろ GST-P は，前がん病変（foci，nodule）に局在して
発現していた（図 3 ）。大小の病変細胞が鮮明に検出
され，非特異的な染色（バックグラウンド）は殆ど見
られなかった。これに対して，既知マーカー酵素ガン
マグルタミルトランスペプチダーゼ（GGT）による
活性染色では，結節，フォーカスに GGT は部分的に
発現し，小さいものの検出は困難であった。したがっ
て，GST-P は GGT よりも優れていることが分かっ
た12）。弘前大グループは GST-P を発見同定してより，
酵素および腫瘍マーカー酵素としての特徴付けを行
なって来た。一方，村松らの東大グループは，GST-P
の cDNA クローニングに引き続いて genomic DNA ク

ローニングを行ない，GST-P の遺伝子発現機構を調
べている13，14）。また，伊東らの名市大グループは次に
述べるように GST-P を応用した一連の研究を展開し
ている。このように GST-P 研究は主として 3 つのグ
ループによって発展して来た（引用文献はいずれも
一部）。GST-P は日本（当弘前大学）独自の腫瘍マー
カーとしてその価値が認められ，我国のがん研究を
代表するひとつとなっている。因に GST-P の前がん
マーカー酵素の有用性が示された PNAS USA 論文11）

のCitation Index は表 1 に示すように2006年の時点で
481と極めて高い値を示している。

2．GST-P の応用
　GST-P はラットの前がん細胞に特異的に発現する
ことからそれらを検出するマーカー酵素として発が
ん過程の基礎的解析のみでなく，応用面においても
国内外多くの研究者に活用されている15，16）。その特
徴を簡単に言えば前がん細胞における発現タンパク
量が4-5mg/g 肝と極めて高いことである。一方，正
常肝では30-60μg/g肝と極めて低い11，47）。これは他の
マーカー酵素，タンパクに比較すると 1 - 3 桁多い量
で，例えば GGT のタンパク発現量の約200倍である
11）。多くの癌遺伝子が前がんおよびがん細胞に検出困
難であるにもかかわらず，GST-P は共通に発現が見

図1
幾つかの動物実験プロトコル。A）Solt-Farber protocol, 
B）中期動物試験法（Medium Term Bio-Assay，Ito 
Test），C）単独投与実験（それぞれのコントロール実験
は省略）。DEN，ジエチルニトロサミン，AAF，2-アセチ
ルアミノフルオレン。基礎食は粉餌，AAF，被検物質は
それぞれ基礎食に混じて6週令のラットに投与する。C）
では例えば，AAF（0.02%）食，AAF（0.04%）食を週
単位で投与する。
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図2
前がん病変を有するラットの肝臓の細胞質タンパク質の二次元電気泳動分析パターン。a：正常ラット肝（コ
ントロール）b：前がん病変肝。（Ya1，Yc1），（Yb1，Yb2，Yb’1，Yb’2），（Yp1，Yp2）はそれぞれ
Alpha，Mu，Pi クラスGSTのサブユニット。GST-P（Yp1，Yp2）は前がん病変に著増しており正常に
は殆ど見られない。

図3
ラットの肝前がん病変のGST-P 抗体による免疫組織化学
染色とGGTによる活性染色パターン。Solt-Farber プロ
トコルで作成したラット肝の連続切片を使用。

(Total     481)

表1　前癌マーカー酵素GST-P の利用度：
PNAS USA’85 論文11）のCitation Index
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られる。GST-P はラットの肝臓のみでなく種々の臓器
の前がん，がん細胞に発現し，さらに，マウス，ハム
スター，ヒトにおいても種を越えて発現が見られる15，

16）。このため GST-P は特異的，高感度の前がんマー
カー酵素として広く用いられている。伊東ら（名市
大，病理）は，発がん性薬物やそれらを修飾する化合
物の検出にGST-P を end point marker とする方法を
開発した17）。図 1 B に示すように DEN を腹腔（i.p.）
1 回投与し， 2 週後から低，中，高濃度の被検物質を
含む粉餌を投与し， 3 週目に部分肝切除を行なう。8
週後に肝臓を GST-P 染色し，誘発した GST-P 陽性の
前がん細胞の数と面積を計測して薬物の発がん性（イ
ニシエーターおよびプロモーター活性）を検出すると
いう方法である。薬物の発がん性の有無の検出は大変
な仕事で，従来法では，1検体当たり，ラット200匹，
2 年， 1 億円近いコストを要していたが，この方法，
中期動物試験法（Ito Test，Medium term bio-assay）
によると，ラット40匹， 8 週間，数分の 1 のコスト
で済むという多くの利点がある。伊東らのグループ
はこの方法によって2003年度までに約150種類の環境
発癌剤を含む313種類の薬物について調べた18）。この
画期的な方法は，2003年の日米 EU 医薬品規制調和国
際会議（International Conference on Harmonisation 
of Technical Requirements for Registration of 
Pharmaceuticals for Human Use，ICH）において国
際標準法として採用された。

3．GST-P の酵素的性質と生理機能
　グルタチオン S-トランスフェラーゼ（GST）は薬物
代謝系第二相酵素に属し，無数に近い程多くの生体内
外異物（Xenobiotics）と GSH との抱合反応を触媒す
る他，薬物，発がん剤の結合タンパク質としても作用
する多機能酵素である19，20）。ラットの細胞質の可溶性
画分に存在する GST の主要な分子種は Alpha，Mu，
Pi の 3 つのクラスに分類されており，GST-P は Pi ク
ラスに属している。これまでに調べたところ，GST-P
はエタクリン酸に選択的で，リノール酸やアラキドン
酸のヒドロペルオキシド，4-ヒドロキシ-2-ノネナール

（HNE）などにやや高い活性を示すものの特異的と呼
べる基質は認められず，むしろ弱いながらも種々の化
合物に対して作用する広い基質特異性を示した21）。ま
た，ヘマチンその他の色素阻害剤に強く抵抗性であっ
た。GST-P の活性部位の性質を物理有機化学的に調
べて見ると他の分子種に比較して疎水性が弱く水溶性
の化合物に選択的であった22）。したがって，GST-P
は悪条件下でも酵素活性を発揮して水溶性の毒物を選

択的に除去出来ることが特徴と考えられた。これらの
ことから GST-P の生理機能は次のように考えられる

（図 4 ）。細胞の形質膜，小胞体（ミクロゾーム），そ
の他のリン脂質，例えばアラキドン酸が過酸化反応を
受けると，アクロレイン，HNE などの不飽和アルデ
ヒドを発生する23，24）。これらは毒性が強く内因性の発
がん剤と見なされているが GSH（グルタチオン）と
の反応性が極めて高いため大部分が非酵素的に一部
が酵素的に GSH 抱合されると考えられる。これらの
GSH 抱合体は正常細胞では，MRP（multi-resistant 
protein），などの排泄ポンプから除かれると考えられ
ているが，大量になるとポンプを詰まらせることが知
られている25）。また，GSH 抱合体は毒を中和するど
ころかむしろそれらの毒性を強くする作用のあること
が知られている26）。このため，GST-P の作用は GSH
抱合体の結合タンパク質として作用し，それらの毒性
を中和することが主と考えられる。

Ⅲ．がんの出来る謎とGST-P

1．前がん前駆細胞，シングルセル，ミニフォーカス，
の検出

　さて，本題に入って見よう。畑山（弘前大，2 生化）は，
Solt-Farber protocol における GST-P+前がんフォーカ
スの発生過程を免疫組織化学的に調べた27）。同プロト
コルでラットの肝臓に 5 週後には大きなフォーカス，
結節が多数誘発するが，時間を遡ると次第に小さい
フォーカス，ミニフォーカスが検出された。さらに遡っ
て最も早期に前駆細胞を検出できる時期を調べた。す
なわち，イニシエーターとして用いるDEN をラット
の腹腔に 1 回投与して， 2 ， 3 日後の早期にGST-P
強陽性の 1 個から数個の細胞からなる細胞の誘発を認
めた（図 5 ）。この結果は，がん特別研究（I）の班会
議の席上で報告され Moore ら（名市大，病理）の強

図4
GST-P の生理機能。X，親電子性の内因性および外因性
発がん物質，GS-X，グルタチオン抱合体。
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い興味を惹いて更に詳しく調べられた。これらの変異
細胞は他の幾つかの発がん剤の投与によっても誘発す
ることが分かり，シングルセル，ミニフォーカスと命
名された28）。シングルセルは肝臓の zone 1（肝臓を構
成する肝小葉単位は，胆管周囲：zone 1，中心静脈周囲：
zone 3，その中間：zone 2 に区別されている。）にや
や多いものの zone 依存性は低く，ひとつの肝臓切片
に10個前後，パラパラと散在性に誘発するのが特徴で
あった。GST-P はシングルセル，ミニフォーカスに
強発現し，正常の肝実質細胞は殆ど染色されなかっ
た。従って，一見して GST-P の発現は突然変異によ
ると考えられた。しかし，不思議なことに，それらの
発生増殖過程を調べて見るとシングルセルはDEN の
投与 1 週間後にピークに達した後急激に減少するとい
う一過性の増殖パターンを示した29）。これに対してミ
ニフォーカスはシングルセルに比較してはるかに数は
少ないが 1 ， 2 週後から徐々に増加した。従って，シ
ングルセルは分裂増殖してミニフォーカスを形成する
か否か，また，シングルセル，ミニフォーカスにおけ
る GST-P の発現は遺伝子変異によるか否かが基本的
な問題として生じた。前述のように，GST-P は特異的，
高感度の前がんマーカー酵素として，国内外の多くの
研究者によって発がん過程の基礎的解析および発がん
性薬物の検出にも応用されている。しかし，GST-P
の価値は応用面のみでなく，方法論も手がかりも得ら
れず，原理的に解析不能と考えられて来たイニシエー
ションの分子機構を調べることが出来る点にあると考
えられる。これは，他のマーカー酵素に見られない大
きな特徴と考えられる。

2．2種類の前がんミニフォーカスの検出
　GGT は GST-P よりも古くから腫瘍マーカー酵素と
して用いられている30）。GGT は前がん病変にも発現

することが明らかとなり，両者の相互関係に興味が持
たれた。Solt-Farber プロトコルにおいてそれらの誘
発過程を個々の GST-P+ミニフォーカスおよびフォー
カスについて調べて見た31）。最初は GST-P+/GGT－型
が主であるが次第に GGT が部分的に発現し 0-100%
まで増加して行く傾向が認められた。すなわちミニ
フォーカスおよびフォーカスには GST-P+/GGT－およ
び GST-P+/GGT+型の 2 種類存在することが判明し，
発がんストレスの強さと投与期間に相関して前者の
中に GGT が次第に発現増加し，後者に形質転換して
行く事実が明らかとなった。 2 種類の GGT の発現は
AAF（0.02%）および 3’-Me-DAB（3’-メチル-4-ジメチ
ルアミノアゾベンゼン，0.05%）食の投与によっても
認められた。これらのミニフォーカスおよびフォーカ
スの形態を調べてみると，いずれも胆管および細胆管
に結合して発生増殖し，表面は毛細胆管に密に覆われ
ていた。より大きなフォーカス，結節では，それらの
内部に胆管/細胆管ネットワークの形成が認められた。
したがって，前がん（前駆）細胞は毒物を効率的に排
泄する外部および内部構造を形成して行くと考えられ
た32）。これらはイニシエーションを理解するための伏
線となる知見である。以下は2009年11月 5 日現在まで
に得られたデータに基づくものである。

3 . イニシエーションの激しい変化の観察
（ 1 ）シングルセルの過剰発現とミニフォーカスの過

剰（分裂）増殖
　予想外なことに，シングルセルおよびミニフォーカ
スの誘発は AAF の投与濃度に顕著に依存して過剰発
現し，過剰（分裂）増殖する事実が注目された。ラッ
トに異なる濃度の AAF（0，0.01，0.02，0.03，0.04，0.05，
0.06%）食をそれぞれ 2 週間投与した場合，シングル
セル誘発の AAF 濃度依存性が極めて高く，至適濃度
0.04%において458,000/g 肝臓と大過剰の発現が認め
られた33）。これに対して，AAF（0.02%）食の投与で
はラットの肝臓に誘発するシングルセルのピークは 2
週後でははぼ 0 で， 6 ， 7 週後にピークとなり誘発数
は約 1 / 3 であった（図 6 ）。従って，AAF（0.04%）
の投与では AAF（0.02%）のそれに比較してシング
ルセルの誘発数は約 3 倍増加し，誘発期間は約 1 / 3
に短縮されるという驚く程の大きな変化を示した。シ
ングルセルの誘発数は DEN では 1 週後で12,400/g 肝
臓26），N-ニトロソモルホリンの経口投与では 2 週後に
17,600/g 肝臓と多かった34）が，AAF（0.04%）の 2 週
投与後に誘発するシングルセルはそれらより，さら
に 2 桁近く多かった。何故，こんなに多いのだろう

図5
GST-P 陽性のシングルセル，ミニフォーカス。ラットの
腹腔にDEN（200mg/kg）を1回投与，3日後のラット
の肝臓のGST-P 免疫組織染色パターン。
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か? 第一，遺伝子変化でこんなに沢山のものが出来る
訳がないではないか。また，これらが全部ミニフォー
カスに増殖して行くとすれば大変ではないか。ラット
の肝実質細胞数を108個/g 肝臓とすれば，シングルセ
ルの誘発数は458,000/g 肝臓/ 2 週間であるから総数
の約0.5%である。ラットの肝実質細胞の細胞周期は年
齢に強く依存しており，月齢， 3 ヶ月以上では，殆
ど（>99.9%）が休止期にあり，増殖期のものは0.01%
のオーダーに過ぎない。この高い値は，AAF による 
G0-G1遷移の活性化とM期の抑制 （AAF は強い mito-
inhibitor，分裂阻害剤）によると考えられる。増殖期
の肝実質細胞は，薬物，発がん剤，放射線に感受性で
あることが良く知られている35－37）。シングルセルの肝
小葉における散在性の発現パターンは増殖期の肝実質
細胞の［3T］-チミジン，BrdU の取り込み実験の染色
パターンに類似している38）。したがって，シングルセ
ルの過剰発現は増殖期の肝実質細胞が発がん剤 AAF
に感受性で GST-P を発現する結果生じることが強く
示唆された。また，AAF（0.04%）食を投与して 4 - 6
週後にミニフォーカスが誘発するが AAF（0.02%）
食の投与に比較して数は少ないが相対的に大きなミニ
フォーカス，フォーカスの誘発が認められた。これは，
ミニフォーカスを形成する最初のがん性変化，イニシ
エーション，は強く抑制されているが，一旦，開始す
るとそれらは連続して激しく増殖して行くことを示唆
している。ミニフォーカス，フォーカスの増殖能を定

量的に調べたところ，10～20回またはそれ以上連続し
て細胞分裂出来ることが明らかとなった。これはとて
つもない増殖能で胆管細胞のそれに近い。

（ 2 ）発がん剤存在下の再生肝で増殖する胆管細胞
　シングルセルは，増殖期の肝実質細胞が発がん剤に
感受性である結果，GST-P を発現して生じることが
強く示唆された。それでは，発がん剤存在下の再生肝
において肝実質細胞はどの程度増殖するのだろうか。
そのためにラットに 2 / 3 部分肝切除を行ないAAF

（0.04%）食を投与一週後の肝臓を調べたところ，肝切
片の26%を占める程の顕著な胆管の過剰増生が認めら
れ，しかも（細）胆管細胞に GST-P が強発現してい
た。シングルセルは散在性に誘発しているもののその
数は少なく分裂増殖を示すパターンは認められなかっ
た。この実験結果は多くの重要な事実を示唆している。
すなわち，①発がん剤 AAF の存在下で増殖するのは
肝実質細胞ではなく胆管細胞である。さらに，重要な
ことに，胆管細胞における GST-P の発現は種々の薬
物の投与によって見られる胆管の過剰増生と同じ（正
常）組織像であり，前がん病変の形成は認められなかっ
た。このことは，②GST-P の発現自体は前がん病変

（preneoplasia）の形成と無関係である事実を明瞭に
示している。これまでは種々の発がん剤を投与してシ
ングルセルを形成する条件下でも胆管細胞に GST-P
の発現は認められなかったが，③強い発がんストレス
を負荷すると胆管細胞も GST-P を発現することが明
らかとなった。これらに加え，④発がん剤の存在下で
は肝実質細胞が増殖を強く抑制されているにもかかわ
らず，胆管細胞はミニフォーカス，フォーカスと同様
に強い増殖能を示した。したがって，⑤胆管細胞とミ
ニフォーカスには強い類似性が認められる。なお，肝
臓は再生能力が高く，肝実質細胞は高い分裂能を有し
ているように思われるが，実は分裂能は低い39）。ラッ
トの寿命は 2 ， 3 年であるが個々の肝実質細胞はその
間せいぜい 2 ， 3 回分裂するものと推定されている。
因みに，ラットの肝臓は約10gであるが 2 / 3 部分肝
切除すると約 3 g が残る。ラットの肝臓は肝実質細胞
が重量で約90%を占めている。残った 3 g の肝臓は約
2 週間で元の大きさになるが，発がん剤を投与した場
合は 3 週間程度を要する。そこでもし，全ての肝実質
細胞が 2 回分裂すれば肝臓は12g となり元の大きさに
戻る。もしも，10回分裂すれば 3 kg となって肝臓は
個体よりも大きくなり，20回では 3 t と巨大化する。
この思考実験からも分かるように肝実質細胞の分裂能
は極めて低い。再生肝は個々の肝実質細胞の肥大と限

図6
ラットの肝臓におけるシングルセルの発生増殖過程。
AAF（0.04%）食の投与（○○）とAAF（0.02%）
食の投与（●）。
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られた分裂によることが明らかにされている40）。

Ⅳ．基本命題に対する解答

1．前がん前駆細胞とGST-P
　本題にもどる。GST-P+シングルセルは増殖してミ
ニフォーカスを形成するか否か，また，それらのシン
グルセル，ミニフォーカスにおける GST-P の発現は
遺伝子変異によるか否かの問いに対する解答は次のよ
うになる。前述のようにシングルセルは肝実質細胞の
細胞周期の増殖期の細胞が発がん剤に感受性であるた
めに生じると見なすことが出来る。GST-P は解毒代
謝を担う GST の 1 分子種であるから，その発現は細
胞内に有毒物質の蓄積を示唆している。胆管細胞にお
ける GST-P の発現自体は前がん病変の形成と関係し
ていない。何よりも，シングルセルの過剰発現と誘発
のピークはAAFの投与濃度に依存して激変すること
は，イニシエーションにおけるこれらの変化が遺伝子
変化と無関係の生化学変化である事実を強く示唆して
いる。何故ならば，突然変異は確率事象であり，その
確率は極端に低いことが第一の特徴である。また，遺
伝子変化は，非合目的的でランダムないし中性の変化
であることも特徴である41）。これに対してシングルセ
ルにおける GST-P の誘発は増殖周期の細胞に由来す
るとすればその誘発頻度は極めて高く，そうでないと
しても高過ぎる値である。また，胆管細胞では，部分
肝切除と AAF（0.04%）の投与を組み合わせた場合，
GST-P の発現は100%に近い程高い値である。加えて
GST-P は解毒代謝系酵素の 1 分子種であるからその
発現は外因性および内因性の発がん剤等の毒物を除去
するためと考えられる。即ち，GST-P の発現は細胞
が発がん物質に曝された時に，それらを除去するため
の生体防御機構のひとつと考えられ，それ故に極め
て合目的的である。なお，胆管細胞も過剰増生してい
る時に GST-P が発現するのであるから，両者共，増
殖期において発がん剤に感受性であることが推察され
る。増殖期においてはエネルギーの殆どを細胞分裂に
費やしているため薬物，毒物に対して感受性であると
されるがその詳細は不明である。しかし，分裂増殖期
に毒が大量発生するなどの緊急事態が起こった場合，
細胞は単にやられっぱなしで，なす術もなくで死んで
行くのではなく解毒代謝酵素を発現して激しく抵抗す
るという生化学的な防御機構は注目に値する。これら
を総合すると，GST-P の誘発は遺伝子変化とは無関
係の生化学変化であることが分かる。これは前述のが
ん細胞の生物学データ２，３）を補完し，求められて久し
いがんの遺伝子突然変異説に対する生化学的な反証の

ひとつと考えられる。
　
2．イニシエーションの分子細胞機構
　肝実質細胞がミニフォーカスを与えないとすれば後
者は何に由来するのだろうか。すなわち，イニシエー
ションの分子細胞機構（仕組み）はどのようになって
いるのだろうか？図 7 に見られるように肝臓の主要な
細胞は肝実質細胞（hepatocyte，parenchymal cell）
と胆管（上皮）細胞（biliary epithelial cell，bile duct 
cell）からなっており，両者を産生する肝幹細胞は胆
管の Hering 管（Canals of Hering）のニッチ（niche，
隙間）に存在すると考えられている42）。薬物，発がん
剤をラットに投与すると胆管から細胆管が放射状に発
生増殖して行く現象は胆管の過剰増生として良く知ら
れている43）。その生理的意義は①肝実質細胞の供給と，
②細胆管/偽胆管の形成とそれによる毒物の効率的な
除去，にあると考えられる。前者の場合，細胆管の
先端部分は徐々に肝実質細胞に分化し，肝細胞索（プ
レート）につながっている。肝実質細胞と胆管細胞の
内，後者とミニフォーカスの類似性をあらためて整理
すると次のようになる。① 3 者共 GST-P を誘発す
る。②ミニフォーカスは胆管，細胆管に結合して発
生増殖する（ちょうどコインの表と裏の関係にある）。
③ミニフォーカスは強い発がんストレス下では20回前
後連続して分裂する増殖能を有している。過剰増生す

図7
A）肝臓の小葉構造。B）胆管につながる肝細胞索 
（Fausto, 2003年42)を改変）。
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る胆管細胞の分裂能は数値化が困難であるが極めて高
い。これに対して肝実質細胞は高度に分化した細胞で
あり，その分裂増能は低い。④胆管細胞は幹細胞に類
似した性質を持つ stem-like cell と見なされる。これ
らのことからミニフォーカスは肝実質細胞ではなく胆
管細胞に由来すると考えられる（図 8 ）。

3．N-アセチルシステイン（NAC）の添加実験
　上記に加え次の決定的な実験事実が認められた41）。
ラットに AAF（0.02%）食を10週程度まで投与する
と②のようのミニフォーカスは胆管，細胆管に結合
して発生増殖する。ところがこれに NAC を添加した
AAF（0.02%）/NAC（0.5%）食を投与すると，図 8 B
に示すようにミニフォーカスは胆管には直接つながっ
ているのではなく，ずっと離れて毛細胆管を介して胆

管につながっていることが分かった（蜘蛛の巣状に時
に複数の胆管にもつながっている。データ略）。これ
は何を物語っているのだろうか。実は NAC はラジカ
ルスカベンジャーとしてシステイン（L-Cys）の代わ
りに与えたものである。L-Cysと異なって NAC は酸
化されにくく，細胞内に取り込まれやすい。しかも肝
臓ではL-Cys に変換されることが分かっている。こ
のようなことから，活性酸素ラジカルを消去する性質
のあるNACを投与すると，ミニフォーカスの増殖抑
制を期待して投与した。しかし，実際は逆で，NAC
は毒性が強く， 1 %の濃度のものを与えると半数が死
んでしまう程であった。0.5% NAC を追負荷するとシ
ングルセルとミニフォーカスの誘発が顕著に増加して
いた。つまり，ラットに AAF（0.02%）/NAC（0.5%）
を与えると胆管の過剰増生が起こり，長い細胆管が形

図8
シングルセル，ミニフォーカスの発生増殖機構　A）肝実質細胞：増殖期のものは発がん剤に感受性でシン
グルセルを生じるが非増殖性。B）胆管細胞：1），2）はそれぞれ，弱いおよび強い発がんストレスを与え
た場合のミニフォーカスの形成，増殖の様式を示す。
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成される。先端部分は肝実質細胞（small hepatocyte，
nascent hepatocyte，出来たての細胞）に分化して
行く（この部分の細胞は増殖能が高いため発がん
剤に感受性であることが分かる）。部分肝切除後に
AAF（0.04%）食を投与 1 週後の肝臓では，放射状の
GST-P+の胆管の過剰増生が見られることは前述した。
さらに， 1 週後では，これらの内，傷ついた small 
hepatocyte が多数集まってミニフォーカスを形成し
て行く。高濃度 AAF（0.04%）にも増して AAF（0.02%）
/NAC（0.5%）食の投与では細胞内外の傷害が著しい。
同図に示すように GST-P+ small hepatocyte が細胆管
を包む形質膜が壊れ，膜から漏れて来たものが寄り集
まってミニフォーカスを形成する。このミニフォーカ
スは近傍の細胆管に care されて増殖して行く。した
がって，AAF（0.02%）食を投与した時は胆管増生は
少なく，細胆管は短い。このためミニフォーカスは
胆管/細胆管に直接結合して発生増殖するように見え
る，これは DEN（200mg/kg）を i.p. 投与した場合に
も見られる。しかし，AAF（0.02%）/0.5% NAC 食を
投与すると長く伸びた細胆管の先端部分が傷ついて細
胞が漏れ，それらが寄り集まってミニフォーカスを形
成する。これは 2 / 3 部分肝切除を行ない0.04% AAF
を与えた場合にも認められたが，NAC を添加した時
程には明瞭ではなかった。肝実質細胞はミニフォーカ
スを与えないとしたが，それは分化の進んだ成熟細胞
であって，胆管細胞に近い性質を持つ nascent/small 
hepatocyte はミニフォーカスを形成する，とすれば
合理的に説明可能である。なお，胆管の過剰増生をも
たらす化合物としてはD, L-エチオニン，フェノバル
ビタール，17-α-エチニルエストラジオールその他が
知られてる。例えば， 4 週令の離乳直後のラットに
0.5%D, L-エチオニン食を投与すると 2 週間後には肝
臓の100%近くを占めてしまう程の胆管の過剰増生が
起こる。

4．要約：以上イニシエーションの説明が長くなった
が，細胞側から見ると話は簡単で次のようになる（図
8 ）。ラットに高濃度の発がん剤を投与すると，肝実
質細胞のうち増殖周期のものは感受性が高く，発が
ん剤が細胞内に蓄積する。それらを除去するために
GST-P が発現するが，増殖出来ずにバタバタと死ん
で行く（増殖期の細胞を擬人化すると妊産婦に相当す
る。その弱さを想像されたい）。その減少を補うため
に，胆管（過剰）増生が起こり，small hepatocyte を
供給する。しかし，それらも増殖性のため発がん剤
に感受性で GST-P を発現するが細胞内外が酷く痛め

つけられる。特に細胆管膜が傷害を受けると細胞が
むき出しになり一部漏出する大事件が起こり非常事態
となる。そこで傷ついた細胞同士が寄り集まってミニ
フォーカスを形成する。この時，傷口にはさらに近傍
の細胆管が近寄って来て接着し優しく care する。ミ
ニフォーカスは出来立ての頃は代謝能が低いため毒物
をうまく排泄出来ない。そこで蓄積する毒を中和す
るためにGST-P が発現する。このようにして，胆管
細胞から分化途中の small hepatocyte が傷害されて
膜から漏出した結果，正常に分化出来ずに非組織化

（disorganization）されて前がん細胞を形成する。し
たがって，ラットに強い発がんストレスを与えた結果，
イニシエーションにおける GST-P の発現は遺伝子変
化と無関係であることが分かった。これだけでも大き
な進歩と考えられるが，それに加えて，これまで皆目
見当のつかなかったイニシエーションの大筋が見えて
来たとすれば GST-P はがんの出来る謎を解明する簡
単ツールと言っても言い過ぎではないと思われる。

Ⅴ．おわりに

　イニシエーションの分子機構はこれまで調べるこ
とが出来なかったが，GST-P をマーカー酵素として，
ラットに強い発がんストレスを負荷すると激しいイニ
シエーションの分子細胞変化を示すことが分かった。
これまでのがん研究は，殆ど全てが遺伝子突然変異説
に基づいているためないものを仮定して発がん研究を
行なっている可能性が極めて高い。つまり，無いもの
を証明しようとするいわゆる存在問題であり44），その
解を正面から求めるならば研究者は命が幾つあっても
足りない。従って，これからはエピジェネティックも
含む遺伝子変異説によらない生化学変化を調べること
がより重要と考えられる。生化学変化とは何か。それ
はやはり膜脂質の過酸化反応（と言うよりも不完全酸
化）が鍵になっており，多面的な生化学のアプローチ
が可能となり，大きく理解が進むと考えられる。ラッ
トの前がん（前駆）細胞研究がその契機となれば幸い
である。なお，蛇足ではあるが，長いこと発がん研究
を行ない，前がんおよびがん細胞を眺めて来た著者と
しては，それらが宿主に害をなす悪者と見なすことは
困難である。それらはむしろ発がん剤を懸命に除いて
宿主のために働いている健気なそして強い味方と考え
られる。もし，前がん細胞が発現しなければ個体は発
がん剤による急性中毒で死に至ると思われる。前がん
およびがん細胞の増殖が止まらないのは内因性，外因
性の発がん剤の発生が止まないためとすれば統一的に
がんを説明可能である。前がん細胞は役目を終えると
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集団が壊死して行く。がんは悪いに決まっていると考
えることはこれまでのがん研究の偏見であり，がんの
出来る謎，がんの原因，が分かるにつれてその認識が
変わって行くと思われる。

Ⅵ．補　　足

1．遺伝子変化と生化学変化（genetic change と
biochemical change）

　著者は，最近のデータに基づいて，イニシエーショ
ンにおける GST-P の発現は遺伝子変異ではなく生化
学変化によるとした。遺伝子変異は genetic changeお
よび epigenetic change に分類される。後者は，後世
変異と訳され，核酸塩基のメチル化などが代表的なも
ので，特定の遺伝子の発現が調節されるが，その変異
は娘細胞に受け継がれない45，46）。生化学変化は両者を
含まない非遺伝子変異（non-genetic change）とする。
著者も，当初 GST-P の発現は genetic change による
と考えていた。しかし，前がんおよびがん細胞の発生
増殖過程を長い間調べている間に遺伝子変異説に対す
る多くの疑問が生じ epigenetic な変化によると考え
る様になった47）。ところがこの数年，特に半年，細胞
ががん性変化を引き起こすためには遺伝子変化のよう
な生易しいものではなく，細胆管膜の破壊のような大
事件が必要と考えるに至った。つまり，遺伝子のメチ
ル化があったにせよ，それは膜の破壊につながるもの
ではなく，がん性変化の原動力にはなり得ない性質の
ものである。遺伝子変異はがんの原因かそれとも結果
なのかは依然として決着していない問題である１）。本
研究では遺伝子変異はがんの原因ではなく結果である
説を支持する知見が得られた。遺伝子変異（genetic 
change および epigenetic change）が全てとする（怒
濤の様な）DNA 至上主義のがん研究の過去と現在の
状況に対するひとつのアンチテーゼとして主張したい
と考えている。

2．前がん細胞，がん細胞およびがん幹細胞との関連
他

　前がん細胞とがん細胞の発生機構およびそれらの関
連は勿論不明である。しかし， 2 次元電気泳動で数
100種類のタンパクスポットのパターンを比較すると，
ラットの前がん細胞とがん細胞（hepatoma）は極め
て類似している。両者に関連がない場合はかなり違う
パターンとなるであろう。したがって，両者は同じ細
胞系列（cell lineage）であり，前がん細胞が何らかの
形質変化によってがん細胞を生じたと考えられる。前
がん細胞の発生は遺伝子変化を伴わないとすれば，が

ん細胞の誕生もまた，遺伝子変化と無関係と考えられ
る。一方，近年，いわゆるがん幹細胞の存在が確かな
ものとなりつつある３，48，49）。がん細胞を FACS で分画
するとヌードマウスにがんを作り易いものと作りにく
いものとがあり，前者ががん幹細胞と考えられている。
これまでの知見に基づけば次の様に考えられる。前が
ん細胞の発現はがん幹細胞の発現に先行しており，前
がん細胞が発生し死滅した時にはその周辺の微小環境
は元の正常組織に戻る場合と戻らない場合が考えられ
る。殆どは前者と考えられるが，後者においては幹細
胞はもはや正常に分化出来ない状態にある。つまりが
ん幹細胞は非組織化された幹細胞との定義そのものに
なる。前がん細胞ががん細胞を与えるのか，それとも
がん（幹）細胞が発現するための前座に過ぎないのか
興味が持たれる。いずれにせよイニシエーションに遺
伝子変化が関与しないとすればがんの出来る謎を解く
ことはこれまでよりもはるかに容易なものとなるに違
いない。そのためには間接的であっても多くのデータ
を積み重ねるとことは足りる。人類の宿業とはこんな
ものだったのかとなる日も近いと言えば楽観的過ぎよ
うか。
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The enigma of cancer: the preneoplastic marker enzyme, 
glutathione S-transferase P-form (GST-P), is a convenient 

tool to elucidate the mechanism of cancer initiation
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Abstract：The molecular and cellular mechanisms of cancer initiation require both biological 
and medical elucidation. In 1985, we found that glutathione S-transferase P-form (GST-P), a 23 
kDA protein, was markedly increased in rat hepatic preneoplastic lesions (Satoh et al: PNAS 
USA, 82:3968-3964, 1985). To date, GST-P is employed by many cancer researchers as one of 
the most specifi c marker enzyms for preneoplastic cells. Of interest, a single intraperitoneal 
injection of diethylnitrosamine induced the high expression of GST-P in single cells and minifoci 
in the animal livers after 2 to 3 days (Moore et al: Carcinogenesis, 8:483-486,1987). Whether 
the transformed cell populations were precursors of preneoplastic foci or nodules and whether 
genetic changes were involved in their induction are fundamental questions that remain to 
be elucidated. Unexpectedly, however, things took a favorable turn quite recently. When rats 
were fed a basal diet containing high concentrations of 2-acetylaminofl uorene (0.04%), as many 
as 468,000 single cells per gram of liver were noted to be overproduced together with the 
overgrowth of minifoci and foci. These drastic initial carcinogenic changes werwewe thereby 
indicated to be induced biochemically rather than genetically. The preneoplastic marker 
enzyme GST-P could be a key to gain insight into the cause of cancer.

Key words：cancer; tumor marker enzyme; glutathione S-transferase; glutathione
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　2）刊行期日は原則として発行年度の2月28日とする。
　3）掲載された論文の著作権（著作財産権）は弘前
大学大学院保健学研究科に属し，その全部または
一部を無断で他誌へ掲載してはならない。

12．経費負担
　1）筆頭執筆者一人あたり図・表及び写真（カラー
写真を除く）を含めて 15 頁以内を共通経費負担と
する。（印刷 1頁は，和文では 400 字詰め原稿用紙
約 4枚，欧文では65字×26行にタイプ印書した原
稿用紙約 2枚に相当する。）

　2）超過分については著者の研究費負担とする。

13．別　刷
　1）別刷を希望する場合は，初校の際に必要部数を
委員会に申し出るものとする。

　2）別刷の費用は著者の研究費負担とする。

　　附　則
　　 この規程は，平成19年10月17日から施行する。

1．名　称
　　弘前大学大学院保健学研究科紀要（以下「本紀
要」という。）とする。

2．発　行
　　発行は原則として年 1回とする。

3．内　容
　　内容は「原著」，「総説」，「報告」等の「論文」を
原則とし，未発表のものに限る。

4．論文の作成
　　論文の作成に際しては，所定の執筆要領に従うも
のとする。

5．論文の掲載
　　本紀要には，次の論文を掲載する。
　1）弘前大学大学院保健学研究科職員（以下「職員」
という）およびその指導協力を得た共同研究者
（共著者）による投稿論文
　2）職員以外の者が投稿する場合は，職員との共同
研究で連名とし，紀要編集委員会が適当と認めた
論文

6．論文数及び論文の長さ
　　筆頭執筆者が各号に掲載できる論文数及び論文の
長さについての制限はないものとする。

7．論文の投稿
　　投稿原稿は 2部提出するものとする。

8．投稿受付
　1）投稿は随時受け付けるものとする。
　2）受付は各分野の紀要編集委員会委員が行い，原
稿預り証を発行する。

　3）紀要編集委員会（以下「委員会」という。）は論
文掲載予定通知書を発行する。

9．投稿原稿の採否
　1）投稿された論文はすべて査読される。
　2）査読の後，委員会は投稿論文の体裁及び内容に
ついて修正を求めることがある。

　3）論文の採否は委員会において決定する。

10．編　集
　1）著者校正は初校のみとし，校正の際の加筆は原
則として認めない。

　2）その他，編集に関することは委員会に一任する。

11．刊　行
　1）発行前年度の11月1日から発行年度の10月31日
までに投稿受付された論文を一号として刊行する。

弘前大学大学院保健学研究科紀要投稿規程



　（4）文章中に用いられる数字の種類とそのランク付
けについては，以下のようにし，それよりも深い
レベルでは著者に一任する。

　　　Ⅰ，Ⅱ，Ⅲ・・・
　　　　1，2，3・・・
　　　　　（1），（2），（3）・・・
　　　　　　①，②，③・・・
　　　　　　　i），ii），iii）・・・
　　　英文の論文の場合，大項目をローマ数字とし，

そのタイトルはイタリック体とする。
　（5）英文の論文の各セクション（Introduction 等）

は，すべての文字をcapitalにする。
　（6）印刷に当たって指定したい事項（字体・打点

部分・下線・傍線など）は原稿内に朱書きし，説
明を加える。

　（7）保健学研究科の所在地の英文は，「66-1, 
Hon-cho,  Hirosaki-shi,  Aomori-ken  036-8564, 
Japan」とする。

8．図，表及び写真
　（1）図及び写真は完成されたものとし，トレース

不要で製版できるものとする。ただし，図及び表
中の文字の写植を希望する場合は，その部分を鉛
筆書きにしておく。

　（2）掲載（印刷）時の図，表及び写真の大きさを明
記する。（例：原寸，70％，50％など）

　（3）図，表及び写真にはそれぞれ番号をつけ，お
のおのの欄外あるいは裏に論文題名及び著者名を
明記し，一括して原稿の末尾に添え，原稿中には
挿入場所を欄外余白に朱書きする。

　（4）図，表及び写真の説明文は別に添付する。

9．引用文献
　（1）引用文献は本文末尾に一括して引用順に記載

する。本文中においては引用箇所の右肩に１）, １，３）, 
１－４）のように表示する。

　（2）引用文献の記載の形式は下記のとおりとする。

［雑誌］
　著者名：論文題名．雑誌名，巻（号）：頁，年．
　例
1） 片山美香，松橋有子：思春期のボディイメージ形成
における発達的研究―慢性疾患群と対照群との比較
調査から―．小児保健研究，60：401-410，2001．

2） Ding WG, Gromada J：Protein kinase A-dependent 
stimulation  of  exocytosis  in  mouse  pancreatic 
β-cells by  glucose-dependent  insulinotropic 
polypeptide.  Diabetes, 46：615-621, 1997.

［単行本］
　著者名：（論文題名）．（編者名）．書名．（版）．頁，
発行所，発行地，年．
　例

1．原稿の表紙には論文題名，著者名，所属及び所在
地（e-mail アドレスの掲載を希望する場合は，
e-mail アドレスも）を和文と欧文の両方でそれぞれ
明記し，さらに本文枚数（引用文献，要旨を含
む。），図，表，写真，図表の説明文などの枚数を記
載する。

2．原稿は，ワープロ等を用いて，和文の場合には
A4判，10ポイントで 1枚につき40字×40行で横書
きとする。欧文の場合には A4 判，ダブルスペース
で 1枚につき 26 行でタイプする。英文（要旨も含
む）は，必ず予めnative speakerにより校閲を受け
ておくこと。

3．原稿の提出は，上記の要領で印刷したもの 2部
と，フロッピーディスクを添付する。フロッピー
ディスクには，論文題目，著者名，使用したハード
ウエア名，ソフトウエア名を明記する。なお，提出
するファイル形式等の詳細については，紀要編集委
員会に問い合わせる。

4．要旨
　（1）論文には要旨をつける。
　（2）要旨は論文が欧文の場合には和文要旨（400 字

以内）を，和文の場合は欧文要旨（200 語以内）
をつける。

5．キーワード
　（1）論文の題名，著者名の次に「Keywords」と見

出しをつけて記載する。
　（2）キーワードの選定数は，原則として 5個以内と

する。
　（3）キーワードは，論文が和文欧文のいずれで

あっても和文と欧文の両方で記載する。
　（4）欧文は，固有名詞，略語などの特殊な場合を除

き，小文字で記載する。
　（5）各キーワード間はセミコロンで区切る。

6．論文中で繰り返し使用される名称は，略称を用い
ることが出来るが，初出の箇所に正式名を書き、続
けて（　）に入れて略称を示す。［例：Activities of 
Daily Living（ADL）］

7．形式等
　（1）英文のタイトルは，最初の文字のみ capital に

する。
　（2）タイトルに含まれる著者名の右肩に付ける所属

のアスタリスク（＊）は， 1名（あるいは所属が
同じで複数名）の場合，「＊」とし，所属が異
なっており 2名以上の場合，「＊ 1, ＊ 2・・・」と
する。

　（3）著者名には所属も付ける。

執　　筆　　要　　領



1） 高橋雅春，高橋依子：樹木画テスト．pp.30-44，文
教書院，東京，1986．

2） Gorelick FS,  Jamieson JD：The pancreatic  acinar 
cells:  structure-function  relationships.   In:  Jonson 
LR. (ed) Physiology of the gastrointestinal tract, 3rd 
ed, pp.1353-1376, Raven Press, New York, 1994.

　註 1．記載形式の（　）内は必要に応じて記入す
る。訳者，編者等に関しては氏名のあとに訳，
編などをつける。

　註 2．著者が 2 名の場合は全員記入し，3 名以上の
場合は省略形式を用いてもよい。

　　　（例：○○○，○○○，他［和文の場合］，○○
○, ○○○, et al.［欧文の場合］）

　註 3．雑誌名は慣用の略称（Index Medicus など）
を用いる。

10．その他
　（1）人及び人体材料を用いた研究の場合は，容認

され得る倫理基準に適合していることを要し，完
全なインフォームド・コンセントを得，その旨を
論文中に記述する。動物実験を含む研究の実施は
世界医学会によるヘルシンキ宣言による規定に従
う。例えば，動物実験が適切に行われたことを示
すため，「本実験は弘前大学動物実験に関する指
針に沿って行われた」，英文論文の場合は “The 
experiment was performed in accordance with 
the  Guidelines  for  Animal  Experimentation, 
Hirosaki University.”と文中，又は文末に明記する。



編集委員（○は委員長）
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　五十嵐　世津子　　　　阿　部　由紀子
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